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はじめに

平野 浩（学習院大学）

本報告書は、東京大学社会科学研究所付属社会調査・データアーカイブ研究センターが

実施した 2016 年度二次分析研究会参加者公募型研究「現代日本人の政治意識と投票行動に

関するデータの二次分析」の成果をまとめたものである。

本研究会の目的は、2007 年から 2011 年にかけて計７波のパネル調査として実施された

政治意識と投票行動に関する全国調査（JESⅣ調査）データの分析を通じて、今日の日本

における人々の政治意識や投票行動について新たな知見を得ることにあった。調査の概要

については別掲「JESⅣ調査の概要」に譲るが、この調査によって得られたデータは、第

一次安倍内閣期から野田内閣期まで、言い換えれば 2009 年の歴史的な政権交代や 2011 年

の東日本大震災など、日本の政治や社会を揺るがす大きな出来事を含む時期における有権

者の意識や行動についての多面的で豊富な情報を含むものである。

本研究会には、若手研究者を中心に 10 名が参加し、数回に亘る研究会での報告とディス

カッション、その成果を纏めたペーパーに基づく成果報告会を経て、各自が論文を完成さ

せた。本報告書には提出された 9 本の論文が収録されている。内容をご覧いただければ分

かる通り、参加者の多様な問題関心を反映して、これらの論文のテーマも、政党や党首に

対する支持や評価、有権者の信念体系やイデオロギー、選挙動員と投票参加、社会階層・

ジェンダー・震災等と政治意識や政治行動との関わり、といった幅広いものとなっている。

このことはまた、分析対象としたデータが、狭義の政治意識や投票行動の研究者のみな

らず、広く日本の政治、経済、社会のあり方に関心を持つ研究者に対して多くの有意義な

知見をもたらす可能性を秘めたものであることをも示している。現在このデータは東京大

学社会科学研究所付属社会調査・データアーカイブ研究センターより公開されており、様々

な関心を持つ研究者による利用を待っている。

最後に、本研究会の成果は、多くの方々のサポートの賜物である。特に研究会の運営を

一手に引き受けながら、同時に各参加者の報告に的確なコメントや有意義な助言を惜しみ

なく与えて下さった東京大学の前田幸男先生、事務局として研究会を支えていただいた社

会調査・データアーカイブ研究センターのスタッフの皆様、成果報告会での討論者をお引

き受けいただいた稲増一憲、田辺俊介、田中隆一、遠藤晶久の各先生に、心より御礼を申

し上げる。
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研究会の概要

テーマ

現代日本人の政治意識と投票行動に関するデータの二次分析

使用データ

【0999】「変動期における投票行動の全国的・時系列的調査研究（JESⅣ SSJDA 版）」

（2007-2011 年）

研究の概要

この研究会では、科学研究費特別推進研究（2007～2011 年度）「変動期における投票行動の

全国的・時系列的調査研究」の一環として実施された、前後 7 回にわたる全国パネル調査（JES 

Ⅳ調査）データ（2007 年参院選後調査、2009 年衆院選前後調査、2010 年政治意識調査、2010

年参院選前後調査、2011 年政治意識調査、対象者は 20 歳以上の男女有権者）の二次分析を行

います。この調査プロジェクトの研究代表者をアドバイザーに迎え、今日の日本の政治・社会

の様相を広い視野から捉えることを狙いとしています。調査項目には標準的な政治意識、投票

行動、回答者属性などのほか、価値観、経済状況認識、階層帰属意識、社会的ネットワーク、

メディア接触など幅広い内容が含まれていますので、政治意識・政治行動研究、選挙研究、日

本政治研究などの分野に留まらず、政治理論研究や社会学、経済学といった隣接領域の研究を

志す参加者も歓迎します。

活動の記録

第 1 回研究会（2016 年 05 月 28 日）：趣旨説明，利用データについて解説、参加者紹介

第 2 回研究会（2016 年 07 月 30 日）：研究報告

第 3 回研究会（2016 年 09 月 24 日）：研究報告

第 4 回研究会（2016 年 11 月 05 日）：研究報告

第 5 回研究会（2016 年 12 月 27 日）：研究報告

第 6 回研究会（2016 年 01 月 21 日）：研究報告

成果報告会 （2017 年 02 月 22 日）
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ＪＥＳⅣ調査の概要

平野 浩

（学習院大学）

調査の目的

JESⅣ調査は、平成 19-23 年度、科学研究費特別推進研究「変動期における投票行動の全

国的・時系列的調査研究」（研究代表者：平野浩、研究分担者：小林良彰、池田謙一、山田

真裕）の一環として実施された全７波の全国パネル調査であり、この時期における日本の

有権者の政治意識と投票行動の実態を明らかにすべく計画されたものである。

投票行動に関する調査研究は、民主主義の要である選挙の実態を明らかにするという現

実的なレリヴァンスを有すると同時に、政治学、社会心理学、社会学など広く学際的なア

プローチを必要とするという社会科学研究上の戦略的な結節点でもあり、すでにわが国に

おいても先行プロジェクトであるミシガン大調査(1967 年)、JABISS 調査(1976 年)、JES 調

査(1983 年)、JESⅡ調査(1993-1996 年)、JESⅢ調査(2001-2005 年)等を通じて確固たる研究

成果が蓄積されてきた。

こうした蓄積の上に、JESⅣ調査では、この時代の要請に応えるために、さらに以下の

ような諸点の解明を重要な目的として加えることとした。

（１）並立制導入後約１０年を経て、投票行動の規定要因に中選挙区制時代と比較して

何らかの変化が生じているのか。

（２）社会構造、経済状況、国際環境の変動は、争点投票、経済的業績投票、社会集団

間の党派的分界線などにどのような影響を及ぼしているか。

（３）マスメディア、パーソナル・ネットワーク、インターネットなどによる重層的な

情報環境が有権者の意思決定に与える影響はどのようなものか。

これらの問いに答えるため、調査では、投票政党、支持政党、争点態度、候補者イメー

ジ、内閣評価など、投票行動研究における標準的な質問項目に加えて、２大政党の比較評

価、経済状況認識、価値観や階層帰属意識、団体加入やパーソナル・ネットワーク、様々

な情報メディアへの接触など多様な質問が用意された。

調査の実施

以下に述べる通り、調査は全国規模で無作為抽出された対象者に対する全７波のパネル

調査として実施された。まずサンプリングの基本的デザインは、パネル調査の第１波であ

る 2007 年参議院選挙後調査のサンプリングを基本とし、以後、必要に応じて新規サンプル

を補充することとした。補充に当たっては、第１波調査の調査地点から毎回充当すること

とした。第１波調査のサンプルは、全国の満 20 歳以上の男女 3000 人で、層化２段無作為
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抽出法により、全国 217 市区町村（218 地点）から抽出された。

これらの対象者に対して実際された第１波調査（2007 年参議院選挙後面接調査）は 2007

年 9 月 15 日～10 月 1 日に実施され、有効回答数は 1673 であった。

続く第２波調査（2009 年衆議院選挙前面接調査）は、第１波調査の完了者から以後の調

査に対する協力拒否のあった 24 人を除いた 1649 人に、新規補充サンプル 1351 人を加えた

3000 人をサンプルとして 2009 年 8 月 19 日～8 月 29 日に実施され、有効回答数は 1858 で

あった。第３波調査（2009 年衆議院選挙後面接調査）は、第２波調査の完了者から以後の

調査への協力拒否のあった 92 人を除いた 1766 人に、第２波調査で不能であった者等 440

人を加えた 2206人を対象として 2009年 9月 1日～9月 23日に実施され、有効回答数は 1684

であった。

第４波調査（2010 年政治意識郵送調査）は非選挙時の調査であり、第２波および第３波

調査の少なくとも一方の完了者 1962 人から以後の調査に対する協力拒否のあった者を除

いた 1782 人の継続サンプルに、1218 人の新規補充サンプルを加えた 3000 人を対象として

実施された。新規補充サンプルの抽出に当たっては、継続サンプルにおける年齢層の偏り

を補正するため、調査対象者を２０～３９歳、４０歳～５９歳、６０歳以上の３つの年齢

層に分け、それぞれのサンプル数が母集団比率に出来るだけ近くなるように抽出を行った。

継続対象者に対しては、回答の負担軽減のため、基本的項目のみを質問し、新規対象者に

対しては、非選挙時という条件を生かした質問を含む、標準規格の調査票を送付した。調

査期間は 2010 年 1 月 20 日～2 月 17 日で、有効回答数は継続対象者 1400 新規対象者 440

であった。

第５波調査（2010 年参議院選挙前面接調査）第４波調査の対象者 3000 人のうち、以後

の調査に対する協力拒否のあった 89 人に関して新たに補充を行った計 3000 人を対象とし

て 2010 年 6 月 30 日～7 月 10 日に実施され、有効回答数は 1767 であった。また第６波調

査（2010 年参議院選挙後面接調査）は、第５波調査の完了者から以後の調査への協力拒否

のあった 43 人を除いた 1724 人に、第５波調査で不能であった者 352 人を加えた 2076 人を

対象として 2010 年 7 月 12 日～8 月 4 日に実施され、有効尾回答数は 1707 であった。

最終の第７波調査（2011 年政治意識郵送調査）は第４波と同様の非選挙時調査であり、

第５波および第６波の少なくとも一方の完了者 1856 人から以後の調査に対する協力拒否

のあった 53 人を除いた継続サンプル 1803 人に、新規補充サンプル 1197 人(第４波におけ

るサンプル補充と同様に、年齢層の偏りを補正するような抽出を行なった)を加えた 3000

人を対象として、東日本大震災から約８か月を経た 2011 年 11 月 16 日～12 月 9 日に実施

され、有効回答数は 1658 であった。

最後に、第１波～第７波の回答パターンを以下に示しておく（○＝回答あり、×＝回答

なし）。少なくとも１回は調査に回答した対象者は 3639 人となる。
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第１波 第２波 第３波 第４波 第５波 第６波 第７波 該当者数

　○ 　○ 　○ 　○ 　○ 　○ 　○
　○ 　○ 　○ 　○ 　○ 　○ 　×
　○ 　○ 　○ 　○ 　○ 　× 　○
　○ 　○ 　○ 　○ 　○ 　× 　×
　○ 　○ 　○ 　○ 　× 　○ 　○
　○ 　○ 　○ 　○ 　× 　○ 　×
　○ 　○ 　○ 　○ 　× 　× 　×
　○ 　○ 　○ 　× 　○ 　○ 　○
　○ 　○ 　○ 　× 　○ 　○ 　×
　○ 　○ 　○ 　× 　○ 　× 　○
　○ 　○ 　○ 　× 　○ 　× 　×
　○ 　○ 　○ 　× 　× 　○ 　○
　○ 　○ 　○ 　× 　× 　○ 　×
　○ 　○ 　○ 　× 　× 　× 　×
　○ 　○ 　× 　○ 　○ 　○ 　○
　○ 　○ 　× 　○ 　○ 　○ 　×
　○ 　○ 　× 　○ 　○ 　× 　○
　○ 　○ 　× 　○ 　○ 　× 　×
　○ 　○ 　× 　○ 　× 　○ 　○
　○ 　○ 　× 　○ 　× 　○ 　×
　○ 　○ 　× 　○ 　× 　× 　×
　○ 　○ 　× 　× 　○ 　○ 　×
　○ 　○ 　× 　× 　○ 　× 　○
　○ 　○ 　× 　× 　○ 　× 　×
　○ 　○ 　× 　× 　× 　× 　×
　○ 　× 　○ 　○ 　○ 　○ 　○
　○ 　× 　○ 　○ 　○ 　○ 　×
　○ 　× 　○ 　○ 　○ 　× 　○
　○ 　× 　○ 　○ 　○ 　× 　×
　○ 　× 　○ 　○ 　× 　○ 　○
　○ 　× 　○ 　○ 　× 　○ 　×
　○ 　× 　○ 　○ 　× 　× 　×
　○ 　× 　○ 　× 　○ 　○ 　×
　○ 　× 　○ 　× 　○ 　× 　×
　○ 　× 　○ 　× 　× 　○ 　×
　○ 　× 　○ 　× 　× 　× 　×
　○ 　× 　× 　× 　× 　× 　×
　× 　○ 　○ 　○ 　○ 　○ 　○
　× 　○ 　○ 　○ 　○ 　○ 　×
　× 　○ 　○ 　○ 　○ 　× 　○
　× 　○ 　○ 　○ 　○ 　× 　×
　× 　○ 　○ 　○ 　× 　○ 　○
　× 　○ 　○ 　○ 　× 　○ 　×
　× 　○ 　○ 　○ 　× 　× 　×
　× 　○ 　○ 　× 　○ 　○ 　○
　× 　○ 　○ 　× 　○ 　○ 　×
　× 　○ 　○ 　× 　○ 　× 　×
　× 　○ 　○ 　× 　× 　○ 　○
　× 　○ 　○ 　× 　× 　○ 　×
　× 　○ 　○ 　× 　× 　× 　×
　× 　○ 　× 　○ 　○ 　○ 　○
　× 　○ 　× 　○ 　○ 　○ 　×
　× 　○ 　× 　○ 　○ 　× 　×
　× 　○ 　× 　○ 　× 　○ 　○
　× 　○ 　× 　○ 　× 　○ 　×
　× 　○ 　× 　○ 　× 　× 　×
　× 　○ 　× 　× 　○ 　○ 　×
　× 　○ 　× 　× 　○ 　× 　×
　× 　○ 　× 　× 　× 　× 　×
　× 　× 　○ 　○ 　○ 　○ 　○
　× 　× 　○ 　○ 　○ 　○ 　×
　× 　× 　○ 　○ 　○ 　× 　○
　× 　× 　○ 　○ 　× 　○ 　○
　× 　× 　○ 　○ 　× 　○ 　×
　× 　× 　○ 　○ 　× 　× 　×
　× 　× 　○ 　× 　○ 　○ 　×
　× 　× 　○ 　× 　○ 　× 　×
　× 　× 　○ 　× 　× 　× 　×
　× 　× 　× 　○ 　○ 　○ 　○
　× 　× 　× 　○ 　○ 　○ 　×
　× 　× 　× 　○ 　○ 　× 　○
　× 　× 　× 　○ 　○ 　× 　×
　× 　× 　× 　○ 　× 　○ 　○
　× 　× 　× 　○ 　× 　○ 　×
　× 　× 　× 　○ 　× 　× 　×
　× 　× 　× 　× 　○ 　○ 　○
　× 　× 　× 　× 　○ 　○ 　×
　× 　× 　× 　× 　○ 　× 　○
　× 　× 　× 　× 　○ 　× 　×
　× 　× 　× 　× 　× 　○ 　○
　× 　× 　× 　× 　× 　○ 　×
　× 　× 　× 　× 　× 　× 　○

(有効回収数)
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党首の「声」と党首評価・政党評価・投票選択

──党首討論会の音声周波数解析と 調査データによる実証分析──

岡田陽介

（立教大学）

本研究は，政治家が提供する非言語情報としての声に着目し，政党の党首の

音声周波数とサーベイデータをマージしたデータによる分析によって，政治家

の声の高低と，印象評価・投票選択についての関連を明らかにすることを目的

とした．分析の結果， ）党首の属性や有権者の心理的要因で統制しても，低

い声が党首の感情温度や政党の感情温度を高める． ）党首感情温度や政党感

情温度を媒介して投票選択確率を高めるが，声の直接の効果も確認される．）

メディア接触と党首の周波数の交互作用は，限定的ではあるが，政党の感情温

度および投票選択に対して効果を持っていることが明らかとなった．

１．はじめに

選挙において有権者は，各政党や候補者が提示する公約や政策を基に，より利益が得ら

れる政党や候補者を合理的に判断し，投票への参加，ひいては，投票の方向を決定する側

面を持つ（Downs 1957）．こうした前提において，政党や候補者からの公約や政策の情報

伝達は，選挙公報やビラ，街頭演説，TV，さらにはインターネットなどの各種メディアに

よって行われることが想定されるが，選挙運動では言語情報によって政策内容が伝えられ

るだけでなく，顔の表情や，衣服などの色，声の調子など非言語情報の提供も，それが政

党や候補者によって意図的になされるか否かにかかわらず行われる．

選挙運動における非言語情報が有権者の候補者評価に与える影響については，1960 年の

米国大統領選挙における John F. Kennedy と Richard M. Nixon の TV 討論以降，より着目さ

れるようになった（Kraus 1962）．非言語情報には様々なものがあるが，メディアへの出演

や，街頭演説，連呼など，実際の政治活動や選挙運動の実態を見れば，言語情報は言葉に

より伝達されることから，非言語情報のうち声が占める要素は大きなものであろう．

本研究の目的は，政治家が提供する非言語情報のうち，これまであまり焦点が当てられ

ることのなかった聴覚情報としての政治家の声に着目し，政党の党首の音声周波数とサー

ベイデータをマージしたデータによる分析によって，政治家の声の高低と，その印象評価，

投票選択についての関連を明らかにすることにある．

２．先行研究

視覚情報と聴覚情報

これまで選挙研究・投票行動研究における非言語情報への着目は，主として視覚情報か

らの検討が中心であった．中でも，候補者の顔の表情に焦点を当て，顔から判断される候
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補者の有能性の認知（Todorov, Mandisodza, Goren & Hall 2005），選挙ポスターの笑顔の程度

が得票や当落に与える効果（Little, Burriss, Jones & Roberts 2007; Horiuchi, Komatsu & Nakaya 

2011）などが確認されている．

本研究が焦点を当てる政治家の声，すなわち，聴覚情報は非言語情報の一つであるが，

人間の認知過程においては，視覚情報が聴覚情報と比較して優位であるとされる．つまり，

言葉などの言語情報，声の高低などの聴覚情報，表情やボディーランゲージなどの視覚情

報がそれぞれ矛盾した情報として呈示された場合，視覚情報，聴覚情報，言語情報の順に

情報が伝達されることや，矛盾した情報を視覚情報（顔の表情）と聴覚情報（音声）で呈

示した場合，その認知において視覚優位となる（Mehrabian 1981; McGurk & MacDonald 

1976）．選挙研究でも，1984年の米国大統領選におけるRonald W. ReaganとWalter F. Mondale

の討論会を用いた実験によって，印象評価に対して視覚優位となることが報告されている

（Patterson, Churchill, Burger & Powell 1992）．

以上に見るに，選挙研究でこれまで表情から得られる視覚情報に主として焦点が当てら

れてきたことには一定の妥当性があろう．しかしながら，認知における視覚優位は国や文

化，状況によって異なり，聴覚優位になることも指摘されている（山田・箱田・中村・湯

田 2000；de Gelder & Vroomen 2000; Sekiyama & Tohkura 1991; Tanaka, Koizumi, Imai, 

Hiramatsu, Hiramoto, & de Gelder 2010）．つまり，視覚情報からのアプローチは一定の妥当

性はあるものの必ずしも頑健ではない．また，先述のとおり，実際の選挙運動の場面での

連呼や街頭演説，TV やラジオ，さらに近年ではインターネットによる動画配信など，直

接，有権者に政策を伝達する手段として，声が持つ役割も大きいであろう．

声の要素における高低

声の高低（音高）は，音量や音色とならび，音声・聴覚情報において主要な要素の 1 つ

である．その程度は基本周波数（F0）として測定されるが，一般に声の高低は声帯や声道

の大きさなどの生物学的な要素で決まり，体が大きくなれば声は低くなる．したがって，

男声と女声を比較すると概ね女声の周波数が高く男声で低い（Titze, 1989; Fitch & Giedd 

1999）．低い声は体の大きさを示すことから，生物学的には生存や繁殖における競争での優

位性をもたらす．また，対人認知においても，高い声が「誠実さ」や「真面目さ」，「説得

力」，「強さ」の評価を引き下げ，「神経質」との評価を上昇させるとされる（Apple, Streeter 

& Krauss,1979）．つまり，低い声であるほど対人認知における様々な特性での肯定的な評

価を上昇させる．

ただし，声の高低は必ずしも生物学的な要素のみで決まるわけではなく，人の意図的な

操作の余地もある．政治家による例では，英国元首相の Margaret H. Thatcher のように首相

就任前後で 60Hz 程度，声の高さを意図的に下げたことが知られている（Thatcher 1995＝

1995; Karpf 2006; Henton 1992)．
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声の高低と印象形成・投票選択

声の高低と政治家の印象形成や投票選択については，主として音声刺激を用いた実験室

実験によって検討がなされ，その効果が示されてきた．例えば，実験刺激の種類として，

実在の政治家の声を対象とし，米国大統領や日本の党首討論における党首音声の高低を操

作したものや（Tigue, Borak, O’Connor, Schandl & Feinberg 2012; 岡田 2017a），声の高低が

異なる男女のセリフを原音声にしたもの（Klofstad, Anderson & Peters 2012; Anderson &

Klofstad 2012），合成音声ソフトで作成した政治家を含む様々な職業の特徴的なセリフ（岡

田 2016）などが用いられ，印象評価にかかわる様々な性格特性（「有能さ」や「誠実さ」，

「信頼度」，「好感度」など）や投票選択確率に対する効果が検討されてきた．そして，い

ずれの研究においても，声の低さが政治家の印象評価を上昇させたり，投票の選択確率を

上昇させたりする結果が示されている．

これらの研究が前提としているのは，声の低さが候補者の印象評価（「有能さ」や「誠実

さ」，「信頼度」，「好感度」などの性格特性への評価）を促進させ，間接的に投票選択を促

進させるということである．しかしながら，これらの先行研究には次の点で問題も多い．

第 1 に妥当性にかかわる問題である．先行研究では学生を対象とした実験も多く，外的

妥当性を高め，声の効果をより一般化することが求められる．もちろん，先行研究におい

ても外的妥当性を高めるべく様々な研究が行われているが，大別すれば，実験参加者の幅

を広げる方法と，実際の候補者の声を分析しアグリゲート・データとの分析を行う方法の

2 種類に分けられる．

前者では，学生実験に留まらず，サーベイ実験を用いて複数の年代の実験参加者を対象

とした実験による検討（Klofstad, Anderson & Nowicki 2015; Klofstad 2016）が行われ，声の

低さが印象評価や投票選択を促進する効果が確認されている．ただし，この場合でも実験

環境下で音声を聞くという生態学的妥当性の問題が残ることから，実際の政治家の声その

ものを分析対象とする必要があろう．他方，後者では候補者の周波数と得票率や当落との

関連を見る分析が行われ，米国の 2012 年下院選挙を対象とした分析（Klofstad 2016）や米

国の 2016 年大統領選における共和党候補者の分析（Ahmadian, Azarshahi & Paulhus 2017），

日本の 2014 年衆議院選挙を対象とした分析（岡田 2017b）などが行われている．ただし，

実際の声の周波数と得票率の関連では，必ずしも低い声が得票率や当落を規定しない事例

も示されている．

第 2 に声が投票選択に与える効果のプロセスにかかわる問題である．既存研究は印象評

価を媒介して投票選択を促進することを前提としつつも，声と印象評価，声と投票選択の

関連を明らかにする実験が中心であり，必ずしも段階的なプロセスを考慮に入れた実験と

はなっていない．確かに，実験では声の刺激に対して，直接，印象評価や投票選択を行わ

せる課題を用いることから，それぞれの関係を直接的に示すことができる手法といえる．

7



8 

しかしながら，実際の候補者の声を分析しアグリゲート・データとの関連を見る分析

（Ahmadian, Azarshahi & Paulhus 2017; 岡田 2017b）では，必ずしも低い声の効果が確認さ

れるわけではないことからも，やはり，声の効果が直接投票選択に影響するというより，

印象評価などを経た段階的なプロセスであるといえる．したがって，声の効果が段階的な

プロセスを経ること，また，印象評価などで統制しても声の直接の効果が確認できるのか

を検討する必要があろう．

第 3 に，選挙研究・投票行動研究の研究蓄積で示されてきた有権者側の他の要因につい

ての検討が捨象される問題である．選挙研究・投票行動の既存研究では，「政党支持」や「争

点態度」，「候補者評価」さらには，「政治関心」「政治満足」などの有権者の心理的要因も

投票行動の規定要因とされてきた（Campbell, Converse & Mille 1960；三宅 1989；蒲島 1988）．

しかしながら実験を中心とする声と印象評価，投票選択の既存研究では，そうした要因に

ついては考慮されていない．

以上に見るに，先行研究が抱える問題点を克服するには，実際の政治家の声を分析対象

にしながら外的妥当性を高めつつ，既存の選挙研究・投票行動研究で指摘される有権者の

意識なども考慮することが必要である．そして，声が印象評価を経て，投票選択へ至る段

階的モデルとして分析することで，一般化可能な結果を導出することが必要となる．そこ

で本研究では，上記の問題を克服する手段として，実際の政治家の音声の周波数解析と大

規模サーヴェイ調査の両者を用い統一的に分析し，既存のモデルを考慮した上でも，声の

効果が確認できるかを検討する．

なお，特に実在の政治家の音声を場合，声の高低の効果が，体の大きさなどの生物学的

な要素で決まることも考慮する必要もあろう．したがって，分析では政治家の性別や年齢，

身長などの属性を統制した上で分析を行う．

３ 方法

データ

本研究で必要となるデータは，第 1 に政治家の音声データ，第 2 に当該政治家について

の有権者の印象評価や投票選択を含む，有権者を対象とした大規模サーヴェイ調査のデー

タである．

通常，音声を収集するには，同条件で対象の音声の録音を行う必要がある．また，録音

機材や録音環境に最大限の配慮を行い，様々なノイズを最小限に抑える必要がある（城生

2008；平坂 2009）．しかしながら，研究者自らが選挙に立候補したすべての候補者を一堂

に集め録音を行うことは極めて困難である．代替手段としては，街頭演説などの録音によ

って音声収集を行うことも考えられるが，それらを同条件で行うには限界があり，音声ア

ーカイヴなどの利用が現実的となる（岡田 2017b）．

そこで本研究では，アーカイヴから入手可能な政治家の音声として，政党の党首に焦点
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を当て，2009 年衆議院議員総選挙と 2010 年参議院通常選挙時に日本記者クラブで開催さ

れた党首討論会の動画・録音データを用いる．当該党首討論会は，2009 年には「6 党党首

討論会」，2010 年には「第 22 回参議院選挙 九党党首に聞く」と題され，各党の党首が一

堂に会し開催されたものである．録音環境は各党首ともに同条件であり，発言時間も同条

件に指定されている．

次に，各党首ならびに各政党に対する有権者の印象評価や投票選択については，平成 19

～23 年度文部省科学研究費特別推進研究「変動期における投票行動の全国的・時系列的調

査研究」（JES IV プロジェクト）の調査データ（以下，JES IV 調査データ）のうち，2009

年衆院選，2010 年参院選時に実施された，「第 2 波 2009 年衆議院選挙前調査」（Wave2），

「第 3 波 2009 年衆議院選挙後調査」（Wave3），「第 5 波 2010 年参議院選挙前調査」（Wave5），

「第 6 波 2010 年参議院選挙後調査」（Wave6）を用いた．

調査では，印象評価に関連する質問項目として，上記 2009 年衆院選時の 6 党党首，2010

年参院選時点の 9 党党首，そして，それぞれ政党に対する評価について，中立を 50 点，最

も好ましい時には 100 点，そして最も好ましくない時には 0 点で尋ねる感情温度が設定さ

れている 1)．

分析方法

本研究で用いる分析方法は以下のとおりである．まず，サーヴェイで測定される党首に

対する感情温度と投票選択を，回答者が日常で触れた党首に対する要因（刺激）に対して

測定されたものと仮定する．そして，その刺激を日常で触れた党首の「声」と位置付ける

ことで，サーヴェイで測定された感情温度を「声」の刺激に対して測定された値とみなす．

次に，通常，サーヴェイで感情温度は複数の対象に対して測定されるが，JES IV 調査デ

ータにおいても各波で当該選挙年度の各政党の党首および政党に対する感情温度が測定さ

れている．つまり，一人の回答者が，複数の対象に対して感情温度を回答していることに

なる．また，投票選択についても何れの政党へ投票したかの回答を，当該政党に対する投

票がなされたか否かのダミー変数として扱うことで複数の対象に対する選択の有無として

扱うことができる．これを LONG 形式のデータとして作成することで，心理学実験におけ

る反復測定の応用として扱うことが可能となる．

具体的には，まず，音声データから各党首の基本周波数（F0）を測定する．そして，JES 

IV 調査データに周波数データを変数として結合し LONG 形式のデータとして扱うことで，

各党首の周波数と対応した党首ならびに政党への感情温度，投票選択との関連を探る．

分析では各党首の周波数を独立変数とし，党首ならびに政党への感情温度，投票選択を

従属変数とする．また，政治家の属性や「政党支持」「争点態度」「政治関心」「政治満足」

などの心理的要因での統制を行う．さらに，一般有権者が政党党首の声を聴く機会は，テ

レビなどのメディアを通したものが多くなると予測されることから，メディア接触の頻度
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で統制を行う．また，メディアでの党首の声への接触頻度の効果を確認するため，党首周

波数とメディアへの接触頻度の交互作用項も変数に用いる．なお，データセットには複数

回，同一回答者が存在していることから，回答者でクラスタリング行い，頑健性標準誤差

(clustered robust standard error) を用いて推定を行う．

４ 分析結果

党首音声の周波数測定

音声の周波数測定にあたっては，各党首の発言のうち，冒頭の 1~2.5 秒の間で文意の取

れるワンフレーズの基本周波数（F0）を測定した．なお，測定には Praat（Boersma & Weenink 

2016, v. 6.0.17）を用いた．

分析対象となった各年度の党首は，2009 年では，麻生太郎（自民党），鳩山由紀夫（民

主党），太田昭宏（公明党），志位和夫（共産党），福島瑞穂（社民党），綿貫民輔（国民新

党）の 6 党首，2010 年では，菅直人（民主党），谷垣禎一（自民党），山口那津男（公明党），

志位和夫（共産党），福島瑞穂（社民党），亀井静香（国民新党），渡辺喜美（みんなの党），

舛添要一（新党改革），平沼赳夫（たちあがれ日本）の 9 党首である．各党首の音声の基本

周波数は表 1 のとおりである．それぞれの党首で周波数が異なっていること，また，いず

れの年度も，女性党首である福島瑞穂（社民党）の周波数が他の男性党首と比べて高くな

っていることが確認できる．

表 党首音声の基本周波数

周波数
（Hz）

麻生太郎 （自民党） 138.2
鳩山由紀夫 （民主党） 126.7
太田昭宏 （公明党） 138.1
志位和夫 （共産党） 126.7
福島瑞穂 （社民党） 248.4
綿貫民輔 （国民新党） 153.4
菅直人 （民主党） 96.4
谷垣禎一 （自民党） 129.0
山口那津男 （公明党） 114.6
志位和夫 （共産党） 120.4
福島瑞穂 （社民党） 218.8
亀井静香 （国民新党） 120.2
渡辺喜美 （みんなの党） 126.8
舛添要一 （新党改革） 141.2
平沼赳夫 （たちあがれ日本） 128.0

党首（政党）

2009年

2010年
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党首・政党への感情温度に対する分析

表 2 は党首・政党に対する感情温度の記述統計である．各党党首および政党に対する感

情温度の平均値は，30 度前半から 50 度中盤迄の幅があることが確認できる．また，各党

党首に対する感情温度と当該政党に対する感情温度は概ね同様の傾向を示している．2009

年の，麻生太郎（r = . 712, p < .000），鳩山由紀夫（r = . 745, p < .000），太田昭宏（r = . 817, 

p < .000），福島みずほ（r = . 823, p < .000），志位和夫（r = . 845, p < .000），綿貫民輔（r = . 

845, p < .000），2010 年の，谷垣禎一（r = . 735, p < .000），菅直人（r = . 769, p < .000），山

口那津男（r = . 783, p < .000），福島みずほ（r = . 822, p < .000），志位和夫（r = . 802, p < .000），

亀井静香（r = . 757, p < .000），渡辺喜美（r = . 806, p < .000），舛添要一（r = . 681, p < .000），

平沼赳夫（r = . 775, p < .000）のいずれの党首の感情温度と当該政党の感情温度に強い相関

が認められ，全体でも（r = .793, p < .000）強い相関が認められた．

表 党首・政党の感情温度の記述統計

また，図 1 は，党首音声の基本周波数と各党党首，各政党への感情温度の平均値をプロ

ットしたものである．周波数と感情温度の相関は，党首感情温度（r = －.081, p < .000），

政党感情温度（r = －.100, p < .000）ともに負の相関が認められた．

N M SD N M SD
麻生太郎 1,833 40.3 21.7 自民党 1,819 44.9 22.7
鳩山由紀夫 1,813 48.4 20.3 民主党 1,804 52.6 20.3
太田昭宏 1,668 35.2 21.6 公明党 1,746 34.9 22.6
福島瑞穂 1,693 37.1 20.9 社民党 1,727 34.7 20.7
志位和夫 1,662 34.0 21.8 共産党 1,729 31.5 21.4
綿貫民輔 1,631 32.6 20.1 国民新党 1,672 31.3 20.3
谷垣禎一 1,708 45.8 17.9 自民党 1,723 46.4 19.5
菅直人 1,728 54.1 20.0 民主党 1,723 52.5 19.9
山口那津男 1,511 38.2 20.1 公明党 1,669 35.7 20.7
福島瑞穂 1,685 40.1 21.4 社民党 1,680 36.5 20.3
志位和夫 1,613 36.1 20.4 共産党 1,665 32.6 20.2
亀井静香 1,680 34.8 20.2 国民新党 1,643 33.6 19.2
渡辺喜美 1,651 46.5 20.1 みんなの党 1,632 43.3 20.5
舛添要一 1,684 48.3 19.9 新党改革 1,610 40.1 19.3
平沼赳夫 1,593 39.0 18.7 たちあがれ日本 1,582 35.7 19.3

2010年

2009年

党首感情温度 政党感情温度
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図 党首音声の基本周波数と感情温度（党首・政党）の平均値

次に，基本周波数で示される声の高低と，各党党首，各政党への感情温度との関連が様々

な要因を考慮しても確認できるのかを探るため，重回帰分析を用いて推定を行った．

従属変数には，各党党首，各政党への感情温度それぞれを設定し，独立変数は党首音声

の基本周波数とした．また，統制変数には，党首の属性として，党首性別，党首年齢，党

首身長 2)，回答者の要因として，性別，年齢，居住年数，教育程度，都市規模，政治関心，

政治満足，保革イデオロギー，支持政党ダミー（参照カテゴリは支持なし），メディアへの

接触頻度，当該政党との政策的距離の近さ 3)，党首周波数とメディアへの接触頻度の交互

作用項，そして，年度ダミー（2010 年）を用いた 4)．推定に際しては，回答者でクラスタ

化した頑健性標準誤差を用いた．

表 3 は分析結果である．なお，統制変数に投入した当該政党との政策的距離に関する質

問項目は，全ての政党に設定されているものではないため，当該変数を投入したモデル

（Model 1）と投入しないモデル（Model 2）それぞれについて分析した 5)．

結果を見ると，まず，統制変数の効果では，心理的要因のうち政治満足と政策効用の安

定的な効果が認められる．なお，そうした統制変数で統制を行った上でも，党首の周波数

の効果は党首感情温度に対しても，政党感情温度に対しても負の有意な効果が確認できる．

したがって，党首の声が高いほど当該党首や当該政党の感情温度を下げる結果となってい

る．

また，メディア接触の主効果は特に政党感情温度に対して正の係数で有意（党首感情温

度では有意傾向）な結果となった．一方，メディア接触と党首周波数の交互作用項は政党

感情温度に対してのみ，負の係数で有意（Model 2 では有意傾向）となった．

この結果は，党首という人物に対する声の効果と，政党に対するそれとが異なることを
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示唆する．すなわち，声によってもたらされる党首に対する人物評価は，接触初期の影響

を大きく受け，メディアで流される声に接触する程度が多くなっても変わらないが，政党

に対する評価は，メディアで流される声に接触を重ねることでより低くなる．

ただし，党首周波数の主効果の係数と比較するとその値は小さい．また，何れのモデル

でも安定的に有意な結果となっている党首周波数の主効果に対して，交互作用項は有意傾

向を含むものであり，その効果は限定的であるといえる．

なお，表では標準偏回帰係数（β）を掲載しているが，党首周波数の偏回帰係数（B）

の値は，Model 2 で党首感情温度に対しては－.333，政党感情温度に対しては－.328 であっ

た 6)．したがって，仮に 100Hz 周波数が上昇すると，党首感情温度は 33.3 度，政党感情温

度は 32.8 度低下することになろう．なお，Model 2 の党首周波数の主効果について，党首

周波数以外の変数を平均値に固定した上で，党首周波数を 90Hz から 250Hz まで変化させ

た時の感情温度の変化を図 2 および図 3 に示した．

ところで，今回分析対象とした 2009 年と 2010 年の選挙では，女性党首は福島瑞穂（社

民党）の 1 人のみであり，しかも他の男性党首と比較して周波数が高いことから，分析結

果が女性党首の高い声に過大に影響を受ける可能性がある．そこで，男性党首のみの分析

も行った 7)．紙幅の都合で図表は省略するが，党首周波数の主効果は，党首感情温度のModel 

1（β= －. 084, p < .000），Model 2（β= －. 204, p < .000），政党感情温度の Model 1（β= －.

157, p < .000），Model 2（β= －. 191, p < .000）の何れのモデルでも有意な負の効果が認め

られた．また，メディア接触と党首周波数の交互作用項は何れも有意な結果とはならなか

ったが，党首周波数の声の主効果については男性党首，女性党首全体の分析と同様の結果

となった．
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表 感情温度に対する党首周波数の効果

党首性別（女性） .103 *** .402 *** .339 *** .421 ***

党首年齢 -.079 *** .128 *** -.010 .223 ***

党首身長 -.070 *** -.279 *** -.031 * -.257 ***

性別（女性） .071 *** .050 *** .076 *** .045 **

年齢 -.026 -.006 -.027 -.009

居住年数 -.008 -.003 -.006 -.007

教育程度 .028 * .046 *** .015 .029 *

都市規模 -.006 .004 -.011 -.005

政治関心 -.033 * -.006 -.029 * -.001

政治満足 .074 *** .075 *** .064 *** .066 ***

保革イデオロギー -.005 -.009 -.005 -.008

政策効用 - .096 *** - .113 ***

2010年ダミー .046 ** -.020 -.065 *** -.067 ***

党首周波数 -.242 *** -.678 *** -.447 *** -.651 ***

メディア接触 .045 † .042 † .062 * .061 **

メディア接触×党首周波数 -.017 -.006 -.052 * -.043 +

N

N (clusters)

Adj R2

党首感情温度 政党感情温度

Model 1 Model 2 Model 1 Model 2

16,383 12,061 16,534 12,269

1,626 1,626 1,621 1,620

.034 .069 .035 .089
a) 支持政党ダミーは表から省略

b) 回答者でクラスタ化した頑健性標準誤差

c) 標準偏回帰係数

d) *** p<0.001, ** p<0.01, * p<0.05, † p<0.1
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図 2 基本周波数と党首感情温度（予測値と信頼区間：Model 2） 

図 3 基本周波数と政党感情温度（予測値と信頼区間：Model 2） 
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投票選択に対する分析

次に，投票選択に対する効果について検討を行う．従属変数は比例区での当該政党への

投票ダミーとした．統制変数には感情温度に対する分析（表 3）と同様のものを用いた．

また，声の効果が感情温度を経由して間接的に投票選択に与える効果を確認するために，

党首および政党に対する感情温度をモデルに加えた．なお，分析では選挙で棄権をした回

答者は分析から除外した．もちろん，声の高低によって形成される党首の印象評価や声の

直接の効果によって投票参加自体が促されたり抑制されたりすることもあるだろう．ただ

し，本研究が焦点を当てるのは投票方向であることから，投票に参加した回答者のみを分

析対象としている 8)．

表 4 はロジスティック回帰分析の結果である．なお，推定に際しては，感情温度の分析

と同様に回答者でクラスタ化した頑健性標準誤差を用いた．結果を見ると，統制変数の効

果では，政策効用の正の効果が認められた．なお，統制変数で統制を行った上でも，党首

感情温度および政党感情温度の正の効果が安定的に認められる．したがって，先述の感情

温度に対する分析結果と併せて考えれば，声の低さは党首感情温度および政党感情温度を

媒介して投票選択確率を高めるといえよう．

加えて，党首周波数そのものの負の有意な効果，さらに，メディア接触と党首周波数の

交互作用項も負の係数で有意傾向が認められる．ただし，交互作用項は有意傾向に留まる

ことから，感情温度に対する分析同様，その効果は限定的なものであろう．

なお，感情温度に対する分析同様，男性党首のみの分析も行った．紙幅の都合で表は省

略するが，Model 1（B = －. 043, p < .000），Model 2（B = －. 027, p < .000）ともに党首周

波数の主効果は有意な結果となった．またメディア接触と党首周波数の交互作用項は有意

な結果とはならなかった．
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表 投票選択に対する党首周波数の効果

また，図 4 は党首周波数の主効果について，党首周波数以外の変数を平均値に固定した

上で，党首周波数を 90Hz から 250Hz まで変化させた時の投票選択確率のシミュレーショ

ンの結果である．90Hz で.213 であった選択確率が，250Hz では.007 まで減少していること

が確認できる．

SE SE

党首性別（女性） 3.865 *** (.469) 1.403 ** (.468)

党首年齢 .008 (.007) .098 *** (.009)

党首身長 .037 ** (.011) -.017 † (.010)

性別（女性） -.124 * (.052) -.160 ** (.053)

年齢 -.002 (.002) -.005 * (.002)

居住年数 .071 * (.033) .105 ** (.035)

教育程度 -.064 * (.027) -.067 * (.027)

都市規模 .003 (.018) -.001 (.018)

政治関心 -.066 † (.035) -.051 (.036)

政治満足 -.058 * (.025) -.042 (.026)

保革イデオロギー .015 (.015) .002 (.015)

政党感情温度 .059 *** (.003) .055 *** (.003)

党首感情温度 .011 *** (.003) .013 *** (.003)

政策効用 - - .018 ** (.007)

2010年ダミー -1.544 *** (.089) -1.091 *** (.100)

党首周波数 -.039 *** (.004) -.023 *** (.004)

メディア接触 .094 (.059) .112 † (.062)

メディア接触×党首周波数 -.001 † (.000) -.001 † (.000)

定数 -6.006 * (2.539) -4.278 † (2.264)

N

N (clusters)

Pesdo R2 .292

1,332

a) 支持政党ダミーは表から省略

b) 回答者でクラスタ化した頑健性標準誤差

c) ロジスティック回帰係数

d) *** p<0.001, ** p<0.01, * p<0.05, † p<0.1

13,480

1,332

.298

Model 1 Model 2

B B

9,964
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図 4 基本周波数と投票選択確率（予測値と信頼区間） 

５. 結論と含意 

本研究は，政治家が提供する非言語情報としての声に着目し，政党の党首の音声周波数

とサーベイデータをマージしたデータによる分析によって，政治家の声の高低と，印象評

価，そして投票選択についての段階的プロセスを明らかにすることを目的とした．また，

先行研究であまり考慮されてこなかった政治家の身長などの属性を考慮しても，声の効果

が確認できるかを検討した．本研究の分析の結果明らかになったことは，以下のとおりで

ある．

第 1 に，党首の属性や有権者の心理的要因で統制しても，低い声が党首の感情温度や政

党の感情温度を高める．第 2 に，党首感情温度や政党感情温度を媒介して投票選択確率を

高めるが，声の直接の効果も確認される．最後に，メディア接触と党首の周波数の交互作

用は，政党の感情温度に対する負の効果を持っていることが明らかとなった．

以上の結果から，次のような含意が導き出される．まず，政治家の声が投票選択に与え

る効果は，印象評価を経由する間接的な効果と直接的な効果が存在する．間接的な効果に

示される段階的なプロセスは，声という非言語情報は好感度などの政治家の印象評価の形

成要因として機能することを示唆するものであろう．他方，直接的にも投票選択に影響を

与えている．もちろん，分析結果が示すとおり，政策効用の安定的な効果も確認されるが，

そうした効果を統制してもなお声の効果が認められることは，政策効用に代表される合理
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的選択の側面だけでなく，ともすれば非合理的な側面によっても投票行動が左右されるこ

とも示唆しているといえる．

次に，メディア接触と党首の周波数の交互作用の効果は，高い声に触れる頻度が高いと

印象評価が低下することを示唆する．ただしその効果は，政党に対する効果であり，政党

党首に対する効果としては限定的であった．これは，党首という人物に対する印象評価と

政党のそれに対するものとでは，そのメカニズムが異なることを示唆する．つまり，声か

ら判断される政治家という人物に対する印象評価は接触の初期段階で決まってしまうとい

える．

なお，本研究には課題もある．まず，本研究は政党の党首に着目したが，党首だけでは

なく，広く政治家一般についても当てはまるのかの検討が必要である．次に，感情温度で

測定した好感度以外の要因に対する効果の検討も必要であろう．また，本研究は非言語情

報の中でも，聴覚情報のみに焦点を当てたが，視覚情報，聴覚情報，ひいては，言語情報

などとの相互の関連についても検討が必要である．

上記のような課題はあるが，近年のインターネット環境の発達や日本における選挙運動

でのインターネット利用の解禁という選挙運動を取り巻く環境に鑑みれば，政治家自身が

政策を語る動画をインターネット上に掲載することは極めて容易になった．また，選挙運

動におけるインターネット利用解禁によって，政治家の動画配信に対する有権者の有用性

の認知は上昇している（山崎 2015）．今後，動画配信等による政治家の非言語情報の提供

はより加速していくといえるが，選挙運動における声と印象形成・投票選択の関連を示し

た本研究は，選挙研究・投票行動研究における「声」という非言語情報への着目という新

たな側面を切り開くものとなろう．

補遺

性別：

女性ダミー

年齢：

調査時点の満年齢

居住年数：

「この近くに（この町内，村，団地，大体歩いて 30 分位の範囲）何年くらい住んでい

ますか．途中，他の場所へ転居されたことがある場合は，この近くに住んでいらっしゃ

る期間を通算してお答えください」について，（1）３年以下，（2）４～９年，（3）10～

14 年，（4）15 年以上

教育程度：

「あなたが最後に卒業された学校はどちらですか．各種学校は含めず，中退・在学中

は卒業とみなしてお答えください」について，（1）新中学・旧小・旧高小，（2）新高校・
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旧中学，（3）高専・短大・専修学校，（4）大学・大学院

政治関心：

「選挙のある，なしに関わらず，いつも政治に関心を持っている人もいますし，そん

なに関心を持たない人もいます．あなたは政治上のできごとに，どれくらい注意を払っ

ていますか」について，（1）かなり注意を払っている，（2）やや注意を払っている，（3）

あまり注意を払っていない，（4）ほとんど注意を払っていない（反転）

政治満足：

「あなたは，現在の政治に対してどの程度満足していますか」について，（1）かなり

満足している，（2）やや満足している，（3）どちらでもない，（4）やや不満である，（5）

かなり不満である（反転）

保革イデオロギー：

「ところで，よく保守的とか革新的とかという言葉が使われていますが，あなたの政

治的な立場は，この中の番号のどれにあたりますか」について（0）革新的～（10）保守

的

都市規模：

（1）「町村」，（2）「10 万未満の市」，（3）「10 万以上 20 万未満の市」，（4）「20 万以上

の市」，（5）「政令市」

メディア接触：

選挙期間中における 32 項目の TV ニュース番組・ラジオへの接触の合計

政策効用：

9 政策について当該政党の政策位置の認識と自身の政策位置の差の合計（反転）

政党支持：

支持政党ダミー

投票選択：

比例区での投票政党ダミー

［注］

1) 感情温度の質問項目という点では，「第 1 波 2007 年参議院選挙後調査」（Wave1）も利用可

能であるが，他の年度では感情温度が事前調査に設定されているのに対し，2007 年は事後

調査のみの実施であり，感情温度，投票政党などが，同一の調査で尋ねられていることか

ら 2007 年は使用しなかった．

2) 党首身長は，各党首の公式ホームページに記載されている数値に基づいた．公開・記載さ

れていない場合には，各党党首が横一列で撮影されている写真から，身長が判明している

党首を基に推定した値を用いた．

3) JES IV 調査データの質問項目に設定されている各政策に対する自分の立場と各政党に対す
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る立場の認識の差の絶対値を合計し反転させた．項目は「財政再建と景気対策」「集団的

自衛権の問題」「福祉と負担」「地球温暖化への対策」「国と地方自治体」「憲法改正」「公

的年金制度」「北朝鮮に対する経済支援（2010 年は「沖縄の普天間にある米軍基地の移転」）」

「格差」である．

4) その他，変数の詳細については補遺を参照．

5) 2009 年は自民党，民主党，公明党，社民党，共産党の 5 政党，2010 年は自民党，民主党，

公明党，社民党，共産党，みんなの党の 6 政党に設定されている．

6) Model 1 では党首感情温度に対しては－. 134，政党感情温度に対しては－. 251 であった．

7) 党首性別はモデルから除き，他の変数については同様のものを用いた．

8) そうした多段階の意思決定に対する声の影響については稿を改めたい．
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東日本大震災と政治意識

─存在脅威管理理論にもとづく保守化現象の検証─

秦 正樹

（北九州市立大学法学部政策科学科）

本稿は，東日本大震災が世論にいかなる影響を与えたのかについて，存在脅

威管理理論にもとづいて検討する．存在脅威管理理論では，死への恐怖が高ま

ることで，文化的価値観の保守化や自尊心の高まりを理論的に説明する．周知

の通り， 年 月 日に発生した東日本大震災は， を越える超巨大災害

であり，とくに地震や津波によって多数の被害者をもたらした．本稿では，存

在脅威管理理論にもとづいて，東日本大震災が，とくに被災地住民の存在脅威

を高めたために，被災地以外の住民に比べて（無意識のうちに）政治的・社会

的な保守化を促したとの仮説を導出した．この仮説について震災前後をまたい

で行われたパネル調査である JES Ⅳデータを用いて検証した．傾向スコアを

用いた分析結果より，震災により死者が多数生じた被災地域の住民は，そうで

ない地域の住民に比べて，政治的に保守化していたことが明らかになった一方

で，文化的な意味での保守化が促されたわけではないことも示された．

１．東日本大震災が「日本人」に与えた影響

震災と「日本の誇り」

本稿の目的は，東日本大震災が人々の政治意識にいかなる影響を与えたかについて，存

在脅威管理理論にもとづいて明らかにすることにある．周知の通り，2011 年 3 月 11 日に

発生した東日本大震災は，特に東北地方を中心に甚大な被害を与えた．観測史上最大とな

るマグニチュード 9.0 を記録した東日本大震災は，強い揺れに加えて，巨大津波や福島第

一原発事故など複合災害となった．またこの震災の死者（震災関連死を含む）や行方不明

者などを合わせると 20,000 人を越え 1)，過去の災害と比肩しても類を見ない巨大災害であ

ったことがここからもわかる．

さらに東日本大震災をめぐっては，メディアの役割にも注目が集まった．テレビでは発

災直後より震災関連の特番が続き，刻一刻と変わる被災地の様子を日本中が固唾を呑んで

見守ることとなった．そこでは震災情報だけでなく，被災地住民の様子もしばしば「肯定

的に」報道された．たとえば，流通経路が遮断され必要な物資が不足する混乱の中であっ

ても，コンビニエンスストアやスーパーなどの前で列を作る姿はその典型例であろう．諸

外国では，大災害後の混乱期において治安が悪化しがちであるが，東日本大震災では混乱

の中でも被災者は店前に整列し，物資を取り合うこともなく冷静に対応する姿から「日本

人の美徳」を再確認できるといった報道である．同様に，崩壊したインフラの再整備や早

25



26 

期のがれきの撤去など，日本の復旧能力や技術力の高さを伝える報道もしばしば見られた．

さらにいえば，これら「日本の文化力・次術力の高さ」が世界中で賞賛を浴びていること

もよく紹介された 2)．

以上は，マス・メディアの発信によるものであるが，個人単位でも盛んに情報発信が行

われた．たとえば，ソーシャルネットワーキングサービス（SNS）を活用し 3)，テレビや

ラジオが利用できない被災者のために非被災地のユーザーが情報を流したり，twitter を通

じて被災者を支援する情報が拡散（リツイート）されたりした．さらに SNS 上でも，「日

本人の整列」の様子やそれを賞賛する海外の記事は広く拡散され，大災害に立ち向かう被

災地住民，あるいは地震大国に住む日本に住む多くの人々を鼓舞する役割を担ったとも指

摘される（関 2011）．東日本大震災のような超巨大災害を前に，メディアを通じてそうし

たスローガンが広まることで，非被災地の人々においても当事者意識を高め，日本全体（あ

るいは日本人全体）の団結を高める契機となったともいえるだろう．

もっとも，災害やテロなどの巨大な危機を前に「挙国一致」を目指すこと自体は，日本

に限らず，普遍的に観察される．たとえば，2001 年のアメリカ同時多発テロ（いわゆる，

9.11 テロ）の直後，ブッシュ政権（当時）は国を挙げてテロリストと戦うことを表明し，

政権支持率は史上最高の 9 割を越えるほどであった．こうした現象は一般に，「旗の下の集

結効果（Rally 'round the flag effect）」と呼ばれ，とくに国際政治学においてそのメカニズム

に関する研究の蓄積がある（たとえば，Sobek 2008；Chatagnier 2012；大村啓喬・大村華子

2013 など）．

上記の例はあくまでテロに関する議論であるが，東日本大震災でも同様に，政治エリー

トレベルでは与野党間で「挙国一致」を謳い，早急な復興政策を進めようとした．3 月 19

日には，野党第一党である自民党の谷垣禎一総裁に副総理兼震災復興担当相として入閣す

るよう菅首相自身から直接に電話で打診があったと報じられている 4)．しかし当時の菅内

閣は，外国人不正献金問題などに揺れ，支持率が下落していたこともあり，この打診に谷

垣氏が応じることはなかった．それどころか，東日本大震災後に菅内閣への支持率が回復

することもなく，数カ月後には退陣に追い込まれることとなった．

本稿のリサーチクエスチョン

発災直後より日本（人）の文化的な価値の高さを再認識する（させる）記事が増加し，

さらに SNS などを通じて世論においてもそうしたメッセージが広く伝播し受容された．災

害直後において人々は「日本人であること」に一つの救いを求めようとしたのである．他

方で東日本大震災をめぐる政治状況をみれば，民主党政権は「挙国一致」を謳ったものの，

それが当時の民主党および菅政権の支持率浮揚には繋がらず，むしろ政権退陣に追い込ま

れる事態となった．すなわち，「旗の下の集結効果」は機能せず，むしろ菅政権の支持率は

低下の一途を辿った．
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では，東日本大震災は，社会的・文化的には「日本人であること」に救いを求める伝統

志向に回帰しようとしたのに対して，政治的にはいかなる影響を与えたのであろうか．こ

の問いに対して，本稿では社会心理学における「存在脅威管理理論」の知見を理論的基盤

として検討する．存在脅威管理理論は，人々の死への恐怖心の高まりが，自尊心を高めた

り，社会的に保守化したりするといった体系的な意識変化を引き起こしたことについて，

そのメカニズムを含めて理論的に指摘する（脇本 2013）．東日本大震災における巨大な揺

れや津波が襲来する様子は，人々に，自然の脅威と強い恐怖を与えたことは言うまでもな

い．存在脅威管理理論は，マイクロレベル（個人単位）において，こうした人々の死への

生来的な恐怖心が（否応なしに）高まることを保守化の説明変数として指摘する．本稿で

は，この理論的予測が政治的現象にも適用可能かとの観点から分析を進める．

以上のリサーチクエスチョンについて存在脅威管理理論を基盤として検討することには，

大きく以下の二点に意義がある．その第一は，イデオロギーの規定要因をめぐる研究に新

たな「独立変数」を提示する点にある．とりわけ政治学における多くの先行研究では，し

ばしば長期的な社会変動とイデオロギーの関係が議論されてきた．他方で，短期的な外部

ショックによるイデオロギー変動は「誤差」とみなされ，検討されることがほとんどなか

った．対して本稿は，東日本大震災のような，日本の在り方を根本的に変えるような短期

的変動が個人単位の政治的イデオロギーにまで作用することを検証するものであり，イデ

オロギーの規定要因をめぐる理論的基盤の拡張を図ることができる．第二の意義は，近年

の日本政治（社会）において指摘される「右傾化」現象を理解するための検討材料を提供

しうる点にある．第二次安倍政権の樹立（2012 年）以降，日本の右傾化に関する議論がた

びたび取り上げられる．近年の第二次安倍政権下における保守的な政策運営に対して，世

論は受容的であることが指摘される（飯田 2016）．巷間では，安倍政権のメディア戦略（西

田 2016）や，安全保障環境の変化（荒井・泉川 2013；飯田 2016）が，保守的な有権者を

生み出す要因として挙げられる．これに対して本稿は，自民党への再政権交代前（2012 年

以前）においても「非政治的要因」が保守化を促していたことの可能性を検証するもので

ある．

なお本稿の分析は，以下の手順で進める．2 節では，本稿のリサーチクエスチョンに対

する先行研究を敷衍・整理した上で問題点を提示し，3 節では存在脅威管理理論にもとづ

いて本稿が検証するべき仮説を導出する．続く 4 節は，仮説検証に用いるデータおよび用

いる変数や分析手法について詳しく述べる．5 節では，傾向スコア（propensity score）を用

いた分析結果を報告し，仮説の妥当性を検証する．最後の 6 節では，分析結果を踏まえて，

3.11 後の日本の世論に関して，若干の規範的議論を交えて結論を述べる．
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２．「危機と世論」をめぐる先行研究

「災害ユートピア」と東日本大震災

ここでは，災害やテロなどの危機（crisis）が世論に与える影響に関する先行研究を敷衍

する．一般に「災害危機」とは，予想し得ずに発生するものであって，その予測不可能性

ゆえに個人や組織（政府・会社など）は緊急的で臨時的な対応に迫られる．もっとも危機

とは一口に言っても，その問題の固有性（たとえば，テロと自然災害では異なる）や歴史

性（たとえば，宗教対立によるのか自然災害による偶発的なものか）などによって意味が

異なる．そのため危機をめぐる議論では，一般化を志向する理論研究よりも事例研究に重

きが置かれる傾向にある（辻中編 2016）．ただし「危機」が社会へ与える影響の中には，

一般的なパタンが存在することも指摘される．とりわけソルニット（2010）は，危機が生

じた後の社会において「人々の善意が呼び覚まされ，一種の精神的高揚となった理想郷が

出現」5)（林 2013；64）し，こうした現象を「災害ユートピア」と呼ぶ（ソルニット 2010）．

つまり，局所的に多数の犠牲者を出すなどの悲劇が生じることで，国中で連帯やきずなが

重要視される．たとえば，これまで社会に関心のなかった若者がボランティアに走り，あ

るいは会社中心だった父親がまちづくりに立ち上がり，地域のつながりやアイデンティテ

ィを求める文化的活動が増加するなどが経験的にみられる（林 2013）．

さらに「危機」は，前述した社会における価値観だけでなく，政治的な価値観の変動も

起こしうる．たとえば，05 年米国でのハリケーン・カトリーナの復興過程の政策では，自

由主義者によって公立学校を廃止し全て私立学校に変えていくなど政治的イデオロギーの

発露がみられた．より具体的に言えば，ここで生じた争点態度や政治的立場の変化とは，

小さな政府化の進展や，民営化や市場原理を重視する自由主義的な世論の醸成である．実

際に東日本大震災後にも「小さな政府化」が促されたとの議論もあり，このことを「東北

ショック・ドクトリン」と呼ぶ論者もいる（古川 2015）．

では，東日本大震災と災害ユートピア現象の関係はどのように捉えられるのだろうか．

この点について，東日本大震災に関する先行研究に限定すれば，先述の政治的帰結とのつ

ながりから，過去の関東大震災や阪神淡路大震災との比較分析（御厨編 2016）や政府の危

機ガバナンスの在り方（小原・稲継編 2015）について検討されている．また社会的変化に

関しても，被災地住民の意識に焦点をあてて，被災地における情報獲得のプロセス（稲増・

柴内 2015；柴内 2015）や，とくに不安などの心理過程や感情反応に焦点をあてるもの（関

谷 2012；内田 2013；村瀬 2013；柴内・稲増 2015；池田・安田 2015）などがある．これ

ら一連の研究では概ね，震災（とそれに伴う原発事故の影響も含めて）は，被災地住民の

不安感を高め，あるいは社会関係資本に現れるようなネットワークの強化を志向したこと

が示されている．また政治意識の側面からも，東日本大震災の影響を強く受け止めている

人ほど，震災後に争点態度を変容させ，他の外交や経済問題と震災を強く関連付けている

（境家 2013）ことや，福島原発事故後の原発世論は，賛否によって規定要因が異なる（善
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教 2013）ことが実証的に既に明らかになっている．

これらの知見を総合すれば，東日本大震災においても，ソルニットの指摘する災害ユー

トピア現象が生じたとみることができる．他方で，社会意識や政治意識の変化についてい

えば，必ずしも災害ユートピア現象で指摘されるような現象が体系的に生じていないと解

釈しうる調査結果もある．高橋・政木（2012）は，NHK 放送文化研究所が実施する継続調

査の比較分析において興味深い知見を示している．たとえば，震災後の調査（2011 年 12

月）では，震災前（2011 年 2〜3 月）に比べて，結婚への意欲や身近な人々との関係の重

要性（地域の絆），あるいはあらゆる階層において社会関心が急激に高まるなどの傾向が確

認される一方で，社会よりは自己に重点を置く価値観（利志向）が初めて増加したり，信

仰心が低下したりするなどの結果も示されている．

先行研究の検討

以上の先行研究の整理より，東日本大震災においてもソルニットの言う「災害ユートピ

ア」が発生していたと考えることが可能である．ただし，個別具体的な態度では災害ユー

トピアのロジックに反するような変化も確認される．つまり現時点では，災害ユートピア

が発生したこと自体は認められる一方で，それが具体的に，どのような意識に，どのよう

な変化を生じさせたのかについて体系的に説明できているわけではない．さらにいえば，

「危機」によって災害ユートピア化する変化について，「なぜ」あるいは「何が」生じさせ

ているのかについて，そのメカニズムは意外なことにさほど確認されていない．

そこで本稿では，東日本大震災が人々の政治・社会意識に与える影響について，前述の

危機と世論をつなぐ「メカニズム」を理論的に提示した上で検証する．その際に本稿では，

後述する存在脅威管理理論を援用した上で東日本大震災の何が人々の態度変容をもたらし

たのかを分析する．本稿が存在脅威管理理論を理論的基盤とする理由は以下の点にある．

既存の研究では，震災前後の変化を説明する際，震災がもたらす特定の被害に注目する．

震災によるインフラの崩壊や，日常的な情報資源の喪失などを説明変数として説明する研

究が典型例である．こうした説明は，確かに震災がもたらした特定の問題や課題について

説明することはできるものの，「東日本大震災」というイヴェントそのものがもたらした影

響やインパクトの大きさについて説明することが出来ない．加えて先行研究では，政治的

態度の変化を政治的要因によって説明する場合がほとんどである．この点についても，テ

ロなどの政治的に引き起こされる危機では政治的要因によって説明する妥当性があると考

えられる一方で，自然災害のように専ら非政治的な要因によって生じた場合にどのような

経路で有権者や市民のレベルまで影響を与えるのかについては不明である．これらの点に

対して存在脅威管理理論は，後述するように，震災をはじめとする危機が与える社会的影

響を「無意識下における人々の存在脅威の高まり」として捉える．本稿で扱う東日本大震

災は，非人為的な危機であり，その意味で同理論の検証として適合的な事例として捉える
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ことができる．またそうすることで，巨大な危機そのものが与える影響を直接に検証する

ことができる．そこで次節では，この存在脅威管理理論のメカニズムについて説明した上

で，検証するべき本稿の仮説を導出する．

３．存在脅威管理理論にもとづく本稿の仮説

存在脅威管理理論の説明

ここでは理論の基盤となる存在脅威管理理論について，脇本（2012）を元に説明する．

どのような人であっても，自らの存在が消失すること，つまり存在論的な死から逃れる

ことはできない．それは，どれだけ裕福で高度な医療サービスを受けようとも，本質的な

死から完全に免れることはできない．存在脅威管理理論は，「人が存在論的恐怖 6」を和ら

げる心のメカニズム（文化的不安緩衝装置）をもっている」（脇本 2012：4）ことによって

生じるさまざまな態度を説明する．

そもそも，人が「死」を迎えることは全く自然的な現象であるが，本質的に「死」から

絶対的に逃れる方法について，現代の科学では不可能である．つまり，自然現象に対する

秩序立て（order）が不明である限り，人は自然現象としての死をコントロールすることは

できないし，だからこそ多くの人々が「死」に対して恐怖や畏怖を覚える．ここでの「死」

とは，まさに自然の無秩序さを人に強く感じさせるものである．まただからこそ死に恐怖

を感じ，逃れたいと強く感じさせる要因であるともいえる．さらに人は，死の恐怖から逃

れようとするために，自然の秩序として存在する科学的で合理的な死のメカニズムとは異

なる，人為的な秩序立てによって死の恐怖，つまり「存在脅威」から逃れようとする．よ

り具体的に言えば，文化的なしきたりや宗教的信念などの（非合理的で非科学的であって

も）人為的な秩序立てを構築した上で，それにしたがう限り（少なくとも主観的には）死

の恐怖から距離を遠ざけようと試みる．

存在脅威管理理論では，こうした文化的なしきたりやルールを「文化的世界観（cultural 

worldviews）」と呼び，文化的世界観に同化することが死の不安を和らげる効果（不安緩衝

効果）を有すると指摘する（脇本 2013：6 章）．ただし文化的世界観は，共通かつ一定と

いうわけではなく，むしろ個人の属する集団（内集団）の価値観を強く反映する．すなわ

ち，文化的世界観における不安緩衝効果が発揮されるためには，その個人が内集団におけ

る規範や価値への信念（belief）が既に備わっていることが前提となる．言い換えると，内

集団において文化的世界観が存在していたとしても，ある個人がその文化的価値に対して

信念を有していなければ影響を与えることはないといえる．この点について存在脅威管理

理論では，「文化的世界観の価値基準を満たした有意味な社会の有能な構成員であるという

感覚」（Greenberg et al., 1997）を自尊感情（self-esteem）と定義し，自尊感情の高さは先述

の不安緩衝効果の関数であると捉える（Greenberg et al., 1997; Hart et al., 2005）．

以上のように文化的世界観と自尊感情は（死への）不安緩衝装置であることを前提とし
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て，存在脅威管理理論では大きく以下 2 つの仮説が考えられている．その第一は，不安緩

衝装置が強化されている時には存在脅威は低下し，逆に弱化していると存在脅威は高まる

というものであり，文化的不安緩衝装置仮説（Cultural Anxiety-Buffer Hypothesis）と呼ぶ．

第二は，（一時的・短期的であれ）存在脅威が高まると，人は不安緩衝装置を強く求めるよ

うになるというものであり，これを存在脅威顕現化仮説（Motility Salience Hypotheses；以

下では MS 仮説と呼ぶ）と呼ぶ．本稿では，後者の存在脅威顕現化仮説にもとづいて仮説

を検討する．

以上の MS 仮説では，存在脅威が高まることで，（暗黙のうちに）不安緩衝効果を強く求

めるようになると想定する．換言すれば，死への恐怖（の認識）が高まることによって，

不安緩衝装置を構成する文化的世界観に過剰に同化しようとしたり，自尊感情が高まった

りするのである．こうした反応は文化的世界観防衛と呼ばれ，内集団に存在する伝統的価

値や文化的価値の重要性を強く認識することを通じて，「保守化」を生じさせうる．たとえ

ば Ibish & Stewart(2003)は，2001 年のアメリカ同時多発テロ（9.11 テロ）は人々に強い存在

脅威を与えたが，それによってアラブ系アメリカ人への差別意識を高めたことを，あるい

は 9.11 テロに関する思考と死への恐怖心は，保守的かつタカ派であったブッシュ大統領へ

の支持を同程度に高める効果があったことを実証している（Foyle 2004）7)．

本稿の仮説：東日本大震災と保守化

以上で示した 2 つの仮説は，本稿で検討する東日本大震災に置き換えるとどのような仮

説として現されるだろうか．東日本大震災は，人々に自然の恐ろしさや脅威にもとづく強

い恐怖心を与えたことは言うまでもない．とくに被災地では，マグニチュード 9 の超巨大

な揺れ，沿岸部における大津波，あるいは福島原発事故の様子を目の当たりにせざるを得

なかったし，実際に身近な人の死を（図らずして）受け止めざるをえない状況であった．

表 1 は，東日本大震災において死者が発生した都道県ごとの死者数（2016 年 3 月現在）を

まとめたものである．これを見ても，とくに被災 4 県では，親族や友人・知人など，身近

な人々が犠牲になったと思われる．他方，とくに近畿圏以南と北海道での人的被害は少な

い．少なくとも，被災地域に比べて，これらの地域住民において差し迫った死の恐怖は（相

対的に）低かったと考えられる 8)．実際の被災者の証言録を見ても，被災地住民は，当時

まさに「死と隣合わせ」の状況であったことは疑いないであろう（NHK 東日本大震災プロ

ジェクト 2013）．これらの事実にもとづけばここでは，被災地域の住民は，非被災地域の

住民に比べて，死の恐怖を強く感じていたと考えられる．ここでの死の恐怖は，まさに

MS 仮説における「保守化」の要因であり，つまり「被災地住民が非被災地の住民に比べ

てもより保守化しただろう」との仮説を導くことができる．

ただし，保守化と一口に言っても，「保守」にはいくつかの意味次元が包含されている（蒲

島・竹中 1996，2012）．たとえば，「日本人らしさ」や「日本人としての誇り」の高まりは，
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文化的な意味で「保守化」といえる．それは同時に，政治的な意味で「保守」的な論者が

しばしば主張する言説である．また東日本大震災における実際の言説では，日本の伝統的

な価値への称揚が含意されているが（関 2011），この点からも文化的な保守化は政治的な

保守化を促進させると考えられる．以上より，次の 2 つの「保守化」に関する仮説を導出

することができる．

・ 仮説１：被災地域の住民は，非被災地域の住民に比べて，文化的価値観において保

守化しただろう

・ 仮説２：被災地域の住民は，非被災地域の住民に比べて，政治的イデオロギーにお

いて保守化しただろう

表１ 東日本大震災における都道府県ごとの死者数

４．用いるデータと分析手法

データの概要

ここでは，以下の分析で用いるデータの説明を加える．本稿では，「変動期における投票

行動の全国的・時系列的調査研究，2007-2011」（以下，JES Ⅳと呼ぶ）を用いる．また本

稿の仮説は，東日本大震災前後でのイデオロギーの変化を検証するものであるため，本稿

では JES Ⅳのうち，必要となる同一質問が用意された，震災前に実施された第 5 波（2010

年 6 月 30 日〜7 月 10 日），および震災後に実施された第 7 波（2011 年 11 月 16 日〜12 月 9

日）を用いる．

JES Ⅳ全体での回答者数は補充サンプル等を含めて極めて大規模であるが，5 波から 7

波の比較を行う場合，とくに震災後の第 7 波調査における東北地方回答者の大幅な欠損（偏

り）が懸念される．この点について確かめるべく，図 1 は，第 5 波→第 7 波間でどの程度

の欠損が生じたかを地域別に示した．図 1 より，第 5 波から第 7 波にかけて，宮城県・福

島県・岩手県を含む東北（被災地）のドロップ率が，他の地域の平均ドロップ率と比肩し

ても特段に高いというわけではないとわかる．ただし，都道府県全体でのドロップ率が

都道府県 死者数 都道府県 死者数

北海道 茨城県

青森県 栃木県

岩手県 群馬県

宮城県 埼玉県

秋田県 千葉県

山形県 東京都

福島県 神奈川県

※　総務省消防庁「平成 年（ 年）東北地方太平洋沖地震（東日本大

震災）について（第 報）」をもとに筆者作成
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9.84%であるのに対して，宮城県は 14.29%，福島県は 14.8%とおよそ 5%程度であるがやや

高いこと 9)から，以降の分析結果を解釈する上では注意する必要もある．

図１ 地域ごとにみたパネル調査間の回答者脱落の割合

分析で用いる説明変数：「存在脅威」の操作的定義

ここでは，実証分析で用いる説明変数である「存在脅威」の程度の操作的定義について

説明する．一般に，観察データにおいて死の恐怖（の程度）を測定することは難しく，そ

れゆえに存在脅威管理理論を検証する際はしばしば実験（experimental method）が用いられ

る．また JES Ⅳ調査は政治に関する調査であり，この種の質問項目が政治学系の大規模サ

ンプリングサーベイで尋ねられることはほとんどない 10)．

そこで本稿では，総務省消防庁において取りまとめられた「平成 23 年（2011 年）東北

地方太平洋沖地震（東日本大震災）について（第 154 報）」（以下，消防庁データと呼ぶ）

で発表されている死者数（総務省消防庁 2016）を代理変数（proxy）として用いる．つま

り居住地域の死者数が多ければ多いほど，そこでの震災による死の恐怖も高まっていたと

捉える．他にも，マグニチュードなどのデータを用いることも考えられるが，東日本大震

災では内陸部と沿岸部では同じマグニチュードでもその被害の様相は大きく異なる（善教

2016）．さらに本稿の関心事は，マイクロレベルにおける心理過程にあり，マクロ的なマグ

ニチュードよりも，死者数のような住民の肌感覚により近いデータを採用することとした．

具体的な操作化の過程は以下のとおりである．消防庁データでは，被災した市町村ごと

の死者数がまとめられている．しかし JES Ⅳ調査において回答者の居住地データは市町村

ごとまでは把握できないため，回答者の居住地情報に関する最小単位（すなわち都道府県

よりも細かい単位）として衆院選における選挙区データを次善の策として利用した．各市

町村と選挙区の対応関係を調べた上で，消防庁データにある市町村ごとのデータを筆者に

北海道 東北 関東 北陸 東山 東海 近畿 中国 四国 九州（北） 九州（南）

波

波
で
の
ド
ロ

プ
回
答
者
率

※ 　 波では回答せず 波のみ回答した回答者が存在するため，四国では 波の回答者が増加している
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よって選挙区ごとに再整理し，選挙区ごとの東日本大震災死者数を回答者の個票データと

マッチングさせた．

ただしこの変換作業では，以下に述べるいくつかの問題も含まれる．たとえば，必ずし

も市町村と選挙区が完全に対応していないケースに関しても便宜的な置き換えを行ってい

る点があげられる．具体的にいえば，岩手第 1 選挙区は盛岡市を中心とする選挙区である

が，旧玉山村だけは飛び地的に第 2 選挙区に含まれている．こうした市町村内で異なる選

挙区をまたぐ場合は，データを分割することが原理的に不可能であるため，より多くの有

権者が含まれる方の選挙区に統一した 11)．こうした問題を抱えることも承知しつつ，以下

の分析では東日本大震災において「死者が発生した選挙区」の住民を死の恐怖が与えられ

た処置群として，それ以外の場合を（相対的に）死の恐怖から遠い統制群として操作化し

た．

分析で用いる応答変数：「保守化」の操作的定義

続いて，応答変数側にあたる「保守化」の操作的定義について詳しく述べる．以下では

本稿の仮説にしたがい，政治的イデオロギーにもとづく保守化と文化的価値観にもとづく

保守化をわけて説明する．

前者の政治的イデオロギーは，先行研究でも一般的に用いられる 11 件法のイデオロギー

尺度を用いる．この政治的イデオロギー質問は，震災前調査（5 波の Q29）と震災後調査

（7 波の Q43）で同様の質問文が用意されているため，震災後調査から震災前調査を減じ

た変数を「政治的保守化の程度」を示す変数とした（分布は図 2 を参照）．すなわち，この

変数の値が高ければ高いほど，震災後に強く保守化したことを意味する．

図２ 政治的イデオロギー変動量の分布

回
答
者
の
実
数

政治的イデオロギーの変動量
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一方の文化的価値に基づく保守化の操作的定義について述べる．JES Ⅳの 5 波と 7 波で

は，ともに同様の文化的価値に関する質問が用意されている 12)．これらの質問を利用して

主成分分析を行なったものが，表 2 である 13)．主成分分析の結果より，大きく 4 つの主成

分が確認された．固有値を確認すると，第 1 主成分では，第 5 波で 3.32，第 7 波で 3.16 で

あるのに対して，第 2 主成分（以降）は 1.5 程度と大幅に情報量が減少している．そこで

最も情報が縮約されている各ウェーブの第一主成分の主成分得点を算出し，7 波の主成分

得点から 5 波の主成分得点を減じたもの（変動量）を「文化的保守化の程度」を示す変数

として作成した．

表２ 文化的保守度を析出する主成分分析の結果

推定方法

最後に，以下の分析における推定方法について説明する．本稿の実証分析では，傾向ス

コア（Propensity Score）によるマッチング法を用いる．傾向スコアは，数多くの共変量を

一つの変数に集約させることができる点にメリットがある．その分析上の意味としては，

回帰分析における統制変数と近いのではあるが，統制変数ではそれを投入すればするほど

多重共線性が発生しやすくなる．対して傾向スコアを用いることで一つの変数に共変量の

効果をまとめるため，前述のような推定エラーを低減することができる（星野 2009）．

具体的な分析手順としては以下のとおりである．まず，JESⅣの第 5 波にあるキー変数

以外のすべての変数を利用して傾向スコアを算出するため，被災地ダミー変数（被災地=1，

非被災地=0）を割当変数 z として設定し，それに対して共変量には先述した 5 波調査の変

数を投入したロジット推定 14)を行なった．災害→保守化の因果関係を考えると 5 波以前の

データを用いて共変量と設定するべきなのではあるが，JES Ⅳでは，4 波では 3 波以前か

らの継続パネルと新規パネルが混在しており，さらにそれぞれの調査票が異なるとの難点

を抱えている．またそのために傾向スコアの作成に必要な質問を用意できないため，ここ

第１成分 第２成分 第３成分 第４成分 第１成分 第２成分 第３成分 第４成分

先のことを考えても仕方ない

暮らし向きが悪くなる

子供の将来は希望がない

情けがなくなりつつある

力の格差は当然だ

親の言うことはしたがうべき

しきたりを破れば制裁するべき

上の者は下のものに威厳をもって接するべき

男女は別々の学校に行くべき

学歴やお金が社会で重要

情報は信用できない

正直者は損をする

自分の意見が社会に受け入れられない

自分の夢は実現できそうにない

固有値

第５波 第７波

男
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では次善の策として 5 波を利用した．ただし 5 波全ての変数を投入すると，いわゆる DKNA

などの欠損値のペアによって傾向スコアの作成に利用できる変数が極めて少なくなってし

まう．後述するように，傾向スコアを用いた因果効果を検証する際に決定的に重要となる

のは共変量がうまく調整（バランス）されているかである．すなわち傾向スコアを作成す

るための変数が少ないほど，群間の共変量がバランスされにくくなり因果効果を検証する

ことが難しくなる．そこで欠損値がなるべく少なくなるように，以下二点の処理を施した．

処理の第一は，サブクエスチョンに回答しなかったサンプルに対して，適宜，数値を代

入した．たとえば，JES Ⅳの第 5 波では「Q2 あなたは，今度の参議院選挙に行くつもり

ですか．この中からあなたのお気持ちに最も近いものを 1 つあげてください．」「Q3 では

あなたは，期日前投票もしくは不在者投票をする予定がありますか。この中から 1 つあげ

てください．」の質問が用意されている．ここでは，Q2 の質問で「4. すでに期日前投票や

不在者投票をした」を回答した人は，Q3 を飛ばして Q4 へ進むよう誘導される．そのため

通常であれば，Q2 の回答で 4 を回答した人は Q3 では欠損として扱われる．本稿のデータ

処理上は，こうしたサブクエスチョンの質問の回答者を欠損値とせず「回答なし」として

数値を代入している．この例で言えば，Q2 で 4 を回答した人はすべて，Q3 では 0 として

分析可能な数値が入っている．第二は，名義尺度や一部の順序尺度の変数では DKNA は欠

損値とはせず，独立したカテゴリとして処理した．先述の例でいえば，Q3 において「5.

わからない 6.答えない」の選択肢を選んだ回答者は，通常では DKNA として欠損値とし

て扱われるが，本稿では一つの回答カテゴリとなっている．この処理の都合上，比例尺度

とも順序尺度とも捉えられる変数は，順序尺度と扱っている．  

以上の処理を施した変数を用いた主成分分析により固有値が 1.0以上の 37の主成分得点

を算出した上で，この主成分得点から傾向スコアを推定し，この傾向スコアを用いてマッ

チングを行う．ただし単純なマッチングの場合，群間のサンプルサイズのバランスに大き

な偏りが生じうる．群間のサンプルサイズに大きな偏りが生じていると，群間での応答変

数の差が他の共変量によってもたらされる懸念が生じ，純粋な因果効果とならない可能性

が高まる．本分析では，非被災地に比べて被災地のサンプルサイズがそもそも小さいため，

特にこの問題を考慮しなければいけない．

そこで以降の分析では，通常のマッチングの代わりに，傾向スコアの逆数による重み付

けを行う逆確率重み付け推定法（Inverse Probability Weighted Estimate;以下では IPW 推定と

呼ぶ）を用いる．IPW 推定は，割り付け確率の逆確率を，もう一方の群の相互に重み付け

することによって欠損値を擬似的に復元し，群間におけるサンプルサイズの偏りを補正す

ることができる（Abadie & Imbens 2012）．以上の手続きにもとづいて，被災地群（処置群）

と非被災地群（統制群）の変化量の差を平均因果効果（Average Treatment Effect）として推

定した．
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５．分析結果

存在脅威は「文化的保守化」を促したか？

本節では，傾向スコア・マッチングを用いた分析結果について確認する．傾向スコアを

用いて因果効果を検証する際は，まず処置群と統制群の共変量が正確に調整されているか

を確認する必要がある．表 3 は「文化的保守化」を応答変数とする場合（仮説 1）につい

て，傾向スコアを用いた重み付けの前後において，被災地と非被災地の共変量の差分を示

したもものである．これよりマッチングする前と後では，ほとんどの共変量の分布につい

て調整されている． つまり，傾向スコアを用いたマッチング後のペアは，被災地か非被災

地かの説明変数以外の条件について，ほぼ均質的であると考えることができる．

表３ 文化的保守度を応答変数とした場合の重み付け前後の共変量バランス

以上を確認した上で，図 3 は被災地と非被災地の文化的イデオロギーの差分について示

したものである．なお図 3 左部はマッチングを行なう前の単純な平均値の差分を，右部は

傾向スコアを用いてマッチングを行なった後の平均値の差分を示している．マッチング後

（右部）では，非被災地に比べて，被災地では 0.28 ポイントほど保守化している．しかし，

ここでの平均値の差は p=0.162 であり，統計的有意な差とは言えない．以上から存在脅威

が高まった被災地域の住民において．特徴的に文化的な保守化が進展したとは言えない．

以上の分析結果より，仮説 1 は棄却される．

重み付け前 重み付け後 重み付け前 重み付け後

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分

※ ）すべて被災地の推定値から非被災地の推定値の差を示す（共に標準化）
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図３ 被災地と非被災地における文化的保守化

存在脅威は「政治的保守化」を促したか？

次に，応答変数を「政治的保守化」とした場合（仮説 2）について検討する．まずは仮

説に対応する政治的保守化について，先ほどと同様に傾向スコアを用いた重み付けの前後

で共変量がどの程度調整されているかを表 4 に示した．政治的保守化を応答変数とする場

合でも，マッチングする前と後では，いずれもその共変量が調整されている．  

表４ 政治的保守度を応答変数とした場合の重み付け前後の共変量バランス

ローデータ 推定量

文
化
的
保
守
化

重み付け前 重み付け後 重み付け前 重み付け後

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分 第 主成分

第 主成分

※ ）すべて被災地の推定値から非被災地の推定値の差を示す（共に標準化）
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続いて，図 4 は被災地と非被災地の政治的イデオロギーの差分について示したものであ

る．左部はマッチング前の単純な平均値の差分を，右部に傾向スコアを用いた後の平均値

の差分を図示している．マッチング後の結果（右部）をみると，非被災地に比べて，被災

地では政治的に保守化している．また政治的保守化に関しては，文化的価値観の方とは異

なり，群間の差は p<0.05 であり，統計的に有意な差である．また効果量もおよそ 0.40 ポ

イントであり，本分析で用いた政治的イデオロギー尺度が最大値=10，最小値=0 であるこ

とを勘案すれば実質的にもその効果を認めることができよう．すなわち，存在脅威が高ま

った被災地の住民は，（相対的に）そうではない非被災地の住民に比べて，政治的に保守化

したいえ，仮説 2 は支持されたとみることができる．

図４ 被災地と非被災地における政治的保守化

６．結論と含意：３.１１後の日本政治と世論

本稿は，東日本大震災が人々の意識に与えた影響について検討した．観測史上最大であ

るマグニチュード 9.0 を記録した東日本大震災は，社会的には「日本人としての団結」を

高める契機となり，文化的には保守化が生じた（ように見える）ものの，政治意識的な影

響については検討が加えられてこなかった．そこで本稿では，存在脅威管理理論にもとづ

いて，東日本大震災において死への恐怖が高まった被災地域において政治的／文化的に保

守化が高まったとの仮説を検証した．東日本大震災前後に実施されたパネル調査である

JES Ⅳを用いた分析結果より，傾向スコアによって存在脅威以外の条件を調整してもなお，

被災地住民は，非被災地住民に比べて，政治的に保守化したとの結果が得られた．他方で，

文化的保守化の傾向については確認されなかった．

以上の分析結果は，政治と世論に関する次の二点を示唆している．第一は，我々がコン

トロールしえない巨大災害の発生が「知らず知らずのうちに」政治的な意思決定にも影響

を与えている可能性についてである．テロなどの政治的危機によって保守化が進展するこ

ローデータ 推定量

政
治
的
保
守
化
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とは，政治学においても旗の下の終結効果として指摘されてきた．確かにテロも災害も人

に「存在脅威」，つまり死の恐怖を強く認識させる点では共通するが，その政治的意味は大

きく異なる．つまり，何らかの「政治的な意味を含む敵」（enemy）によって物理的に攻撃

されるテロが人為的な脅威であるのに対して，本稿が扱った東日本大震災のような巨大災

害は（言うまでもなく）人為的に引き起こされるものではない．政治的な意図を持たない

イヴェントであっても，人々は「無意識のうちに」政治的な保守化が促されるのである．

その第二は，大規模災害が政権の支持に与える影響である．周知の通り，民主党政権下

では短命政権が続き，その要因について民主党政権の党内ガバナンス（濱本 2015）や，政

策転換と党内不和（前田 2015）などが指摘されるところである．対して本稿は，全く異な

る角度から「もう一つの要因」を提示しうる．とくに野党当時の自民党は，リベラル政策

を謳う民主党に対抗するため，あるいは「世論の曲解」にもとづいて相当に保守化した政

策を主張した（菅原 2009）．つまり東日本大震災による存在脅威の高まりは，暗黙のうち

に，自民党の言い分が受容されやすい世論を形成していたのかもしれない．無論，本稿は

政治的・文化的イデオロギーについて検討したものであり，個別の政治アクターへの評価

と存在脅威を直結した議論は本稿の射程を越えている．しかし「非人為的な巨大災害の発

生は，保守政権に有利に働く」との新たな仮説は，理論的にも現実的に今後更なる検証す

る意義があるといえるだろう．

他方で，本稿には数多くの課題も残されている．特にその第一は，文化的保守化に関す

る仮説 1 が棄却された点である．存在脅威管理理論では，文化的世界観防衛のメカニズム

にもあるように，政治的というよりもむしろ文化的な保守化の方が指摘されてきた．言い

換えると，政治的保守化が生じる「理論的な」経路としては，存在脅威→文化的保守化→

政治的保守化であると考えられる．しかし本稿の分析結果より，存在脅威は，文化的保守

化をバイパスして政治的保守化のみを規定しており，実証上はともかく，理論的な観点で

は厳密に検証できていないと言わざるをえない．なぜ，このようなバイパスが生じたのだ

ろうか．その理由について，存在脅威管理理論が想定する効果の持続性の観点から指摘す

ることができよう．1 節で述べた「日本人の誇り」に類する言説は震災直後に盛んにみら

れたものの，震災から時間を経るにつれて，その報道なども減少した．実際に不安感は震

災直後こそ高まったものの，その後は落ち着きを取り戻したし（関谷 2012），世論全体で

も不安感情の高まりは一時的であった（稲増・柴内 2015）．本稿で用いた JES Ⅳの 7 波は，

震災からおよそ半年後に実施されたものである．半年後には余震は少なくなるなど，既に

「文化的世界観防衛」の必要性が低下していたとも考えられる．他方で，発災からおよそ

9 ヶ月後の 2011 年 12 月 9 日に復興庁設置法が成立したように，政治的には復興対応を含

めて検討が続く時期でもあった．この点について存在脅威管理理論は，その効果の有無に

ついては知見の蓄積があるのに対し，効果の継続性についてはさほど議論されていない．

さまざまな側面における「保守化」を比較 15)することで，存在脅威が与える影響の持続性
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を検討することで，理論そのものの発展の余地があるといえるだろう．

また別の点では，存在脅威の操作化の過程における妥当性に関する課題にある．本稿で

は，存在脅威の高低を被災地と非被災地の 2 値として扱った．しかし実際には，存在脅威

には連続変数的なバリエーションがあり，本分析のデータでも死者数が一桁の選挙区もあ

れば，数千人を越える死者数が生じた選挙区も存在する．しかし本稿の実証分析ではこれ

らのバリエーションは考慮できていない．「存在脅威の中のバリエーション」にも注目する

ことで，とくに文化的保守化と存在脅威の関係についても検討する必要があるだろう．

補遺

本稿の応答変数で用いた質問文は以下のとおりである（第 5 波，第 7 波で共通）．

［文化的価値観］

あなたは次にあげることがらについて，どう思いますか．あなたのお気持ちに最も近いも

のを，それぞれ つだけお答えください．

今の日本の政治家は，あまり私たちのことを考えていない（分析では利用していない）

世の中がどう変わるかわからないので，先のことを考えても仕方がない

人々の暮らし向きは，だんだんと悪くなってきている

世の中の移り変わりを考えると，子供の将来にあまり希望がもてない

このごろ，世間はだんだんと情 なさけ が薄くなってきている

世の中に，力のある者と力のない者があるのは当然だ

どんなことでも，親のいうことには従わなくてはならない

世の中のしきたりを破る者には，厳しい制裁を加えるべきだ

人の上に立つ人は，下の者に威厳をもって接することが必要だ

できることならば，年頃の子供は男女別々の学校に通わせるべきだ

今の世の中は，結局学歴やお金がものをいう

政治や社会についていろいろな事が伝えられているが，どれを信用していいかわから

ない

今の世の中では，結局，正直者が損をし，要領のいい人が得をする

どうも自分の言いたい事や考える事は世間の人には入れられない

今のような生活をしていては，とても自分の夢は実現できそうにない

選択肢

そう思う どちらかといえばそう思う どちらともいえない ど

ちらかといえばそう思わない そう思わない の 件法について逆転させている．
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［政治的イデオロギー］

ところで，よく保守的とか革新的とかという言葉が使われていますが，あなたの政治的な

立場は，この中の番号のどれにあたりますか． が革新的で， が保守的です． 〜 の数

字は， を中間に，左によるほど革新的，右によるほど保守的，という意味です．最もあ

てはまると思われる番号に○をつけてください．

選択肢

（革新）０…１…２…３…４…５（中間）…６…７…８…９…１０（保守）

［注］

1) 警視庁『平成 23 年(2011 年)東北地方太平洋沖地震の被害状況と警察措置』より，2016 年

12 月現在の被害者数を示している．

2) たとえば，「東日本大震災で全世界からの日本人に対する称賛」としてまとめられた WEB

サイト（2017 年 1 月 2 日取得，https://matome.naver.jp/odai/2130037606051360301）などが

ある．

3) もっとも，不正確な情報やデマが流布するなど，SNS がポジティブな意味だけをもってい

たわけではない．

4) 朝日新聞「自民党、どこへ 野党第 1 党の研究」（2011 年 7 月 11 日朝刊）

5) ソルニットは，「地獄に築かれた楽園（Paradise built in Hell）」とも呼ぶ（Solnit 2009）．

6) 以降では先行研究に倣い，死の恐怖認識を「存在脅威」として説明する．

7) またマイクロレベルにおいても，文化的世界観防衛が生じる認知プロセスについても知見

の蓄積がある（脇本 2013：4 章）．

8) この点について先行研究では，「死」以外のネガティブな刺激（不快さ）を与えたとしても，

存在脅威管理理論が想定する不安緩衝効果は示されていないことからも存在脅威管理理

論および MS 仮説を検証する上では，死者数を基準として考えても差し支えないだろう．

9) ただし都道府県ごとのサンプルサイズが 2 桁であることから，ここでのパーセンタイルも

さほど気にする必要がないのかもしれない．

10) たとえば，日本版総合的社会調査＝JGSS（Japan General Social Survey）では，直接に死の

恐怖を測定する質問が用意されているわけではないものの，近年に親族や身近な人が亡く

なったかを尋ねている．  

11) 仙台市青葉区・太白区は第一区，仙台市宮城野区・若林区・泉区は第 2 区のように市内で

も選挙区が分かれている場合もあるが，このような政令市の区レベルであれば，消防庁デ

ータとの統合が可能である．

12) 具体的な質問文は補遺を参照のこと．

13) ただし，「今の日本の政治家は，あまり私たちのことを考えていない」はあくまで政治に
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関する質問であるため除外した．

14) 本稿の分析では，Stata14 で用意されている teffects パッケージ（マッチングは ipw）を利

用した．

15) イデオロギーの測定方法については様々な捉え方が可能である（蒲島・竹中 2012）．本稿

において政治的イデオロギーは，最も簡便な 11 点尺度で測定したが，たとえば政策領域

ごとの争点態度などから測定することも可能である．本稿の仮説を検証する上では，イデ

オロギーの内容を細分化する必要はないと判断したため簡便な尺度を用いたが，今後の研

究では新たなイデオロギーの測定にもとづいて検証することも有益であろう．
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日本における「階層政治」を再考する

──階層帰属意識に基づく有権者の投票行動──

横山智哉

（一橋大学大学院社会学研究科）

既存の研究は「所得と投票参加は正の関連がある」と論じる一方で，そのよ

うな変数間の影響が必ずしも認められているわけではない．そこで本研究は，

客観的な社会経済的地位の主要素である所得と，主観的な社会構造内の自己定

位である階層帰属意識との相違に着目した分析を行った．具体的には，所得が

低い有権者でも自身の社会階層を高く認知する人は投票行動が促進される一

方で，実際に所得が高い人でも自身のことを低階層に属すると認知する人は投

票行動が抑制されるという仮説を検証した．2007 年 9 月の参議院選挙後調査

に行われた Japanese Election Study Ⅳ（JES Ⅳ）のデータを用いて，上記の仮説

を検証した．種々の回帰モデルならびに一般化構造方程式モデリングを用いた

分析の結果，所得や教育程度の影響を考慮してもなお，階層帰属意識が投票行

動を促進することが示された．

．問題と目的

はじめに

日本では 1990 年代初頭に生じた景気後退，いわゆるバブル崩壊以来，所得の不平等が拡

大している（OECD 2015）．このような市民間の社会経済的格差は，政治参加のために使用

しうる社会経済的資源（socioeconomic resources）が不均等に分配されていることを意味す

る（Verba et al. 1978）．つまり，もし高い社会経済的地位に属している特定の有権者ほど政

治参加を行うならば，自己の政策選好を政府に伝達することで「富めるものがさらに富み，

貧しいものがさらに貧しくなる」という社会的帰結をもたらす恐れがある．従って「誰の

声が過大／過小に政治に伝えられるのか（境家 2013）」という問いは，現在の社会科学に

おける重要な問いとなりうる．

以上の問題意識に基づき，わが国においても「政治参加の社会経済的中立性」という政

治参加研究にとって根本的なテーマが再度注目されている（e.g., 萩野 2014; 平野 2007,  

2015; 境家 2013）．特に既存の研究は所得に着目することで，政治参加に伴う社会経済的

平等性が担保されているかを検証してきた（e.g., Gallego 2015; Gilens 2012a b; McCarty et al. 

2006; Verba et al. 1978）．そして，高所得層の有権者ほど投票に行く確率が高い一方で，低

所得層の有権者ほど投票参加度が低いことを指摘している（Lancee & Van de Werfhorst 

2012; McCarty et al. 2006; Verba et al. 1978）．しかし一方で，このような先行研究の知見が，

後述するように必ずしも常に得られるとは限らない．例えば Japanese Election Study Ⅳ（JES

Ⅳ）プロジェクトによって収集されたデータの内，2007 年参議院選挙後に行われた第 1 波

では，低所得者層の投票率は 80.71%を示す一方で，中間所得者層が 78.82%，そして高所
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得者層の投票率は 83.78%となっている．また JESⅣプロジェクト内の別の調査時期に取得

されたデータにおいては，低所得層の投票率と高所得層の投票率が同程度の値を示してい

る．更に所得と投票率の間には，従来想定されてきた影響関係は認められないと指摘する

研究も存在する（e.g., Gallego 2015）．

このような単純集計の結果あるいは既存の研究の知見は，「所得と投票参加は正の関連が

ある」と指摘する既存の研究知見からは十分に説明ができない．従って，社会経済的地位

の主要素である所得が投票参加を促進するかどうかは必ずしも明らかではない．特に既存

の研究では，高所得層ほど投票参加を行うという関連が見られない，むしろ場合によって

は逆の関連が認められる理由については十分に検討されていないだろう．そこで本研究は

以上の議論に基づき，客観的な社会経済的地位としての所得と，主観的な社会構造内の自

己定位である階層帰属意識という二変数の関連性に着目する．そして，客観的指標である

所得ではなく，そのような所得を周囲他者と比較することで形成される主観的な階層帰属

意識の方が直接的に有権者の投票行動を促進するため，既存の研究では説明できなかった

現象が生じる可能性を検証する．

社会経済的地位および階層帰属意識と投票参加

日本の先行研究

Lazarsfeld et al.（1944）以来，欧米の研究では有権者の社会的属性，特に有権者の社会経

済的地位（socioeconomic status; SES）の主要素である所得によって投票参加を説明する試

みが綿々と行われてきた．一方で，わが国における有権者の投票参加や投票政党を説明す

る際には，社会経済的地位の影響力が弱いという知見が通説であった．例えば，綿貫ら（1986）

は，有権者の社会経済的地位や，年齢もしくは職業といったその他の社会的属性を合算し

ても投票政党の分散をほとんど説明できないため，その影響力は弱いと結論づけている．

また蒲島（1988）は，Verba et al.（1978）が実施した国際比較研究の結果を踏まえた上で，

戦後日本における社会経済的地位と政治参加との関係について分析した．その結果，既存

の国際比較研究の知見とは異なり，わが国では政治参加と社会経済的地位との無関連性，

すなわち政治参加の社会経済的平等性が明らかになったとしている．このような研究知見

に基づき，日本人の投票参加や投票政党を説明するモデルとして，社会経済的地位に基づ

く社会的亀裂（social cleavage）を背景とした説明は妥当ではないと論じられてきた（三宅

1989）．いずれにせよ，蒲島（1988）やそれと同時期に行われた研究（e.g., 綿貫ら, 1986; 三

宅, 1989）においては，日本人の投票参加に及ぼす社会経済的地位の影響は微弱であるか，

あるいはその効果が確認されないという知見が有力であった．そのため 1990 年代以降の研

究では，有権者の社会的属性，特に社会経済的地位が投票参加に及ぼす影響を再検討した

研究は少ない．

しかし，境家（2013）が改めて蒲島（1988）で得られた知見をより長期的視点から再検
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証したところ，日本の「投票参加における社会経済的平等性」というテーゼは，あくまで

も蒲島（1989）が分析対象とした 1970〜1980 年代に限定して得られたものであることが明

らかとなった．従って，現在のわが国はそのような時代から政治的あるいは経済的状況は

大きく変化していることからも，改めて有権者の社会経済的地位と投票参加との関連を検

討する余地は多いにあると考えられる．

所得と投票参加との関連

既存の研究では，市民間の政治参加に伴う社会経済的地位の格差を指摘する，あるいは

その問題をいかに解消するかという点に主眼が置かれることが多かった．そのため，なぜ

社会経済的地位の主要素である所得が投票参加を促進するのかというメカニズムについて

は十分に検討されていない（e.g., McCarty et al. 2006）．

例えば Belmi &Laurin（2016）は，社会経済的地位が高い有権者は，他者のことは顧みず

に自身が利益を獲得することを目的と行動する一方で，地位が低い有権者は社会的調和を

維持するように動機づけられているため，他者が不利益を被る恐れがある政治参加を行う

ことを拒絶する傾向にあると論じた．以上の議論に基づき，Belmi &Laurin（2016）が種々

の調査データを分析した結果，所得や教育程度などを含む社会経済的地位が高い有権者ほ

ど政治参加意図が高い一方で，地位が低い有権者ほど政治参加意図が低いことが明らかと

なった．また Gilens（2012a b）は，政府の応答性（government responsiveness）に着目した

分析を行った結果，高所得層に属する裕福な人の政策選好と政府による実際の政策採択確

率に強い関連があることを明らかにした．すなわち，政治システムの応答性は社会経済的

地位が高い市民の選好に応答する社会経済的バイアスを強く伴っていることが明らかとな

った．従って，低所得の有権者は政治参加を通じて自らの選好を政治システムに伝達して

も，それが政策として反映される確率が低いと認知することで内的有効性感覚が低減し，

最終的には投票参加が抑制される可能性が指摘されている（e.g., Gallego 2015）．

しかし，以上に挙げた先行研究（Belmi & Laurin 2016; Gallego 2015; Gilens 2012a b）では，

高所得層の有権者ほど投票参加を行う確率が高くなる可能性を指摘するに留まり，必ずし

も「高所得層ほど投票参加を行うという関連が見られない，むしろ場合によっては逆の関

連が認められる」ことを示唆する単純集計の結果を説明することができない．そこで本研

究は，客観的な社会経済的地位の主要素である所得と，それを反映した主観的な社会構造

内の自己定位である階層帰属意識との乖離に着目する．そして，客観的指標としての所得

よりも，そのような所得を周囲他者と比較することで形成される主観的な階層帰属意識の

方がより直接的に有権者の投票行動を促進するために，既存の研究では説明できなかった

現象が生じる可能性を検証する．
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主観的な階層帰属意識が投票参加を促進するメカニズム

有権者の社会経済的地位に基づき投票参加や投票政党を説明するモデルは，社会階層に

注目した理論（stratification theory）から派生したものである（Brady et al.1995）．そこで本

研究は以下に述べる理由に基づき，主観的な社会経済的地位である階層帰属意識を主たる

独立変数とした分析を行う．

まず，階層帰属意識とは個人が社会階層構造のどこに位置しているのかという自己認知

である（高坂・宮野 1990）．すなわち，主観的社会階層（吉川 2008）として換言できるた

め，階層帰属意識とは主観的な社会構造内の自己定位として定義できるだろう．そして，

このような自身の社会経済的地位に関する主観的な認知は，客観的な社会経済的地位の主

要素である所得を周囲他者と比較することによって形成される（Alder et al 2000）．そのた

め，客観的には自身の所得が少ないが，周囲の他者と比較するとその所得が相対的に多い

場合には，主観的な社会経済的地位である階層帰属意識の値は高くなると考えられる．一

方で，自身の所得が一般的な所得分布において高い位置を占めるが周囲の他者と比較する

と相対的に少ない場合には，階層帰属意識の値は低くなると想定される．従って，客観的

な所得と比較して階層帰属意識を過小認知，あるいは過大認知するといった客観的―主観

的経済的地位の相違が，「所得と投票参加は正の関連がある」という知見が常に得られると

は限らないという現象を生み出していると考えられる．

以上の議論に加え，Lazarsfeld et al（1944）は，職業や所得といった客観的指標よりも，

主観的指標である階層帰属意識の方が直接的に有権者の投票行動を説明できると論じてい

る．実際に，自身が高階層に属していると認知する有権者ほど共和党に投票し，一方で低

階層に属していると認知するほど民主党に投票する傾向が高まることが明らかとなってい

る（Lazarsfeld et al. 1944）．また Milbrath（1965）は，階層帰属意識が高い市民ほど，民主

政が機能するために政治的エリートの行動を監視し，かつ批判する権利を遂行する傾向に

あると述べている．つまり，階層帰属意識が高い有権者ほど政治的権利（Marshall & 

Bottomore 1992）を果たす義務，すなわち投票義務感が高くなると考えられる．そのため，

客観的には低所得層に属する有権者でも，主観的に社会全体の「上」の層に属していると

認知する場合，その投票参加には後者の階層帰属意識の方が強く影響し，かつ投票義務感

が高まることで投票参加が促進されると考えられる．一方で，実際には高所得層の有権者

でさえも，自身が社会全体の「下」の層に属していると認知する場合には投票義務感が低

減するため，結果として投票参加が抑制されると考えられる．

．方法

本研究は JES（Japanese Election Study）Ⅳプロジェクトによって収集されたデータのう

ち，2007 年参議院選挙後に行われた第 1 波を用いた．なお第 1 波における主要な変数に関

する有効回答者数は 1,078 名である．
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従属変数

投票参加の有無および投票政党 2007 年参議院選挙における投票参加の有無（投票有 =

80.41%）を用いた．

投票義務感 投票義務感は，「投票に行くことについて，この中からあなたのお気持ちに

最も近かったものを 1 つあげてください」という 1 項目について「投票に行くかどうかは

有権者が決めることなので，必ずしも選挙に参加しなくてよいと思った」から「投票に行

くことは有権者の義務であり，当然，選挙に行かなくてはならないと思った」までの 3 件

法で測定した（M = 2.53; SD = .67）．

独立変数

階層帰属意識 階層帰属意識は，「仮に現在の日本の社会全体を次の 5 つの層にわけると

すれば，あなた自身はどれに入ると思いますか」という 1 項目について，「下の下」から「上」

までの 5 件法で測定した．そして「わからない」及び「答えない」は欠損値とした．その

結果，「上」に属すると認知する回答者が 0.65%しかいないことが明らかとなった．そのた

め，階層帰属意識を「下の下・下の上」，「中の下」，「中の上・上」と再コーディングした

（M = 1.95; SD = .68）．なお該当する回答者の割合は順に 25.88%，53.71%，20.41%である．

所得 所得は，「去年（平成 18 年 1 月〜12 月）1 年間のお宅の収入はご家族全部合わせ

ると，およそどのくらいになりますか．ボーナスや臨時収入を含め，税込みでお答え下さ

い」という 1 項目について，「200 万円未満」から「2000 万以上」までの 12 件法で測定し

た（M = 4.74; SD = 2.83）．なお，「わからない」及び「答えない」は欠損値とした．そして，

階層帰属意識は 3 件法に再コーディングしているため，その割合と対応させるために所得

も「〜300 万円未満」「300 万円〜800 万円未満」「800 万円〜2000 万円以上」という 3 カテ

ゴリに区分した．なお，該当する回答者の割合は順に 25.97%，53.53%，20.50%である．

居住形態 所得のようなフローではなく，回答者が保有しているストックとしての資産

を捉えるために，本研究は回答者の住居形態をその代理変数として用いた．具体的には平

野（2007）を参考とし，持ち家一戸建てを保有しているかどうかのダミー変数を作成した

（保有率 = 77.37%）．

保革イデオロギー 保革イデオロギーに関しては，「よく保守的とか革新的とかいう言葉

が使われていますが，あなたの政治的な立場は，この中の番号のどれにあたりますか．0

が革新的で 10 が保守的です」という 1 項目について「革新的」から「保守的」までの 11

件法で測定した（M = 5.51, SD = 1.85）．なお「わからない」及び「答えない」は欠損値と

した．

デモグラフィック要因 回答者自身のデモグラフィック要因として「性別（男性 =

50.37%）」「年齢（M = 54.11, SD = 14.87）」「就業の有無（就業有 = 61.41%）」「居住年数」「教
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育程度」を分析に用いた．居住年数は，「この近くに何年くらい住んでいますか」と尋ね，

「1 = 3 年以下，2 = 4〜9 年，3 = 10〜14 年，4 = 15 年以上，5 = それ以上」の 5 件法で測

定した（M = 3.75, SD = 1.17）．また教育程度は「最後に卒業された学校はどちらですか」

と尋ね，「1 = 新中学・旧小・旧高小，2 = 新高校・旧中学，3 = 高専・短大・専修学校，4

= 大学・大学院」の 4 件法で測定した（M = 2.46, SD = .97）．

．結果

単純集計：所得と階層との乖離度

まず客観的な社会経済的地位の主要素である所得と，主観的な社会構造内の自己定位で

ある階層帰属意識との乖離度を表 1 に示す．カイ二乗検定の結果，客観的な指標である所

得と主観的な指標である階層帰属意識に有意な関連が認められた（p < .001）．一方で，表

1 に示したとおり，自身の所得は客観的には多いにも関わらず帰属している社会階層を過

小評価している有権者は 263 名いることが示された．一方で，自身の所得は少ないにも関

わらず帰属している社会階層を過大評価している有権者は 280 名いることが明らかとなっ

た．

表 所得と階層帰属意識との乖離度

単純集計：所得および階層帰属意識と投票率

次に客観的指標である所

得と，主観的指標である階

層帰属意識別の投票率を図

1 に示す．図 1 に示したと

おり，所得と投票率の関係

は直線的ではなく中間所得

者層の投票率が最も低い値

を示している．その一方で

階層帰属意識に関しては自

身を高い階層に帰属してい

ると思う人ほど，投票率が

一貫して高まっていること

が明らかとなった．従って，

低（〜低（〜299万円） 中（中（300〜799万円） 高（高（800万円〜）

低 103 135 42
中 151 340 86
高 25 104 92

階層帰属意識

所得

図 所得と階層帰属意識別の投票率
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客観的指標である所得よりも，それを反映した主観的指標である階層帰属意識の方がより

良く有権者の投票参加を説明できる可能性が示唆された．

投票義務感および投票参加の有無を予測する回帰モデル

最後に投票義務感を従属変数とした回帰分析，および 2007 年の参議院選挙に関する投票

の有無を従属変数としたロジット回帰を行った．なお，所得それ自体の影響を的確に捉え

るためにサンプルを 66 歳未満に限定して分析を行い，その結果を表 2 に示した．

まず model1 では，所得は投票義務感と有意な関連が認められない一方で，階層帰属意識

は投票義務感に有意な正の効果を及ぼしていることが明らかとなった．model2 でも同様に，

所得は投票参加に有意な影響を及ぼさない一方で，階層帰属意識が高いほど有権者の投票

参加が有意に促進されることが明らかとなった（b = .37, p < .05）最後に，model3 で本研究

が注目してきた階層帰属意識と投票義務感を同時に投入した結果，model2 で見られた階層

帰属意識が投票参加に及ぼす直接的な正の効果は model3 においてはその説明力が減少す

る一方で（b = .37, p < .05 から b = .33, p < .05），投票義務感は投票参加に対して有意な正の

影響を及ぼしていることが示された．すなわち，本研究で得られた結果に基づけば，客観

的な社会経済的地位である所得は投票参加を促進しない一方で，主観的な社会経済的地位

である階層帰属意識は投票義務感を高めることで，間接的に投票参加を促進する可能性が

示唆された．

表 階層帰属意識および投票義務感が投票参加に与える効果

※所得は，所得（少; 〜300 万円）が参照カテゴリ

Coef. (B) Std. Err. Coef. (B) Std. Err. Coef. (B) Std. Err.

所得（中所得（中; 300〜799万円） 0.09 0.07 0.35 0.29 0.53 0.35
所得（高所得（高; 800万円〜） 0.09 0.09 0.53 0.35 0.29 0.32
階層帰属意識 0.10 ** 0.04 0.37 * 0.15 0.33 * 0.16
性別ダミー -0.02 0.05 0.08 0.20 0.13 0.22
年齢 0.02 *** 0.00 0.06 *** 0.01 0.05 *** 0.01
居住年数 0.01 0.02 0.08 0.08 0.10 0.08
教育程度 0.08 ** 0.03 0.24 * 0.12 0.17 0.13
有職者ダミー -0.08 0.06 -0.32 0.26 -0.23 0.27
持ち家一戸建てダミー -0.01 0.06 -0.16 0.23 -0.12 0.25
保革イデオロギー 0.01 0.01 -0.05 0.05 -0.07 0.06
投票義務感        ―          ―           ―          ― 1.18 *** 0.14
切片 1.16 *** 0.19 -2.90 *** 0.74 -4.70 *** 0.81

N
調整済み決定係数

疑似決定係数

*** p < .001,** p < .01, * p < .05, † p < 0.1
― 0.10 0.20

755 755 755
0.11 ― ―

66歳以下

model1 model2 model3
投票義務感 投票の有無

切片

決定

疑似決定係数

53



54 

媒介過程の検討

次に，主観的な社会経済的地位である階層帰属意識が投票参加に及ぼす影響を投票義務

感が媒介するというメカニズムを詳細に検討するため，一般化構造方程式モデリング

（Generalized SEM）を用いて媒介効果の有意性検定を行った．なお，上記のメカニズムを

検討する際には，表 2 における各モデルに投入した変数を統制した．

図 2 に示したとおり，階層帰属意識が投票参加に及ぼす直接効果は b = .37（SE (b) = .15, 

z = 2.45, p <.05）であった．一方で，階層帰属意識が投票義務感を媒介することで（b = .10,

SE (b) = .04, z = 2.68, p <.01），最終的に投票参加を促進する（b = 1.18, SE (b) = .14, z = 8.45, p

<.001）という一連のメカニズムは，階層帰属意識が投票参加に及ぼす影響を有意に媒介し

ていることが明らかとなった（b = .12, SE (b) = .05, z = 2.55, p <.05）．また，上記の間接効果

は階層帰属意識が投票参加に与える影響の 26.99％を説明していた．従って，本研究の仮説

は支持された．

※係数は非標準化推定値（*** p < .001, ** p < .01, * p < .05）

．考察

本研究は「投票参加の政治経済的中立性」を再検証するという観点に基づき，客観的な

社会経済的地位の主要素である所得と主観的な階層帰属意識との相違に着目することで，

投票参加に及ぼす影響を検討した．

本研究で得られた結果を援用すれば，既存の研究が十分に説明できなかった「高所得層

ほど投票参加を行うという関連が見られない，むしろ場合によっては逆の関連が認められ

る」という結果に関しては以下のような回答が可能である．すなわち，客観的には低所得

層に属している有権者でさえも，周囲の他者と自らの所得を比較することで階層帰属意識

が高いと評価する場合には投票義務感を介して投票参加が促進されると考えられる．一方

で高所得層に属している有権者が自身の階層帰属意識を過小評価すれば，投票義務感が低

減することで最終的に投票参加の抑制に繋がる可能性が示唆される．従って，このような

客観的な社会経済的地位の主要素である所得と，それを周囲の他者と比較することで形成

される主観的な社会経済的地位である階層帰属意識との乖離が起因することで，「所得と投

票参加」との関連性が不明瞭になっていたものと思われる．また，客観的要素である所得

階層帰属意識

投票義務感

投票参加

.10 ** 1.18 ***

.37 * → .33 * 

図 一般化構造方程式モデリングを用いた媒介分析

54



55 

はいずれのモデルにおいても投票参加を促進しておらず，一方で主観的要素である階層帰

属意識は投票義務感を高めることで間接的に投票参加を促進することが明らかとなった．

従って，社会経済的地位の主要素である所得という観点から「投票参加に伴う社会経済的

中立性」を検討する際には，客観的に当該の有権者が裕福かどうかは問題ではなく，むし

ろ自身が社会の中のどの階層に位置するのかという主観的な認知が重要となる可能性が示

唆された．

本研究ではデータの制約上分析することが困難であったが，今後の研究では，境家（2013）

と同様に，長期的な視点から戦後日本における政治参加に伴う所得格差という社会経済的

不平等性の問題を再検証する必要があると考える．
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年政権交代の経験と内的政治的有効性感覚の変化

太田昌志

（ベネッセ教育総合研究所・名古屋市立大学大学院）

本稿は，政権交代の経験で社会階層と内的政治的有効性感覚の関係にどのよ

うな変化が起こったのかを検討する．政権交代を経験した 年時点におい

て，内的政治的有効性感覚が高まっていることが指摘されている（金 ）．

分析の結果，このような変化は， 年の政権交代時に内的政治的有効性感

覚が高まったという層がいることによる．この層への所属には学歴の正の効果

と世帯年収の負の効果があり， 年においては社会階層による内的政治的

有効性感覚の差が一部不明瞭になっている．一方，政権交代を経験した時期に

おいても内的政治的有効性感覚が高いまま，もしくは低いままで安定している

層は全体の 割程度であり，社会階層などの属性との関連も強くあらわれてい

る． 年の歴史的な政権交代は，内的政治的有効性感覚を高めているが，

社会階層と内的政治的有効性感覚の関係は大きくは変動しなかった．

１．目的

社会階層と社会意識の関連を扱う研究は，階層構造の維持や変革の潜在的可能性へ注目

してきた．吉川（2008）は，「階層構造が形成要因となり，しかも階層構造を維持・変革す

る主観のあり方として，階層構造に対してリフレクション作用（因果の再帰性）をもつこ

とが，狭義の階層意識＝主観的社会階層の重要な要件なのである」（吉川 2008，p.79）と

している．もっともメジャーな対象は，自己の階層構造上の位置付けの認識である階層帰

属意識（クラス・アイデンティフィケーション）だと考えられる．

この観点で扱われる意識は，階層帰属意識だけではない．不公平感や学歴観等のより広

い階層構造への意識も扱われる．海野・斎藤（1990）は不公平感や配分原理に対する態度

を「階層構造を変更しようという志向」（海野・斎藤 1990，p.100）に結びついているとい

う点から注目している．また，権威や政治に対する態度も，それらを通じた階層構造の維

持や変革の潜在的可能性として注目される．松谷（2015）は，高学歴化という社会の変化

の一方で，反権威主義かつ政治的認知能力が高い層を「エリート対抗」型政治の担い手と

しての「政治的自律層」とし，それが縮小傾向にあることを指摘している．

本稿では，政治を通じた社会変革の潜在的可能性へ注目するため，内的政治的有効性感

覚に注目する．内的政治的有効性感覚の近年の推移として，2009 年の政権交代選挙によっ

て全体として高まったということと，そのような変化が個人の政治参加や投票行動とどの

ように関連しているかが報告されている（金 2016）．

本稿では，金（2016）と同様に内的政治的有効性感覚を政治意識のパネルデータから分

析し，政権交代の経験で社会階層と内的政治的有効性感覚の関係にどのような変化が起こ

ったのかを検討する．
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２．方法

使用するデータ

本稿で使用するデータは，「変動期における投票行動の全国的・時系列的調査研究(JES

Ⅳ SSJDA 版)，2007-2011」である．このうち，政治的有効性感覚の質問のある，2007 年

参議院選挙後の wave1，2009 年衆議院選挙後の wave3，2010 年参議院選挙後の wave6 を用

いる．

使用する変数

使用する変数の第一は，内的政治的有効性感覚である．「自分には政府のすることに対し

て，それを左右する力はない」（以下「政府を左右する力はない」と省略する）と「政治と

か政府とかは，あまりに複雑なので，自分には何をやっているのかよく理解できないこと

がある」（以下「政治は複雑なので理解できない」と省略する）の 2 項目を使用する．金（2016）

においては，5 件法の回答を連続変数として用いているが，本稿は「そう思う」「どちらか

といえばそう思う」の 2 項目を合計して「そう思う」，「そう思わない」「どちらかといえば

そう思わない」の 2 項目を合計して「そう思わない」とし，これに「どちらともいえない」

を合わせた 3 カテゴリの変数として扱う．

このほか，属性や社会階層に関する変数として，性別，年齢，学歴，世帯年収，職業を

用いる．いずれの変数も，分析の単純化のため，個体について 1 つの値をとるように加工

している．加齢や職業移動等，個体内の属性の変化を含めた検討については，今後の課題

としたい．

年齢は，各調査時点でたずねているが，そのうち個体内でもっとも古い回答を用い，2007

年（wave1）時点の年齢を推測した．すなわち，2009 年（wave3）の年齢回答がもっとも古

い場合はそこから 2 を減じ，2010 年（wave6）の年齢回答がもっとも古い場合はそこから

3 を減じている．

学歴は，各調査時点でたずねているが，そのうち個体内でもっとも古い回答をその個体

の学歴とした．「新中学・旧小・旧高小」を 9 年，「新高校・旧中学」を 12 年，「高専・短

大・専修学校」を 14 年，「大学・大学院」を 16 年と選択肢を教育年数におきかえて連続量

として分析に用いた．

世帯年収は，各調査時点でたずねているが，そのうち個体内でもっとも古い回答をその

個体の世帯年収とした．「わからない」「答えない」は欠損とし，それぞれの選択肢に対応

する金額を用いる．4 節の分析においては，対数変換を行っている．

職業は，各調査時点でたずねているが，そのうち個体内でもっとも古い回答をその個体

の職業とした．「学生」「専業主婦」「その他の無職」を合計して「無職」，「農林漁業」「商

工サービス」「自由業」を合計して「自営・自由・家族従業」，「管理職」「専門技術職」を

合計して「上層ノンマニュアル」，「事務職」「販売・サービス・労務職」を「下層ノンマニ
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ュアル・マニュアル」という 4 カテゴリとした．「その他の有職者」「分類不能」「わからな

い」「答えない」は欠損とした．

使用するケース

使用する 3 時点の内的政治的有効性感覚の質問に一度でも回答しており，最後の分析で

使う属性が欠損していない 2,057 ケースを用いる．内的政治的有効性感覚の欠損について

は，3 節の基礎分析においては欠損として扱う．従って，それぞれの分析によって用いる

ケース数が異なる．4 節の分析においては，EM アルゴリズムによって欠損を補填し，2,057

ケースすべてを用いる．

モデル

それぞれの個体の 3 時点における内的政治的有効性感覚の回答を用いて潜在クラス分析

を行う．属性，社会階層については共変量として扱い，多項ロジット潜在クラス回帰モデ

ルによる同時推定を行う．分析には Stata LCA Plugin ver1.2（2015）を使用する．

このような分析モデルを用いることで，意識に関する項目をカテゴリとして取り扱い，

その推移を縮約して検討することができる．また，政治的有効性感覚の高さと変化のパタ

ーンを同時に分析し，さらにさまざまな属性や社会階層との関連を同時に分析できる．

３．基礎分析

内的政治的有効性感覚の推移

本項では，基礎的な集計から，内的政治的有効性感覚が 2007 年，2009 年，2010 年の 3

時点でどのように推移したかをみていく．表 1 は，内的政治的有効性感覚の 3 時点それぞ

れの単純集計である．

「政府を左右する力はない」については，2007 年と 2009 年を比べると「そう思う」が

減り，「どちらとも」「そう思わない」が増えている．さらに 2010 年にかけて「そう思う」

が減り「どちらとも」が増えている．「政治は複雑なので理解できない」については，2007

年と 2009 年を比べると「そう思う」が減り，「そう思わない」が増えている．2010 年にか

けては「そう思わない」が減り，その分「そう思う」と「どちらとも」が微増している．

表 内的政治的有効性感覚の単純集計

政府を左右す
る力はない 2007年 2009年 2010年

政治は複雑な
ので理解でき
ない 2007年 2009年 2010年

そう思う 55.69 % 48.94 % 45.48 % そう思う 63.41 % 57.95 % 59.22 %
どちらとも 14.93 % 18.10 % 21.66 % どちらとも 16.56 % 17.26 % 20.09 %
そう思わない 29.38 % 32.96 % 32.86 % そう思わない 20.03 % 24.79 % 20.69 %
合計 1,266 1,326 1,339 合計 1,268 1,327 1,339
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次に表 2 は，個体ごとにどのような変化をしたかを示している．3 カテゴリ 3 時点分の

27 パターンすべてを示している．2 項目いずれも，3 時点とも「そう思う」のままのケー

スがもっとも多く，ついで 3 時点とも「そう思わない」のままのケースがもっとも多い（パ

ターン 1 および 27）．これら 2 パターンを合わせると 4 割程度となる．一方，3 時点とも「ど

ちらとも」のケースは極めて少ない（パターン 14）．

変化をしたケースについて見ると，「政府を左右する力はない」については，2007 年，

2009 年とも「そう思う」だったが，2010 年に「どちらとも」「そう思わない」へ移動した

ケースが相対的に多い（パターン 2 および 3．合わせて 10.77%）．これ以外にも，2007 年

と 2009 年を比べて「そう思わない」の方向へ，つまり政権交代経験の時期に政治的有効性

感覚が上昇したケースを合計すると 23.37%（パターン 4，5，6，7，8，9，16，17，18）

である．ただし，その中には「そう思う」→「そう思わない」→「そう思う」というケー

スが 5.31%あるように，2010 年に再び政治的有効性感覚が下がっているケースも含まれる．

「政治は複雑なので理解できない」の変化したケースについて見ると，2007 年と 2009

年を比べて「そう思わない」の方向へ，つまり政権交代経験の時期に政治的有効性感覚が

上昇したケースを合計すると 22.53%（パターン 4，5，6，7，8，9，16，17，18）である．

ここまで，単純な集計をもとに 2007 年，2009 年，2010 年の内的政治的有効性感覚の 2

項目の推移を見てきた．3 時点をかけて政治的有効性感覚が変化していないと思われるケ

ースも一定数あるが，2009 年の政権交代を経験した時期に政治的有効性感覚があがったと

いうケースも観察され，また，その後 2010 年に下がったというケースも見られた．
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表 内的政治的有効性感覚の変化

属性別比較

本項では，各時点において属性別の集計を行い，属性による内的政治的有効性感覚の違

いをみていく．

表 3 は内的政治的有効性感覚の性別比較を示している．おおむねどの時点においても，

またいずれの項目においても，男性より女性の方が「そう思う」が多く，内的政治的有効

性感覚が低い傾向にある．ただし，「政府を左右する力はない」については，2007 年から

2009 年にかけて女性の「どちらとも」「そう思わない」が増え，内的政治的有効性感覚が

高まったことにより，男性との差が明確なものではなくなっている．なお，表内の p 値は

各時点におけるカイ二乗検定による．

政府を左右する力はない 政治は複雑なので理解できない

パターン 2007年 2009年 2010年 パターン 2007年 2009年 2010年
1 そう思う そう思う そう思う 24.58 % 1 そう思う そう思う そう思う 35.31 %
2 そう思う そう思う どちらとも 5.31 % 2 そう思う そう思う どちらとも 5.33 %
3 そう思う そう思う そう思わない 5.46 % 3 そう思う そう思う そう思わない 1.98 %
4 そう思う どちらとも そう思う 3.34 % 4 そう思う どちらとも そう思う 4.41 %
5 そう思う どちらとも どちらとも 2.43 % 5 そう思う どちらとも どちらとも 3.50 %
6 そう思う どちらとも そう思わない 1.82 % 6 そう思う どちらとも そう思わない 1.37 %
7 そう思う そう思わない そう思う 5.31 % 7 そう思う そう思わない そう思う 4.26 %
8 そう思う そう思わない どちらとも 1.06 % 8 そう思う そう思わない どちらとも 1.07 %
9 そう思う そう思わないそう思わない 4.40 % 9 そう思う そう思わないそう思わない 2.44 %
10 どちらとも そう思う そう思う 2.43 % 10 どちらとも そう思う そう思う 4.72 %
11 どちらとも そう思う どちらとも 1.52 % 11 どちらとも そう思う どちらとも 1.37 %
12 どちらとも そう思う そう思わない 0.61 % 12 どちらとも そう思う そう思わない 1.07 %
13 どちらとも どちらとも そう思う 1.67 % 13 どちらとも どちらとも そう思う 0.76 %
14 どちらとも どちらとも どちらとも 0.91 % 14 どちらとも どちらとも どちらとも 2.13 %
15 どちらとも どちらとも そう思わない 1.37 % 15 どちらとも どちらとも そう思わない 0.91 %
16 どちらとも そう思わない そう思う 0.91 % 16 どちらとも そう思わない そう思う 1.52 %
17 どちらとも そう思わない どちらとも 1.37 % 17 どちらとも そう思わない どちらとも 2.13 %
18 どちらとも そう思わないそう思わない 2.73 % 18 どちらとも そう思わないそう思わない 1.83 %
19 そう思わない そう思う そう思う 3.79 % 19 そう思わない そう思う そう思う 3.50 %
20 そう思わない そう思う どちらとも 2.12 % 20 そう思わない そう思う どちらとも 1.07 %
21 そう思わない そう思う そう思わない 2.88 % 21 そう思わない そう思う そう思わない 1.67 %
22 そう思わない どちらとも そう思う 0.76 % 22 そう思わない どちらとも そう思う 1.22 %
23 そう思わない どちらとも どちらとも 1.67 % 23 そう思わない どちらとも どちらとも 1.22 %
24 そう思わない どちらとも そう思わない 2.43 % 24 そう思わない どちらとも そう思わない 1.67 %
25 そう思わないそう思わない そう思う 3.49 % 25 そう思わないそう思わない そう思う 2.74 %
26 そう思わないそう思わない どちらとも 3.34 % 26 そう思わないそう思わない どちらとも 1.67 %
27 そう思わないそう思わないそう思わない 12.29 % 27 そう思わないそう思わないそう思わない 9.13 %

合計 659 合計 657
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表 内的政治的有効性感覚の性別比較

表 4 は内的政治的有効性感覚の年齢別比較を示している．表 4 では，年齢を 40 歳以下，

41～55 歳，56～65 歳，66 歳以上と，なるべく均等になるように 4 区分した．おおむねど

の時点においても，またいずれの項目においても，年齢による差は曲線的で，40 歳以下と

66 歳以上では「そう思う」が多く，内的政治的有効性感覚が低いという関係にある．

表 内的政治的有効性感覚の年齢別比較

表 5 は内的政治的有効性感覚の学歴別比較を示している．おおむねどの時点においても，

またいずれの項目においても，学歴による差は直線的で，学歴が高いほど「そう思う」が

少なく，「そう思わない」が多く，内的政治的有効性感覚が高いという関係にある．

2007年 p=.000 2009年 p=.169 2010年 p=.004
男性 女性 男性 女性 男性 女性

そう思う 49.84% 61.48% 46.83% 51.05% 41.58% 49.40%
どちらとも 17.46% 12.42% 17.82% 18.37% 21.61% 21.71%
そう思わない 32.70% 26.10% 35.35% 30.57% 36.81% 28.89%
合計 630 636 662 664 671 668

2007年 p=.000 2009年 p=.000 2010年 p=.000
男性 女性 男性 女性 男性 女性

そう思う 50.55% 76.22% 46.90% 68.92% 50.30% 68.16%
どちらとも 20.06% 13.07% 19.67% 14.86% 20.00% 20.18%
そう思わない 29.38% 10.71% 33.43% 16.22% 29.70% 11.66%
合計 633 635 661 666 670 669

政府を左右する
力はない

政治は複雑なの
で理解できない

2007年 p=.041 2009年 p=.000 2010年 p=.001
40歳以下 41～55歳 56～65歳 66歳以上 40歳以下 41～55歳 56～65歳 66歳以上 40歳以下 41～55歳 56～65歳 66歳以上

そう思う 59.86% 52.41% 51.82% 58.81% 46.91% 44.66% 46.88% 56.27% 49.22% 41.74% 38.48% 52.87%
どちらとも 17.56% 14.76% 16.17% 11.93% 25.10% 20.51% 15.91% 13.33% 23.05% 23.53% 21.52% 18.43%
そう思わない 22.58% 32.83% 32.01% 29.26% 27.98% 34.83% 37.22% 30.40% 27.73% 34.73% 40.00% 28.70%
合計 279 332 303 352 243 356 352 375 321 357 330 331

2007年 p=.055 2009年 p=.008 2010年 p=.010
40歳以下 41～55歳 56～65歳 66歳以上 40歳以下 41～55歳 56～65歳 66歳以上 40歳以下 41～55歳 56～65歳 66歳以上

そう思う 64.16% 59.46% 59.80% 69.71% 59.26% 52.91% 54.86% 64.88% 63.86% 58.77% 51.38% 62.95%
どちらとも 17.56% 18.92% 16.01% 14.00% 20.58% 18.28% 17.14% 14.21% 19.31% 21.17% 24.46% 15.36%
そう思わない 18.28% 21.62% 24.18% 16.29% 20.16% 28.81% 28.00% 20.91% 16.82% 20.06% 24.16% 21.69%
合計 279 333 306 350 243 361 350 373 321 359 327 332

政府を左右す
る力はない

政治は複雑な
ので理解でき
ない
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表 内的政治的有効性感覚の学歴別比較

表 6 は内的政治的有効性感覚の世帯年収別比較を示している．表 6 では世帯年収を 300

万円未満，300～500 万円未満，500～800 万円未満，800 万円以上に 4 区分している．おお

むねどの時点においても，またいずれの項目においても，世帯年収による差は直線的であ

り，世帯年収が高いほど「そう思う」が少なく，「そう思わない」が多く，内的政治的有効

性感覚が高いという関係にある．ただし，「政府を左右する力はない」については，2007

年から 2009 年にかけて収入が少ない層の「どちらとも」「そう思わない」が増え，内的政

治的有効性感覚が高まったことにより，収入が多い層との差が明確なものではなくなって

いる．

表 内的政治的有効性感覚の世帯年収別比較

表 7 は内的政治的有効性感覚の職業別比較を示している．「政府を左右する力はない」に

ついては，いずれの時点においても 5%水準で有意ではない．「政治は複雑なので理解でき

ない」は，無職において「そう思う」が多く内的政治的有効性感覚が低いが，自営・自由・

家族従業，上層ノンマニュアルで「そう思わない」が多く，内的政治的有効性感覚が高い．

ただし，上層ノンマニュアルについてはケース数が少なく，はっきりとした傾向とは言い

がたい．

2007年 p=.000 2009年 p=.000 2010年 p=.000
新中学・
旧小・
旧高小

新高校・
旧中学

高専・
短大・

専修学校

大学・
大学院

新中学・

旧小・

旧高小

新高校・

旧中学

高専・

短大・

専修学校

大学・

大学院

新中学・

旧小・

旧高小

新高校・

旧中学

高専・

短大・

専修学校

大学・

大学院

そう思う 65.97% 59.11% 54.73% 40.80% 60.10% 51.35% 45.88% 38.01% 61.24% 46.18% 47.06% 32.75%
どちらとも 16.23% 13.40% 16.05% 16.40% 13.94% 16.55% 23.14% 19.93% 15.17% 20.93% 23.16% 25.78%
そう思わない 17.80% 27.49% 29.22% 42.80% 25.96% 32.09% 30.98% 42.07% 23.60% 32.89% 29.78% 41.46%
合計 191 582 243 250 208 592 255 271 178 602 272 287

2007年 p=.000 2009年 p=.000 2010年 p=.000
新中学・

旧小・

旧高小

新高校・

旧中学

高専・

短大・

専修学校

大学・

大学院

新中学・

旧小・

旧高小

新高校・

旧中学

高専・

短大・

専修学校

大学・

大学院

新中学・

旧小・

旧高小

新高校・

旧中学

高専・

短大・

専修学校

大学・

大学院

そう思う 76.68% 66.55% 65.16% 44.22% 75.60% 61.42% 58.43% 36.40% 74.44% 61.27% 63.10% 41.87%
どちらとも 12.95% 15.86% 19.26% 18.33% 11.48% 17.94% 16.86% 20.59% 11.67% 19.20% 22.14% 25.26%
そう思わない 10.36% 17.59% 15.57% 37.45% 12.92% 20.64% 24.71% 43.01% 13.89% 19.53% 14.76% 32.87%
合計 193 580 244 251 209 591 255 272 180 599 271 289

政府を左右す
る力はない

政治は複雑な
ので理解でき
ない

2007年 p=.004 2009年 p=.298 2010年 p=.003
300万円

未満

300～500
万円未満

500～800
万円未満

800万円

以上

300万円

未満

300～500
万円未満

500～800
万円未満

800万円

以上

300万円

未満

300～500
万円未満

500～800
万円未満

800万円

以上

そう思う 61.61% 56.55% 56.10% 45.68% 53.15% 49.21% 44.69% 47.89% 54.24% 43.63% 42.34% 41.42%
どちらとも 13.39% 13.65% 17.38% 15.64% 17.81% 16.05% 20.94% 18.01% 19.70% 20.10% 26.13% 20.90%
そう思わない 25.00% 29.81% 26.52% 38.68% 29.04% 34.74% 34.38% 34.10% 26.06% 36.27% 31.53% 37.69%
合計 336 359 328 243 365 380 320 261 330 408 333 268

2007年 p=.000 2009年 p=.000 2010年 p=.017
300万円

未満

300～500
万円未満

500～800
万円未満

800万円

以上

300万円

未満

300～500
万円未満

500～800
万円未満

800万円

以上

300万円

未満

300～500
万円未満

500～800
万円未満

800万円

以上

そう思う 73.59% 65.92% 56.06% 55.56% 68.85% 61.64% 51.09% 45.80% 67.37% 58.62% 55.86% 54.14%
どちらとも 15.13% 14.80% 20.61% 15.64% 12.30% 17.72% 21.18% 18.70% 16.77% 19.95% 23.12% 20.68%
そう思わない 11.28% 19.27% 23.33% 28.81% 18.85% 20.63% 27.73% 35.50% 15.87% 21.43% 21.02% 25.19%
合計 337 358 330 243 366 378 321 262 334 406 333 266

政府を左右す
る力はない

政治は複雑な
ので理解でき
ない
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表 内的政治的有効性感覚の職業別比較

ここまで，内的政治的有効性感覚の属性別の比較を行ってきた．おおむねどの時点にお

いても，男性ほど，年齢が 40～50 代であるほど，学歴が高いほど，収入が多いほど，内的

政治的有効性感覚が高いという傾向があった．ただし，2009 年の「政府を左右する力はな

い」において，女性や世帯収入が少ない層の「どちらともいえない」「そう思わない」が増

え，性別，世帯年収間の差が不明瞭になることがみてとれた．一方，年齢，学歴の差はど

の時点，いずれの項目においても比較的安定していた．職業間の差は，「政府を左右する力

はない」についてはいずれの時点も不明瞭で，「政治は複雑なので理解できない」について

はいずれの時点も無職において内的政治的有効性感覚が低く，自営・自由・家族従業にお

いて高いという関係であった．

2007年 p=.062 2009年 p=.389 2010年 p=.394

無職
自営・
自由・

家族従業

上層ノン
マニュア

ル

下層
NM・マ

ニュアル

無職

自営・

自由・

家族従業

上層ノン
マニュア

ル

下層
NM・マ

ニュアル

無職

自営・

自由・

家族従業

上層ノン
マニュア

ル

下層
NM・マ

ニュアル

そう思う 56.06% 57.14% 32.43% 56.41% 52.14% 48.18% 36.84% 46.64% 46.79% 47.47% 37.78% 44.17%
どちらとも 15.51% 11.82% 16.22% 15.49% 17.26% 17.73% 26.32% 18.58% 22.64% 21.21% 15.56% 21.38%
そう思わない 28.43% 31.03% 51.35% 28.11% 30.60% 34.09% 36.84% 34.78% 30.57% 31.31% 46.67% 34.45%
合計 503 203 37 523 562 220 38 506 530 198 45 566

2007年 p=.000 2009年 p=.003 2010年 p=.021

無職

自営・

自由・

家族従業

上層ノン
マニュア

ル

下層
NM・マ

ニュアル

無職

自営・

自由・

家族従業

上層ノン
マニュア

ル

下層
NM・マ

ニュアル

無職

自営・

自由・

家族従業

上層ノン
マニュア

ル

下層
NM・マ

ニュアル

そう思う 70.24% 59.11% 40.54% 60.11% 64.04% 54.09% 50.00% 53.53% 61.16% 48.73% 51.11% 61.70%
どちらとも 12.90% 17.24% 21.62% 19.47% 16.10% 18.18% 10.53% 18.63% 20.08% 24.37% 17.78% 18.79%
そう思わない 16.87% 23.65% 37.84% 20.42% 19.86% 27.73% 39.47% 27.84% 18.76% 26.90% 31.11% 19.50%
合計 504 203 37 524 559 220 38 510 533 197 45 564

政府を左右す
る力はない

政治は複雑な
ので理解でき
ない
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４．潜在クラス分析

内的政治的有効性感覚の変化パターン

内的政治的有効性感覚の変化は，個人の社会的属性によってどのように異なるのだろう

か．本項は潜在クラス分析によって内的政治的有効性感覚の変化のパターンを縮約して示

し，次項は属性や社会階層との関連を分析する．

2 クラスモデルから 8 クラスモデルまでを検討した結果（表 8），6 クラスモデルを採用

した．BIC や ABIC からはより少ないクラス数のモデルが採択されるが，時点間の変化に

ついての情報がある程度表現されていると解釈できるまでクラス数を増やし，採用するモ

デルを決定した．

表 潜在クラス分析のモデル適合度

表 9 は，6 クラスモデルにおける各潜在クラスの構成割合と条件付き応答確率を示して

いる．なお，Model1 は内的政治的有効性感覚の 3 時点の回答を用いた潜在クラス分析の結

果であり，Model2 と Model3 は属性の項目を共変量として同時推定を行ったモデルである．

Model2 は 2 節で述べた属性を入れたモデルであり， Model3 は，Model2 に年齢と学歴の

交互作用項を加えたモデルである．共変量を用いて同時推定したことにより，クラス構成

割合や条件付き応答確率に違いが生じている点に注意が必要である．なお，共変量と同時

推定を行うことでクラスの順序にも違いが生じるが，表 9 においては Model2 と Model3 の

クラスの順序を並び替えて示している．

クラス数 G2 d.f AIC BIC ABIC Entropy
2 960.2 703 1010.2 1150.9 1071.5 .609
3 835.3 690 911.3 1125.2 1004.4 .521
4 738.5 677 840.5 1127.5 965.5 .484
5 680.0 664 808.0 1168.2 964.9 .505
6 629.1 651 783.1 1216.5 971.8 .501
7 589.1 638 769.1 1275.7 989.7 .524
8 578.3 625 784.3 1394.7 1067.4 .533
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表 内的政治的有効性感覚の変化の各潜在クラスの構成割合と条件付き応答確率

Class1 Class2 Class3
有効性中低 左右アップ 2010年にダウン

Model1 Model2 Model3 Model1 Model2 Model3 Model1 Model2 Model3
クラス構成割合 .225 .179 .179 .134 .205 .204 .122 .112 .115
条件付き応答確率

政府を左右する力はない

2007年 そう思う .595 .580 .568 .500 .568 .570 .622 .569 .585
どちらとも .337 .322 .333 .015 .047 .043 .094 .162 .161
そう思わない .068 .097 .099 .485 .385 .387 .284 .269 .254

2009年 そう思う .588 .571 .563 .160 .178 .168 .457 .577 .603
どちらとも .286 .316 .328 .224 .222 .220 .105 .094 .087
そう思わない .126 .112 .108 .616 .600 .612 .438 .329 .310

2010年 そう思う .465 .391 .370 .063 .269 .286 .923 .925 .920
どちらとも .374 .457 .462 .187 .167 .163 .067 .070 .076
そう思わない .162 .152 .168 .750 .565 .551 .010 .005 .004

政治は複雑なので理解できない

2007年 そう思う .724 .674 .690 .962 .961 .960 .523 .343 .332
どちらとも .210 .274 .257 .001 .004 .003 .217 .322 .345
そう思わない .066 .053 .053 .037 .036 .037 .260 .335 .323

2009年 そう思う .694 .627 .646 .719 .698 .688 .353 .427 .424
どちらとも .302 .364 .349 .178 .184 .184 .207 .182 .205
そう思わない .004 .010 .005 .103 .118 .128 .440 .390 .371

2010年 そう思う .552 .422 .431 .706 .748 .756 .804 .808 .784
どちらとも .398 .500 .489 .198 .191 .189 .193 .189 .211
そう思わない .051 .077 .080 .096 .061 .056 .003 .003 .005

Class4 Class5 Class6
有効性高 有効性中高 有効性低

Model1 Model2 Model3 Model1 Model2 Model3 Model1 Model2 Model3
クラス構成割合 .153 .103 .105 .115 .145 .144 .251 .255 .254
条件付き応答確率

政府を左右する力はない

2007年 そう思う .178 .220 .219 .195 .173 .173 .921 .894 .897
どちらとも .117 .007 .013 .349 .341 .342 .013 .055 .051
そう思わない .705 .773 .769 .456 .486 .485 .067 .051 .052

2009年 そう思う .280 .354 .348 .156 .139 .140 .890 .909 .911
どちらとも .068 .047 .048 .386 .292 .294 .078 .088 .085
そう思わない .652 .600 .604 .458 .569 .566 .032 .004 .004

2010年 そう思う .155 .165 .166 .037 .056 .055 .821 .804 .804
どちらとも .073 .041 .041 .577 .418 .422 .090 .111 .109
そう思わない .773 .795 .793 .386 .526 .522 .088 .086 .088

政治は複雑なので理解できない

2007年 そう思う .213 .237 .239 .114 .128 .125 .943 .962 .965
どちらとも .110 .106 .107 .557 .392 .397 .042 .037 .034
そう思わない .678 .656 .654 .328 .479 .478 .015 .001 .001

2009年 そう思う .212 .284 .283 .068 .027 .026 .997 .995 .996
どちらとも .101 .064 .065 .344 .286 .288 .002 .004 .003
そう思わない .687 .651 .652 .588 .687 .685 .001 .001 .001

2010年 そう思う .137 .123 .129 .127 .125 .123 .987 .991 .991
どちらとも .062 .001 .001 .444 .348 .352 .002 .001 .001
そう思わない .801 .876 .870 .429 .527 .526 .011 .008 .008
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以下，表 9 をもとに，各クラスについて解釈を示す．

Class6 は 3 時点とも有効性感覚が低い（2 項目いずれも「そう思う」の確率が高い）状

態で安定している層，Class4 は反対に 3 時点とも有効性感覚が高い（2 項目いずれも「そ

う思わない」の確率が高い）状態で安定している層である．この 2 クラスを合わせて 4 割

程度である．

Class1 と Class5 は有効性感覚が中程度周辺で，Class1 は 2 項目いずれも「どちらとも」

または「そう思う」の有効性感覚中～低程度，Class5 は 2 項目いずれも「どちらとも」ま

たは「そう思わない」の有効性感覚中～高程度のクラスである．Class4 や 6 ほどではない

が，これらも比較的安定して推移しているクラスとみられる．クラス内には個体として変

化したケースも含まれていると思われるが，はっきりと変化が表現されているクラスでは

ない．

一方，Class2 と Class3 はそれぞれ異なる変化が表現されたクラスである．

Class2 は，「政治は複雑なので理解できない」については比較的安定して「そう思う」の

ままであり，一部に「そう思う」から「どちらとも」への変化が見られる．一方「政府を

左右する力はない」については，2007 年では「そう思う」だったのが 2009 年，2010 年で

「そう思わない」に推移している．政権交代の経験によって政治を左右することへ向けて

エンパワメントされたクラスである（ただし 2007 年時点ですでに「そう思わない」であっ

たケースも含まれている）．政権交代の経験による政治的有効性感覚の上昇をもっとも支え

ているクラスと考えられる．

Class3 は 2007 年と 2009 年はあまり傾向がはっきりしないが，2010 年に 2 項目いずれも

「そう思う」すなわち内的政治的有効性感覚が低い方向へ推移したクラスである．

内的政治的有効性感覚の変化と属性

次に，属性との関連をみていく．表 10 は潜在クラスへの所属確率が属性によってどのよ

うに異なるかを示した多項ロジット潜在クラス回帰モデルの結果である．Model2 は先述の

属性項目を入れたモデルで，Model3 はさらに年齢と学歴の交互作用項を追加したモデルで

ある．基準カテゴリは内的政治的有効性感覚が低いままで安定して推移していた Class6 で

ある．
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表 内的政治的有効性感覚の変化の多項ロジット潜在クラス回帰モデル

顕著に属性の効果があるクラスは，性別，年齢，教育年数，世帯年収において，Class4

である．また，Class5 も，年齢の線形効果を除いて属性の効果が同程度に出ている．これ

らのクラスは，変化が観察されたクラスではなく，3 時点ともに内的政治的有効性感覚が

高いクラスである．男性ほど，年齢が一定まで高いほど，学歴が高いほど，世帯年収が多

いほど内的政治的有効性感覚が高い，という関係が多項ロジット潜在クラス回帰モデルに

よっても確認された．社会階層等の属性は，政権交代にともなって内的政治的有効性感覚

が変化したかどうかよりも，水準としての高低と強く関連しているとみられる．

続いて，変化を表現しているクラスに対する効果を見る．2009 年に「政府を左右する力

はない」について内的政治的有効性感覚が高まった Class2 を見ると，年齢の二乗項が負の

効果，教育年数が正の効果，世帯年収が負の効果である．3 節において，「政府を左右する

力はない」の性別，世帯年収間の差が 2009 年に不明瞭になることが示されたが，このよう

な変化をもたらしているクラスと考えられる．性別による所属確率の差はみられず，世帯

年収が多いほど所属確率が低い．一方，学歴による差や年齢の二乗効果はこのクラスにお

いても維持されており，学歴が高いほど，年齢が中年期であるほど 2009 年に「政府を左右

する力はない」について内的政治的有効性感覚が高まる層にあったという結果である．

基準：Class6 Class1 Class2 Class3
有効性中低 左右アップ 2010年にダウン

Model2 Model3 Model2 Model3 Model2 Model3
B SE B SE B SE B SE B SE B SE

定数 -1.12 (0.63) -1.20 (0.65) -2.18 (0.61) ** -2.15 (0.61) ** -3.62 (0.76) ** -3.07 (0.75) **

女性ダミー -0.54 (0.14) ** -0.52 (0.14) ** -0.05 (0.13) -0.05 (0.13) -0.94 (0.17) ** -0.98 (0.17) **

年齢（10歳） -0.05 (0.05) -0.05 (0.05) 0.05 (0.05) 0.05 (0.05) 0.17 (0.06) ** 0.14 (0.06) *

年齢2乗 -0.08 (0.02) ** -0.08 (0.03) ** -0.11 (0.02) ** -0.10 (0.03) ** -0.10 (0.03) ** -0.08 (0.03) *

教育年数 0.14 (0.03) ** 0.15 (0.03) ** 0.19 (0.03) ** 0.18 (0.03) ** 0.18 (0.04) ** 0.15 (0.04) **

年齢×教育年数 -0.02 (0.02) 0.02 (0.02) 0.05 (0.03) *

世帯年収（対数） -0.06 (0.12) -0.08 (0.12) -0.22 (0.11) * -0.22 (0.11) * 0.18 (0.14) 0.18 (0.14)
職業（基準：無職）

自営・自由・家族従業 0.30 (0.20) 0.28 (0.20) 0.11 (0.20) 0.12 (0.20) 0.40 (0.24) 0.42 (0.24)
上層ノンマニュアル -0.21 (0.46) -0.16 (0.46) 0.34 (0.42) 0.36 (0.42) 0.72 (0.45) 0.67 (0.45)
下層NM・マニュアル -0.37 (0.17) * -0.38 (0.17) * 0.05 (0.16) 0.06 (0.16) 0.20 (0.21) 0.18 (0.21)

Class4 Class5
有効性高 有効性中高

Model2 Model3 Model2 Model3
B SE B SE B SE B SE

定数 -5.94 (0.73) ** -6.00 (0.80) ** -4.77 0.69 ** -4.59 0.71 **

女性ダミー -1.27 (0.17) ** -1.28 (0.17) ** -1.41 0.15 ** -1.40 0.15 **

年齢（10歳） 0.31 (0.06) ** 0.32 (0.06) ** 0.03 0.06 0.02 0.06
年齢2乗 -0.11 (0.03) ** -0.10 (0.03) ** -0.19 0.03 ** -0.19 0.03 **

教育年数 0.27 (0.04) ** 0.27 (0.04) ** 0.38 0.04 ** 0.37 0.04 **

年齢×教育年数 0.00 (0.03) 0.02 0.02
世帯年収（対数） 0.49 (0.14) ** 0.48 (0.14) ** 0.30 0.13 * 0.29 0.13 *

職業（基準：無職）

自営・自由・家族従業 0.29 (0.22) 0.28 (0.22) -0.27 0.22 -0.27 0.22
上層ノンマニュアル 0.64 (0.41) 0.64 (0.41) -0.56 0.44 -0.58 0.44
下層NM・マニュアル -0.20 (0.21) -0.20 (0.21) -0.30 0.18 -0.31 0.18
** p<0.01 *p<0.05
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最後に，2010 年にいずれの項目も「そう思う」へと推移する Class3 であるが，性別，年

齢，学歴の効果があり，男性ほど，年齢が一定まで高いほど，学歴が高いほど，世帯年収

が多いほど Class6 と比べてこのクラスに所属しやすい．いずれの係数も Class4 や 5 の係数

より小さく，内的政治的有効性感覚が低いまま推移する Class6 と内的政治的有効性感覚が

高いまま推移する Class4,5 の中間に位置すると考えられる．

５．まとめ

政権交代による全体の内的政治的有効性感覚の上昇は，カテゴリとして見ると，「そう思

う」の減少と「どちらとも」「そう思わない」の増加であった．

このような変化は，2009 年の政権交代時に内的政治的有効性感覚が上昇したという層の

もので，学歴が高いほどこの層に所属しやすいが，一方で世帯年収が低いほどこの層に所

属しやすい．このような変化の影響もあり，2009 年時点においては，社会階層による内的

政治的有効性感覚の差が一部不明瞭になっていた．

政権交代直後における内的有効性感覚の高まりは，政権交代に対する「期待」（飯田 2009）

を背景に，実際に政権交代を実現したことによるものと考えられる．内的政治的有効性感

覚の一部をなす政治的理解度に関して，吉川（2015）は学歴との関連があり，その効果は

主に学校教育による直接的な教育効果によるものだとしているが，本稿の分析からは吉川

（2015）が指摘したような水準に対する効果だけでなく，「政府を左右する力はない」の短

期的な変化とも学歴が関連していることがわかった．このような学歴との関連が学歴のど

のような側面による効果であるかは，今後の課題である．

また，2010 年には，中間的な層において内的政治的有効性感覚が低くなるという変化が

生じており，政権交代の経験の 1 年後の変化が観察された．2009 年において内的政治的有

効性感覚を高めたのとは異なる層としてこの変化が観察されたことから，2009 年における

「期待」（飯田 2009）が 2010 年に早くも「失望」（飯田 2009）に至ったとは考えにくい．

政権交代の経験の 1 年後に生じたこのような変化がなにを表しているかについては，個人

の政治参加や投票行動とどのように関連しているかを含めたより詳細な検討が必要である．

一方で，全体の 4 割程度は安定して政治的有効性感覚が高いまま，もしくは低いままで

安定している層であった．社会階層などの属性による効果も，政権交代による変化よりも，

このような水準としての高さの違いに強くあらわれている．2009 年の歴史的な政権交代は，

内的政治的有効性感覚を高めているが，それでもなお，社会階層による内的政治的有効性

感覚の差は安定して維持されており，社会階層が高いほど内的政治的有効性感覚が高いと

いう関係は大きくは変動しなかったといえる．
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政党支持と無党派層を再考する

──政党支持強度・政策争点・政権交代とともに考える──

田中智和

（関西大学）

無党派層，政党支持について，partsian 支持政党のある者 ，leaner 支持政

党は無いが，「好ましい政党」を挙げている者 ，independent 「好ましい政党」

もない完全無党派 に，さらに partisan については支持強度の強い者 「強い支

持者」 ，弱い者 「強い支持者」 に分類し，この四者で政治判断がどうなる

かを分析する．具体的には，自民党から民主党への政権交代が実現した 2009
年衆院選調査 選挙前調査である第２波調査，選挙後調査である第３波調査

のデータを使用する．まず，自民党，民主党両党の「強い支持者」，「弱い支持

者」，leaner，independent の間で，社会的属性や政策争点に対する態度，政党・

党首に対する感情温度がどう異なるかを分析し，特に，これまでの研究で「支

持なし」に含まれることが多かった leaner と，「支持あり」に含まれることが

多かった「弱い支持者」が多くの点において，共通の特徴を持っていることを

本稿で明らかにする．そして，今回の分析対象とした 2009 年衆院選は，日本

で二大政党制が機能した政権選択選挙である．四分類の政党支持強度を用い，

アメリカのミシガンモデルを参考にした日本型政党支持強度モデルについて，

政党・党首に対する感情温度，政策争点に対する態度から，有意性，妥当性を

考察する．

．研究の背景

無党派層と政党支持

無党派層は特に「動かぬひとかたまりの集団」ではなく絶えず変化している．無党派層

だった人が政党支持になることも，ある政党を支持していた人が無党派層に変わることも

ある．これまでの研究で，例えば JESⅡ(蒲島 1998:134)の場合(N=589)，25.8%が同一政党

支持者，24.1%が支持政党変更者，47.7%が一時無党派，完全無党派は 2.4%で有権者の 7

割以上が不安定な支持者である．あるいは，メディア系の調査である朝日新聞や読売新聞・

日本リサーチセンターなどが行った「2007 年選挙に関する意識調査」(峰久 2007:2)の場合

(N=1,124)でも，常に特定の政党を支持している人は有権者の 2 割(20.4%)で，「常に無党派」

(48.3%)，「政党を支持することがあったりなかったりする」(25.8%)を合算すると７割にな

る．これらのことからわかったのは，有権者の多くが無党派層または無党派層的気質をも

った人で，政党支持する気持ちがどんどん弱くなっていると考えられる．いわゆる無党派

層が急増したのは，1994 年に自民党と社会党(現在の社民党)，さきがけが連立して村山政

権ができたのがきっかけで国づくりの基本に関する考え方が決定的に異なり，長年対立し

てきた両党が手をつないだ訳で，有権者は戸惑い，多くの人が「政党離れ」が生じ，1995

年の「青島・ノック現象」につながっていくことになり，その後，無党派層がより注目さ
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れるようになった．

また，政党支持に関して，有権者のうち，常に支持する「コア」1)な自民党支持者が 20%，

「コア」な民主党支持者が 10%，組織政党である公明党，共産党についてもそれぞれ「コ

ア」な公明党支持者が 5%，「コア」な共産党支持者が 3%，これに対して，残りのおおよ

そ 6～7 割程度が政党支持なし(無党派層)，無党派層的体質をもった人ではないだろうか．

また，この 2009 年の「コア」な自民党支持者の懲罰投票が，民主党への政権交代の一因に，

逆に 2012 年の総選挙では「コア」な民主党支持者の懲罰投票が，自民党の政権復帰の一因

になったと考えている 2)．そして今回の分析対象としている2009年の衆院選時は，自民党，

民主党という日本政治ではまれな二大政党的状況がうまれ，これに無党派層が加わる三極

構造となった．

Ⅳ調査時の政党支持等の推移

JESⅣ調査時 2007～2011 年 の政党支持率の推移を表 1 で表している．自民党の支持率

が高く推移しているが，政権交代以降は，民主党がやや高くなっている．「支持政党なし」

は 30%前後を推移している．

表 政党支持率の推移

(単位は％) 

表２ 熱心な政党支持の割合

(単位は％)

wave4(新規) wave4(継続)

自民
民主
公明
社民
共産

支持政党なし

wave4(新規) wave4(継続)

自民

民主
公明
社民
共産

72



73 

次に，表 2 は，熱心な政党支持 3)の割合の推移である．公明党の割合の高さが目立つ 4)．

そして， 表 3 は，各波の調査でふだんの支持政党を問い，「支持政党なし」と答えた人の

うち，「あえていえば，どの政党を最も好ましいと思っているか」について答えた割合であ

る．特に政権交代前後の民主党の支持が高いことがわかる．また，「支持政党なし」でさら

に「そのような政党はない」と答えた割合が平均すると 30%ほどしめることがわかった．

表３ 「支持政党なし」であえていえば の割合

(単位は％)

２．問題意識

政党支持強度の分類

政党支持と無党派層については，様々な分類がされているが，このような無党派層と政

党支持の現状をふまえ，本稿では，まず，無党派層，政党支持について，partsian(支持政党

のある者)，leaner(「リーナー」，支持政党は無いが，「好ましい政党」を挙げている者)，

independent(「インディペンデント」，「好ましい政党」もない完全無党派)に，さらに partisan

については支持強度の強い者(「強い支持者」)，弱い者(「弱い支持者」)に分類し，まずは，

投票行動，社会的属性，政策争点あるいは感情温度について考察していきたい．

これまでの研究

日本における政党支持強度に関する研究は三宅・木下・間場(1967)や三宅(1983a，1983b，

1989，1990，1996，1998 など)に代表されるように様々な研究がされている．

しかしながら，「リーナー」を含めた分類で分析した研究は，あまりなされていない．井

田(2011)では，投票政党との一致度(歩留まり率)に関して，「リーナー」は「弱い支持者」

よりも低い水準にあり，投票行動の次元では，「リーナー」は「弱い支持者」と「インディ

ペンデント」との中間に位置する層であるが，政治的態度のレベルでは弱い支持者で類似

しているとしている．

三宅(1989，1996)はミシガンモデルについて，1.有権者のほとんどが政党帰属をもつ(偏

在性)，2.政党帰属意識は家庭内の社会化によって形成される(世代間継続性)，3.有権者のほ

とんどが，ほぼ一生通じてその政党に帰属意識をもち続ける(安定性)，4.アメリカの場合，

wave4(新規) wave4(継続)

自民
民主
公明
社民
共産

そのような政党はない
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政党帰属意識は共和党と民主党を両極に，無党派層を真ん中にする一元性に表現される(一

次元性)，5.政党帰属意識が強いほど，その政党への投票の可能性が高くなる(規定性)，6.

争点や候補者によって政党帰属意識と投票政党の不一致が生じる場合があるが一時的であ

る(逸脱投票)，と特徴をまとめている．

Keith et al(1977,1992)では，二大政党制が続くアメリカにおいて，無党派層の拡大といっ

ても，それは政党色を帯びた無党派の増加に過ぎないという議論がある．つまりミシガン

モデルにおける質問の場合，政党支持の質問で”independent”と答えながらも，その関連質

問では政党名をあげる”leaner”と呼ばれる人びとが増えたことを意味している．

社会的態度としての政党帰属意識論について Campbell et.al(1960)がある．また，

Abramson(1983)は，政党帰属意識の機能として，(1)政治的意見の形成機能，(2)投票行動の

直接的規定要因としての機能，(3)政治的関心・関与を認める機能，(4)選挙の安定性，政党

システムの安定性に寄与すると指摘している．

田中愛治(1990，1992a，1992b，1994，1997 ; Tanaka and Weisberg2004)は，ワイズバーグ

による政党帰属意識の多次元性論(Weisberg 1980)を日本に応用して政党支持なし意識の強

さをはかることによって「積極的無党派層」を析出し，その一環として「政党支持なし」

層に対する感情温度を計測し，各党に対する温度と共に主成分分析を行った場合に「無党

派層の軸」を析出されることを示している．

３．政党支持と無党派層の再考

変数

使用する変数は第 2 波，第 3 波のデータを使用する．鍵になる変数は，第 2 波 Q10(政党

支持を問う)，Q10SQ1(Q10 で政党支持回答者に対して，「熱心な支持者」か「あまり熱心

でない支持者」を問う)，Q10SQ2(Q10 で「支持政党なし」回答者に対して，「好ましい政

党」か「そのような政党はない」)について，Q10 は，1.「自民党」，2.「民主党」，3.「支

持政党なし」に，Q10SQ1 は，1.「熱心な支持者→強い支持者」，2．「あまり熱心でない支

持者→弱い支持者」に，Q10SQ2 は，1．「自民党」，2.「民主党」，3．「そのような政党はな

い」と値の再割り当てを行い，さらに下記の表 4 のように割り当てを行った．

そして，それぞれ値の再割り当てを行い，自民党政党支持強度については 1，2，3，7

をそれぞれ，1.「自民党強」，2.「自民党弱」，3.「自民党リーナー」，4.「インディペンデン

ト」，民主党政党支持強度については 4，5，6，7 をそれぞれ，1.「民主党強」，2.「民主党

弱」，3.「民主党リーナー」，4.「インディペンデント」として分析を行う．

その他，使用する変数として，政策争点の変数として，第 2 波 Q19 から Q27 の各 SQ1(財

政再建と景気政策，集団的自衛権，福祉と負担，地球温暖化への対策，国と地方の関係，

憲法改正，公的年金制度，北朝鮮への経済支援，自由競争と格差)，第 2 波 Q8 の政党・

党首の感情温度，第 2 波 Q33 の麻生内閣支持，第 3 波 Q1SQ2 の小選挙区投票政党，第 3
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波 Q1SQ7 の比例代表区投票政党，フェースシート項目として，F1 性別，F2 年齢，F4 教育

程度，F5 職業(本人)，F8 世帯年収を用いる．

表４ 政党支持強度の値の再割り当て

政党支持強度と 衆院選の投票行動

政党支持強度と 2009 年衆院選における投票行動のいわゆる歩留まり率において，それぞ

れ，自民党小選挙区(表 5)，自民党比例代表区(表 6)，民主党小選挙区(表 7)，民主党比例代

表区(表 8)となる．

自民党について，小選挙区は「強い支持者」が 87.4％，「弱い支持者」が 63.0%，「リー

ナー」が 63.5%，比例区では，「強い支持者」が 75.2%，「弱い支持者」が 57.5%，「リーナ

ー」が 56.2%である．「弱い支持者」と「リーナー」がほぼ同じで，政権交代の影響で約

30%が民主党へ投票している．

表５ 自民党小選挙区

(単位は％ N はケース数)

表６ 自民党比例代表区

(単位は％ N はケース数)

1(自民党強)
2(自民党弱)

3(自民党リーナー)
4(民主党強)

5(民主党弱)
6(民主党リーナー)
7(インディペンデント)

自民党 民主党 公明党 社民党 共産党
自民党強
自民党弱

自民党リーナー
インディペンデント

自民党 民主党 公明党 社民党 共産党
自民党強
自民党弱

自民党リーナー
インディペンデント
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表７ 民主党小選挙区

(単位は％ N はケース数)

表８ 民主党比例区

(単位は％ N はケース数)

民主党について，小選挙区では「強い支持者」が 94.8%，「弱い支持者」が 87.4%，「リ

ーナー」が 86.8％，比例区では，「強い支持者」が 95.1%，「弱い支持者」が 90.2%，「リー

ナー」が 89.1%である．「弱い支持者」と「リーナー」がほぼ同じ数値である．

政党支持強度と(麻生)内閣の支持率の関係を表 9 に示している．自民党の支持強度が強

い程支持率が高く，「リーナー」をはさんで，民主党の指示強度が強くなるほど支持率が低

くなっている．また，内閣支持率について「自民党弱」は 42.5%，「自民党リーナー」は

44.2%，「民主党弱」は 3.8%，「民主党リーナー」は 3.6%と自民党，民主党とも「政党弱」

と「リーナー」の数字がほぼ同じの結果となった．

ミシガンモデルを参考にした日本型政党支持強度モデル

これまでの分析をふまえ，ミシガンモデルを参考にした日本型政党支持強度モデルを表

10 に示した．本稿では，このモデルをもとに分析をすすめていく．

政党支持強度

政党支持強度に関して，政党支持強度で分類すると以下表 11 の通りになる.政党支持全

体から比較すると，自民党については,「強い支持者」，「弱い支持者」の比重が高く，民主

党については，「リーナー」の比重が高くなっている．

自民党 民主党 公明党 社民党 共産党
民主党強
民主党弱

民主党リーナー
インディペンデント

自民党 民主党 公明党 社民党 共産党
民主党強
民主党弱

民主党リーナー
インディペンデント
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表９ 政党支持強度と 麻生 内閣支持率

(単位は％) 

表 日本型政党支持強度モデル

表 政党支持強度における分類

 
※データの欠損値の関係で，政党支持全体の「インディペンデント」のケース数が 153，自民党政党支持・

民主党政党支持のケース数が 152 となっている．

 
政党支持強度と社会的属性

政党支持強度と社会的属性について，まずは全体でのクロス集計の結果が表 12 である．

76.6 

42.5 44.2 
26.9 

9.3 3.6 3.8 2.9 
0

10
20
30
40
50
60
70
80
90

内
閣
支
持
率

政党支持強度

自民党強(強い支持者)
自民党弱(弱い支持者)
自民党リーナー
インディペンデント
民主党リーナー
民主党弱(弱い支持者)
民主党強(強い支持者)

政党支持全体(N=1,772) 自民党政党支持(N=990) 民主党政党支持(N=713)
強い支持者 自民党強 民主党強
弱い支持者 自民党弱 民主党弱
リーナー 自民党リーナー 民主党リーナー
インディペンデント インディペンデント インディペンデント
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表 社会的属性と政党支持強度

(単位は％ N はケース数)

社会的属性と政党支持強度については以下の通りである．

(1)性別：男性の方が「強い支持者」の割合が高い．一方で女性の方が「インディペンデ

ント」の割合が高い．「弱い支持者」と「リーナー」でほぼ同じ割合である．

(2)年齢：年齢が 60 代まで上昇するほど「強い支持者」の割合が高くなっている．一方

で「インディペンデント」の割合は，60 代まで年齢が上昇するほど少なくなっている．「弱

い支持」は 20 代では 45.6%だが，30 歳代はおおむね 55%前後を推移している．「リーナー」

は 20 代では 40.0%と高く，30・40 代は 30%弱，50 代以降は，15%前後で推移している．

(3)教育程度：短大卒を除くとおおむね「強い支持者」が 15%前後，「弱い支持者」が 60%

前後，「リーナー」は教育程度が高くなるにつれて 15%から 30%に上昇している．「インデ

ィペンデント」は 10%前後である．

(4)職業：自営，無職について，「強い支持者」が 20%前後，勤め，専業主婦が 10%前後

と低くなっている．それ以外は「弱い支持者」が 60%弱，「リーナー」が 10%～20%前後，

「インディペンデント」が 10%弱となっている．

(5)世帯年収：ケース数は他の属性に比べ少なくなるが，「強い支持者」は 600-800 万を除

くと 15%強，「弱い支持者」が 60%前後，「リーナー」が 20%前後，「インディペンデント」

が 800-1,000 万を除くと 6～7%前後になる．

強い支持 弱い支持 リーナー インディペンデント
性別 男

女
20代

年齢 30代
(10歳きざみ) 40代

50代
60代

70代以上
年齢 20-30代
(3分割) 40-50代

60代以上
中学

教育程度 高校
短大

大学・大学院
勤め
自営

職業 家族従業
学生

専業主婦
無職

200万未満
200-400万

世帯年収 400-600万
600-800万
800-1000万

1000万－1200万
1200万以上
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次に政党支持強度と社会的属性(自民党)が表 13 である.注目すべき点は「リーナー」と年

齢の関係で，年齢が高くなるにつれて，その割合が低くなっている．10 歳きざみの年齢で

みると，20 代が 34.5%と一番高く，30 代が 12.4%，40 代が 16.5%と 10%台，50 代以降は

50 代が 7.0%，60 代が 8.0%，70 代以上が 7.7%と 1 ケタとなっている．

その他，政党支持強度と社会的属性について以下の通りである．

(1)性別：男性の方が「強い支持者」の割合が高い.一方で女性の方が「インディペンデン

ト」の割合が高い.「弱い支持者」と「リーナー」でほぼ同じ割合である．

(2)年齢：年齢が上昇するほど「強い支持者」の割合が高くなっている．一方で「インデ

ィペンデント」の割合は，年齢が上昇するほど少なくなっている.「弱い支持者」は 20 代

では 43.6%だが，30 代はおおむね 60%前後を推移している．

(3)教育程度：短大卒を除くとおおむね「強い支持者」が 15%前後，「弱い支持者」が 60%

前後，「リーナー」が 10%前後，「インディペンデント」が 15%前後である．

(4)職業：自営，無職について，「強い支持者」が 20%前後，勤め，専業主婦が 10%前後

と低くなっている．それ以外は「弱い支持者」が 60%前後，「リーナー」が 10%前後，「イ

ンディペンデント」が 15%前後となっている．

(5)世帯年収：ケース数は他の属性に比べ少なくなるが，「強い支持者」，「弱い支持者」

は 600-800 万を除くと，それぞれ 20%前後，60～70%，「リーナー」は 1,200 万以上を除く

と 10%前後，「インディペンデント」は 800-1,000 万を除くと 10%前後になる．

最後に，政党支持強度と社会的属性(民主党)が表 14 である.注目すべき点は，「リーナー」

と教育程度で，中学卒 14.1%，高校卒 25.6%，短大卒 34.1%，大学・大学院卒 36.9%で，教

育程度が高くなるほど，「リーナー」の割合が高くなっている．

その他，政党支持強度と社会的属性について以下の通りである．

(1)性別：(自民党支持同様，)男性の方が「強い支持者」の割合が高い.一方で女性の方が

「インディペンデント」の割合が高い．「弱い支持者」と「リーナー」ではほぼ同じ割合で

ある．

(2)年齢：60 代まで年齢が上昇するほど「強い支持者」の割合が高くなっている．一方で

インディペンデントの割合は，60 代まで年齢層が上昇するほど少なくなっている．「弱い

支持者」は 20 代では 31.6%だが，50 代以降は年齢層が上昇するほど高くなっている．「リ

ーナー」は 20 代では 36.8%と高く，年齢層が上昇するほど少なくなっている．

(3)教育程度：中学卒を除くと，おおむね「強い支持者」が 10%前後，「弱い支持者」が

40%前後，「リーナー」が 30%前後，「インディペンデント」が 20%前後である．中学卒は

「リーナー」が他に比べて，4.1%と低くなっている．

(4)職業：無職を除くと，おおむね「強い支持者」が 10%前後，「弱い支持者」が 40%前

後，「リーナー」が 30%前後，「インディペンデント」が 20%前後となっている．無職の「リ

ーナー」の割合が他に比べて，7.5%と低くなっている．
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(5)世帯年収：ケース数は他の属性に比べ少なくなるが，「強い支持者」が 10%前後，「弱

い支持者」が 40%前後で，年収が高くなるにつれて 55%～65%，「リーナー」が 30～40%，

「インディペンデント」については，年収により違いがある．

表 社会的属性と政党支持強度 自民党

(単位は％ N はケース数)

強い支持 弱い支持 リーナー インディペンデント
性別 男

女
20代

年齢 30代
(10歳きざみ) 40代

50代
60代

70代以上
年齢 20-30代
(3分割) 40-50代

60代以上
中学

教育程度 高校
短大

大学・大学院
勤め
自営

職業 家族従業
学生

専業主婦
無職

200万未満
200-400万

世帯年収 400-600万
600-800万
800-1000万

1000万－1200万
1200万以上
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表 社会的属性と政党支持強度 民主党

(単位は％ N はケース数) 

政党支持強度の規定要因 重回帰分析

政党支持強度の規定要因について重回帰分析 5)を行った(表 15)．

政党全体について 5%水準をパスした独立変数は「性別(男)」，「教育程度」，1%水準でパ

スした独立変数は「年齢(10 歳きざみ)」，「所得(世帯年収)」であった．「性別」，「年齢(10

歳きざみ)」，「所得(世帯年収)」の非標準化係数(B)が正の値を示していることから，「男性」

であること，「年齢(10 歳きざみ)」の上昇，「所得(世帯年収)」の上昇は政党支持強度を強

化する要因であり，他方，負の値になっている「教育程度」については逆の要因になる．

そして，「職業(勤め)」，「所得(自営)」，「職業(無職)」，「職業(専業主婦)」は規定要因とはい

えない．

表 政党支持強度の規定要因 重回帰分析

強い支持 弱い支持 リーナー インディペンデント
性別 男

女
20代

年齢 30代
(10歳きざみ) 40代

50代
60代

70代以上
年齢 20-30代
(3分割) 40-50代

60代以上
中学

教育程度 高校
短大

大学・大学院
勤め
自営

職業 家族従業
学生

専業主婦
無職

200万未満
200-400万

世帯年収 400-600万
600-800万
800-1000万

1000万－1200万
1200万以上

(全体) (自民党) (民主党)
定数 定数 定数

性別(男) 性別(男) 性別(男)
年齢 年齢 年齢

教育程度 教育程度 教育程度
職業(勤め) 職業(勤め) 職業(勤め)
職業(自営) 職業(自営) 職業(自営)
職業(無職) 職業(無職) 職業(無職)

職業(専業主婦) 職業(専業主婦) 職業(専業主婦)
所得 所得 所得

調整済みR2 調整済みR2 調整済みR2
F値 F値 F値
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自民党について 5%水準をパスした独立変数は「性別(男)」，「職業(勤め)」，「職業(無職)」，

「職業(専業主婦)」，1%水準でパスした独立変数は「年齢(10 歳きざみ)」であった．「性別」，

「年齢(10 歳きざみ)」の非標準化係数(B)が正の値を示していることから，「男性」である

こと，「年齢(10 歳きざみ)」の上昇は自民党の政党支持強度を強化する要因であり，他方，

負の値になっている「職業(勤め)」，「職業(無職)」，「職業(専業主婦)」については逆の要因

になる．そして，「教育程度」，「職業(自営)」，「所得(世帯年収)」は規定要因とはいえない．

民主党について，1%水準をパスした独立変数は「性別(男)」，「年齢(10 歳きざみ)」,

「所得(世帯年収)」であった.「性別」，「年齢(10 歳きざみ)」の 2 変数は非標準化係数(B)が

正の値を示していることから，「男性」であること，「年齢(10 歳きざみ)」，「所得(世帯年収)」

の上昇は民主党の政党支持強度を強化する要因であり，「教育程度」，「職業(勤め)」，「職業

(自営)」，「職業(無職)」，「職業(専業主婦)」は規定要因とはいえない．

政党支持強度と政策争点・感情温度 政党・党首

政党支持強度と政策争点 6)について，平均値を算出し，一元配置分散分析を行い，5%水

準で自民党では，集団的自衛権，福祉と負担，憲法改正，北朝鮮で，民主党では，福祉と

負担，国と地方の関係が有意となった．そして，自民党・民主党各党について，「強い支持

者」，「弱い支持者」，「リーナー」，「インディペンデント」の間で多重比較を行った．平均

値の比較と検定の結果が，表 16(自民党政党支持)，表 17(民主党政党支持)である．

自民党政党支持強度と政策争点では，集団的自衛権で「政党強」と「政党弱」，「政党強」

と「リーナー」の間で有意な差が有意な差がみられ，民主党政党支持強度と政策争点では，

国と地方の関係で，「政党強」と「政党弱」の間で有意な差がみられた．

表 政党支持強度と政策争点 自民党

表 政党支持強度と政策争点 民主党

財政再建と景気対策 集団的自衛権 福祉と負担 地球温暖化 国と地方の関係 憲法改正 公的年金 北朝鮮 自由競争と格差
自民党強
自民党弱

自民党リーナー
インディペンデント

Bonferoni検定　*(有意水準0.05)
[集団的自衛権]　自民党強-自民党弱* 自民党強-自民党リーナー* 自民党強-インディペンデント*　自民党弱-インディペンデント*
　　　　　　　　　　  自民党リーナー-インディペンデント*
[福祉と負担]　自民党強-インディペンデント*
[憲法改正]　自民党強-インディペンデント*　自民党弱-インディペンデント*
[北朝鮮]　自民党弱-インディペンデント*

財政再建と景気対策 集団的自衛権 福祉と負担 地球温暖化 国と地方の関係 憲法改正 公的年金 北朝鮮 自由競争と格差
民主党強
民主党弱

民主党リーナー
インディペンデント

Bonferoni検定　*(有意水準0.05)
[福祉と負担]　民主党強-インディペンデント*　民主党弱-インディペンデント*　民主党リーナー-インディペンデント*
[国と地方の関係]　民主党強-民主党弱*
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また，政党支持強度と感情温度 7)(政党・党首)について，平均値を算出し，一元配置分散

分析を行い，5%水準で，自民党と感情温度(政党)では，すべての政党が，自民党と感情温

度(党首)では，麻生太郎，太田昭宏，福島みずほ，志位和夫が，民主党と感情温度(政党)

では，自民党と民主党が，民主党と感情温度(党首)では，麻生太郎，鳩山由紀夫，太田昭

宏が有意となった．そして，政策争点と同様，自民党・民主党各党について，「強い支持者」，

「弱い支持者」，「リーナー」，「インディペンデント」の間で多重比較を行った．平均値の

比較と検定の結果が，表 18(政党支持強度(自民党)と感情温度(政党))，表 19(政党支持強度(自

民党))と感情温度(党首))，表 20(政党支持強度(民主党)と感情温度(政党))，表 21(政党支持強

度(民主党))と感情温度(党首))である．

自民党支持に関しては，争点態度においても政党・党首への感情温度においても，「弱い

支持者」と「リーナー」の間に差がみられないが，民主党支持に関しては，争点態度には

差がみられないが，感情温度に関しては差が認められた．つまり，「弱い支持者」の方が，

政党，党首への感情的な愛着が強く，興味深い結果になっている．自民党への不満と民主

党，あるいは政権交代への期待から，無党派層や自民党支持層から民主党支持層に移動し

た「弱い支持者」について，民主党あるいは(当時の)党首である鳩山由紀夫に支持が集ま

ったのではないだろうか．

表 政党支持強度 自民党 と感情温度 政党

表 政党支持強度 自民党 と感情温度 党首

自民党 民主党 公明党 社民党 共産党 国民新党
自民党強
自民党弱

自民リーナー
インディペンデント

Bonferoni検定　*(有意水準0.05)
[自民党]　自民党強-自民党弱*　自民党強-自民党リーナー*　自民党強-インディペンデント* 自民党弱-インディペンデント*
　　　　　   自民党リーナー-インディペンデント*
[民主党]　自民党強-自民党弱*
[公明党]　自民党強-自民党弱*　自民党強-自民党リーナー*　自民党強-インディペンデント*　自民党弱-インディペンデント*
[社民党]　自民党強-自民党弱*　自民党強-インディペンデント*
[共産党]　自民党強-自民党弱*　自民党強-自民党リーナー*　自民党強-インディペンデント*　自民党弱-インディペンデント*
[国民新党]　自民党強-インディペンデント*

麻生太郎 鳩山由紀夫 太田昭宏 福島みずほ 志位和夫 綿貫民輔
自民党強
自民党弱

自民リーナー
インディペンデント

Bonferoni検定　*(有意水準0.05)
[麻生太郎]　自民党強-自民党弱*　自民党強-自民党リーナー*　自民党強-インディペンデント* 自民党弱-インディペンデント*
　　　　　　　  自民党リーナー-インディペンデント*
[太田昭宏]　自民党強-自民党弱*　自民党強-リーナー*　自民党強-インディペンデント*
[福島みずほ]　自民党強-自民党リーナー*　自民党強-インディペンデント*
[志位和夫]　自民党強-自民党弱*　自民党強-自民党リーナー*　自民党強-インディペンデント*
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表 政党支持強度 民主党 と感情温度 政党

表 政党支持強度 民主党 と感情温度 党首

日本型政党支持強度モデルの妥当性

これまでの分析をふまえ，最後に，日本型政党支持強度モデルについて，政党・党首の

感情温度，政策争点について妥当性を考察した．各項目について，感情温度(政党・党首)

は降順に，政策争点については，昇順に数値を並べかえ，この分析では，「インディペンデ

ント」を除いて一元配置分散分析を行い，5%水準で政党，党首の感情温度ではすべての政

党，党首で，政策争点では，集団的自衛権，国と地方の関係，憲法改正，北朝鮮で有意と

なった．それぞれの分析結果が政党の感情温度(表 22)，党首の感情温度(表 23)，政策争点(表

24)となる．

政党の感情温度，党首の感情温度については，例えば自民党の感情温度では「自民党強」

(73.29 度),「自民党弱」(53.83 度)，「自民党リーナー」(51.36 度), 「インディペンデント」

(38.29 度)，「民主党リーナー」(34.87 度)，「民主党弱」(32.90 度)，「民主党強」(24.32 度)の

ように，表 22 あるいは表 23 の結果から，表 10 で示した日本型政党支持モデルとほぼ一致

する結果となっており，おおよその有意性，妥当性が確認できるが，政策争点については

一部を除いて，有意性，妥当性を欠く結果がでている．例えば，「国と地方の関係」に関し

ては「民主党強」と「民主党弱」が両極に位置し，その差は有意になっている．この結果

はかなり興味深く，「地方に補助金側」の「民主党強」には，労働組合を中心とする支持を

うけるこれまでの民主党の支持者が，「自由競争側」の「民主党弱」には，保守に近い民主

党の支持者が多いと推測され，党内で政策が一致しない民主党(現在の民進党)の問題点を

表しているように思える．

自民党 民主党 公明党 社民党 共産党 国民新党
民主党強
民主党弱

民主リーナー
インディペンデント

Bonferoni検定　*(有意水準0.05)
[自民党]　民主党強-民主党弱*　民主党強-民主党リーナー*　民主党強-インディペンデント* 民主党弱-インディペンデント* 
[民主党]　民主党強-民主党弱*　民主党強-民主党リーナー*　民主党強-インディペンデント*　民主党弱-民主党リーナー*
　　　　　　 民主党弱-インディペンデント*　民主党リーナー-インディペンデント*

麻生太郎 鳩山由紀夫 太田昭宏 福島みずほ 志位和夫 綿貫民輔
民主党強
民主党弱

民主リーナー
インディペンデント

Bonferoni検定　*(有意水準0.05)
[麻生太郎]　民主党強-リーナー*　民主党強-インディペンデント* 民主党弱-インディペンデント*
[鳩山由紀夫]　民主党強-民主党弱*　民主党強-民主党リーナー*　民主党強-インディペンデント*　民主党弱-民主党リーナー*
　　　　　　　　　 民主党弱-インディペンデント*　民主リーナー-インディペンデント*
[太田昭宏]　民主党弱-民主党リーナー*
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表 政党の感情温度

表 党首の感情温度

表 政策争点

自民党 民主党 公明党 社民党 共産党 国民新党
自民党強 民主党強 自民党強 民主党強 民主党リーナー 民主党強
自民党弱 民主党弱 自民党弱 民主党リーナー 民主党強 民主党リーナー
自民党リーナー 民主党リーナー 自民党リーナー 民主党弱 (インディペンデント) 民主党弱
(インディペンデント) 自民党弱 民主党リーナー (インディペンデント) 民主党弱 (インディペンデント)
民主党リーナー (インディペンデント) (インディペンデント) 自民党リーナー 自民党リーナー 自民党リーナー
民主党弱 自民党リーナー 民主党弱 自民党弱 自民党弱 自民党弱
民主党強 自民党強 民主党強 自民党強 自民党強 自民党強

Bonferoni検定　*(有意水準0.05)
[自民党]　自民党強－自民党弱・自民党リーナー・民主党リーナー・民主党弱・民主党強*　自民党弱－民主党リーナー・民主党弱・民主党強*
　　　　　 　自民党リーナー－民主党リーナー・民主党弱・民主党強*　民主党リーナー－民主党強*　民主党弱－民主党強*
[民主党]　自民党強－自民党弱・民主党リーナー・民主党弱・民主党強*　自民党弱－民主党リーナー・民主党弱・民主党強*
　　　　　 　自民党リーナー－民主党リーナー・民主党弱・民主党強*　民主党リーナー－民主党弱・民主党強*　民主党弱－民主党強*
[公明党]　自民党強－自民党弱・自民党リーナー・民主党リーナー・民主党弱・民主党強*　自民党弱－民主党リーナー・民主党弱・民主党強*
　　　　　 　自民党リーナー－民主党弱*
[社民党]　自民党強－自民党弱・民主党リーナー・民主党弱・民主党強*　自民党弱－民主党リーナー・民主党弱・民主党強*　
　　　　　 　自民党リーナー－民主党リーナー・民主党弱・民主党強*
[共産党]　自民党強－自民党弱・自民党リーナー・民主党リーナー・民主党弱・民主党強*　自民党弱－民主党リーナー・民主党弱*
[国民新党]　自民党強－民主党リーナー・民主党弱・民主党強*　自民党弱－民主党リーナー・民主党弱*

麻生太郎 鳩山由紀夫 太田明宏 福島みずほ 志位和夫 綿貫民輔
自民党強 民主党強 自民党強 民主党強 民主党リーナー 民主党弱
自民党弱 民主党弱 自民党弱 民主党リーナー 民主党弱 民主党リーナー
自民党リーナー 民主党リーナー 自民党リーナー 民主党弱 民主党強 民主党強
(インディペンデント) 自民党弱 民主党リーナー (インディペンデント) (インディペンデント) (インディペンデント)
民主党リーナー (インディペンデント) (インディペンデント) 自民党リーナー 自民党リーナー 自民党リーナー
民主党弱 自民党リーナー 民主党弱 自民党弱 自民党弱 自民党弱
民主党強 自民党強 民主党強 自民党強 自民党強 自民党強

Bonferoni検定　*(有意水準0.05)
[麻生太郎]　自民党強－自民党弱・自民党リーナー・民主党リーナー・民主党弱・民主党強*　自民党弱－民主党リーナー・民主党弱・民主党強*
　　　　　 　自民党リーナー－民主党リーナー・民主党弱・民主党強*　民主党リーナー－民主党強*　民主党弱－民主党強*
[鳩山由紀夫]　自民党強－民主党リーナー・民主党弱・民主党強*　自民党弱－民主党リーナー・民主党弱・民主党強*
　　　　　 　自民党リーナー－民主党リーナー・民主党弱・民主党強*　民主党リーナー－民主党弱・民主党強*　民主党弱－民主党強*
[太田明宏]　自民党強－自民党弱・自民党リーナー・民主党リーナー・民主党弱・民主党強*　自民党弱－民主党弱・民主党強*
　　　　　 　自民党リーナー－民主党弱*
[福島みずほ]　自民党強－民主党リーナー・民主党弱・民主党強*　自民党弱－民主党リーナー・民主党弱・民主党強*　
[志位和夫]　自民党強－自民党弱・自民党リーナー・民主党リーナー・民主党弱・民主党強*　自民党弱－民主党リーナー・民主党弱*
[綿貫民輔]　自民党強－民主党リーナー・民主党弱*　自民党弱－民主党リーナー・民主党弱*

財政再建と景気対策 集団的自衛権 福祉と負担 地球温暖化 国と地方の関係
A.景気対策優先 A.行使を認めるべき A.高福祉高負担 A.原子発電所増 A.地方に補助金
自民党リーナー 自民党強 民主党強 自民党強 民主党強
自民党強 自民党弱 民主党リーナー 自民党リーナー 自民党リーナー
自民党弱 自民党リーナー 自民党強 自民党弱 自民党弱
(インディペンデント) 民主党強 民主党弱 民主党強 自民党強
民主党リーナー 民主党弱 自民党弱 民主党弱 民主党リーナー
民主党弱 民主党リーナー 自民党リーナー 民主党リーナー (インディペンデント)
民主党強 (インディペンデント) (インディペンデント) (インディペンデント) 民主党弱
B．財政再建優先 B.認めるべきでない B. 低福祉低負担 B.火力発電所増 B.自由競争

憲法改正 公的年金 北朝鮮 自由競争と格差
A.早期改憲 A.保険料引き上げ A.拉致問題の解決 A.積極的に対応
自民党強 (インディペンデント) 民主党強 民主党強
自民党リーナー 民主党強 自民党弱 民主党リーナー
自民党弱 自民党弱 民主党弱 (インディペンデント)
民主党弱 自民党強 自民党強 民主党弱
民主党リーナー 民主党弱 民主党リーナー 自民党リーナー
(インディペンデント) 民主党リーナー (インディペンデント) 自民党強
民主党強 自民党リーナー 自民党リーナー 自民党弱
B.改憲しないほうがよい B.消費税率引き上げ B. 核開発の解決 B.慎重

Bonferoni検定　*(有意水準0.05)
[集団的自衛権]　自民党強－民主党リーナー・民主党弱・民主党強＊　自民党弱－民主党リーナー・民主党弱＊
　　　　　　　　　　  自民党リーナー－民主党リーナー＊
[国と地方の関係]　自民党弱－民主党弱＊　民主党強－民主党弱＊　
[憲法改正]　自民党強－民主党リーナー＊
[北朝鮮への経済支援]　自民党弱－自民党リーナー＊　自民党リーナー－民主党弱＊

85



86 

４．まとめ

本稿では，無党派層，政党支持について，政党支持強度の強弱により，「強い支持者」，

「弱い支持者」，「リーナー」，「インディペンデント」と四分類し，まず，この四者で，投

票行動，社会的属性，政党・党首に対する感情温度，政策争点に対する態度などを用い分

析を行った．

まず，投票行動については，自民党について，小選挙区は「強い支持者」が 87.4％，「弱

い支持者」が 63.0%，「リーナー」が 63.5%，比例区では，「強い支持者」が 75.2%，「弱い

支持者」が 57.5%，「リーナー」が 56.2%で，「弱い支持者」と「リーナー」がほぼ同じで，

政権交代の影響で約 30%が民主党へ投票していることがわかった．民主党については，小

選挙区では「強い支持者」が 94.8%，「弱い支持者」が 87.4%，「リーナー」が 86.8％,比例

区では，「強い支持者」が 95.1%，「弱い支持者」が 90.2%，「リーナー」が 89.1%で，「弱い

支持者」と「リーナー」がほぼ同じ数値であることがわかった．

麻生内閣への内閣支持率についても，自民党の支持強度が強い程支持率が高く，「リーナ

ー」をはさんで，民主党の指示強度が強くなるほど支持率が低くなっている．また，内閣

支持率について「自民党弱」は 42.5%，「自民党リーナー」は 44.2%，「民主党弱」は 3.8%，

「民主党リーナー」は 3.6%と自民党，民主党とも「政党弱」と「リーナー」の数字がほぼ

同じの結果となった．

政党支持強度の割合では，政党支持全体から比較すると，自民党については，「強い支持

者」，「弱い支持者」の比重が高く,民主党については，「リーナー」の比重が高くなってい

る．

政党支持強度と社会的属性(自民党)では，「リーナー」と年齢の関係で，年齢が高くなる

につれて，その割合が低くなっている．10 歳きざみの年齢でみると，20 代が 34.5%と一番

高く，30 代が 12.4%，40 代が 16.5%と 10%台，50 代以降は 50 代が 7.0%，60 代が 8.0%，

70 代以上が 7.7%と 1 ケタとなっている．

政党支持強度と社会的属性(民主党)では，「リーナー」と教育程度で，中学卒 14.1%，高

校卒 25.6%，短大卒 34.1%，大学・大学院卒 36.9%で，教育程度が高くなるほど，「リーナ

ー」の割合が高くなっている．

政党強度と政策争点では，自民党政党支持強度では集団的自衛権で「政党強」と「政党

弱」，「政党強」と「リーナー」の間で有意な差がみられ，民主党政党支持強度では国と地

方の関係で「政党強」と「政党弱」の間で有意な差がみられた．

最後に，日本型政党支持強度モデルの枠組みについて，政党・党首の感情温度，政策争

点について有意性，妥当性を考察した 政党の感情温度，党首の感情温度については，おお

よその有意性，妥当性が確認できるが，政策争点については一部を除くと有意性，妥当性

を欠く結果がでている．

また，「政党弱」と「リーナー」の関係については，これまでの研究では，いわゆる歩留
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まり率では「リーナー」は弱い支持者よりも低い水準にあり，投票行動の次元でも「弱い

支持者」と「インディペンデント」との中間に「リーナー」があるとされていたが，今回

の分析で，「政党弱」と「リーナー」は歩留まり率がほぼ同じであること， 麻生 内閣支持

率がほぼ同じであること，社会的属性では性別がほぼ同じ割合であることなど多くの点で

共通の特徴があることがわかった．

本分析は，2009 年衆院選のデータのみでの分析になっており，他の選挙での分析も今後

行っていかなければならない.また，今分析で用いた日本型政党支持強度モデルについても，

自民党一強状態が現在続いており，モデルの再検討が必要になることが考えられる．

［注］

1) 「コア」について，三宅(1995)は，「コア」タイプを「いつも，あるいはときどき同じ候補者，

政党に投票」としている．

2) 峰久(2009,2012)の出口調査分析によると，自民党から民主党に政権交代した 2009 年衆議院選挙

時における比例代表区の投票先について，自民党支持者 37%のうち 54％が自民党に投票してお

り，全体からの割合からすると約 20%，一方で，民主党から自民党に政権交代した 2012 年衆

議院選挙における選挙区の投票先について，民主党支持者 18%のうち 61%が民主党に投票して

おり，全体の割合からすると約 10%となり，「コア」な自民党支持者 20%，「コア」な民主党支

持者 10%の根拠としている．

3) 第 2 波 Q10SQ1(Q10 で政党支持回答者に対して，「熱心な支持者」か「あまり熱心でない支持者」

を問う)で「熱心な支持者」と回答した割合(「3.1 変数」参照)．

4) 2009 年衆院選の調査(第 4 波継続)では，ケース数が少ないが，強い公明党支持者(N=19)は，小

選挙区では自民党か公明党の候補者に 100%投票し，比例代表区では公明党に 100%投票してい

る．他方，弱い公明党支持者(N=21)は，小選挙区では民主党候補者に 23.8%投票し，比例代表

区では民主党に 14.3%投票しており，これが政権交代の一因になっていると考えている．

5) 政党支持強度の規定要因を探る重回帰分析について，従属変数に支持強度(インディペンデント

=0，リーナー＝1，弱い支持=2，強い支持＝3)を投入し,独立変数として，性別(男=1，女=0)，年

齢(10 歳きざみ)(20 代=1，30 代=2，40 代=3，50 代=4，60 歳以上=5)，教育程度(標準就学年数に

換算：中学=9，高校=12，短大=14，大学・大学院=16 とした),職業としての勤め,自営,専業主婦,

無職(それぞれ該当するカテゴリーに 1，他を 0)，所得(世帯年収)(200 万未満=1，200 万～400

万未満=2，400 万～600 万未満=3，600 万～800 万未満=4，800 万～1,000 万未満=5，1,000 万～

1,200 万未満=6，1,200 万以上=7)を投入した.

6) 政策争点の変数については，いずれも 1＝A に近い，2=どちらかといえば A，3=どちらかとい

えば B，4=B に近い，で Q19 は景気対策優先(A)か財政再建優先(B)，Q20 は集団的自衛権行使

を「認めるべき」(A)か「認めるべきでない」(B)，Q21 は高福祉・高負担(A)か低福祉・低負担

(B)，Q22 は地球温暖化抑制のために原発を増やすべき(A)か原発を増やさないために火力発電
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所を増やすのもやむを得ない(B)，Q23 は競争力の弱い地域への補助金は当然(A)か補助金を減

らして自由に競争すべき(B)，Q24 は早い時期に改憲すべき(A)か，現在は改憲しない方がよい

(B)，Q25 は公的年金維持のために「保険料の値上げ」(A)か「消費税率アップ」(B)，Q26 は北

朝鮮への経済支援は「拉致問題が解決まで行うべきでない」(A)か「核開発が凍結されれば行っ

てもよい」(B)，Q27 について，政府は自由競争の結果，生ずる格差の問題に「積極的に対応す

べき」(A)か「慎重に対応すべき」(B)となる．

7) 感情温度尺度（Feeling Thermometer）とは，対象となる政治的な存在（例えば自民党や民主党な

ど）に対し，回答者がどのくらいの親近感または愛着を持っているかを測定する尺度で，最も

冷たい感情を持つ場合は 0 度，最も暖かい感情を持つ場合には 100 度，好悪が何もない全く中

立の感情を持つ場合には 50 度と答えてもらう質問項目である．この指標はミシガン大学の投票

行動グループが開発した指標で，アメリカ合衆国では長期間にわたって用いられており，その

信用性は確立している．日本でも，1976 年の JABISS 調査，1983 年の JES 調査以降用いられて

おり，実証分析による有効性は確かめられている．
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女性の政治意識と政治参加

―職業属性に着目した実証分析―

寺村絵里子

明海大学経済学部 中央大学社会科学研究所

本分析は，日本の女性の政治意識と政治参加について女性の属性別に分析を

行うものである．分析データは『 調査』の第 波，第 波，第 波であ

り，女性有権者の個人属性の中でも職業という属性に着目しつつ，ジェンダー

政策への賛同割合や政治参加行動について男性有権者と比較検証を行った．検

証にあたっては，第一に自営や勤め 雇用者 の女性と，無職及び専業主婦の女

性はジェンダー政策 女性活躍推進施策 について考え方に違いがあるか否か，

第二に自営や勤め 雇用者 の女性は，働く上で持つ問題意識から無職及び専業

主婦の女性より政治参加を促しているか，という つの仮説を設定した．

分析の結果，第一の仮説については，ジェンダー政策(女性活躍推進施策)へ
の賛同度合は働く女性(勤め・自営)と専業主婦・無業女性の間で差はみられな

かった．第二の仮説である政治参加・行動の違いについては，職業属性やジェ

ンダー政策の違いが政治参加につながるとはいえない結果となった．なぜ働く

女性と仕事を持たない女性の間で政治参加に違いが出なかったのかについて

は，社会参加のネットワーク・アクセス方法が両グループで異なることが考え

られる．

１．はじめに

本研究は，日本の女性の政治意識と政治参加について，女性の個人属性別に分析を行う

ものである．特に職業・就業形態別に女性の属性を分け，政治意識と政治参加に着目し分

析を行う．

女性に焦点をあて，これらの検証を行う意義は大きい．世界経済フォーラム(WEF)が発

表した『The Global Gender Gap Report 2016』によれば，女性の地位を 4 つの分野 1)から指

数化したジェンダー・ギャップ指数の日本の順位は，調査対象 144 カ国のうち 111 位と先

進国の中でも極めて低い順位にとどまっている．特に，評価対象となる四分野のうちの 1

つである「政治における平等」の順位は 103 位にとどまっている．この要因の一つとして，

政治の分野における女性議員割合の低さが指摘されている 2)．クオータ制などを導入して

いない日本においては，政治の分野における女性参加をどのように促すかは難しい問題で

ある一方，喫緊に促進すべき課題といえよう．

一方，女性自身も政治に関心を持たなければ，政治運動に携わる女性も増えないだろう．

実際に若年・中高年女性の政治意識と政治参加はどのようになっているのだろうか．個人

属性に着目し，働く女性と仕事を持たない女性の間で政治意識に違いはあるのだろうか．

さらに，選挙のたびに争点の一つとなる女性活躍推進に関する政策に女性有権者は関心を

持ち，実際に政治活動に動いているのだろうか．このような視点からなされた計量的分析

91



92 

は意外にも日本には少なく，前田(2007)など数える程度である．本稿では，投票者の意識・

行動に着目したミクロデータを用い，これらの点を検証する．ただし，本稿で使用するデ

ータは後述するように調査対象者のほとんどが投票を行っており，投票行動そのものの分

析は難しい．そのため，主に政治意識と政治活動参加に着目した分析を行っている．

本稿では，第一に自営や勤め(雇用者)の女性と，無職及び専業主婦の女性はジェンダー

政策(女性活躍推進施策)について考え方に違いがあるか否か，第二に自営や勤め(雇用者)

の女性は，働く上で持つ問題意識から無職及び専業主婦の女性より政治参加を促している

か，という 2 つの仮説を設定し検証を行った．

２．先行研究

男女間で政治活動及び政治的態度が異なることは知られてきたが，意外なことに例えば

男女性別役割分業意識などが政治活動・政治的態度などに与える影響などの検証は従来十

分には議論されてこなかった(前田(2007))．その中でも，日本でなぜ女性議員や女性の政治

参加が少ないかについて検討・レビューをおこなっているものとして齋藤(2002)がある．

齋藤(2002)によれば，女性議員数を増やす施策としては選挙制度(比例代表制)等の導入も一

つの方法であるとし，男性に比べ低いとされる女性の政治関心を高めるために有効である

のは教育程度や労働市場の参加割合(を高めること)ではないかと指摘している．

本稿の研究関心に近い前田(2007)では職業・家族といった個人属性に着目し，これらの

検証を行っている．分析結果によれば，職業との関係でみると自営の男女は政治参加が高

く，最も政治参加が低いのは女性の無職である．また，女性については無職の女性とくら

べ正規雇用・自営であることが統計的に有意に政治参加を促していることが明らかになっ

ている．一方，女性の政治的関心が参加活動へつながらないのは性別役割分業の影響があ

るのではないか，という視点からも検証を行っており，就業形態や婚姻状況が一定の影響

を与えていること，また加齢が女性の場合は政治活動につながらないことを検証した．ま

た，その他の属性として労働時間や通勤時間が与える影響については確認できなかった．

家族に着目すると，男女ともに既婚が政治活動に積極的であり，未婚は消極的である．子

どもについては，長子年齢と社会的なかかわりを考慮した長子仮説が支持されている．ネ

ットワークについてみると，親族，職場，その他のうち，女性の場合は親族・職場ネット

ワークも男性に比べ有効に作用している．計量分析の結果のうち男女の違いに着目すると，

子どもの数の影響が男性の場合は大きく，通勤時間も男性のみ影響を与えていたことが示

されている(前田(2007))．

また，有権者の投票・政治活動に関する研究では，個人の持つ主観・価値観も分析時の

変数として重視されている．平野(2007)は，本稿と同じく男女共同参画に関する政策選好

に着目し，市民の選好がどのような要因により形成されているかを検証している．分析結

果によれば，ジェンダー不平等認識に関する男女の平均値の差は「家庭生活」「職場」「教
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育の場」「政治の場」「法律制度」「社会通念」すべての項目において男性の方が女性よりも

統計的に有意に高く(数値が低いほうが男性が優遇と認識している)，男性の方が不平等認

識が低いことが示されている．また，いくつかの政策選好に関する男女比較では，家族支

援政策及び男女平等化推進に関する政策の賛否は女性の方が賛成の度合いが強く，他方女

性の社会進出に関する措置に関しては明確な男女差は見られなかった．また，価値観につ

いては男女差はほとんどないが，不平等認識については男女差がみられることを明らかに

した．

また，山田(2007)は政治参加の項目についてジェンダー・ギャップを検証している．そ

の結果によれば，投票行動そのものについては大きな男女差はないものの，自治会・町内

会活動，有力者と接触，政治家・官僚と接触，選挙や政治についての集会，市民運動・住

民運動といった項目においてすべて男性の方が女性よりも活発な活動を行っていることが

わかっている．また政治的指向や個人では獲得しえない資源についてもジェンダー・ギャ

ップがあるとの仮説をたて，それぞれ検証を行っている．その結果，女性は明らかに男性

より政治的関心が低く，かつ政治過程の関与そのものに関心を持たないために結果として

女性が阻害されている結果になっていると結論づけている．この点については，欧米の研

究でも回避仮説と抑制仮説の 2 つを提示し，女性が基本的に政治に関心を持たないが故に

投票・政治活動に参入しないとする回避仮説が有効との結論を得ている(Burns, Schlozman 

and Verba(2001))．

ジェンダー・ギャップの分析には特に着目していないものの，有権者の投票参加要因に

ついて分析したものには三宅・西澤(1997)がある．所得，教育程度，年齢，政治的有効性

感覚，政党評価，地域との心理的距離といった個人属性要因及び政治的動員，制度要因と

いった政治環境要因の双方が実際の投票行動に結びついているとして，その決定要因につ

いて分析が行われている．特に投票行動に影響を与える変数としては，政治経験の多い人，

投票に対する義務感の強い人，地域への愛着が強い人，後援会のメンバーシップ等の要因

が挙げられている．

また本稿では着目していない論点であるが，クオータ制導入が女性議員数や投票行動に

どのような影響を与えたかを検証したものに Bonomi, Brosio and Tommaso(2013)があり，ク

オータ制の導入(50%の女性割り当て)が女性議員数の増加には貢献したが，女性有権者の投

票行動の増加にはつながらず，投票者については男性バイアスがかかっていることを指摘

している．

このようにジェンダー・ギャップに着目した政治意識・投票行動の分析の蓄積がある中，

本稿では，前田(2007)同様に女性の個人属性に着目した分析を試みる．ただし，婚姻状況

や子供の有無等については変数の制約もあり，主に職業属性に着目した分析を進めること

とする．この観点からみた分析は思いの他少なく，本稿における新たな貢献であると考え

る．
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３．分析期間における経済状況・政策・女性就業の現状

本節では，分析対象期間の経済状況や各政党の政策等を概観する．今回分析対象となる

期間は 2008 年に起きたリーマンショック直後にあたる 2009 年の景気後退期から，2011 年

の東日本大震災の起きた年にあたり，日本の経済状況も大きな変動があった時期である．

表 1 は，分析期間の経済・雇用に関する指標の推移をまとめたものである．男女ともに就

業率・完全失業率に大きな変化はないものの，雇用者に占める非正規従業員の割合は女性

が 2009 年の 51.3%から 2011 年の 52.4％へ，男性が同じく 16.7%から 18.1%と微増傾向にあ

ることがわかる．経済指標については，GDP の算定基準が 2010 年から変更になったこと

から単純な比較は難しいが，リーマンショック後の景気後退(2009 年)から一度持ち直した

ものの，東日本大震災(2011 年)で再び後退傾向にあることが読み取れる．

表 分析期間 年 の経済・雇用に関する指標の推移

注)2011 年の< >内の実数は，岩手県，宮城県及び福島県について補完推計値を用いて推計した値である．また，GDP

は 2009 年が 2000 年基準，2010 年・2011 年が 2005 年基準となっており，単純に数値のみの比較はできない．

出所)就業率，完全失業率，雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合は総務省『労働力調査(基本集計)』，消費者物

価指数は総務省『消費者物価指数・年平均総合(2015 年基準)』，実質 GDP・名目 GDP の値は内閣府『国民経済

計算(GDP 統計)』．

また，このうち選挙が実施されたのは第 3 波の 2009 年(第 45 回衆院選)と第 6 波の 2010

年(第 22 回参院選)である．この両選挙の特徴をまとめたものが表 2 である．まず第 3 波は

2009 年衆院選選挙後の調査であり，この選挙がどのような特徴を持っていたのかを確認す

る必要がある．この選挙では，「マニフェスト・政権選択」が争点となっており，民主党が

前回選挙より議席数を大幅に増やし第一党となり，自民党から民主党に政権交代した大き

な変化のあった選挙であった．この選挙の女性当選者数は54人，女性有権者投票率は69.1%

であり，前回選挙(第 44 回)の 43 人より女性当選者数は 11 人も増えた．また，わずかなが

ら投票率も上がり，国民の関心の高さがうかがえた選挙である．

次いで，第 6 波は 2010 年参院選選挙後の調査である．この選挙では「景気・雇用・年金・

介護・消費税引き上げ」が争点となっている．第一党は自民党となり，衆議院との「ねじ

れ」が生じた選挙である．の選挙の女性当選者数は 17，女性有権者投票率は 57.5%である．

しかし，いずれの選挙も女性立候補者割合(2009 年衆院選は 23.4%，2010 年参院選は 22.9%)

に対し，実際の女性当選者割合は低くなっている(各 11.3%，14.0%)．

この点につき，川人(2007)による先行研究のまとめからは，女性の政治進出を阻む 3 つ

実質GDP 名目GDP
消費者物価指
数（総合）

女性 男性 女性 男性 女性 男性

雇用者に占める非正規
の職員・従業員の割合

就業率 完全失業率
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の要因があるとされている．第一に政党幹部が女性を差別的に扱い，候補者に女性を擁立

したがらないという問題，第二に女性候補者の供給面での障害があるとする問題，第三に

政治構造や政治制度が女性の政治進出に対して障害となっている場合である．ここでは小

選挙区制は比例代表制よりも女性の立候補を促進しないことが指摘されている．また，「世

界価値観調査」によれば日本は民主主義国としては唯一「男性は女性よりすぐれた政治指

導者になる」という価値観を否定する
．．．．

者の割合が半数に達しておらず，個人の価値観に内

在する政治におけるジェンダー平等の低さを指摘している．この観点からも，政治活動の

分析においては個人属性だけでなく個人が持つ価値観にも着目して分析することの重要性

がうかがえる．

表 分析対象選挙の概要及び争点

注)立候補者割合・当選者割合は比例代表，小選挙区(選挙区)計の数字である．

出所)総務省自治行政局選挙部,2009,『衆議院議員総選挙・最高裁判所裁判官国民審査結果調』，総務省,2010,『第 22 回

参議院議員通常選挙結果調』，総務省選挙部,2017,『目で見る投票率』より筆者作成

このように，2009 年から 2011 年にかけては経済変動だけでなく政治においても大きな

動きのあった 3 年であった．特に女性有権者のみがこの変化に反応し，投票率が上昇した

わけではなく，男性有権者も同様に投票率は上昇傾向である 3)．一方，女性議員割合はわ

ずかながらも両選挙において増加している．次節では，様々な属性を持つ女性有権者がど

のような政治意識・参加行動をとっているかについてミクロデータを用い検証する．

４．使用データ及び仮説

使用するデータは第 1 波から第 7 波まで実施されている『変動期における投票行動の全

国的・時系列的調査研究(以下 JES4 調査と表記)』の第 3 波，第 6 波，第 7 波 4)であり，こ

のうち主に女性票を分析対象とする．なお，以後の分析は比較のために男性票の結果も併

記する．

この調査は選挙における投票行動の実態を明らかにし,選挙制度の改変による変動,国際

的・国内的な社会構造の変動,インターネット等新たなメディアの発展等による選挙のあり

方自体の変化といった要請に応えることを基本目的として実施された全国時系列調査であ

る(JES4 調査(2007-2011))．本分析においてこのうち三時点のみのデータを使用する理由は，

今回着目する女性の政治意識やジェンダー関連の設問が備わっている調査データであるた

めである．

各データの概要は表 3 の通りであり，サンプルサイズは 1,600-1,700 である．調査方法は

選挙名 女性立候補者割合
（　）内は実数

女性当選者割合
（　）内は実数

女性有権者投票率
（　）内男性

政党別得票
（小選挙区）

内閣 争点 天気 特記事項

第3波 2009年衆院選選挙 23.4%（237） 11.3%（54） 69.1%（69.5%）
民主(47.4%)
自民(38.7%)

麻生
マニフェスト
政権選択

曇り
のち雨

解散日から40日
後の投票日

第6波 2010年参院選選挙 22.9%（100） 14.0%（17） 57.5%（58.4%）
民主(39.0%)
自民(33.4%)

管
景気・雇用・年金・介
護・消費税引き上げ

曇り
のち雨

首相交代直後の
選挙
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第 3 波・第 6 波は面接調査であることから回収率は 7-8 割と高く，第 7 波は自記式郵送調

査のため 5 割強である．そのため，両調査の性質が異なっていることもあり，主に第 3 波，

第 6 波のデータを使用する．また，各調査対象者は前回調査者に繰り返し尋ねるパネル調

査である一方，脱落サンプルを補充するための追加サンプルも多い．そのため，まずは一

時点のクロスセクションデータとして取り扱うこととし，その後内生性への対処や頑健性

を確かめるための方法として，第 3 波，第 6 波のデータをパネル化し追加的な検証を行う．

表 分析対象調査の概要

出所)JES4 研究会,2007-2011,『JES4 調査』

ここで，実際の投票行動についてデータの特徴を確認したい．先述の通り，本調査は衆

院・参院選挙後等に実施された意識調査であるため，実際の全国平均でみた投票率よりも

かなり高い数値となっていることに注意されたい．表 4 のとおり第 3 波，第 6 波調査対象

者の投票率は 9 割近い割合となっており，女性の個人属性別にみた投票の有無を分析する

ことは難しいことがわかった．そこで，ジェンダー観や政治意識が政治活動にどのように

結びついているかを主に検証していくこととする．

表 調査別にみた投票率と全国投票率との比較 男女別

出所)JES4 研究会,2007-2011,『JES4 調査』

JES4 調査では，調査対象者の大まかな職業を把握することができる．そこで，個人属性

の中でも職業属性に着目し，以下の仮説を設定した上で分析を進める．その他，婚姻の状

況や子どもの有無といった変数も女性の属性を表す上で重要な情報であるが，「家計維持者

か否か」といった設問はあるものの，本調査ではこれらの項目について直接尋ねた項目は

ない．そのため本稿では主に職業・年齢といった個人属性に着目する．個人属性の中でも

職業属性の影響は大きいと考えられる 6)．働く女性と専業主婦や高齢女性では生活パター

ンも大きく異なり，男性よりもより多様性のある行動をとっていると考えられる．職業属

性別にみた政治意識・行動を知ることにより，それぞれの女性の政治参画に関するアプロ

ーチの示唆を得ることもできよう．設定した仮説は以下の通りである．

仮説 1：自営や勤め(雇用者)の女性と，無職及び専業主婦の女性はジェンダー政策(女

性活躍推進施策)について考え方に違いがある．

仮説 2：自営や勤め(雇用者)の女性は，働く上で持つ問題意識から無職及び専業主婦の

調査名 サンプルサイズ 回収率 調査方法
第3波 2009年　衆院選選挙後・全国有権者調査 面接調査
第6波 2010年　参院選選挙後・全国有権者調査 面接調査
第7波 2011年　政治意識に関する全国有権者調査 自記式郵送調査

選挙名 全国女性有権者投票率
（　）内男性

wave3及びwave6
女性有権者投票率
（　）内男性

第3波 2009年衆院選選挙 69.1%（69.5%）
第6波 2010年参院選選挙 57.5%（58.4%）
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女性より政治参加が多い．

この仮説について，ジェンダー観に関する設問の回答傾向にも着目しつつ次節以降にて

分析を進める．

５．記述分析

本節では，JES4 調査を用いて職業属性の特徴やジェンダー観に関する設問の回答に関す

る特徴について，記述分析を通し検証する．

表 5 は，職業属性に関する構成比を男女別・wave 別にみたものである．男性は「勤め」

が 5 割弱，女性は 4 割弱である．「自営」は男性は比率が高く 2 割弱，女性は 1 割弱である．

その他，「専業主婦」は女性で 4 割弱をしめ，「無職」は男性で 3 割，女性で 1 割強である．

つまり，女性については「勤め」「専業主婦」がそれぞれ 4 割弱存在し，最も多い職業属性

であることがわかる．なお，「無職」はもともと雇用者等であった者が定年を迎えたあとの

職業区分であり，主に高齢者である．

表 職業属性に関する割合 男女別・ 別

出所)JES4 研究会,2007-2011,『JES4 調査』

まず確認するのは，仮説 1 に関する職業属性別にみた政治意識の違いである．着目する

のは投票者のジェンダー観に関する設問である．本調査においてジェンダー観を尋ねた設

問は限られているが，今後女性活躍を推進するために注目すべき設問として「より高い地

位やよい職業につく女性を増やすため，政府は特別な制度を設けるべきだ」がある．設問

の内容から，クオータ制などの指導的女性を増やすための割当制度に関する支持を問う質

問であると考えられる．現在，指導的地位につく女性を増やそうと政府も取り組みを行っ

ており(「202030」：社会のあらゆる分野において 2020 年までに指導的位置に女性が占める

割合を少なくとも 30％程度とする目標(内閣府))，この設問の回答結果は大変興味深いもの

である 7)．

着目する設問は「賛成」を 5，「反対」を 1 とする 5 段階の回答項目 8)となっており，個

人属性別に分けた上記設問の平均値を示す(表 6-1，6-2)．表 6-1 は，指導的地位につく女性

支援に関する政策に対する考えについて職業属性別にみた平均値の比較である．おおむね

wave３ wave６ wave７ wave３ wave６ wave７
勤め
自営
家族従業
学生
専業主婦
無職
その他
無回答

計

男性 女性
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女性の方が男性よりも平均値が高い傾向がみられる．t 検定では，第 6 波(女性 3.38，男性

3.21)と wave7(女性 3.25，男性 3.00)において，「勤め」の男女について平均値に統計的に有

意な差が確認された．女性に着目すると，平均値が高い職業は「勤め」「学生」9)であり，

おおむね 3.3 以上の値を示しており「自営」「専業主婦」に比べこれらの職業では同政策の

支持割合が高いことがわかる．さらに直近の wave7 では「無職」が 3.29 と高い値を示して

いる．これに対し男性は「勤め」「家族従業」「無職」が 3.0 を超える平均値を示しており，

自営業の男性に比べこれらの属性の男性の方が同政策を支持する者の割合が高いことがわ

かる．

表 指導的地位につく女性支援に関する政策に対する考え

職業属性別・ 別

注)*** 1%水準で有意, ** 5%水準で有意, * 10%水準で有意

出所)JES4 研究会,2007-2011,『JES4 調査』

さらに，表 6-1 の回答について雇用者・自営・家族従業のサンプルに限定し，就業形態

別にみたものが表 6-2 である．雇用者の就業形態については第 7 波のみ設問があるため，

同波のみの結果を示す．女性は「正社員」「契約・派遣」において同政策の支持割合が 3.3

程度と高い．雇用者の中でも比較的安定的な雇用の女性からの支持が高いと考えられる．

ここでも t 検定を行うと，「正社員」の男女について平均値(女性 3.28，男性 2.97)となり統

計的に有意な差が確認された．一方男性は「契約・派遣」「パート・アルバイト」といった

非正規雇用者において支持割合が 3.1 程度と高い．男女ともに「自営」の支持割合は低く

なっている．

表 指導的地位につく女性支援に関する政策に対する考え

雇用者の就業形態別・

注)*** 1%水準で有意, ** 5%水準で有意, * 10%水準で有意

出所)JES4 研究会,2007-2011,『JES4 調査』

t検定 t検定 t検定
勤め
自営
家族従業
学生
専業主婦
無職

女性
wave６

男性 女性 男性 女性 男性

t検定
自営又は家族従業
正社員
契約・派遣
パート・アルバイト
無回答

男性 女性
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ここまでは男女間のジェンダー政策に関する考え方の平均値の比較であるが，最後に働

く女性(勤め・自営)と専業主婦・無業女性の平均値の違いも確認しておこう．第 3 波につ

いては働く女性(勤め・自営)の女性の値(それぞれ 3.28，3.21)であり，検定の結果両グルー

プの間に統計的に有意な差はなかった．第 6 波についても平均値はそれぞれ 3.35，3.32 で

あり同じく差は確認されなかった．

次節ではこれら記述分析の結果をふまえつつ，女性の政治参加に関する推計を行い実証

分析を行う．

６．分析モデルと政治参加に関する要因の推計

政治参加に関する設問と記述分析

本節では，仮説 2「自営や勤め(雇用者)の女性と無職及び専業主婦の政治意識・行動の違

い」について検証を行う．

今回着目する政治参加に関する設問は表 7 のとおり 14 項目にわたっている 10)．そのた

め，それぞれの設問に「はい」と回答したものを 1 点とし，14 項目すべてを足し上げ型の

尺度として使用する(最大値は 14 点)．設問は過去 5 年間の活動について尋ねており，選挙

投票だけでなく自治会・町内会や市民・住民運動，カンパ，陳情，意見表明，デモ参加な

ど多様な政治参加に関する項目構成となっている．なお，本設問は第 3 波・第 6 波のみに

あるため，両調査を分析対象とする．

表 政治参加に関する設問 第 波及び第 波

出所)JES4 研究会,2007-2011,『JES4 調査』

ここでは，山田(2007)同様にそれぞれの政治参加がどの程度行われ，またジェンダー・

ギャップが存在するのかを確認しよう．図 1 は，それぞれの政治参加項目に関する参加度

の男女比較である．第 3 波，第 6 波ともに似た傾向にあるが，選挙投票行動(10 割弱)，自

治会・町内会活動(4 割弱)の他は男女ともにおおむね政治活動をおこなっている割合は 2

割以下である．その中でも，男女で違いがみられる項目は政府有力者，政治家・官僚との

接触や政治集会参加は男性の方が女性よりも回答割合が高く，請願書署名や献金・カンパ

といった行動は女性の方が男性よりも回答割合が高くなっている．男性は対人関係も含め

①選挙で投票した ⑧市民運動や住民運動に参加した
②自治会や町内会で活動した ⑨請願書に署名した
③必要があって地元の有力者と接触した ⑩献金やカンパをした
④必要があって政治家や官僚と接触した ⑪デモに参加した
⑤議会や役所に請願や陳情に行った ⑫インターネットを通して意見を表明した

⑥選挙や政治に関する集会に出席した
⑬マスコミに連絡・投書・出演などをして
意見を表明した

⑦選挙運動を手伝った
⑭環境保護的、政治的、倫理的な理由であ
る商品を買うのを拒否したり、意図的に
買ったりした

政治参加尺度（最大14点）
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た実際的な折衝活動，女性は間接的ながらも金銭支援等の活動を行っているととらえるこ

とができる．

図 政治参加に関する男女比較 左：第 波，右：第 波

出所)JES4 研究会,2007-2011,『JES4 調査』

なお，図には示していないが女性の職業の有無により政治行動の違いがあるかどうかも

確認する．有業者(勤め・自営)の女性のほうが無業者(専業主婦・無業)よりも活動ありと回

答した割合が高く，検定上有意な差が確認された項目は第 3 波の「政治集会出席」「請願書

署名」であった．同選挙は 2009 年の政権交代の衆院選であり，投票率も高い国民の関心が

高い選挙であった．このような選挙の場合には，働く女性も(全体に占める参加割合は低い

ものの)実際に政治参加行動をとっていることがわかる．逆に専業主婦・無業者の方が回答

割合が高かった活動は第 6 波の「市民・住民運動参加」であった．地域のコミュニティに

根づく活動へのアクセスのしやすさがうかがえる．また，選挙によって女性の政治参加の

度合や活動内容も異なっていることがわかる．

次いで表 8 において，政治参加尺度スコアを男女別・年代別に確認する．まず，男女で

見ると男性の方が女性よりも概ね政治参加スコアが高い傾向にある．t 検定の結果，男女
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間で統計的に有意な差があったのは第3波で自営(男性2.73，女性2.18)及び無職(男性2.09，

女性 1.39)，第 6 波で勤め(男性 2.05，女性 1.77)，自営(男性 2.78，女性 1.97)及び無職(男性

2.22，女性 1.58)であった．自営及び無職の男女間で，政治活動参加に大きな差があること

がうかがえる．

表 政治参加尺度スコアの比較 男女別・年代別・第 波及び第 波

注)*** 1%水準で有意, ** 5%水準で有意, * 10%水準で有意

出所)JES4 研究会,2007-2011,『JES4 調査』

また表には示していないが，年代が高くなるほど男女間の政治参加に関する数値の差が

広がっていた．これらは前田(2005)の先行研究と同様の結果である．女性に着目すると，

中高年女性の政治参加スコアが他の年代に比べやや高い．第 3 波では 50-59 歳代が最も政

治参加が高く 2.36，第 6 波では 40-49 歳代が最も高く 2.11 となっている．30 歳代以下の若

年層及び 70 歳代以降は大幅にスコアが低下している．仕事や結婚・育児期等で多忙な若年

層と引退年齢を過ぎた高齢層は政治参加行動が少ないことがわかる．男性についてみると，

年代が高くなるほど政治参加が高くなり，最も高いのは雇用者としての定年を迎えた後の

60-69 歳代である．ただし男性も，女性同様に 70 歳代以降の政治参加スコアは低下してい

る．

政治参加に関する規定要因の推計

表 8 の結果をふまえた上で，さらに計量的分析により個人の政治参加の規定要因を分析

する．被説明変数は表 8 の「政治参加尺度」を用いる．14 項目を足し上げた数値のため，

ＯＬＳによる推計と順序プロビットモデルによる推計を併用する．用いる説明変数は表 9

のとおりである．

最も着目したい変数は，職業属性による政治参加・行動の違いであるので職業ダミーの

係数及び符号である．その他着目したい説明変数は「価値観(女性の指導的地位施策要)」

であり，同政策を支持する者ほど政治参加活動が活発であると考えられるため，予想され

る結果の符号は「＋」である．また，現在の政治に対する評価や政権選択の意思といった

個人の主観にも着目し，説明変数に加えた．「政権選択の意思」は第 3 波にあり，政権選択

の意識が高いほど政治活動を行うと考えられるため「＋」，「2009 年選挙の政権交代の結果

t検定 t検定
勤め
自営

家族従業
学生

専業主婦
無職

男性 女性 男性 女性
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の評価」は第 6 波にあり，政権交代を評価した者ほど 2010 年参院選選挙に投票すると考え

られるため「＋」とそれぞれ符号を予想する．また，「政治制度の評価の高低」(第 3 波，

第 6 波ともにあり)も政治参加に影響を与えると考え説明変数に加えた．さらに年齢，教育

程度(学歴)，職業，家計維持者か否か，世帯年収 11)，持家有無，といった個人属性を考慮

するためにモデルに加えた．また，「わからない」「答えない」の合計が 3 割程度を占めて

いることから，サンプルの脱落を防ぐためにカテゴリカルデータとして使用し，それぞれ

ダミー変数として加えた．また，コントロール変数として地域(都道府県)を加えている．

表 使用する説明変数と概要

出所)JES4 研究会,2007-2011,『JES4 調査』

推計結果は付表 2-1(第 3 波)及び付表 2-2(第 6 波)のとおりである．双方ともに着目するの

は「価値観(女性の指導的地位施策要)」であり，結果の符号を「＋」と予想したが，第 3

波の男女及び第 6 波の男性は符号が「＋」であったものの第 6 波の女性は「－」となり，

一部予想に反する結果となった．また，同設問の係数は小さく，かつ統計的にも有意な結

果ではなかった．

次いで，現在の政治に対する評価や政権選択の意思といった個人の主観の効果にも着目

する．第 3 波の「政権選択の意思」は，政権選択の意識が高いほど政治活動を行うと考え

られるため「＋」と予想した．結果は男女ともに政権選択を「意識した」と回答した者は，

その他の者に比べて統計的に有意に政治活動を行っていた．特にその効果は男性で大きく

みられた．また記述統計量(付表 1)からわかる通り，2009 年衆院選時の「政権交代の意識」

は男女ともに 7 割程度と大変高くなっており，政権交代への期待が政治活動につながって

いることが示された．第 6 波の「2009 年選挙の政権交代の結果の評価」についても，政権

交代を評価した者ほど 2010 年参院選選挙に投票すると考えられるため「＋」と予想した．

推計結果は，女性については 2009 年選挙の政権交代を評価している者ほど，その他の者に

比べて政治活動をより行っていた．ただし，男性についてはその効果は確認されなかった．

さらに，もう一つ主観的変数として加えた「政治制度の評価の高低」(第 3 波，第 6 波と

価値観（女性の指導的地位施策要）
「賛成」5、「どちらかといえば賛成」4、「どちらともいえない」3、「どちら
かといえば反対」2、「反対」1

年齢ダミー 20-29歳、30-39歳、40-49歳、50-59歳、60-69歳、70歳以上
教育程度ダミー 小中卒、高卒、短大・専門・高専卒、大学・大学院卒
職業ダミー 勤め、自営、家族従業、学生、専業主婦、無職
家計維持者か否かダミー はい、いいえ

世帯年収ダミー

200万円未満、200-300万円未満、300-400万円未満、400-500万円未満、500-600
万円未満、600-700万円未満、700-800万円未満、800-1000万円未満、1000-1200
万円未満、1200-1400万円未満、1400-2000万円未満、2000万円以上、わからな
い、答えない

持家の有無ダミー 持家（一戸建て）及び分譲マンションありを「有」その他を「無」

政権選択の意識ダミー(wave3)
「今回の選挙で「政権を選ぶ」ということを意識しましたか」に対し「強く意識
した」「やや意識した」を1、その他を0とした

2009年選挙の政権交代の結果の評価
ダミー(wave6)

「2009年総選挙による政権交代の結果、日本の政治が良くなったと思いますか」
に対し「とても良くなった」「ある程度良くなった」を1、その他を0とした

政治制度の評価
「現在のわが国の政治制度をどう評価しますか」に対し「非常に良い」を10、
「非常に悪い」を1とする10段階評価

都道府県ダミー コントロール変数として都道府県を加えた

説明変数の概要
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もにあり)の効果を確認する．第 3 波の男性において，政治制度を評価する者ほど政治活動

を行っていることが確認されたが，係数は小さな値であった．また，第 3 波の女性及び第

6 波の男女においてはその効果は見られなかった．

その他，個人属性の効果に着目すると，第 3 波では職業による差は確認されなかったが，

第 6 波では専業主婦が勤めている者よりも政治活動を増加させていた．女性の場合，年齢

が上がると政治活動がより盛んになるが第 3 波では 60 歳代，第 6 波では 70 歳代を超える

と再び低下した．また，学歴が高いほど政治活動を行っており，世帯年収は 2000 万円を超

えると，大きく政治活動を増やしていた．男性については，女性との違いは自営であるこ

とが勤めよりも大きく政治活動を増やすこと，学歴による政治活動の差が女性よりも小さ

いことが示された．

また，第 波と第 波において，特に主観的変数の効果が異なっていた．両選挙に対す

る有権者の期待度の差等によるせいか， 年衆院選では効果があった変数が 年参

院選では効果がなかったりと，安定しない結果となった．また，最も着目する「価値観 女

性の指導的地位施策要 」は，男女ともに政治活動に結びついているとはいえないという分

析結果となった．

なお，職業属性と年齢の関係をみるために，職業と年齢の交差項をそれぞれ作成し，分

析モデルに投入し推計を行ったが，いずれも符号は負 年齢が高くなるほど政治参加が低

下 となったものの，統計的に有意な結論は得られなかった．

パネルデータによる追加的検証

先述したように，本データは同一人物に繰り返し質問を行うパネルデータであるものの，

脱落及び補充が多いという難点がある．しかし，6.2 で行った推計では因果の方向を特定で

きず，就業形態が政治意識・行動に影響を与えているのかについて変数間の内生性の可能

性が除去できていない．そこで，本節では追加的な検証として第 3 波・第 6 波の両調査に

回答したサンプルを抽出し，パネルデータとして扱うことでさらなる検証を試みる．

第 3 波・第 6 波のデータをパネル化し，使用変数に欠損のないサンプルは 1,157 であっ

た．サンプルを限定したことにより，わずかながらも若年層，小中卒，高卒といった属性

を持つサンプル比率の低下(脱落)が確認されたため解釈には注意が必要である．使用する

説明変数は表 9 とほぼ同様であるが，世帯収入については収入五分位階級を作成し，該当

するカテゴリーごとにサンプルを統合した．また，「政権選択の意識」「2009 年選挙の政権

交代の結果の評価」についてはそれぞれ第 3 波，第 6 波のみで使用している設問であるた

め分析モデルから省いた．

推計結果は表 10 のとおりであり，プーリング回帰モデル，固定効果モデル，変量効果モ

デルの 3 つの推計結果を示した．3 つの検定の結果，固定効果が支持されたため固定効果

の結果を示した Model1 に着目する．まず，注目した職業属性については統計的に有意な
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値はなく，職業属性の違いによって政治参加が異なるとはいえない結果となった．したが

って仮説 2 は否定され，2009 年，2010 年選挙時の行動に限定すると，働く女性ほど政治参

加行動が多いとはいえないと結論付けられる．また，ジェンダー政策に関する支持も，実

際の政治参加には統計的に有意な値は得られず，実際の政治参加を促すとはいえないこと

がわかった．これらの結果を付表 2 の結果と比較すると，ジェンダー政策の効果について

は確認できなかった点は整合的であり，職業属性についてはクロスセクションデータにお

いては一部の職業で政治参加の係数が統計的に有意な結果を得たものの，観察されない個

体差を考慮すると，職業属性やジェンダー政策の違いが政治参加につながるとはいえない

結果となった．

表 政治参加尺度に関する推計 女性票・パネル

注)*** 1%水準で有意, ** 5%水準で有意, * 10%水準で有意．

出所)JES4 研究会,2007-2011,『JES4 調査』

職業<勤め>
　自営
　家族従業
　学生
　専業主婦
　無職
価値観（指導的地位の女性増
加施策要）
年齢<20-29>
　30-39
　40-49
　50-59
　60-69
　70-
教育程度<小中卒>
　高卒
　短大専門高専
　大学・大学院
家計維持者<はい>
　いいえ
世帯年収<300万円未満>
　300万円ｰ400万円未満
　400万円ｰ600万円未満
　600万円ｰ800万円未満
　800万円以上
　わからない
　無回答
持家有無<あり>
　なし
定数項

個体数

固定効果モデル 変量効果モデル プーリング回帰モデル
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７．まとめ・考察

本分析では，日本の女性の政治意識と投票行動について女性の属性別に分析を試みた．

特に仮説を 2 つ設定し，第一に職業属性によりジェンダー政策(女性活躍推進施策)につい

て考え方に違いがあるのか，第二に自営や勤め(雇用者)の女性が無職及び専業主婦の女性

より政治参加が多いかという点について分析を行った．

第一の仮説については，ジェンダー政策(女性活躍推進施策)への賛同度合は働く女性(勤

め・自営)と専業主婦・無業女性の間で差はみられなかった．第二の仮説である政治参加・

行動の違いについては，職業属性やジェンダー政策の違いが政治参加につながるとはいえ

ない結果となった．なぜ働く女性と仕事を持たない女性の間で政治参加に違いが出なかっ

たのかについては，社会参加のネットワーク・アクセス方法が両グループで異なることが

考えられる．具体的に考えられる解釈としては二点ある．第一に専業主婦は地域の社会的

ネットワークや子供の学校の活動等を通じ，政治参加を行っているという可能性である．

第二に，勤めている女性は特にフルタイム勤務において時間の余裕や融通性が十分ではな

く，機会費用も高いため政治参加を行うゆとりが持てないという可能性も考えられる．

さらに主観的変数に着目すると，分析の結果 2009 年衆院選と 2010 年参院選において，

特に主観的変数の政治活動に対する効果が異なっていた．「価値観(女性の指導的地位施策

要)」は，男女ともに政治活動に結びついているとはいえないという分析結果となった．ま

た，説明変数として用いた主観的変数では，両選挙に対する有権者の期待度の差等による

せいか 2009 年衆院選では効果があった変数が 2010 年参院選では効果がなかったりと，安

定しない結果となった．ただし，2009 年衆院選時の「政権交代の意識」は男女ともに 7 割

程度と大変高くなっており，さらに政権交代への期待が政治活動につながっていることが

示された．一方，2010 年参院選においては，女性については 2009 年選挙の政権交代を評

価している者ほど，その他の者に比べて政治活動をより行っていた．ただし，男性につい

てはその効果は確認されなかった．

本稿の分析結果からは，女性議員数のみならず女性有権者の政治参加そのものも男性に

比べ低く，かつ政治活動の内容も投票行動の他には周縁的な活動にとどまっていることが

示された．また，働く女性は機会費用の高さのためか，政治参加の度合は職業を持たない

女性と比べても必ずしも活発ではないことも示された．働く女性の中でも自営の女性は自

治会への参加，専業主婦は例えば子供のＰＴＡ活動を通じた政治参加など，職業属性によ

り政治参加に至る行動パターンが異なることも考えられる．さらに，ジェンダー政策に関

する支持は女性の政治参加に結びついていなかったことに注目したい．本設問がクオータ

制度などの割当制度に関する支持に関する設問と近い内容であることから，同政策に関す

る支持の有無を拾っており，実際の政治参加行動とは異なる可能性も示唆される．

それでは，どのような施策が女性の政治参加を促すのか，やや踏み込んだ解釈と政策的

含意を考えてみたい．職業属性については，働く女性が政治参加を行っているという結果
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は得られなかった．職業属性により，政治参加を促す方法は異なる可能性がある．仕事を

持たない女性については周縁的な活動のみならず，集会参加や陳情活動などより積極的な

政治参加のあり方も考えていくことができるだろう．仕事を持つ女性については，まず機

会費用の高さから政治参加が難しい現状を鑑み，時間等の負担をかけない形での政治参加

のあり方を検討することが必要だろう．これらの活動が広まることにより，女性自身の政

治参加から議員数への増加と，時間がかかるもののつながっていくことが考えられる．ま

た，賛否両論があるものの大きなジェンダー・ギャップ解消の一つの方法として，日本に

おいてもクオータ制の導入可能性の検討もなされてもよいだろう．

今後の課題としては，分析手法の精緻化が挙げられる．本分析は，データを一時点のク

ロスセクションデータとして用いていることから，変数間の内生性が懸念されるため二時

点のデータをパネル化し追加的な検証を行った．さらに期間を伸ばした検証も求められよ

う．また，経済指標について今回分析モデルに組み込むことができなかった．両選挙時の

経済情勢などを的確に示す代理変数として，経済指標などをモデルに組み込んでもよかっ

たかもしれない．これらの点は，今後筆者に課せられたさらなる研究課題としたい．

付表 記述統計量

価値観（指導的地位の女性
増加施策要）
年齢<20-29>
　30-39
　40-49
　50-59
　60-69
　70-
教育程度<小中卒>
　高卒
　短大専門高専
　大学・大学院
職業<勤め>
　自営
　家族従業
　学生
　専業主婦
　無職
家計維持者<はい>
　いいえ
世帯年収<200万円未満>
　200万円ｰ300万円未満
　300万円ｰ400万円未満
　400万円ｰ500万円未満
　500万円ｰ600万円未満
　600万円ｰ700万円未満
　700万円ｰ800万円未満
　800万円ｰ1000万円未満
　1000万円ｰ1200万円未満
　1200万円ｰ1400万円未満
　1400万円ｰ2000万円未満
　2000万円以上
　わからない
　無回答
持家有無<あり>
　なし
政権選択の意識<その他>
　意識した
　無回答
政治制度の評価

女性 男性
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付表 表 政治参加尺度に関する推計 男女別・第 波

注)*** 1%水準で有意, ** 5%水準で有意, * 10%水準で有意．なお Ordered Probit Model によるしきい値の表記は省略した．

また，コントロール変数として地域変数(都道府県)を加えている．

出所)JES4 研究会,2007-2011,『JES4 調査』

職業<勤め>
　自営
　家族従業
　学生
　専業主婦
　無職
価値観（指導的地位の女性増
加施策要）
年齢<20-29>
　30-39
　40-49
　50-59
　60-69
　70-
教育程度<小中卒>
　高卒
　短大専門高専
　大学・大学院
家計維持者<はい>
　いいえ
世帯年収<200万円未満>
　200万円ｰ300万円未満
　300万円ｰ400万円未満
　400万円ｰ500万円未満
　500万円ｰ600万円未満
　600万円ｰ700万円未満
　700万円ｰ800万円未満
　800万円ｰ1000万円未満
　1000万円ｰ1200万円未満
　1200万円ｰ1400万円未満
　1400万円ｰ2000万円未満
　2000万円以上
　わからない
　無回答
持家有無<あり>
　なし
政権選択の意識<その他>
　意識した
　無回答
政治制度の評価
定数項

女性 男性
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表 政治参加尺度に関する推計 男女別・第 波

注)*** 1%水準で有意, ** 5%水準で有意, * 10%水準で有意．なお Ordered Probit Model によるしきい値の表記は省略した．

また，コントロール変数として地域変数(都道府県)を加えている．

出所)JES4 研究会,2007-2011,『JES4 調査』

注

1) 同指数は女性の地位を経済，教育，政治，健康の４分野で分析する．2016 年の総合点

の順位は前年に比べランクが 10 下がり，過去最低の水準になった．日本は健康や教

育の分野で順位を上げたが，男女所得格差の算定方法が変更されたこともあり，「経

職業<勤め>
　自営
　家族従業
　学生
　専業主婦
　無職
価値観（指導的地位の女性増
加施策要）
年齢<20-29>
　30-39
　40-49
　50-59
　60-69
　70-
教育程度<小中卒>
　高卒
　短大専門高専
　大学・大学院
家計維持者<はい>
　いいえ
世帯年収<200万円未満>
　200万円ｰ300万円未満
　300万円ｰ400万円未満
　400万円ｰ500万円未満
　500万円ｰ600万円未満
　600万円ｰ700万円未満
　700万円ｰ800万円未満
　800万円ｰ1000万円未満
　1000万円ｰ1200万円未満
　1200万円ｰ1400万円未満
　1400万円ｰ2000万円未満
　2000万円以上
　わからない
　無回答
持家有無<あり>
　なし
2009年政権交代評価<その他>
　評価している
政治制度の評価
定数項

女性 男性
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済」が 118 位と前年に比べランクが 12 下がっている．

2) 実際に日本の国会における女性議員割合は世界的にみても極めて低い割合にあり，

IPU(2016)によれば 2016 年 12 月時点における下院(日本では衆議院を指す)議員女性割

合は 193 カ国中 157 位である．具体的には衆議院(下院・2014 年選挙)9.5%で，参議院

(上院・2016 年選挙)で 20.7%である．

3) なお男女の投票率であるが，1970 代頃までは一貫して男性の方が女性よりも投票率が

高く，その後女性の方が投票率が高い時期が続いている．その後，2000 年代からは主

に男性の方が投票率が高いという状況が続き，衆院・参院ともに過去 3 回の選挙はす

べて男性の方が投票率が高くなっている．

4) 同調査は第 4 波(wave4)で若年者層を中心に追加サンプルの投入を行っている．従って

第 3 波と第 6・7 波では回答者の属性にやや変化があり，後者は前者に比べ年齢層が 2

歳ほど低下している．

5) 各調査の詳細は次の通りである．一部データはパネル調査となっているが，以下のよ

うに追加サンプルも多いため，本稿ではクロスセクションのデータとして分析を行う．

【第 3 波】(2009 年衆議院選挙後調査)第 2 波調査の完了者 1,858 人から以後の調査への協

力拒否のあった 92 人を除いた 1,766 人に,第 2 波調査で不能であった者 434 人を加え

た 2,200 人を対象者とした．ただしこれらの対象者が転居,住所不明,調査期間中不在の

場合には新たな予備サンプルを使用し,これが 6 人であったため,第 3 波調査でのアタ

ック対象となったサンプルは合計 2,206 人となった．

【第 6 波】(2010 年参議院選挙後調査)第 5 波調査の完了者 1,767 人から以後の調査への協

力拒否のあった 43 人を除いた 1,724 人に,第 5 波調査で不能であった者 352 人を加え

た 2076 人を対象者とした．

【第 7 波】(2011 年政治意識調査)第 5 波および第 6 波の少なくとも一方の完了者 1,856 人

から以後の調査に対する協力拒否のあった 53 人を除いた継続サンプル 1,803 人に,新

規補充サンプルとして全国市町村の住民基本台帳もしくは選挙人名簿から抽出した

1,197 人を合わせた,全国の満 20 歳以上の男女 3,000 人を対象者とした．新規補充サン

プルの抽出に当たっては,継続サンプルにおける年齢層の偏りを補正するため,上記第

4 波調査におけるサンプル補充と同様に,調査対象者を 20～39 歳,40 歳～59 歳,60 歳以

上の 3 つの層に分け,それぞれの層のサンプル数が母集団比率に出来るだけ近くなる

ようにサンプル抽出を行った．その結果,3 つの年齢層の補充サンプル数は 20～39 歳：

585,40～59 歳：332,60 歳以上：28 となった．

6) 寺村(2014)による高齢女性の就業に関する分析では，高齢期に無職である女性の過去の

就業履歴は専業主婦であることが多く，また就業歴のある女性にくらべ高齢期の就業

意欲も低いことがわかっている．そのため，女性にとって就業の有無は就業行動だけ

でなく様々な社会への参画意識にも影響がある可能性が示唆される．
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7) なお，「202030」に沿った政策立案がなされているにも関わらず，実際の指導的地位に

就く女性割合に関する数値としては先の女性議員割合(衆院 9.0％，参院 20.7％(2016

年時点))だけでなく，企業等における管理職比率の数値も政策達成には程遠い状況と

なっているのが現状である．厚生労働省(2015)によれば，課長相当職以上の管理職に

占める女性割合は 11.9%であり，係長相当職以上の女性管理職割合は 12.8% に過ぎな

い．

8) すべての wave において回答は 5 段階となっており，「賛成」5，「どちらかといえば賛

成」4，「どちらともいえない」3，「どちらかといえば反対」2，「反対」1 となってい

る．また，もともとの設問の回答を反転させ使用している．「わからない」「答えない」

は欠損値とした．なお，第 3 波の女性において欠損値が約 13%とやや高いものの，そ

の他の wave 及び性別については 5%以下である．

9) ただし学生についてはサンプルが 15 以下と大変少ない．

10) 設問は「あなたがこの 5 年間に経験したことをすべてお答えください」である．

11) 世帯年収については，各カテゴリ―の中央値を取る等の方法で数値変換し，さらに対

数変換を行う場合も多いが，本分析では「わからない」「無回答」のサンプルが 3 割

程度存在することもあり，上述の通りカテゴリーデータとしてそのまま使用した．
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現代日本における信念体系の不均質性

──混合分布モデルによるアプローチ──

三輪洋文

（学習院大学法学部政治学科）

有権者の信念体系の分析には因子分析や項目反応理論モデルが用いられて

きたが，これらの方法には有権者集団内の信念体系の不均質性，つまり，複数

の集団がそれぞれ異なる争点態度間の結びつき方を共有しており，また別の集

団は政治的に意味のある信念体系を共有していないという可能性を考慮する

ことができないという欠点があった．本稿は，有権者の信念体系の不均質性を

明らかにするために，因子分析と項目反応理論を統合したモデルを混合分布モ

デル化することを提案する．提案する統計モデルを日本で 2007 年から 2010
年にかけて実施された世論調査のデータに適用したところ，日本の有権者のう

ちイデオロギー的な信念体系をもつのは 5 人に 2 人程度であり，残りの集団の

中には調査に不適切に回答している者が多く含まれることが強く疑われる分

析結果が得られた．また，イデオロギー的な信念体系をもつ集団は 2 つ存在し，

一方が伝統的な保革イデオロギー対立に沿った信念体系を有しているのに対

して，もう一方は自主独立外交―協調外交と解釈できる，常識的な保革対立と

は区別される対立軸を共有していることが示唆された．得られた推定結果を利

用して，これらの集団におけるイデオロギー的傾向と政党に対する評価および

権威主義的傾向の関連性を調べる分析や，どのような有権者が各集団に所属し

やすいかに関する分析も行った．

１．問題の所在

Converse（1964）以来，イデオロギーの重要な一側面として争点態度間の規制（constraint）

が注目されるようになり，これまで多くの政治学研究者が政治エリートや有権者における

信念体系（belief system）の分析を試みてきた．Converse（1964）は規制の強さを Goodman

と Kruskal のガンマを用いて測定しており，その後も相関係数に類する指標が広く用いら

れてきた（e.g., Bennett 1973; Jennings 1992; Knight 1985; Miller et al. 1976; Nie and Anderson 

1974）．また，相関係数を基にした因子分析も利用されるようになり（e.g., Judd and Milburn 

1980; 平野 2005; 蒲島・竹中 1996, 2012; Stimson 1975），多次元の信念体系を析出したり，

因子得点を用いて個人のイデオロギー的傾向を測定したりすることも可能になった．近年

では，5 点尺度など離散値によって測定される争点態度のデータにより適合する方法とし

て，順序付き項目反応理論モデルが採用されることも多くなっている（e.g., Imai et al. 2016; 

Miwa and Taniguchi forthcoming; 谷口 2015; Treier and Hillygus 2009）．

しかし，相関係数およびそれをベースとした因子分析に対しては，相関係数は集団全体

の傾向を示す指標にすぎないという批判が古くからなされてきた（Barton and Parsons 1977;

Luskin 1987）．分析対象とする集団の中に異なる信念体系をもつ複数のグループが混在し
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ていたとしても，相関係数ベースの手法ではそのような不均質性を捉えることができない

のである．そのため，個人レベルで規制の強さを測定する指標を開発したり（Barton and

Parsons 1977），アグリゲートレベルの信念体系を析出しつつ同時に個人差も考慮できる個

人差多次元尺度構成法を用いたり（Jacoby 1986; Marcus et al. 1974; Scheb and Lyons 2000）

など，様々な方法論的工夫が試みられてきた．

近年，不均質性（heterogeneity）を扱う方法として注目を集めているのが，有限混合分布

モデル（finite mixture model）である．混合分布モデルは，母集団が複数の集団に分かれて

おり，それぞれに異なるモデルが適用されると考える統計モデルである．有限混合分布モ

デルは，一般的に次のかたちで表される（Frühwirth-Schnatter 2006: 25）．

𝑝𝑝(𝒚𝒚𝑖𝑖 | 𝝑𝝑) = ∑ 𝜂𝜂𝑘𝑘 𝑝𝑝(𝒚𝒚𝑖𝑖 | 𝜽𝜽𝑘𝑘)
𝐾𝐾

𝑘𝑘=1
(1)

𝒚𝒚𝑖𝑖 は観測変数，𝜽𝜽𝑘𝑘 は統計モデルのパラメータ，𝜂𝜂𝑘𝑘 は重み（𝜂𝜂𝑘𝑘 > 0，∑ 𝜂𝜂𝑘𝑘𝑘𝑘 = 1），

𝝑𝝑 = (𝜽𝜽1, … , 𝜽𝜽𝐾𝐾, 𝜂𝜂1, … , 𝜂𝜂𝐾𝐾)である．つまり，観測変数の確率密度が K 個の確率密度の重み付

き線形結合からなると考えるのである．この確率密度を様々に変えることで，有限混合分

布モデルは非常に柔軟なモデリングを可能にする．例えば，𝑝𝑝(𝑝)を正規分布の確率密度と

すれば，このモデルは混合正規分布モデルとなり，その位置パラメータを共変量の関数と

して𝑝𝑝(𝑝)を線形回帰モデルの確率密度とすれば，混合回帰分析モデルができあがる（e.g.,

Imai and Tingley 2012; 三輪 2014）．回帰モデルを非線形としたり，異なる種類の確率分布

を混合したりすることも可能である（e.g., Miwa 2015）．なお，最近の政治学の研究では潜

在クラスモデルも用いられることがあるが，これは観測変数が離散変数である場合の有限

混合分布モデルである（Frühwirth-Schnatter 2006: 294–8）．

イデオロギーないしその関連分野の研究における混合分布モデルの利用例としては，ア

メリカにおいてイデオロギー的自己意識と争点態度の結びつきが異なる人々がリベラル・

保守の集団内で混在していることを潜在クラスモデルによって示した Feldman and 

Johnston（2014），リベラル・保守の集団内における道徳的基盤（moral foundation）の不均

質性を潜在クラスモデルによって明らかにした Weber and Federico（2013）がある．また，

日本では瀧川（2012）が，イデオロギー的な用語の適切さを評価した有権者の回答を潜在

クラスモデルによって分析し，回答者をイデオロギー利用クラス，イデオロギー批判クラ

ス，判断困難クラスに分類した上で，それぞれのクラスにおける信念体系を相関係数およ

び因子分析によって分析している．また，今井ほか（2014）は，多数の争点に対する賛否

を潜在クラスモデルによって分析し，各クラスにおける政党の政策位置の認識を調べるこ

とで，政策空間の認識の不均質性を明らかにしようとしている．

本稿に最も近い問題意識をもつ先行研究は Baldassarri and Goldberg（2014）である．彼女
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らは関係クラス分析（relational class analysis）によってアメリカの有権者の争点態度を分析

し，有権者を ideologues，alternatives，agnostics という 3 つの集団に分け，各グループが異

なる信念体系をもっていることを明らかにしている．特に alternatives は，Converse（1964）

流のイデオローグか否かという二分法に当てはまらない存在として注目に値する．

本稿では，Quinn（2004）のベイジアン因子分析の手法によって 5 点の順序尺度と連続尺

度で測定された多様な質問項目を統一的に扱い，かつそれを有限混合分布モデルとするこ

とによって，近年の日本における有権者の不均質な信念体系を明らかにすることを目指す．

ベイジアン因子分析は従来の因子分析および項目反応理論モデルを包含するため，

Baldassarri and Goldberg（2014）の関係クラス分析と比べて，他の多くの先行研究に即した

直感的な結果の解釈が可能である．また，個人の潜在特性も同時に推定することができる．

さらに，ベイズ推定法を採用することで，個人がどのグループに属するかを確率的に推定

することができるため，最大事後確率（maximum a posteriori）によって同じグループに分

類される個人の間でも，あるグループにほぼ確実に所属していると言える個人と，そのグ

ループに所属しているかが不確実な個人を分けることができる．後者の場合，複数のグル

ープに所属していると考えることも可能である（Imai and Tingley 2012）．

２．統計モデル

Quinn（2004）のベイジアン因子分析のモデルは次のように表される．

𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 = {
 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖

∗   if 𝐷𝐷𝑖𝑖 = 0
𝑐𝑐  if 𝐷𝐷𝑖𝑖 = 1 and 𝜏𝜏𝑖𝑖,𝑐𝑐−1 < 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖

∗ ≤ 𝜏𝜏𝑖𝑖𝑐𝑐
(2)

𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖
∗ = 𝛼𝛼𝑖𝑖 + 𝜷𝜷𝑖𝑖

′ 𝝃𝝃𝑖𝑖 + 𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖 (3)

𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖 ~ N(0, 𝜓𝜓𝑖𝑖
2) (4)

𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖はユニット𝑖𝑖 𝑖 {1, … , 𝑁𝑁}の項目𝑗𝑗 𝑖 {1, … , 𝑀𝑀}に関する連続変数または順序付き離散変数の

観測変数，𝐷𝐷𝑖𝑖は項目 j の観測変数が順序付き離散変数であることを示すダミー変数，

𝑐𝑐 𝑖 𝑐1, … , 𝑐𝑐𝑖𝑖} は観測変数が順序付き離散変数の場合のカテゴリー，𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖
∗ は観測変数のもとに

なる潜在的な連続変数である．観測変数が連続変数である場合は，𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖
∗ がそのまま観察され

て𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖になるが，観測変数が順序付き離散変数の場合は，𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖
∗ が閾値パラメータ𝜏𝜏𝑖𝑖𝑐𝑐との関係に

よって順序付き離散変数に変換されたかたちで観察されることになる．𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖
∗ はユニット i の

潜在特性のベクトル𝝃𝝃𝑖𝑖の線形モデルによって表現され，項目ごとに切片𝛼𝛼𝑖𝑖と係数ベクトル

𝜷𝜷𝑖𝑖が推定される．𝝃𝝃𝑖𝑖と𝜷𝜷𝑖𝑖の長さ d が潜在特性の次元の数になる．𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖は誤差項であり，平均

0，分散𝜓𝜓𝑖𝑖
2の正規分布に従うと仮定する．

𝛼𝛼𝑖𝑖は 2 値変数の項目反応理論モデルにおいて困難度パラメータと呼ばれるものであり，

潜在特性にかかわらず観測変数が大きい値のカテゴリーをとりやすいか否かに関する全体
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的な傾向を表す．順序付き項目反応理論モデルでは閾値パラメータも同様の役割を果たす．

𝜷𝜷𝑗𝑗は因子分析では因子負荷，項目反応理論モデルでは識別力パラメータと呼ばれるもので

あり，その項目と潜在特性との関係の強さを表す．

このモデルの観測変数𝑦𝑦𝑖𝑖𝑗𝑗を様々な争点に対する立場として信念体系の研究に用いる場

合には，潜在特性𝝃𝝃𝑖𝑖が個人 i のイデオロギー的な傾向を表すと解釈される．𝑑𝑑 𝑑 𝑑のときに

𝝃𝝃𝑖𝑖の全ての要素をイデオロギーと解釈できるかは場合によるが，少なくとも 1 つの要素は

分析対象とする国や地域において支配的なイデオロギーとして解釈できることが期待され

る．そして，各次元において𝜷𝜷𝑗𝑗の絶対値が大きい（識別力パラメータである場合には識別

力が大きいと表現される）ような争点 j が，その次元において信念体系を構成する要素で

あると解釈できる．𝜷𝜷𝑗𝑗は𝝃𝝃𝑖𝑖を独立変数とみなしたときの係数に相当するため，ある争点の𝜷𝜷𝑗𝑗

の絶対値が大きいということは，それに関する立場が個人のイデオロギー的な傾向によっ

てよく説明されるということを意味するからである．それに対して，𝛼𝛼𝑗𝑗や𝜏𝜏𝑗𝑗𝑗𝑗は個人のイデ

オロギー的な傾向とは無関係に争点態度𝑦𝑦𝑖𝑖𝑗𝑗に影響を与えるパラメータである．例えば，日

本において保守的な人が賛成し革新的な人が反対する傾向にあると考えられている争点の

中でも，核武装のようにたとえ保守派であっても多くの人が反対するものもあれば，憲法

改正のように賛否が拮抗しているものもある．𝛼𝛼𝑗𝑗や𝜏𝜏𝑗𝑗𝑗𝑗はそのような争点態度の分布の違い

を表現しており，換言すれば集団全体の政策選好を表すパラメータであると言える．

このモデルの推定に際しては，識別のためにいくつかの制約をおかなければならない．

連続変数に関しては，観測変数を平均 0，分散 1 に規準化してから分析するという慣行に

従い，𝛼𝛼𝑗𝑗 = 0とする．順序付き離散変数の場合は，項目反応理論モデルの識別条件より

𝜓𝜓𝑗𝑗 = 1，𝜏𝜏𝑗𝑗𝑗 = −∞，𝜏𝜏𝑗𝑗𝑗 = 0，𝜏𝜏𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 = ∞とする．また，潜在特性に関して𝝃𝝃𝑖𝑖 ∼ N𝑑𝑑(𝟎𝟎𝟎 𝟎𝟎𝑑𝑑)とい

う事前分布をおくことでスケールを定める．このスケーリングによって局所的な識別が可

能になる．くわえて，係数行列𝜷𝜷 = (𝜷𝜷𝑗𝟎 𝜷𝜷2𝟎 … 𝟎 𝜷𝜷𝐽𝐽)′に関して，各列の少なくとも 1 つのパラ

メータを正か負に固定し，かつ m 列目のパラメータの少なくとも𝑚𝑚 − 1個を 0 に固定しな

ければならない．

本稿では，因子負荷あるいは識別力パラメータおよび潜在特性がグループごとに異なる

有限混合分布モデルを考える．ユニット i が属するグループを𝑆𝑆𝑖𝑖 ∈ {1𝟎 … 𝟎 𝐾𝐾} とし，式(2)～

(4)を次のように変える．

𝑦𝑦𝑖𝑖𝑗𝑗𝑖𝑖 = {
 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑗𝑗𝑖𝑖

∗   if 𝐷𝐷𝑗𝑗 = 0
𝑐𝑐  if 𝐷𝐷𝑗𝑗 = 1 and 𝜏𝜏𝑗𝑗𝟎𝑗𝑗−𝑗 < 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑗𝑗𝑖𝑖

∗ ≤ 𝜏𝜏𝑗𝑗𝑗𝑗
(5)

𝑦𝑦𝑖𝑖𝑗𝑗𝑖𝑖
∗ = 𝛼𝛼𝑗𝑗 + 𝜷𝜷𝑗𝑗𝑗𝑗

′ 𝝃𝝃𝑖𝑖𝑗𝑗 + 𝜀𝜀𝑖𝑖𝑗𝑗𝑖𝑖  if 𝑆𝑆𝑖𝑖 = 𝑘𝑘 (6)

𝜀𝜀𝑖𝑖𝑗𝑗𝑖𝑖 ∼ N(0𝟎 𝜓𝜓𝑗𝑗
2) (7)

𝜷𝜷𝑗𝑗𝑗𝑗と𝝃𝝃𝑖𝑖𝑗𝑗以外のパラメータは全てのグループで共通であるとする．そうしないと，信念体
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系以外の要因によってグループが分類されてしまうからである．特に，先述のように 𝛼𝛼𝑗𝑗や

𝜏𝜏𝑗𝑗𝑗𝑗は集団全体の政策選好を表現するパラメータであるため，これらをグループごとに変化

させてしまうと，保守的なグループとリベラルなグループに二分されるなど，政策選好の

違いによってグループを分けることになってしまう．本稿が明らかにしたいのは，政策選

好の不均質性ではなく（有権者が各々異なる選好をもっていることは自明である），争点態

度の結びつき方の不均質性である．𝜷𝜷𝑗𝑗と𝝃𝝃𝑖𝑖だけをグループごとに変化させることで，同じ

グループに保守的な人とリベラルな人を同居させた上で，争点態度の結びつき方が人それ

ぞれに異なることを明らかにすることができる．このとき，各グループにおけるイデオロ

ギー的な傾向の個人差は𝝃𝝃𝑖𝑖𝑖𝑖によって表現されるが，グループによってはそれをイデオロギ

ー的な傾向とは解釈できない可能性，つまり，争点態度の質問への回答に影響する個人的

な要素はイデオロギー以外の何かであるというという可能性もある．

なお，同一の回答者が同じ項目について複数の時点で答えることを想定しているため，

時点を表す添字 t を導入しているが，回答者や項目に関する全てのパラメータはどの時点

でも等しいと仮定する．回答を複数時点で測定することで，測定誤差の影響を小さくし，

推定の精度を高めることができる．

さらに，グループへの所属を説明するモデルも同時に考える．具体的には，グループへ

の所属を次のような多項ロジットモデルで表現する 1)．

𝑆𝑆𝑖𝑖 = 𝑘𝑘  if  𝑈𝑈𝑖𝑖𝑖𝑖 > 𝑈𝑈𝑖𝑖𝑖𝑖, ∀ 𝑙𝑙 ≠ 𝑘𝑘 (8)

𝑈𝑈𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝜸𝜸𝑖𝑖
′ 𝒛𝒛𝑖𝑖 + 𝜖𝜖𝑖𝑖𝑖𝑖 (9)

𝜖𝜖𝑖𝑖𝑖𝑖 ∼ Gumbel(0, 1) (10)

ここで𝑈𝑈𝑖𝑖𝑖𝑖はユニット i がグループ k に所属することにつながる潜在的な特性であり，𝒛𝒛𝑖𝑖は

ユニット i のグループ所属を説明する共変量ベクトル（切片を表す 1 を含む），𝜸𝜸𝑖𝑖はグルー

プ k への所属に関する係数ベクトルである．𝜖𝜖𝑖𝑖𝑖𝑖は分類モデルの誤差項であり，位置パラメ

ータ 0，スケールパラメータ 1 のガンベル分布に従うとする．式(8)～(10)から，ユニット i

がグループ k に所属する確率は次のようになる．

Pr(𝑆𝑆𝑖𝑖 = 𝑘𝑘) = exp (𝜸𝜸𝑖𝑖
′ 𝒛𝒛𝑖𝑖)

∑ exp (𝜸𝜸𝑖𝑖
′𝒛𝒛𝑖𝑖)𝐾𝐾

𝑖𝑖=1
(11)

ただし，このままではパラメータが識別不可能なので，任意の 1 つのグループについて係

数パラメータを全て 0 に固定する（例えば𝜸𝜸𝐾𝐾 = 𝟎𝟎とする）必要がある．

式(5)～(7)のベイジアン因子分析モデルと式(8)～(10)のグループ分類モデルのパラメー

タを同時に推定する．推定にはマルコフ連鎖モンテカルロ法（Markov chain Monte Carlo, 
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MCMC），具体的にはデータ拡大法を伴うギブスサンプリングを利用することができる．

データ拡大法によって潜在特性𝝃𝝃𝑖𝑖も同時に推定でき，𝑆𝑆𝑖𝑖もサンプリングできるのでグルー

プ k に所属するユニットの割合も推定できる．さらに，項目無回答がある場合でも欠損値

補完をしつつ分析することが可能である．順序付き離散変数に関する閾値パラメータや多

項ロジットモデルのパラメータに関しては共役事前分布がないので，これらを推定する部

分にはメトロポリス法を併用する．混合分布モデルをマルコフ連鎖モンテカルロ法で推定

するときには，グループのラベルを変えても尤度が変わらないことに起因するラベルスイ

ッチング問題が生じることが知られているが，これに対する本稿の対処方法については後

述する．推定のためのアルゴリズムは付録 A に掲載する．

３．日本のデータへの適用

データと変数

前節で提案したモデルを日本の世論調査データに適用し，現代日本の有権者の間に信念

体系の不均質性がみられるかどうかを調べる．利用するデータは，平野浩，小林良彰，池

田謙一，山田真裕によって 2007 年から 2011 年にかけて実施された「変動期における投票

行動の全国的・時系列的調査研究」（Japanese Election Study IV, JESIV）のデータである．

利用するのは，2007 年参院選後の第 1 波，2009 年衆院選前後の第 2 波と第 3 波，2010 年

参院選前後の第 5 波と第 6 波である．これらは全て面接法で実施されている．第 4 波と第

7 波は郵送法で行われており他の波との比較が難しいため，それらのデータはここでは採

用しない．第 1 波の標本抽出は全国の満 20 歳以上の男女を母集団として層化 2 段無作為抽

出法によって行われており，それ以降は調査のたびに新規補充標本を加えた上で標本抽出

がなされているが，第 4 波のときには新規補充標本の抽出において年齢による割り当てが

行われている．

観測変数𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖とするのは，第 3 波と第 6 波で採用されている 16 個の争点に関する賛否を

尋ねる質問に対する回答である．賛否をリッカート方式で尋ねており，選択肢は 1 から 5

の順に「賛成」「どちらかといえば賛成」「どちらともいえない」「どちらかといえば反対」

「反対」である．したがって，これらの回答は順序付き離散変数として扱う．どちらの波

でも，16 個の質問は 1 つの大問の中で連続して尋ねられており，その中には防衛力の強化

や日米安保体制の強化といった防衛・安全保障に関する争点をはじめ，福祉政策，労働者

や女性の権利，政治・行政改革など広範な争点が含まれる．これらの質問項目は，1983 年

から続く日本の代表的な学術的世論調査である JES シリーズにほぼ共通して採用されてお

り，多くの先行研究でそれらのデータを利用した信念体系の分析が行われている（平野

2005, 2007, 2015; 蒲島 1998; 蒲島・竹中 1996; 竹中 2014）．先行研究はこれらの質問に対

する回答を因子分析し，第 1 因子として防衛・安全保障の領域に関連する因子を抽出して

いる．そして通常，この防衛・安全保障に関する因子が，日本における保守―革新ないし
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左―右のイデオロギーを構成する主要な要素であると解釈される 2)．したがって，本稿の

分析でも，16 個の争点に関する賛否の回答を 1 次元で最もよく説明する潜在特性は保革イ

デオロギーと解釈できるものであり，それは防衛・安全保障関連争点と強く結びついてい

るという結果が得られることが期待される．ただし，日本の有権者の間に信念体系の不均

質性があるとすれば，保革イデオロギーと解釈できる潜在特性が現れるかどうかは，有限

混合モデルのグループによって異なるであろう．

さらに，11 点尺度で測定された保革自己位置付けの項目も連続変数として分析に加えた．

これは第 1 波，第 2 波，第 5 波で採用されている質問項目であり，回答者に 0 から 10 の数

字が並べられたスケール（0 の下に「革新的」，10 の下に「保守的」と表示されている）を

見せて，その中から数字を選んでもらっている．先行研究では，争点態度とイデオロギー

軸上への自己位置付けの一方を独立変数，他方を従属変数として，一方が他方を規定して

いると考えられることが多い（e.g., Conover and Feldman 1981; de Vries et al. 2013; Huber 

1989; Jou and Endo 2016）．それに対して本稿では，イデオロギー軸上への自己位置付けは

回答者の潜在特性としてのイデオロギーそのものではなく，あくまで潜在特性が回答者な

りに解釈されたイデオロギー的な用語によって表出されたものであると考える．JESIV で

は保守―革新のラベルが採用されているが，日本の有権者がこれらの用語の理解を共有し

ているかという点に関して，近年 Jou and Endo（2016）などによって疑問が提起されてい

る．したがって，有限混合モデルによって分類されたグループごとに保革自己位置付けと

潜在特性の結びつき方が異なることが予想される．

以上より，項目の種類（M）は 17，延べ項目数は 16×2＋1×3＝35 である．観測変数を

測定した質問項目の具体的なワーディングは付録 B に掲載する．

グループへの所属を説明する変数𝒛𝒛𝑖𝑖としては，基本的なデモグラフィック属性である性

別，年齢，教育程度を考える．性別については，男性が 0，女性が 1 をとるダミー変数を

作成した．わかりやすさのため，これ以降，性別の変数は「女性」と表記する．年齢につ

いては，第 1 波（2007 年）時点での年齢をそのまま連続変数として投入した．教育程度は

「新中学・旧小・旧高小」「新高校・旧中学」「高専・短大・専修学校」「大学・大学院」の

4 つの選択肢から選ぶ形式で尋ねられているが，「新中学・旧小・旧高小」を基準カテゴリ

ーとして，他の 3 つの選択肢に対応するダミー変数を作成した．性別や年齢と異なり，教

育程度は回答者の自己申告に基づくため，複数の波に協力している者の回答が一貫してい

ないことがあるが，本稿では原則として第 6 波で記録された教育程度を利用し，第 6 波で

教育程度が記録されていない回答者については第 3 波のものを利用することにした．つま

り，最も新しい情報を利用したということである．

有限混合分布モデルによって分類されるグループには，イデオロギー的な信念体系のみ

られるグループとそうでないグループがあることが予想されるが，信念体系に関する研究

（Lupton et al. 2015; Stimson 1975; ただし，例外として Goren 2004 がある），イデオロギー
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的思考やイデオロギー的な手がかりの利用に関する研究（Jacoby 1991, 1995; Lau and 

Redlawsk 2001）および政治的知識に関する国内外の研究（e.g., Delli Carpini and Keeter 1996; 

今井 2008）によれば，男性や高学歴者ほどイデオロギー的な信念体系をもつグループに所

属する確率が高くなると予想できる．また，日本では若い世代ほど脱イデオロギー化が進

んでいるという先行研究（Jou and Endo 2016; 竹中 2014）を踏まえると，年齢が若いほど

信念体系をもたないグループに属する確率が高くなると考えられる．

JESIV はパネル調査であるため，同じ回答者の回答は同一ユニットの観察として扱う．

データ拡大法によって欠損値補完が可能であるため，波ごとの協力の有無，項目無回答の

有無を問わず，第 3 波または第 6 波に協力した回答者は全て分析対象とする．ただし，第

3 波と第 6 波の教育程度の質問にどちらも無回答だった回答者は除外する 3)．保革自己位

置付けが測定された第 1 波，第 2 波，第 5 波の全部または一部のみに協力した回答者を分

析対象とすることも可能であるが，彼らの回答から得られる情報は非常に少なく，推定に

ほとんど貢献しないため，そのような回答者は分析に含めなかった．つまり，基本的には

第 3 波および第 6 波で尋ねられた 16 個の争点態度項目を中心に分析を行い，別の波で尋ね

られた保革自己位置付けのデータは補助的に利用するということである．ユニットの数（N）

は 2,144，観察の数は 2,144×35＝75,040，うち欠損値でない観察の数は 54,778 である．

モデルと推定に関する設定

前節で説明した統計モデルを JESIV データに適用するにあたり，潜在特性の次元の数を

1 とする．つまり𝑑𝑑 𝑑 𝑑と設定する．日本の先行研究では，有権者の信念体系は 2 以上の次

元数で捉えられてきたため，本稿の分析で𝑑𝑑 𝑑 𝑑とするのは理由がないと思われる読者が多

いかもしれないが，本稿が𝑑𝑑 𝑑 𝑑とする理由は次のとおりである．第一に，実践的な問題と

して，先述のように𝑑𝑑 𝑑 𝑑としたときには 2 次元目以降に関して𝜷𝜷に制約を課さなければな

らない．この制約は争点の一部が 2 次元目以降の潜在特性と無関係であるということを意

味するため，制約を課すには 2 次元目以降の潜在特性がどのように解釈できそうかを事前

に予想できなければならない．有権者全体を同質の集団として扱う従来の分析では，その

ような予想をして仮定をおくことは難しくないかもしれないが，有限混合分布モデルにお

いて，各グループの 2 次元目以降の潜在特性がどのようなものかを事前に想定するのは無

理がある．

第二に，本稿のように争点と潜在特性の結びつき方が人によって異なる可能性を考慮す

る立場からは，先行研究が信念体系を 2 次元以上で捉えてきたことが果たして適切であっ

たのかを疑う余地がある．次のような状況を考えたい．A～D の 4 つの争点があるとする．

有権者の一部は 4 つの争点全てに関して態度間の規制を有していて，彼らの争点態度は 1

次元の潜在特性で説明できる．他方で，別の有権者集団は A と B に関してしか態度の一貫

性をもたず，それ以外の争点については，2 次元目の潜在特性と結びついているのではな
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く，ランダムに態度が決まっているとする．このような場合，それぞれの集団内では争点

態度を説明するのに 1 次元の潜在特性で足りるにもかかわらず，全体をまとめて因子分析

して結果を回転させると，A・B と結びついた対立軸と C・D と結びついた対立軸の 2 つ

が抽出され，あたかも有権者の信念体系が 2 次元であるかのように見えてしまう．

グループの数 K は 2～4 に設定し 4)，それぞれの推定結果を広く使える情報量規準（widely 

applicable information criterion, WAIC）によって評価することでモデル選択を行う（Gelman et 

al. 2014: 173–4; Watanabe 2010）5)．さらに，有限混合分布モデルでない通常のベイジアン因

子分析モデル（以下，𝐾𝐾 𝐾 𝐾のモデルと呼ぶ）も推定して比較対象とする．

本稿のように𝑑𝑑 𝐾 𝐾とするのであれば，𝜷𝜷を識別するためにはいずれか 1 つの𝛽𝛽𝑗𝑗の符号を

正か負に固定するだけでよく，これによって広域的な識別が可能になる．しかし，アメリ

カ合衆国議会における点呼投票の分析のように，データが豊富で 1 次元モデルがよく当て

はまるような場合は，実際上，局所的な識別で足りるとされている（Jackman 2001）．本稿

でも，𝜉𝜉𝑖𝑖のスケールを定めるだけで推定上問題はなかった上に，𝛽𝛽𝑗𝑗の符号を固定すると無

作為に生じさせた初期値によっては推定のアルゴリズムが止まってしまう場合があるとい

う問題が生じたため，𝛽𝛽𝑗𝑗の符号に関しては制約を置かなかった．

混合分布モデルをベイズ推定するときに生じるラベルスイッチングは，2 つの種類に分

けられる（Cho et al. 2013）．第 1 種は 1 つの MCMC 鎖の中で生じるものであり，トレース

プロットにジャンプが見られたり，パラメータの事後分布が単鋒でなかったりすることか

ら確認できる．ラベルスイッチング問題に対してはグループ固有のパラメータ間の関係に

ついてアプリオリな制約を設けるなどの対処法が提案されているが，本稿の分析ではその

ような制約をおかずに推定しても第 1 種のラベルスイッチングは生じていなかったので，

対策は特に講じなかった 6)．第 2 種は乱数の種や初期値を変えて複数の MCMC 鎖を走らせ

たときに，鎖ごとにグループの順序が違ってしまうというものであるが，本稿の本分析で

は 1 本の MCMC 鎖しか走らせていないので，この問題は生じない．

パラメータの事前分布は，識別のために𝜉𝜉𝑖𝑖 ∼ N(0,𝐾)とする以外には，大きな分散をもつ

分布を設定する．これはパラメータに関してアプリオリな信念をもたずに分析することを

意味する．詳細は付録 A に掲載している．

それぞれのモデルにつき MCMC 鎖を 1 本ずつ走らせ，2,000 回をバーンイン期間とし，

その後 10 回間隔で 10,000 のパラメータサンプルを記録した 7)．Geweke の収束診断を適用

した結果，全てのモデルで MCMC 鎖が収束したと判定された．

４．分析結果

信念体系の構造

𝐾𝐾 𝐾 𝐾から𝐾𝐾 𝐾 𝐾のモデルを WAIC で評価したところ，順に 141,012，137,435，135,278，

134,564 であった．したがって，WAIC が最も小さい𝐾𝐾 𝐾 𝐾のモデルが最良であると判断で
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きる．

比較のために，まず𝐾𝐾 𝐾 𝐾のモデルの推定結果を検討する．図 1 は各項目の識別力パラ

メータ（順序付き離散変数の場合）ないし因子負荷（連続変数の場合）𝛽𝛽𝑗𝑗の推定結果を示

したものである．横軸は点推定値の絶対値であり，符号が正であれば黒い点，負であれば

白抜きの点で示している．左右に伸びる線分は 95%信用区間である 8)．保革自己位置付け

を除き，観測変数はラベルに示す事柄に賛成であるほど小さな値をとるため，識別力パラ

メータが正であることは，潜在特性が大きな値をとるほどその項目に反対する確率が高い

ことを意味する．保革自己位置付けは大きな値が保守寄りであることを意味するため，因

子負荷が正であることは潜在特性が大きな値をとるほど自己位置付けが保守寄りであると

いうことを表す．争点項目は，大まかに防衛・安全保障関連争点，外交関連争点，経済的

争点，社会文化的争点，改革関連争点の順に並べてある．上の方に位置する争点が保革イ

デオロギーと強く関連すると考えられてきたものである．

保守―革新として解釈できる対立軸が現れるという期待に反して，イデオロギーと解釈

するには不可解な軸が析出されている．防衛力強化や日米安保体制強化といった，保革対

立の中核をなすと考えられてきた争点は識別力が弱く，保革自己位置付けの因子負荷も高

くない．また，ほとんどのパラメータの識別力ないし因子負荷が負の方向に揃っているの

図  𝐾𝐾 𝐾 𝐾のモデルにおける識別力パラメータないし因子負荷の推定結果

注：防衛力強化から金権政治是正までの値は項目反応理論モデルにおける識別力パラメータ，保革自己

位置付けの値は因子分析における因子負荷を意味する．横軸は点推定値の絶対値であり，点推定値の符

号が正であれば黒い点，負であれば白抜きの点で示している．線分は 95%信用区間である．

122



123 

も特徴的である．これはすなわち，潜在特性𝜉𝜉𝑖𝑖が大きいユニットは小さな値の選択肢を選

びやすく，潜在特性𝜉𝜉𝑖𝑖が小さいユニットは大きな値の選択肢を選びやすいことを意味する．

16 個の争点項目には大きな値の選択肢（「反対」や「どちらかといえば反対」）ほど保守的

な立場であると解釈できるものが多いものの，防衛・安全保障関連争点の識別力が高くな

いことや，保守的な人ほど北朝鮮に対して圧力をかけることに反対になるとは考えにくい

ことから，この軸が保守―革新の対立軸であるとは解釈できない．この軸は政治的に意味

のあるものではなく，16 個の一連の質問に対してどの項目にも賛成寄りに答える人と，ど

の項目にも反対寄りに答える人の対比を表していると考える方が自然である．政治的な立

場と関係なくどの質問にも同じ選択肢を選ぶ回答傾向は，サーベイに最小限の労力で答え

ようとするサティスファイス行動（satisficing）であると言える（Krosnick 1991）．先行研

究でも，反転項目を含む心理的な尺度を測定するための質問において，サティスファイサ

ー（satisficer）が同じ選択肢ばかりを選ぶ（その結果，心理的な尺度の測定の質が悪化す

る）ことが報告されている（Oppenheimer et al. 2009; Manici and Rogge 2014）．つまり，JESIV

の回答者には多くのサティスファイサーが紛れ込んでおり，回答者の信念体系が均質であ

ることを仮定したモデルによって分析を行うと，彼らの不適切な回答が推定結果を歪めて

しまうということである 9)．

次に𝐾𝐾 𝐾 𝐾のモデルの推定結果について論じる．図 2 に𝐾𝐾 𝐾 𝐾のモデルの推定結果を示す 10)．

読み方は図 1 と同じである．グループ 1 では防衛力強化，日米安保体制強化，対アジア

謝罪，対北朝鮮圧力という防衛・安全保障と外交に関する争点項目の識別力が高くなって

いる．符号をみると，防衛力の強化，日米安保体制の強化，北朝鮮に対する圧力の強化へ

の賛成とアジアの近隣諸国に謝罪を続けることへの反対が結びついている．また，保革自

己位置付けの因子負荷も高く，積極的な防衛・安全保障政策，強硬な外交政策に賛成する

ことと保守的なイデオロギー的自己意識が結びついていることがわかる．逆に，社会福祉

充実や小さな政府といった，欧米諸国ではイデオロギー対立の中心に位置づけられる経済

争点の識別力は高くない．したがって，グループ 1 は蒲島・竹中（1996, 2012）などの先行

研究が明らかにしてきた日本における常識的な信念体系を共有するグループであり，その

争点態度を規定する潜在特性𝜉𝜉𝑖𝑖𝑖は保革イデオロギーであると解釈することができる．防衛

力強化と日米安保体制強化の識別力パラメータが負なので，𝜉𝜉𝑖𝑖𝑖が小さいほど革新的，大き

いほど保守的である．注目すべきことは，このような常識的な信念体系を共有している者

が有権者全体の 20%しかいないと推定されていることである．先行研究が明らかにしてき

た日本の有権者の信念体系は，少数のイデオローグによって作られていたものにすぎなか

ったということである．Converse（1964）が概念形成のレベル（level of conceptualization）

や白黒モデル（black-and-white model）の分析から見出した 1950 年代アメリカの有権者の

状況と似たものを感じさせる結果である．なお，天皇の発言権の識別力がそれほど高くな

いことも注目すべき結果であり，本稿の分析からは，少数のイデオローグにとっても，天
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皇の政治的発言権を増大させるべきか否かに関する意見は保革イデオロギーと無関係であ

るという結論が導かれる．これは，不均質性を考慮せずに同じ JESIV データを分析した平

野（2015）や，それ以前の先行研究（蒲島 1998; 蒲島・竹中 1996）とは異なる結果である．

図  𝐾𝐾 = 4のモデルにおける識別力パラメータないし因子負荷の推定結果

注：防衛力強化から金権政治是正までの値は項目反応理論モデルにおける識別力パラメータ，保革自己

位置付けの値は因子分析における因子負荷を意味する．横軸は点推定値の絶対値であり，点推定値の符

号が正であれば黒い点，負であれば白抜きの点で示している．線分は 95%信用区間である．
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順序が前後するが，先にグループ 4，次にグループ 3 を検討する．グループ 4 は，因子

負荷がほぼ 0 である保革自己位置付けを除き，全ての項目で識別力パラメータが正に揃っ

ているのが特徴である．このことから，グループ 4 は多くの質問項目で小さい数字の選択

肢（「賛成」や「どちらかといえば賛成」）または大きい数字の選択肢（「反対」や「どちら

かといえば反対」）ばかりを選んでいる回答者によって構成されていると考えられ，グルー

プ 4 の構成員の多くは世論調査に真剣に回答しないサティスファイサーであると推測され

る．ただし，項目間で識別力の大きさに違いがあることから，全ての質問項目に不適切に

答えているのではなく，一部の難しい質問に対して，「わからない」と答えるかわりに賛成

寄りもしくは反対寄りの選択肢ばかりを選んでいることがうかがえる．核兵器不所持や対

北朝鮮圧力といった比較的わかりやすい項目や，政策というよりも規範的な意識を尋ねて

いる自助努力の項目で識別力が低くなっていることから，グループ 4 に属する回答者であ

っても，これらの質問項目に対してはサティスファイス行動をとらずに回答できているの

だと思われる．このような回答者は 23%もいると推定されており，彼らの回答が𝐾𝐾 𝐾 𝐾と
したときの推定結果を歪めていることがわかる．

グループ 3 は所属者の割合が 39%と最も高いが，保革イデオロギーと関係しそうな項目

の識別力パラメータや因子負荷は大きくない．金権政治是正，行政改革，対北朝鮮圧力，

図 有権者全体およびグループ別でみた各選択肢を選ぶ確率の推定値

注：灰色のヒストグラムは有権者全体でみた各選択肢の選択確率の点推定値を表す．折れ線は各グルー

プにおける各選択肢の選択確率の点推定値を示す．
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天皇の発言権，親ロシア外交，労働者の発言権の順で識別力が高いが，これらに共通する

のは，賛否の分布に偏りがある合意争点だということである．図 3 の灰色のヒストグラム

は，グループ分けしない状態で求めた有権者全体の賛否の推定値を示したものであるが，

これらの項目は賛成側または反対側に有権者の立場が偏っていることがわかる．したがっ

て，グループ 3 は合意争点のみに関して信念体系が形成されているグループということに

なるであろう．一方の極には，合意争点について全て多数派の意見をもった人がいる．行

政改革や金権政治是正の識別力パラメータが負であることから，潜在特性𝜉𝜉𝑖𝑖𝑖が大きい人ほ

ど合意争点について多数派の意見（行政改革や金権政治是正に賛成するなど）に揃った態

度を有していることになる．ここで注意しなければならないのは，他方の極に合意争点に

ついて少数派の意見ばかりもっている天邪鬼がいるわけではないということである．実際

に，図 3 のグループ別に推定した賛否の確率を見ても，グループ 3 の中で核兵器不所持，

労働者の発言権，行政改革，金権政治是正，対北朝鮮圧力といった項目で反対寄りの選択

肢である 4 や 5 を選ぶ人はほとんどいない．他のグループと際立って異なるのは，グルー

プ 3 に所属する人の間で，これらの項目で「どちらともいえない」を選ぶ確率が高くなっ

ているという点である．よって，多数派の意見に揃った態度をもつ人々と対になるのは，

合意争点について「どちらともいえない」と考えている人々ということになり，𝜉𝜉𝑖𝑖𝑖が小さ

い人ほどそのような傾向にあると言える．「どちらともいえない」のような中間点の回答は

「わからない」の代わりに選ばれることが多く（Alvarez and Franklin 1994; Bagozzi and 

Mukherjee 2012），またサティスファイサーに選ばれやすい選択肢でもあることから（三

浦・小林 2015a），グループ 3 はグループ 4 の構成員とは別種のサティスファイサーの存在

が原因となって形成されていることが疑われる．つまり，グループ 3 は意味のある信念体

系を共有するグループであるとは言えない．グループ 4 と合わせると，5 人に 3 人以上の

日本の有権者はイデオロギー的な信念体系を形成していないということになる．

最後にグループ 2 であるが，先行研究では見られなかった特徴的な信念体系が析出され

ている．保革対立の中心的な争点である防衛力強化はグループ 1 と同程度の識別力をもっ

ている．しかし，グループ 1 では防衛力強化の次に識別力が高く，先行研究でも保革対立

の重要な構成要素であるとされてきた日米安保体制強化の争点にはほとんど識別力がない．

識別力が高いのは親ロシア外交，核兵器不所持，対アジア謝罪の項目であり，防衛力強化

に賛成するほどこれらの争点では反対するという関係がみられる．また，貿易摩擦解消の

項目はグループ 1 とグループ 2 で識別力パラメータの符号が逆になっており，グループ 1

では防衛力強化に賛成するほど貿易摩擦解消にも賛成する傾向があり，グループ 2 ではそ

の逆である．これらのことから，グループ 2 における対立軸は自主独立外交―協調外交で

あると解釈でき，𝜉𝜉𝑖𝑖𝑖が小さいほど協調主義的，大きいほど独立主義的である．先述のよう

にここでいう自主独立外交は親米であることを意味せず 11)，この点でこの対立軸は従来の

先行研究が見出してきた常識的な保守―革新とは大きく異なるものである．保革自己位置
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付けの因子負荷はグループ 1 での因子負荷の半分以下であり，このグループにおける自主

独立外交―協調外交の対立軸と「保守」「革新」というラベルの結びつきは強くない．また，

識別力は落ちるものの，自主独立外交志向だと社会福祉の充実に反対，労働者の発言権拡

大に反対，女性の社会進出のために特別な制度を設けることに反対（逆に協調外交志向だ

とこれらの政策に賛成）であるという点もグループ 1 と区別される特徴であり，グループ

2 の対立軸には現状維持的―進歩的という側面もあるのかもしれない．グループ 2 の割合

は 18%と推定されている．

図 2 に掲載した識別力パラメータは順序プロビットモデルの係数に相当するもので，そ

れ自体の解釈は難しい．また，保革自己位置付けの変数は平均 0，分散 1 に規準化されて

いるので，因子負荷も解釈しにくい．そこで，グループ 1 とグループ 2 に特徴的な争点項

目について，潜在変数を変化させたときの「賛成」の選択肢を選ぶ確率と「反対」の選択

肢を選ぶ確率を計算し，図 4 に示す．実線が「賛成」を選ぶ確率，一点鎖線が「どちらか

といえば賛成」を選ぶ確率，点線が「どちらかといえば反対」を選ぶ確率，破線が「反対」

を選ぶ確率のそれぞれ点推定値であり，灰色の帯はそれらの 95%信用区間である．また，

保革自己位置付けについても，規準化前の期待値を実線で，その 95%信用区間を灰色の帯

で示している．背景の薄い灰色の山は潜在特性の点推定値の分布である 12)．防衛力強化は

潜在特性と選択確率の間にどちらのグループでも同じような関係がみられるが，対アジア

謝罪ではグループ 2 の方が両者の関係が強く，日米安保体制強化ではグループ 1，親ロシ

ア外交ではグループ 2 でしか関係がみられないことが読み取れる．また，貿易摩擦解消の

項目では，潜在特性と賛否の関係が逆になっている．保革自己位置付けは，グループ 1 で

は潜在特性が 10 パーセンタイルのときの期待値が 4.56，90 パーセンタイルのときの期待

値が 6.35 で，両者の間には 1.79 の差があるのに対して，グループ 2 で同様の期待値を計算

すると 5.02 と 5.75 であり，その差は 0.73 しかない．

潜在特性に関する分析

これまでに各グループの信念体系がどのような構造をしているかを考察してきたが，そ

の解釈の妥当性を補強するために，潜在特性に関する分析を行う．潜在特性が争点態度や

保革自己位置付け以外の変数とどのように結びついているかを調べることで，各グループ

における対立構造をより明確にすることを目指す．
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まず，グループごとの潜在特性の分布を確認しておく．図 5 の実線は，潜在特性の点推

定値の分布を示している 13)．グループ 1 とグループ 2 の分布は，図 4 の背景に描かれたも

のと同じである．また，回答者の中にはほぼ確実にあるグループに属すると判定される人

もいれば，どのグループに属するか曖昧な人もいるが，図 5 の灰色の分布は，ほぼ確実に

当該グループに属すると判定された人の潜在特性の分布である．通常の統計的検定を行っ

てグループの所属を判定すると多重比較の問題が生じるため，本稿では Imai and Tingley

（2012）に従って偽発見率（false discovery rate, FDR）を制御した上でグループ所属の判定

を行っている．FDR とは，棄却された帰無仮説のうち正しい帰無仮説の割合のことである

（Benjamini and Hochberg 1995）．本稿では，FDR の基準を 0.1 として各回答者が各グルー

プに属するかどうかを判定している．つまり，各グループに所属すると判定された人のう

ち 10%は，本当はそのグループに属していないと考えられるということである．

グループ 1 では，分布がほぼ左右対称になっており，潜在特性の値が小さい人も大きい

人も均等に存在している．つまり，革新的な人と保守的な人の数がほぼ拮抗していること

図 グループ とグループ における潜在特性と回答の選択確率ないし期待値の関係

注：横軸は各グループの潜在特性を表す．保革自己位置付け以外の項目では，実線は「賛成」を選ぶ確

率，一点鎖線は「どちらかといえば賛成」を選ぶ確率，点線は「どちらかといえば反対」を選ぶ確率，

破線は「反対」を選ぶ確率，灰色の帯はそれぞれの 95%信用区間を表す．保革自己位置付けの項目につ

いては，実線は保革自己位置付けの期待値，灰色の帯はその 95%信用区間を表す．薄い灰色の山は各グ

ループにおける潜在特性の点推定値の分布である．
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を意味している．それ以外のグループは潜在特性の分布が左右対称でない．グループ 2 で

は，自主独立外交志向の人の方が協調外交志向の人よりも多い．グループ 3 では，合意争

点について多数派の意見に揃った人よりも，多数派でない意見に揃った人の方が顕著に多

い．これは一見不可解であるが，先述のように，ここで多数派でない意見に揃っていると

いうのは，少数派の意見をもっているというよりも「どちらともいえない」を多く選んで

いるということを意味するので，そのような回答者が多いことは不思議ではない．また，

合意争点項目の多くでグループ 3 の識別力パラメータが負であることからわかるように，

合意争点において多数派の意見をもつ人は「賛成」や「どちらかといえば賛成」を多く選

択することになる．したがって，そのような回答者はモデル上，グループ 4 に所属してい

ると判断される可能性もあり，グループ 3 への所属確率が低く推定されている可能性があ

る．グループ 4 では潜在特性が小さい回答者の方が多いが，これはサティスファイサーの

うち，大きな数字の項目（「反対」や「どちらかといえば反対」）ばかり選ぶ人よりも小さ

な数字の項目（「賛成」や「どちらかといえば賛成」）ばかり選ぶ人の方が多いことを意味

する．サティスファイサーは質問文中の意見に同意しやすい傾向があると指摘されている

（Krosnick 1991）ことから考えても，納得できる結果であると言える．

図 各グループにおける潜在特性の点推定値の分布

注：実線は全グループ構成員の潜在特性の点推定値の分布を表す．灰色の塗りつぶしは偽発見率 0.1 の

基準により当該グループに所属すると判定された回答者の潜在特性の点推定値の分布を表す．
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次に，潜在特性と政党に対する評価の関係を考察する．本稿では，2009 年衆院選前の第

2 波で測定された 5 大政党（自民党，民主党，公明党，社民党，共産党）に対する感情温

度との関連を調べる．推定された潜在特性が政治的に意味のあるものであるならば，特に，

イデオロギーとして解釈できるものであるならば，潜在特性と政党感情温度との間には関

連があるはずである．逆に，潜在特性が単にサーベイへの回答スタイルを表しているだけ

だとすれば，潜在特性と政党感情温度との間に政治的傾向に由来する関連性が見られない

のはもちろんのこと，感情温度の回答方法は争点態度項目や保革自己位置付けにおける多

肢選択式とは大きく異なるため，やはり感情温度の回答傾向と潜在特性の関連はないこと

が予想される．

図5から示唆されるように，各グループの構成員の潜在特性は2つの山に分かれており，

分布の谷は 0 付近にある．解釈を容易にするために，潜在特性が負であるか正であるかに

よって各グループの構成員を 2 つのサブグループに分け，サブグループごとの政党感情温

度の平均値を調べることにする．第 2 波に協力していない回答者および政党感情温度の質

問において項目無回答であった者は分析から除外した．ベイジアン因子分析の分析対象に

なった者うち第 2 波で政党感情温度の回答が得られたのは，自民党から順に 1,588，1,574，

1,525，1,511，1,509 人である．平均値のベイズ推定の方法は付録 C に掲載する．

図 潜在特性が負・正であるサブグループごとに推定した政党感情温度の平均値

注：政党感情温度が正規分布すると仮定し，グループ所属や潜在特性の推定の不確実性も考慮して，そ

の平均をベイズ推定している．棒グラフの先端は点推定値，線分は 95%信用区間である．各パネルにお

いて左の白い棒は潜在特性が負である回答者のサブグループ，右の棒は潜在特性が正である回答者のサ

ブグループを表す．
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図 6 に各グループで潜在特性が負のサブグループと正のサブグループの政党感情温度の

平均値を推定した結果を示す．棒グラフは平均値の点推定値を表し，線分はその 95%信用

区間である．グループ 1 では潜在特性によって政党感情温度に大きな差が見られる．社民

党と共産党は潜在特性の値が小さい回答者から比較的支持を受けている．逆に自民党につ

いては，潜在特性の値が大きい回答者の平均値は中立を表す 50 度を超えているが，潜在特

性の値が小さい回答者の平均値は 50 度を割っている．これらの 3 党に比べて差が小さいも

のの，民主党と公明党でも平均値に差が見られ，民主党は潜在特性の値が小さい回答者，

公明党は潜在特性の値が大きい回答者からの評価の方が高くなっている．この結果は，グ

ループ 1 における潜在特性が保革イデオロギーであり，小さいほど革新的，大きいほど保

守的であることを意味するという解釈と整合的である．グループ 2 はグループ 1 と同じよ

うな傾向を見せているが，グループ 1 よりもサブグループ間の平均値の差が小さく，その

傾向は自民党，社民党，共産党で顕著である．公明党については平均値の差が見られなく

なっている．また，潜在特性の値が大きい回答者で自民党の感情温度の平均値が 50 度を下

回っているのも注目に値する．グループ 2 を特徴づける自主独立外交―協調外交の対立軸

は，伝統的な政党間競争の軸と相関してはいるものの，やはり保革イデオロギーとは区別

されるべきものであると言える．また，自主独立外交志向の有権者は，グループ 1 の保守

的な有権者と比べて，少なくとも 2009 年当時の自民党をそれほど評価していなかったこと

がうかがえる．

予想したとおり，グループ 4 ではサブグループ間に政党感情温度の平均値の差が見られ

ず，グループ 4 における潜在特性は政治的に無意味なものであることが示唆される．グル

ープ 3 の結果は部分的に予想に反しており，民主党，社民党，共産党についてはサブグル

ープ間の差がないものの，自民党と公明党では，潜在変数の値が小さい回答者の方が政党

の評価が相対的に高い傾向にある．潜在変数の値が小さい回答者は中間の選択肢を選びや

すいため，感情温度の質問でも 50 度と答える傾向にあり，それによって平均値が上がって

いるとも考えうるが，それでは社民党と共産党について差がないことを説明できない．自

民党と公明党が当時の与党であり，政権を追われる状況にあったことを考えると，世論の

多数派に迎合しやすいという潜在変数の値が大きい回答者の傾向が表れていると解釈する

のが妥当であろう．

図 2 の考察でグループ 2 の対立軸にグループ 1 には見られない現状維持的―進歩的とい

う側面があるのではないかと論じたが，これらのグループにおけるイデオロギーと，政策

に対する賛否とは離れた場面での権威主義的傾向を調べておくことにも意味があると考え

られる．そこで，第 2 波に含まれていた 5 つの権威主義的傾向を測定する質問項目につい

て，政党感情温度と同様に，潜在特性の正負によって分けられたサブグループごとの平均

値を比較した．本稿では質問項目を「力の差」「親」「しきたり」「威厳」「男女別学」と命

名しているが，これらはそれぞれ，世の中の力の差を当然視する，親への絶対的服従を是
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とする，しきたりへの服従を是とする，上に立つ者の威厳を重視する，男女別学を好むと

いう傾向を測定している．具体的な質問文は付録 B に掲載する．元の変数は 1 が「賛成」，

5 が「反対」の 5 点尺度であるが，わかりやすさのために 5 から元の変数を引いて，最小

値が 0，最大値が 4 で，値が大きいほど権威主義的であるように変換したものを分析した．

分析対象者数は，力の差から順に 1,591，1,601，1,590，1,593，1,588 人である．

一般的に権威主義と呼ばれるものには，確立された権威とその権威が唱える社会規範に

服従する信条である右翼的権威主義（right wing authoritarianism, RWA; Altemeyer, 1998）と，

集団間の関係は階層的であるべきだという信条である社会的支配傾向（social dominance 

orientation, SDO; Pratto et al. 1994）という 2 つのパーソナリティないしイデオロギーがある

ことが知られている．本稿が用いる JESIV 調査の 5 項目を因子分析した平野（2015）は，

しきたりと威厳に負荷をもつ保守的権威主義因子，男女別学と親に負荷をもつ伝統的価値

因子，力の差に負荷をもつ社会的支配志向因子という 3 つの因子を抽出しているが 14)，

Altemeyer（1998）や Pratto et al.（1994）における定義や測定のための質問紙の内容を考慮

すると，力の差が SDO を表し，他の 4 項目が RWA を表すものと考えられる．諸外国の先

行研究では，RWAとSDOが政治的な保守主義に関係することが報告されており，特にRWA

は社会文化的保守主義と，SDO は経済的保守主義と結びつくと言われている（Cornelis and 

Van Hiel 2006; Perry and Sibley 2013; Van Hiel and Kossowska 2007; Van Hiel et al. 2004）．しか

し，保守的なイデオロギーが主に防衛・安全保障政策と結びついており，イデオロギーと

経済的争点のつながりが弱い日本において，国外の先行研究の知見が当てはまるとは限ら

ない．したがって，保守的なイデオロギーや自主独立外交志向のイデオロギーと RWA・SDO

の関係を調べることは，比較政治学的にも意味があることである．

図 7 は，潜在特性が負のサブグループと正のサブグループにおいて，権威主義的傾向を

測定する質問に対する回答の平均値を推定した結果である．グループ 1 では，潜在特性が

正であるグループの方が強い権威主義的傾向をもつというはっきりとした関係が読み取れ

る．このことから，日本においては，主に積極的な防衛・安全保障政策を支持することを

意味する保守的なイデオロギーが，RWA と SDO のどちらにも関連しているということが

わかる．

それに対してグループ 2 では，力の差の項目でわずかに潜在特性が正である回答者の方

が権威主義的な傾向を示しているが，RWA を表す 4 項目はどれもサブグループ間の差が見

られない．力の差についても，グループ 1 で見られる差よりもグループ 2 で見られる差の

方が小さい．したがって，自主独立外交志向としての保守主義は，RWA とは無関係であり，

SDO との関係も強くないと考えられる．グループ 1 と比べると，グループ 2 の信念体系に

は，社会文化的政策である女性のための制度，経済的政策である社会福祉充実や労働者の

発言権の影響力が強いという特徴があるため，イデオロギーと RWA・SDO の関係がグル

ープ 1 におけるよりも弱いという結果は予想に反するものであると言える．この点に関し
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ては，今後さらに研究する余地があるだろう．

グループ 3 とグループ 4 でもそれぞれいくつかの項目でサブグループ間の差が見られる

が，これらはどれも多数派の意見に同意しやすいか否か，大きい数字の選択肢を選びやす

いか否かという回答スタイルによって説明できる．なお，グループ 4 では潜在特性が大き

な値をとるほど大きい数字の選択肢を選びやすい傾向をもつことになるが，ここでは回答

データを反転しているため，図 7 における縦軸の値が小さいほどサーベイで大きな数字の

選択肢を選んだことを意味することに注意されたい．

グループ所属の分析

次に，各グループに所属する有権者がどのような特徴をもっているのかを分析する．最

初に，従属変数である各グループへの所属について，その確率の分布について検討する．

図8には，各グループへの所属確率Pr (𝑆𝑆𝑖𝑖 = 𝑘𝑘)の分布をヒストグラムで示す．図8をみると，

どのグループも多くの者の所属確率が 0 に近い値であると推定されている一方で，ほぼ確

実にそのグループに所属していると言える者が数%から 10%ほどいるという結果である．

いずれかのグループの所属確率が他のグループの所属確率に比べて高いということは，そ

の回答者の争点態度および保革自己位置付けが当該グループのモデルでないと説明できな

いということを意味する．つまり，グループ 2 の所属確率が 1 に近い回答者が数%存在す

図 潜在特性が負・正であるサブグループごとに推定した権威主義的傾向の平均値

注：権威主義的傾向を測定する質問に対する回答が正規分布すると仮定し，グループ所属や潜在特性の

推定の不確実性も考慮して，その平均をベイズ推定している．点は点推定値，線分は 95%信用区間であ

る．各パネルにおいて左の白抜きの点は潜在特性が負である回答者のサブグループ，右の黒い点は潜在

特性が正である回答者のサブグループを表す．

133



134 

るが，彼らの信念体系は，グループ 1 にみられる常識的な保革イデオロギーの対立軸では

説明できないということになる．なお，グループ 3 は確率 0.3 辺りにも山があるが，イデ

オロギー的に一貫した態度をもっており，本来はグループ 1 やグループ 2 に所属する者で

も，中道の選好をもつ者や合意争点に揃って賛成している者は，グループ 3 に所属してい

る可能性も捨てきれないというように推定されているのだと思われる．

多項ロジットモデルの係数だけを見ても共変量の所属確率に対する限界効果を読み取る

ことはできないので，共変量の値を変化させて所属確率のシミュレーションを行う．具体

的には，推定に用いた回答者の共変量データのうち，特定の変数だけ値を差し替えて，推

定されたパラメータに基づいて所属確率を計算する．差し替える値は，年齢については平

均±1 標準偏差（69 歳と 36 歳），それ以外の変数については 1 と 0 に設定する．差し替え

る値が大きいときの所属確率と小さいときの所属確率の差，つまり一次の差（first difference）

をとり，全ての回答者についてその平均をとる．それを事後分布から得たパラメータサン

プルの組のそれぞれについて繰り返すことで，一次の差の事後分布からのサンプルを得る

ことができる．

図 9 に一次の差に関するシミュレーションの結果を示す．イデオロギー的な信念体系を

もたないグループ 3 は，男性よりも女性，高齢者より若者，大卒・院卒者よりも中卒者の

方が所属しやすい傾向にあるが，これは前節で予想したとおりである．

グループ 1 は男性と女性で所属確率に差がないのに対して，グループ 2 については，女

性は男性よりも所属確率が 14 パーセントポイント低くなる．逆に年齢は，グループ 2 の所

属確率と無関係であるのに対して，グループ 1 の所属確率とは関係があり，高齢者ほど所

属確率が高い．高専・短大・専修学校卒の人々は，中卒者と比べてグループ 2 の所属確率

が 16 パーセントポイント高いものの，グループ 1 の所属確率は中卒者および高卒者と同等

である．それが大学・大学院卒になると，グループ 2 だけでなくグループ 1 でも低学歴者

と比較したときの所属確率が高くなっており，中卒者との差は 15 パーセントポイントであ

る．このことから，政治的な争点を常識的な保守―革新の対立軸で考える人々と，自主独

図 各グループへの所属確率の分布
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立外交―協調外交の対立軸で考える人々では，イデオロギー的な信念体系をもっていると

いう点では共通するものの，かなり異なる特徴をもっていることがわかる．

最後にグループ 4 の結果をみると，グループ 4 に所属しやすいのは女性および低学歴者

であり，年齢による差はない．自主的な参加者を対象としたインターネット調査における

サティスファイス行動に関する先行研究（Berinsky et al. 2014; 三浦・小林 2015a）によれ

ば，男性と若者がサティスファイス行動をしやすいことが示唆されているが，本稿の分析

結果は先行研究とは異なっている．インターネット調査と訪問面接調査という違いによる

ところもあるだろうが，サティスファイス行動の有無が回答者の動機付けの強さと関連し

ていることを考えると（Krosnick 1991），本稿の結果は，女性は男性よりも，低学歴者は高

学歴者よりも政治関心が低いということを反映しているのではないかと考えられる．

グループ1とグループ2はイデオロギー的な信念体系が見られるという意味で似ており，

グループ 4 はサティスファイサーからなるグループということで他のグループとは性質を

異にする．そのため，多項ロジットモデルを推定する際におかれる IIA 仮定が満たされな

いのではないかという懸念が生じる．そこで，多項ロジットモデルの部分をなくした𝐾𝐾 𝐾 𝐾
のモデルを推定した上で，回答者のグループへの所属確率Pr (𝑆𝑆𝑖𝑖 𝐾 𝑘𝑘)を従属変数とした線形

モデルの最小二乗法による推定を各グループについて行った 15)．独立変数は多項ロジット

図 グループ所属確率の一次の差に関するシミュレーションの結果

注：推定に用いた回答者の共変量データのうち特定の変数の値を差し替えて各グループの所属確率を計

算し，全ての回答者について一次の差の平均をとったものである．点は点推定値，線分は 95%信用区間

である．
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モデルと同じである．結果の詳細は付録 D に掲載しているが，多項ロジットモデルを同時

推定するか否かによって識別力パラメータおよび因子負荷の推定結果が大きく変わること

はなかった．また，所属確率のモデル化にロジスティック関数を用いているか否かが異な

るため，デモグラフィック属性が変化したときの一次の差の推定値は異なるところがある

ものの，変数の影響の方向および有意性については，多項ロジットモデルと線形モデルで

ほとんど同じ結論が得られた．

５．結語

有権者の信念体系の分析には，長らく因子分析や項目反応理論モデルが用いられてきた

が，従来の手法には有権者の間に信念体系の不均質性がある可能性を考慮できなかった．

つまり，一部の有権者集団における政治的対立軸と別の有権者集団における政治的対立軸

が異なり，それとは別の集団では政治的に意味のある対立軸が存在しないというような状

況を適切に分析することができなかった．そのような問題点を解決するために，本稿では

因子分析や項目反応理論モデルを同列に扱うことができる Quinn（2004）のベイジアン因

子分析モデルを採用した上で，それを混合分布モデル化することを提案した．このアプロ

ーチを日本で 2007 年から 2010 年にかけて収集された JESIV 調査のデータに適用したとこ

ろ，日本の有権者は 4 つのグループに分類された．

本稿の貢献は次の 3 点にまとめられる．第一に，イデオロギー的な概念を理解し，その

手がかりを利用することのできる者は有権者の一部にすぎないという，Converse（1964）

以来の通説的知見を再確認した．4 つのグループのうち 2 つはイデオロギー的な信念体系

をもつグループ，他の 2 つは政治的に意味のある信念体系をもたないグループであり，前

者の 2 つのグループに属する日本の有権者の割合は 38%にすぎないことが確認された．そ

の中でも，イデオロギー的な争点態度と保革自己位置付けが強く結びついており，常識的

な保守―革新のイデオロギー対立に沿った考え方をしているグループの構成員は全体の

20%しかいなかった．もちろん，日本の政治が主に保革イデオロギーに規定されているこ

とを理解した上で，あえて自らの政治的立場をイデオロギー的に揃えていない者や，たま

たまそのときの気分や状況で調査に真面目に答えなかった者もいるかもしれないので，

38%や 20%という数字を鵜呑みにするのは早計である．しかし，本稿の分析結果は，イデ

オロギー的な信念体系を共有する有権者が全体の一部にすぎないということを示す証拠と

しては十分であろう．政治的イデオロギーを理解できる有権者の割合は，自由回答データ

を基にした概念形成のレベルの分析（e.g., Converse 1964; Klingemann 1979）や，回答者自

身や政党をイデオロギー軸上に位置づけられるか否かを試す調査の分析（e.g., 蒲島・竹中

2012; Levitin and Miller 1979）などで明らかにされてきたものの，信念体系を共有する有権

者の割合というかたちで示すことに成功したのは，関係クラス分析を採用した Baldassarri 

and Goldberg（2014）という例外を除けば，本稿が初めてであると思われる．
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第二に，日本の有権者の間で，保革イデオロギーとは似ているものの明確に区別される

対立軸が共有されていることを新たに発見した．従来の先行研究が政治エリートと有権者

の両方のレベルで見出してきた保守―革新の対立軸は，日米同盟を基軸としつつ自国の防

衛力を強化していこうとする保守と，アメリカに追従する保守政権の姿勢を批判して非武

装中立を目指す革新によるものであった．しかし本稿は，日本の有権者の一部が，日米安

保体制の強化に対する是非とは必ずしも結びつかないかたちで，自国の防衛力強化や核武

装に対する賛否を考慮していること，そうした態度は自分を保革イデオロギー軸上のどこ

に位置づけるかにそれほど強く関係していないことを明らかにした．彼らの信念体系では，

自国の防衛力強化や核武装を支持することが，自国が譲歩しての貿易摩擦の解消に反対，

戦争に関して近隣諸国に謝罪することに反対，北方領土を譲ってロシアと親しくすること

に反対という態度に結びつくため，本稿ではこの対立軸を自主独立外交―協調外交と名付

けた．

このような自主独立外交路線は現実の政治において新奇なものではない．保守的である

と評される政治家や著名人の一部は，以前から脱対米従属と自主防衛論を唱えていた．例

えば，石原慎太郎は『「NO」と言える日本』（盛田・石原 1989）でアメリカに批判的な立

場を表明しており，田母神俊雄は航空幕僚長在職中に執筆し問題となった懸賞論文におい

て，「［東京裁判の］マインドコントロールから解放されない限り我が国を自らの力で守る

体制がいつになっても完成しない．……アメリカに守ってもらえば日本のアメリカ化が加

速する．」と論じている（田母神 2008: 8）．これらの対極に位置する立場を考えると，防

衛力は同盟国に頼り，自国は経済成長を優先して軽武装を維持するという吉田ドクトリン

がまさにそのようなものである．本稿の分析結果では，自主独立外交志向が日米安保体制

強化への反対に結びついているわけではないので，必ずしも石原・田母神あるいは吉田茂

のような立場が析出されたわけではないものの，保革イデオロギー対立に完全には沿わな

いものの政治エリートの間で以前からみられたような信念体系を一般の有権者にも見出だ

せたことは，日本のイデオロギー研究に対する本稿の重要な貢献であると考える．

第三に，日本の投票行動研究で最も多く二次分析が行われる JES シリーズの一つである

JESIV 調査において，サティスファイス行動が横行していることを明らかにし，その検出

とデータのクリーニングに混合分布モデルが有効であることを示した．本稿の分析結果に

よれば，回答者の 23%は，少なくとも難易度が高い一部の質問において，自身の政治的立

場とは無関係に小さい数字または大きい数字の選択肢ばかりを選ぶ傾向にある．くわえて，

政治的に意味のある信念体系をもたないもう一つの集団にも，圧倒的多数が一方の立場に

偏るような質問項目において「どちらともいえない」ばかりを選んでいるサティスファイ

サーが含まれていることが疑われる．このようなサティスファイサーは，争点態度の質問

項目だけでなく，より難易度が低いと思われる権威主義的傾向に関する質問項目でも同様

の回答の仕方をしていることが示唆された．昨今，インターネット調査の流行により，イ
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ンターネット調査におけるサティスファイス行動に関する研究（Berinsky et al. 2014; 

Clifford and Jerit 2015; Maniaci and Rogge 2014; 三浦・小林 2015a, 2015b, 2016），あるいはイ

ンターネット調査でなくてもコンピュータを用いた調査におけるサティスファイス行動に

関する研究（Meade and Craig 2012; 三村・荒井 2013; Oppenheimer et al. 2009）が盛んに発

表されている．本稿では，伝統的な訪問面接調査で調査員が回答者の目の前にいる状況に

おいても，少なくとも部分的なサティスファイス行動が現れ，それによってデータの質が

毀損されることを示した．上に挙げた研究の一部では，サティスファイサーを「引っかけ

問題」で検出することを提案しているが，調査会社の協力が得られないことも多い（三浦・

小林 2015a）．また，引っかけ問題に引っかからなかった回答者も，他の質問（特に難易度

の高い質問）には不適切に答える可能性がありうる．本稿の提案したような混合分布モデ

ルを使えば，サティスファイサーをまともな回答と区別できる．しかも，サティスファイ

サーである確率を推定できるので，その判定の不確実性を考慮した上で，その後の分析対

象とするかどうかを決めたり，分析の際に重みを付けたりすることが可能になる．

最後に，今後の研究の拡張可能性について 2 点述べて結びとしたい．第一に，潜在特性

の次元数を増やせれば，より多様な信念体系を検出できる可能性がある．多次元モデル化

するときに問題となるのは，パラメータの識別のために 2 次元目以降の識別力ないし因子

負荷に制約を課さなければならないところ，全てのグループについてそのような制約を先

験的に決めるのが難しいという点である．制約の置き方を工夫することによって，この問

題を解決することができるかもしれない．第二に，混合分布モデルを利用することで，イ

デオロギー的傾向の時間的安定性に関する不均質性を調べることも可能かもしれない．本

稿では違う時点でも同一の回答者であれば潜在特性の値が変わらないと仮定した．しかし，

Converse（1964）による白黒モデル（black and white model）の議論のように，有権者の中

には争点態度が安定している者とそうでない者が混ざっている可能性が高い．Converse

（1964）の議論は単一の争点態度に関するものであり，イデオロギー的な信念体系を共有

している比較的洗練された有権者の中にも短期的にイデオロギー的傾向を変化させる者が

いるかどうかは定かではない．Hill and Kriesi（2001a, 2001b）は単一の争点態度に関する白

黒モデルの検証に混合分布モデルを用いており，また Neundorf et al.（2011）は党派性の時

間的安定性のモデル化に混合分布モデルを適用しているが，これらの研究を参考にするこ

とでイデオロギー的な傾向の時間的安定性とその不均質性を明らかにすることができるか

もしれない．

［付録］

Ａ．モデルのパラメータを推定するアルゴリズム

式(5)～(7)のベイジアン因子分析モデルと式(8)～(10)のグループ分類モデルのパラメー

タを同時に推定するアルゴリズムについて説明する．本稿のアルゴリズムは，Quinn（2004）
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によるベイジアン因子分析モデルのアルゴリズムと Frühwirth-Schnatter（2006）などで紹介

されている一般的な混合分布モデルのアルゴリズムを組み合わせた上で，困難度パラメー

タなどが全グループで共通になるように修正し，プログラミングの便宜上，一部を簡略化

している．ラベルスイッチング問題については考慮していない．記法が煩雑になることを

避けるため，同じ項目は一度しか測定されないものとする（つまり，式(5)～(7)でいうとこ

ろの添字 t は考えない）．順序付き離散変数に関する閾値パラメータや多項ロジットモデル

のパラメータをサンプリングする部分では簡便なランダムウォーク・メトロポリス法を採

用しているが，その選択に必然性はなく，提案分布を変えるなどすればより効率的なサン

プリングが可能になる．

観測変数が欠損していることを𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑂𝑂と表すことにする．𝐷𝐷𝑖𝑖 = 0であるような項目の添字を

𝑗𝑗 = 𝑗𝑗𝑗 𝑗𝑗𝑗0とし，𝐷𝐷𝑖𝑖 = 𝑗であるような項目の添字を𝑗𝑗 = 𝑗𝑗0 + 𝑗𝑗𝑗 𝑗𝑗𝑗とする．𝒛𝒛𝑖𝑖の長さを H とす

る．本文で定義したもの以外の変数やパラメータの記法は次のとおりである．𝒚𝒚𝑖𝑖 = (𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑗 𝑗 𝑗 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖)′，

 𝒁𝒁 = (𝒛𝒛𝑖𝑗 𝑗 𝑗 𝒛𝒛𝑁𝑁)′ ， 𝜶𝜶 = 𝜶𝜶𝜶𝑖𝑖0+𝑖𝑗 𝑗 𝑗 𝜶𝜶𝑖𝑖)
′
， �̃�𝜶 = (0𝑗𝑗 𝑗0⏞  

𝑖𝑖0
𝑗 𝜶𝜶′)

′

，  �̇�𝜷𝑖𝑖 = 𝜶𝜷𝜷𝑖𝑖𝑖𝑗 𝑗 𝑗 𝜷𝜷𝑖𝑖𝑗𝑗)
′
， 𝜷𝜷𝑘𝑘 =

(𝜷𝜷𝑖𝑘𝑘𝑗 𝑗 𝑗 𝜷𝜷𝑖𝑖𝑘𝑘)′，𝜷𝜷 = (𝜷𝜷𝑖𝑗 𝑗 𝑗 𝜷𝜷𝑗𝑗)，𝝉𝝉𝑖𝑖 = (𝜏𝜏𝑖𝑖0𝑗 𝑗 𝑗 𝜏𝜏𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗)
′
，𝝉𝝉 = 𝜶𝝉𝝉𝑖𝑖0+𝑖′ 𝑗 𝑗 𝑗 𝝉𝝉𝑖𝑖′ )

′
，𝝍𝝍 = 𝜶𝝍𝝍𝑖𝑗 𝑗 𝑗 𝝍𝝍𝑖𝑖0)

′
，

𝜳𝜳 = 𝜳𝜳𝜳𝜳 (𝝍𝝍𝑖2𝑗 𝑗 𝑗 𝝍𝝍𝑖𝑖02 𝑗 𝑗𝑗 𝑗 𝑗𝑗⏞  
𝑖𝑖𝑀𝑖𝑖0

) ， �̇�𝝃𝑖𝑖 = (𝝃𝝃𝑖𝑖𝑖𝑗 𝑗 𝑗 𝝃𝝃𝑖𝑖𝑗𝑗)′ ， 𝝃𝝃𝑘𝑘 = (𝝃𝝃𝑖𝑘𝑘𝑗 𝑗 𝑗 𝝃𝝃𝑁𝑁𝑘𝑘)′ ， 𝝃𝝃 = (𝝃𝝃𝑖𝑗 𝑗 𝑗 𝝃𝝃𝑗𝑗) ，

𝒚𝒚𝑖𝑖𝑘𝑘∗ = (𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘∗ 𝑗 𝑗 𝑗 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘∗ )′ ， �̇�𝒚𝑖𝑖𝑘𝑘∗ = 𝜶𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘∗ 𝑗 𝑗 𝑗 𝑦𝑦𝑁𝑁𝑖𝑖𝑘𝑘∗ )′ ， 𝒚𝒚𝑖𝑖∗ = 𝜶�̇�𝒚𝑖𝑖𝑖∗ 𝑗 𝑗 𝑗 �̇�𝒚𝑖𝑖𝑗𝑗∗ )
′
， 𝜸𝜸𝑘𝑘 = (𝛾𝛾𝑘𝑘𝑖𝑗 𝑗 𝑗 𝛾𝛾𝑘𝑘𝑘𝑘)′ ，

𝛄𝛄 = (𝜸𝜸𝑖′ 𝑗 𝑗 𝑗 𝜸𝜸𝑗𝑗′ )′．
事前分布は 𝜶𝜶𝑖𝑖 ∼ N𝜶𝑎𝑎0𝑖𝑖𝑗 𝐴𝐴0𝑖𝑖)， 𝜷𝜷𝑖𝑖𝑘𝑘 ∼ N𝑑𝑑𝜶𝒃𝒃0𝑖𝑖𝑘𝑘𝑗 𝑩𝑩0𝑖𝑖𝑘𝑘)， 𝝍𝝍𝑖𝑖2 ∼ InverseG𝜳mm𝜳𝜶𝑈𝑈0𝑖𝑖/2𝑗 𝑉𝑉0𝑖𝑖/2)，

𝝃𝝃𝒊𝒊𝒊𝒊 ∼ N𝒅𝒅(𝟎𝟎𝑗 𝟎𝟎𝒅𝒅)，𝛾𝛾𝑘𝑘𝑘 ∼ N(𝑔𝑔0𝑘𝑘𝑘𝑗 𝐺𝐺0𝑘𝑘𝑘)とする．𝝉𝝉𝑖𝑖には順序の制約をかけなければならないので，

Chib and Hamilton（2000）にならって，𝝉𝝉𝑖𝑖∗ = (𝜏𝜏𝑖𝑖2∗ 𝑗 𝑗 𝑗 𝜏𝜏𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑀𝑖
∗ )を次の式のように定義する．

𝜏𝜏𝑖𝑖𝑗𝑗∗ = {
lo𝜳 𝜏𝜏𝑖𝑖𝑗𝑗          𝜳f 𝑐𝑐 = 2
lo𝜳𝜶𝜏𝜏𝑖𝑖𝑗𝑗 − 𝜏𝜏𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑀𝑖)  otherw𝜳se

(

12)

このようにすれば，𝝉𝝉𝑖𝑖∗は自由に動くことができる．事前分布は𝝉𝝉𝑖𝑖∗に関して𝝉𝝉𝑖𝑖∗ ∼ N(𝑗𝑗𝑗𝑗𝑀2)𝜶𝒕𝒕0𝑖𝑖𝑗 𝑻𝑻0𝑖𝑖)

と設定する．𝜔𝜔と𝜴𝜴は任意のチューニングパラメータである．

本稿の分析ではハイパーパラメータを次のように設定している．全ての j について𝑎𝑎0𝑖𝑖 = 0，
𝐴𝐴0𝑖𝑖 = 𝑗00，𝑈𝑈0𝑖𝑖 = 0.0𝑗，𝑉𝑉0𝑖𝑖 = 0.0𝑗，𝒕𝒕0𝑖𝑖 = 𝟎𝟎，𝑻𝑻0𝑖𝑖 = 𝑗00𝟎𝟎(𝑗𝑗𝑗𝑗𝑀2)．全ての jおよび kについて𝑏𝑏0𝑖𝑖𝑘𝑘 = 0，

𝐵𝐵0𝑖𝑖𝑘𝑘 = 𝑗00．全ての k および h について𝑔𝑔0𝑘𝑘𝑘 = 0，𝐺𝐺0𝑘𝑘𝑘 = 𝑗00．チューニングパラメータは

𝜔𝜔 = 0.002，𝜴𝜴 = 0.𝑗52𝟎𝟎𝑗𝑗𝑗𝑗𝑀2である．
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アルゴリズム

初期値を定め，次のステップを𝑟𝑟 𝑟 𝑟𝑟 𝑟 𝑟 𝑟𝑟0𝑟 𝑟 𝑟 𝑟𝑟 𝑅 𝑟𝑟0について繰り返す．

1.（グループ分類モデルの推定）

次のステップを𝑘𝑘 𝑟 𝑟𝑟 𝑟 𝑟 𝑘𝑘 𝑘 𝑟およびℎ 𝑟 𝑟𝑟 𝑟 𝑟 𝐻𝐻について繰り返すことで，𝜸𝜸(𝑟𝑟𝑟 ∣ 𝑺𝑺(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝒁𝒁
をサンプリングする．

(i) 𝛾𝛾𝑘𝑘𝑘
(new𝑟

をN(𝛾𝛾𝑘𝑘𝑘
(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝜔𝜔2𝑟からサンプリングする．

(ii) 次の値を求める．

𝑣𝑣 𝑟 min (
𝑝𝑝 ( 𝑺𝑺(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 ∣∣ 𝛾𝛾𝑘𝑘𝑘

(new𝑟𝑟 𝜸𝜸𝑟𝑘𝑘𝑘
(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝒁𝒁 ) 𝑝𝑝 (𝛾𝛾𝑘𝑘𝑘

(new𝑟)

𝑝𝑝( 𝑺𝑺(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 ∣∣ 𝜸𝜸(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝒁𝒁 𝑟𝑝𝑝 (𝛾𝛾𝑘𝑘𝑘
(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟)

𝑟 𝑟)

ここで

𝑝𝑝( 𝑺𝑺 ∣∣ 𝜸𝜸𝑟 𝒁𝒁 𝑟 𝑟 ∏ ∑ ( exp(𝜸𝜸𝑘𝑘
′ 𝒛𝒛𝑖𝑖𝑟

∑ exp(𝜸𝜸𝑙𝑙
′𝒛𝒛𝑖𝑖𝑟𝐾𝐾

𝑙𝑙=𝑟
)

𝟏𝟏(𝑆𝑆𝑖𝑖=𝑘𝑘𝑟𝐾𝐾

𝑘𝑘=𝑟

𝑁𝑁

𝑖𝑖=𝑟

である．𝜸𝜸𝑟𝑘𝑘𝑘は𝜸𝜸から𝛾𝛾𝑘𝑘𝑘を除いた要素からなるベクトルを表す．

(iii) 𝑢𝑢をU(0𝑟𝑟𝑟からサンプリングする．

(iv) 𝑢𝑢 𝑢 𝑣𝑣であれば𝛾𝛾𝑘
(𝑟𝑟𝑟 𝑟 𝛾𝛾𝑘

(new𝑟
とする．𝑢𝑢 𝑢 𝑣𝑣であれば𝛾𝛾𝑘

(𝑟𝑟𝑟 𝑟 𝛾𝛾𝑘
(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟

とする．

2.（ベイジアン因子分析モデルの推定）

(a) 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘
∗(𝑟𝑟𝑟

を次のステップによりサンプリングする．

(i) 𝑗𝑗 𝑟 𝑟𝑟 𝑟 𝑟 𝑗𝑗0に関して，𝑖𝑖 𝑟 𝑟𝑟 𝑟 𝑟 𝑖𝑖，𝑘𝑘 𝑟 𝑟𝑟 𝑟 𝑟 𝑘𝑘について独立に，𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘
∗(𝑟𝑟𝑟

を次のようにサ

ンプリングする．

𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘
∗(𝑟𝑟𝑟 ∣ 𝜷𝜷𝑖𝑖𝑘𝑘

(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝜓𝜓𝑖𝑖
(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝝃𝝃𝑖𝑖𝑘𝑘

(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 𝑟 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖                                             if 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 ≠ 𝑂𝑂

𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘
∗(𝑟𝑟𝑟 ∣ 𝜷𝜷𝑖𝑖𝑘𝑘

(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝜓𝜓𝑖𝑖
(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝝃𝝃𝑖𝑖𝑘𝑘

(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 ∼ N (𝜷𝜷𝑖𝑖𝑘𝑘
′(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝝃𝝃𝑖𝑖𝑘𝑘

(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝜓𝜓𝑖𝑖
2(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟)   if 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 𝑟 𝑂𝑂 

(ii) 𝑗𝑗 𝑟 𝑗𝑗0 𝑅 𝑟𝑟 𝑟 𝑟 𝑗𝑗に関して，𝑖𝑖 𝑟 𝑟𝑟 𝑟 𝑟 𝑖𝑖，𝑘𝑘 𝑟 𝑟𝑟 𝑟 𝑟 𝑘𝑘について独立に，𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘
∗ (𝑟𝑟𝑟

を次のよ

うにサンプリングする．

𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘
∗(𝑟𝑟𝑟 ∣ 𝛼𝛼𝑖𝑖

(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝜷𝜷𝑖𝑖𝑘𝑘
(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝝉𝝉𝑖𝑖

(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝝃𝝃𝑖𝑖𝑘𝑘
(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 

        ∼ N (𝛼𝛼𝑖𝑖
(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝑅 𝜷𝜷𝑖𝑖𝑘𝑘

′ (𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝝃𝝃𝑖𝑖𝑘𝑘
(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝑟)  ℐ (𝜏𝜏𝑖𝑖𝑟𝑐𝑐𝑟𝑟 𝑢 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘

∗(𝑟𝑟𝑟 < 𝜏𝜏𝑖𝑖𝑐𝑐)                     if 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 𝑟 𝑐𝑐
𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘

∗(𝑟𝑟𝑟 ∣ 𝛼𝛼𝑖𝑖
(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝜷𝜷𝑖𝑖𝑘𝑘

(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝝉𝝉𝑖𝑖
(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝝃𝝃𝑖𝑖𝑘𝑘

(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 ∼ N (𝛼𝛼𝑖𝑖
(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝑅 𝜷𝜷𝑖𝑖𝑘𝑘

′(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝝃𝝃𝑖𝑖𝑘𝑘
(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝑟)   if 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 𝑟 𝑂𝑂

(b) 𝑖𝑖 𝑟 𝑟𝑟 𝑟 𝑟 𝑖𝑖，𝑘𝑘 𝑟 𝑟𝑟 𝑟 𝑟 𝑘𝑘について独立に，𝝃𝝃𝑖𝑖𝑘𝑘
(𝑟𝑟𝑟

を次のようにサンプリングする．

𝝃𝝃𝑖𝑖𝑘𝑘
(𝑟𝑟𝑟 ∣ 𝜶𝜶(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝜷𝜷𝑘𝑘

(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝝍𝝍(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝒚𝒚𝑖𝑖𝑘𝑘
∗(𝑟𝑟𝑟 ∼ N𝑑𝑑(𝝁𝝁𝜉𝜉𝑟 𝜮𝜮𝜉𝜉)

ここで𝜮𝜮𝜉𝜉 𝑟 (𝜷𝜷𝑘𝑘
′(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝜳𝜳(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝜷𝜷𝑘𝑘

(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 𝑅 𝑰𝑰𝑑𝑑)
𝑟𝑟
，𝝁𝝁𝜉𝜉 𝑟 𝜮𝜮𝜉𝜉 (𝜷𝜷𝑘𝑘

′(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝜳𝜳(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 (𝒚𝒚𝑖𝑖𝑘𝑘
∗(𝑟𝑟𝑟 𝑘 �̃�𝜶(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟))である．

(c) 𝜷𝜷𝑖𝑖𝑘𝑘
(𝑟𝑟𝑟
を次のステップによりサンプリングする．

(i) 𝑗𝑗 𝑟 𝑟𝑟 𝑟 𝑟 𝑗𝑗0に関して，𝑘𝑘 𝑟 𝑟𝑟 𝑟 𝑟 𝑘𝑘について独立に，𝜷𝜷𝑖𝑖𝑘𝑘
(𝑟𝑟𝑟
を次のようにサンプリングす

る．
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𝜷𝜷𝑗𝑗𝑗𝑗
(𝑟𝑟) ∣ 𝜓𝜓𝑗𝑗

(𝑟𝑟−1), 𝝃𝝃𝑗𝑗
(𝑟𝑟), �̇�𝒚𝑗𝑗𝑗𝑗

∗(𝑟𝑟), 𝑺𝑺(𝑟𝑟−1) ∼ N𝑑𝑑(𝝁𝝁𝛽𝛽0, 𝜮𝜮𝛽𝛽0)

ここで𝜮𝜮𝛽𝛽0 = (𝑩𝑩0𝑗𝑗𝑗𝑗
−1 + 𝝃𝝃{𝑗𝑗𝑘

′(𝑟𝑟)𝝃𝝃{𝑗𝑗𝑘
(𝑟𝑟) 𝜓𝜓𝑗𝑗

2(𝑟𝑟−1)⁄ )
−1
，𝝁𝝁𝛽𝛽1 = 𝜮𝜮𝛽𝛽0 (𝑩𝑩0𝑗𝑗𝑗𝑗

−1 𝒃𝒃0𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝝃𝝃{𝑗𝑗𝑘
′(𝑟𝑟)𝒚𝒚𝑗𝑗{𝑗𝑗𝑘

∗(𝑟𝑟) 𝜓𝜓𝑗𝑗
2(𝑟𝑟−1)⁄ )であ

り，𝝃𝝃{𝑗𝑗𝑘
(𝑟𝑟)

は𝑆𝑆𝑖𝑖
(𝑟𝑟−1) = 𝑘𝑘であるような i の𝝃𝝃𝑖𝑖′

(𝑟𝑟)
を縦に積み重ねた行列，𝒚𝒚𝑗𝑗{𝑗𝑗𝑘

∗(𝑟𝑟)
は𝑆𝑆𝑖𝑖

(𝑟𝑟−1) = 𝑘𝑘である

ような i の𝑦𝑦𝑖𝑖𝑗𝑗
∗(𝑟𝑟)

を並べたベクトルである．

(ii) 𝑗𝑗 = 𝑗𝑗0 + 1,… ,𝑗𝑗に関して，𝑘𝑘 = 1,… , 𝑘𝑘について独立に，𝜷𝜷𝑗𝑗𝑗𝑗
(𝑟𝑟)
を次のようにサンプリン

グする．

𝜷𝜷𝑗𝑗𝑗𝑗
(𝑟𝑟) ∣ 𝛼𝛼𝑗𝑗

(𝑟𝑟−1), 𝝃𝝃𝑗𝑗
(𝑟𝑟), �̇�𝒚𝑗𝑗𝑗𝑗

∗(𝑟𝑟), 𝑺𝑺(𝑟𝑟−1) ∼ N𝑑𝑑(𝝁𝝁𝛽𝛽1, 𝜮𝜮𝛽𝛽1)

ここで𝜮𝜮𝛽𝛽1 = (𝑩𝑩0𝑗𝑗𝑗𝑗
−1 + 𝝃𝝃{𝑗𝑗𝑘

′(𝑟𝑟)𝝃𝝃{𝑗𝑗𝑘
(𝑟𝑟))

−1
，𝝁𝝁𝛽𝛽0 = 𝜮𝜮𝛽𝛽1 (𝑩𝑩0𝑗𝑗𝑗𝑗

−1 𝒃𝒃0𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝝃𝝃{𝑗𝑗𝑘
′(𝑟𝑟) (𝒚𝒚𝑗𝑗{𝑗𝑗𝑘

∗(𝑟𝑟) − �̇�𝜶𝑗𝑗{𝑗𝑗𝑘
(𝑟𝑟−1)))であり，

𝝃𝝃{𝑗𝑗𝑘
(𝑟𝑟)

は𝑆𝑆𝑖𝑖
(𝑟𝑟−1) = 𝑘𝑘であるような i の𝝃𝝃𝑖𝑖′

(𝑟𝑟)
を縦に積み重ねた行列，𝒚𝒚𝑗𝑗{𝑗𝑗𝑘

∗(𝑟𝑟)
は𝑆𝑆𝑖𝑖

(𝑟𝑟−1) = 𝑘𝑘であるよう

な i の𝑦𝑦𝑖𝑖𝑗𝑗
∗(𝑟𝑟)

を並べたベクトル，�̇�𝜶𝑗𝑗{𝑗𝑗𝑘
(𝑟𝑟−1)

は𝑆𝑆𝑖𝑖
(𝑟𝑟−1) = 𝑘𝑘であるようなユニットの数だけ𝛼𝛼𝑗𝑗

(𝑟𝑟−1)
を並

べたベクトルである．

(d) 𝑗𝑗 = 𝑗𝑗0 + 1,… ,𝑗𝑗に関して，𝛼𝛼𝑗𝑗
(𝑟𝑟)
を次のようにサンプリングする．

𝛼𝛼𝑗𝑗
(𝑟𝑟) ∣ 𝜷𝜷𝑗𝑗𝑗𝑗

(𝑟𝑟), 𝝃𝝃(𝑟𝑟), 𝒚𝒚𝑗𝑗
∗(𝑟𝑟) ∼ N(𝜇𝜇𝛼𝛼, 𝜎𝜎𝛼𝛼2)

ここで𝜎𝜎𝛼𝛼2 = 𝐴𝐴0𝑗𝑗 (1 + 𝐴𝐴0𝑗𝑗𝑁𝑁)⁄ ，𝜇𝜇𝛼𝛼 = 𝜎𝜎𝛼𝛼2 (𝑎𝑎0𝑗𝑗 𝐴𝐴0𝑗𝑗⁄ + ∑ (𝑦𝑦
𝑖𝑖𝑗𝑗𝑆𝑆𝑖𝑖

(𝑟𝑟𝑟𝑟)
∗(𝑟𝑟) − 𝜷𝜷

𝑗𝑗𝑆𝑆𝑖𝑖
(𝑟𝑟𝑟𝑟)

′(𝑟𝑟) 𝝃𝝃
𝑖𝑖𝑆𝑆𝑖𝑖

(𝑟𝑟𝑟𝑟)
(𝑟𝑟) )𝑁𝑁

𝑖𝑖𝑖1 )である．

(e) 𝑗𝑗 = 1,… ,𝑗𝑗0に関して，𝜓𝜓𝑗𝑗
(𝑟𝑟)

を次のようにサンプリングする．

𝜓𝜓𝑗𝑗
2(𝑟𝑟) ∣ 𝜷𝜷𝑗𝑗𝑗𝑗

(𝑟𝑟), 𝝃𝝃(𝑟𝑟), 𝒚𝒚𝑗𝑗
∗(𝑟𝑟) ∼ InverseGamma(𝛼𝛼𝝍𝝍, 𝛽𝛽𝜓𝜓)

ここで𝛼𝛼𝝍𝝍 = (𝑈𝑈0𝑗𝑗 + 𝑁𝑁)𝑁𝑁，𝛽𝛽𝜓𝜓 = (𝑉𝑉0𝑗𝑗 + ∑ (𝑦𝑦
𝑖𝑖𝑗𝑗𝑆𝑆𝑖𝑖

(𝑟𝑟𝑟𝑟)
∗(𝑟𝑟) − 𝜷𝜷

𝑗𝑗𝑆𝑆𝑖𝑖
(𝑟𝑟𝑟𝑟)

′(𝑟𝑟) 𝝃𝝃
𝑖𝑖𝑆𝑆𝑖𝑖

(𝑟𝑟𝑟𝑟)
(𝑟𝑟) )

2
𝑁𝑁
𝑖𝑖𝑖1 )である．

(f) 次のステップを𝑗𝑗 = 𝑗𝑗0 + 1,… ,𝑗𝑗について繰り返すことで，𝝉𝝉(𝑟𝑟) ∣ 𝜶𝜶(𝑟𝑟), 𝜷𝜷(𝑟𝑟), 𝝃𝝃(𝑟𝑟)をサン

プリングする．

(i) 式(12)により𝝉𝝉𝑗𝑗
∗(𝑟𝑟−1)

を計算する．

(ii) 𝝉𝝉𝑗𝑗
∗(𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛) = (𝜏𝜏𝑗𝑗2

∗(new), … , 𝜏𝜏𝑗𝑗,𝑗𝑗𝑗𝑗−1
∗(new))をN(𝑗𝑗𝑗𝑗−2)(𝝉𝝉𝑗𝑗

∗(𝑟𝑟−1), 𝜴𝜴)からサンプリングし， 𝜏𝜏𝑗𝑗𝑗𝑗
(new) =

∑ exp (𝜏𝜏𝑗𝑗𝑗𝑗
∗(new))𝑗𝑗

𝑙𝑙𝑖1 ，𝝉𝝉𝑗𝑗
(new) = (𝜏𝜏𝑗𝑗0, 𝜏𝜏𝑗𝑗1, 𝜏𝜏𝑗𝑗2

(new),… , 𝜏𝜏𝑗𝑗,𝑗𝑗𝑗𝑗−1
(new), 𝜏𝜏𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗)とする．

(iii) 次の値を求める．

𝑣𝑣 = min(
𝑝𝑝 (𝒚𝒚𝑗𝑗 ∣∣ 𝛼𝛼𝑗𝑗

(𝑟𝑟), �̇�𝜷𝑗𝑗
(𝑟𝑟), 𝝉𝝉𝑗𝑗

(new), 𝝃𝝃(𝑟𝑟) ) 𝑝𝑝 (𝝉𝝉𝑗𝑗
∗(new))

𝑝𝑝 ( 𝒚𝒚𝑗𝑗 ∣∣ 𝛼𝛼𝑗𝑗
(𝑟𝑟), �̇�𝜷𝑗𝑗

(𝑟𝑟), 𝝉𝝉𝑗𝑗
(𝑟𝑟−1), 𝝃𝝃(𝑟𝑟) ) 𝑝𝑝 (𝝉𝝉𝑗𝑗

∗(𝑟𝑟−1))
, 1)

ここで

𝑝𝑝(𝒚𝒚𝑗𝑗 ∣∣ 𝛼𝛼𝑗𝑗, �̇�𝜷𝑗𝑗, 𝝉𝝉𝑗𝑗, 𝝃𝝃 ) =∏∑(Φ(𝜏𝜏𝑗𝑗𝑗𝑗 − 𝜃𝜃𝑖𝑖𝑗𝑗) − Φ(𝜏𝜏𝑗𝑗,𝑗𝑗−1 − 𝜃𝜃𝑖𝑖𝑗𝑗))
𝟏𝟏(𝑦𝑦𝑖𝑖𝑗𝑗𝑖𝑗𝑗)

𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑗𝑗𝑖1

𝑁𝑁

𝑖𝑖𝑖1
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である．Φ(⋅)は標準正規分布の累積分布関数であり，𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝛼𝛼𝑖𝑖 + 𝜷𝜷𝑖𝑖𝑗𝑗𝑖𝑖
′ 𝝃𝝃𝑖𝑖𝑗𝑗𝑖𝑖である．

(iv) 𝑢𝑢をU(0,1)からサンプリングする．

(v) 𝑢𝑢 𝑢 𝑢𝑢であれば，𝝉𝝉𝑖𝑖
(𝑟𝑟) = 𝝉𝝉𝑖𝑖

(new)
とする．𝑢𝑢 𝑢 𝑢𝑢であれば𝝉𝝉𝑖𝑖

(𝑟𝑟) = 𝝉𝝉𝑖𝑖
(𝑟𝑟𝑟𝑟)

とする．

3.（ユニットの分類）

𝑖𝑖 = 1,𝑖 , 𝑖𝑖について独立に，𝑆𝑆𝑖𝑖
(𝑟𝑟)
を次のようにサンプリングする．

𝑆𝑆𝑖𝑖
(𝑟𝑟) ∣ 𝜶𝜶(𝑟𝑟), 𝜷𝜷(𝑟𝑟), 𝝉𝝉(𝑟𝑟), 𝝍𝝍(𝑟𝑟), 𝜸𝜸(𝑟𝑟), �̇�𝝃𝑖𝑖

(𝑟𝑟), 𝒚𝒚𝑖𝑖, 𝒛𝒛𝑖𝑖 ∼ Categorical(𝜃𝜃𝑟, 𝜃𝜃2,𝑖 , 𝜃𝜃𝐾𝐾)
ここで

𝜃𝜃𝑘𝑘 ∝ 𝑝𝑝 (𝒚𝒚𝑖𝑖 ∣ 𝜶𝜶(𝑟𝑟), 𝜷𝜷𝑘𝑘
(𝑟𝑟), 𝝉𝝉(𝑟𝑟), 𝝍𝝍(𝑟𝑟), 𝝃𝝃𝑖𝑖𝑘𝑘

(𝑟𝑟)) 𝑝𝑝(𝑆𝑆𝑖𝑖 = 𝑘𝑘 ∣ 𝜸𝜸(𝑟𝑟), 𝒛𝒛𝑖𝑖)
である．

最後に，最初の𝑅𝑅0回のドローを捨てる．

多項ロジットモデルを同時推定しない場合には，次のアルゴリズムによる．𝜼𝜼 =
(𝜂𝜂𝑟,𝑖 , 𝜂𝜂𝐾𝐾)′は各グループの重みである．その事前分布は𝜼𝜼 ∼ 𝜼iric𝜼let(𝒆𝒆0)であり，ここで

𝒆𝒆0 = (𝑒𝑒0𝑟,𝑖 , 𝑒𝑒0𝐾𝐾)はディリクレ分布の集中度パラメータである．本稿の付録 D の分析では，

𝒆𝒆0 = (1,1,1,1)とした．

アルゴリズム

初期値を定め，次のステップを𝑟𝑟 = 1,𝑖 , 𝑅𝑅0,𝑖 , 𝑅𝑅 + 𝑅𝑅0について繰り返す．

1. （ベイジアン因子分析モデルの推定）アルゴリズム 1 のステップ 2 と同じ．

2. （重みパラメータの推定）

𝜼𝜼(𝑟𝑟)を次のようにサンプリングする．

𝜼𝜼(𝑟𝑟) ∣ 𝑺𝑺(𝑟𝑟𝑟𝑟) ∼ 𝜼iric𝜼let (𝑒𝑒0𝑟 + #{𝑆𝑆𝑖𝑖
(𝑟𝑟𝑟𝑟) = 1},𝑖 , 𝑒𝑒0𝑟 + #{𝑆𝑆𝑖𝑖

(𝑟𝑟𝑟𝑟) = 𝐾𝐾})
ここで#{𝑆𝑆𝑖𝑖 = 𝑘𝑘}は𝑆𝑆𝑖𝑖 = 𝑘𝑘であるようなユニットの個数を表す．

3.（ユニットの分類）

𝑖𝑖 = 1,𝑖 , 𝑖𝑖について独立に，𝑆𝑆𝑖𝑖
(𝑟𝑟)
を次のようにサンプリングする．

𝑆𝑆𝑖𝑖
(𝑟𝑟) ∣ 𝜶𝜶(𝑟𝑟), 𝜷𝜷(𝑟𝑟), 𝝉𝝉(𝑟𝑟), 𝝍𝝍(𝑟𝑟), �̇�𝝃𝑖𝑖

(𝑟𝑟), 𝜼𝜼(𝑟𝑟), 𝒚𝒚𝑖𝑖 ∼ Categorical(𝜃𝜃𝑟, 𝜃𝜃2,𝑖 , 𝜃𝜃𝐾𝐾)
ここで

𝜃𝜃𝑘𝑘 ∝ 𝑝𝑝 (𝒚𝒚𝑖𝑖 ∣ 𝜶𝜶(𝑟𝑟), 𝜷𝜷𝑘𝑘
(𝑟𝑟), 𝝉𝝉(𝑟𝑟), 𝝍𝝍(𝑟𝑟), 𝝃𝝃𝑖𝑖𝑘𝑘

(𝑟𝑟)) 𝜂𝜂𝑘𝑘
(𝑟𝑟)

である．

最後に，最初の𝑅𝑅0回のドローを捨てる．

Ｂ．質問項目のワーディング

観測変数を測定した質問項目の質問文を掲載する．角括弧内の見出しは本稿の他の箇所

における項目の呼称である．
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［防衛力強化］日本の防衛力はもっと強化するべきだ

［貿易摩擦解消］日本が譲歩しても外国との貿易摩擦をすみやかに解消するべきだ

［社会福祉充実］年金や老人医療などの社会福祉は財政が苦しくても極力充実するべき

だ

［小さな政府］政府のサービスが悪くなっても金のかからない小さな政府のほうがよい

［対アジア謝罪］日本が過去にアジアの人々に与えた被害に対する反省と謝罪がまだ足

りない

［天皇の発言権］天皇は政治に対して，現在よりもっと強い発言権をもつべきだ

［核兵器不所持］日本は絶対に核兵器をもってはいけない

［日米安保体制強化］日米安保体制は現在よりもっと強化するべきだ

［労働者の発言権］労働者は重要な決定に関して，もっと発言権をもつべきだ

［公務員のスト権］公務員や公営企業の労働者のストライキを認めるべきだ

［女性のための制度］より高い地位やよい職業につく女性を増やすため，政府は特別な

制度を設けるべきだ

［自助努力］お年寄りや心身の不自由な人は別とて，すべての人は社会福祉をあてにし

ないで生活しなければならない

［行政改革］日本の官僚制は効率的に機能していないので，徹底的に行政改革を行うべ

きだ

［金権政治是正］金権政治や政治腐敗は，この際徹底的に正すべきだ

［親ロシア外交］日本は北方領土をゆずっても，ロシアともっと親しくするべきだ

［対北朝鮮圧力］拉致問題が解決するまでは北朝鮮に経済支援をすべきではない

［保革自己位置付け］ところで，よく保守的とか革新的とかという言葉が使われていま

すが，あなたの政治的な立場は，この中の番号のどれにあたりますか．0 が革新的で，10

が保守的です．1～9 の数字は，5 を中間に，左によるほど革新的，右によるほど保守的，

という意味です．

次に示すのは権威主義的傾向を測定する項目の質問文である．

［力の差］世の中には，力のある者とない者があるのは当然だ

［親］どんなことでも，親のいうことには従わなくてはならない

［しきたり］世の中のしきたりを破る者には，厳しい制裁を加えるべきだ

［威厳］人の上に立つ人は，下の者に威厳をもって接することが必要だ

［男女別学］できることならば，年頃の子供は，男女別々の学校に通わせるべきだ
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Ｃ．サブグループにおける政党感情温度の平均値のベイズ推定法

サブグループにおける感情温度の平均値は𝑺𝑺 𝑺 (𝑆𝑆1,… , 𝑆𝑆𝑁𝑁)′と�̃�𝝃 𝑺 (𝜉𝜉1𝑆𝑆1,… , 𝜉𝜉𝑁𝑁𝑆𝑆𝑁𝑁)
′
に依存し，

𝑺𝑺と�̃�𝝃にも推定の不確実性がある．したがって，𝑆𝑆𝑖𝑖や𝜉𝜉𝑖𝑖𝑆𝑆𝑖𝑖の点推定値に基づいて決定論的にサ

ブグループへの分類を行い，それに基づいて感情温度の平均値を求めるのでは，𝑺𝑺と�̃�𝝃の推

定の不確実性を考慮できていない．また，標本から母集団の感情温度の平均値を推定する

ことによる不確実性も考慮する必要がある．そこで，以下に説明するようなベイズ推定法

を用いる．なお，政党感情温度を例に説明するが，権威主義的傾向を測定する質問に対す

る回答の平均値を分析する際にも同様の方法を用いている．

あるサブグループにおいて，ある政党の感情温度が平均𝜇𝜇，分散𝜎𝜎2の正規分布に従うと

仮定する．正規分布のパラメータについて無情報事前分布𝑝𝑝(𝜇𝜇, 𝜎𝜎2) ∝ (𝜎𝜎2)−1をおく．この

とき，得られたデータを𝒒𝒒 𝑺 (𝑞𝑞1,… , 𝑞𝑞𝑛𝑛)′，その標本平均を𝑞𝑞𝑞，𝑠𝑠2 𝑺 ∑ (𝑞𝑞𝑖𝑖 − 𝑞𝑞𝑞)2𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖1 /(𝑛𝑛 − 𝑛)と

すると，𝜇𝜇の周辺事後分布は𝜇𝜇 𝜇 𝜇𝜇𝑛𝑛−1(𝑞𝑞𝑞, 𝑠𝑠2/𝑛𝑛)である（Gelman et al.: 64–6）．本稿では事後分

布から10,000組のパラメータを引いてきているので，𝑟𝑟 𝑺 𝑛,… ,𝑛0,000について，𝑺𝑺(𝑟𝑟)と�̃�𝝃(𝑟𝑟)を
所与として𝒒𝒒(𝑟𝑟)を得て，各試行の𝜇𝜇の事後分布から 1,000 個ずつパラメータをサンプリング

する．最後に 10,000 回分のパラメータサンプルを合体させ，それを事後分布からのサンプ

リングとする．この合計 10,000,000 個のパラメータサンプルを用いて𝜇𝜇の点推定値や 95%

信用区間を求める．

Ｄ．多項ロジットモデルを同時推定しないモデルによる分析結果の詳細

多項ロジットモデルを同時推定しない𝐾𝐾 𝑺 𝐾のモデルによる識別力パラメータと因子負

荷，および各グループへの所属割合を，多項ロジットモデルを同時推定したモデルのもの

と比較した．その差を表 1 に掲載する．多項ロジットモデルを同時推定するか否かによっ

て，推定されたパラメータに大きな違いはないことがわかる．
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多項ロジットモデルを同時推定しないモデルによって推定された回答者のグループへの

所属確率をPr̂ (𝑆𝑆𝑖𝑖 = 𝑘𝑘)とし，次の線形モデルをグループごとに最小二乗法で事後的に推定し

た．

Pr̂(𝑆𝑆𝑖𝑖 = 𝑘𝑘) = 𝜹𝜹𝑘𝑘
′ 𝒛𝒛𝑖𝑖 + 𝜐𝜐𝑖𝑖𝑘𝑘 (13)

ここで𝜹𝜹𝑘𝑘は係数ベクトル，𝜐𝜐𝑖𝑖𝑘𝑘は誤差項である．

𝜹𝜹𝑘𝑘の推定結果を表 2 に示す．係数の符号および有意性は本文中の分析結果とほぼ整合的

であることがわかる．

［注］

1) 混合分布モデルのグループ所属のモデリングには，多項ロジットモデルが使われることが

表 多項ロジットモデルを同時推定するモデルとしないモデルの

識別力パラメータ，因子負荷，グループ所属割合の推定結果の差

グループ 1 グループ 2 グループ 3 グループ 4

防衛力強化 −0.02 −0.03 0.00 0.02

貿易摩擦解消 0.00 0.01 0.00 −0.01

社会福祉充実 −0.01 0.00 0.00 −0.01

小さな政府 0.00 0.01 0.00 −0.01

対アジア謝罪 −0.01 −0.01 0.00 −0.02

天皇の発言権 0.00 −0.01 0.00 0.02

核兵器不所持 −0.01 0.02 0.01 0.00

日米安保体制強化 −0.01 0.01 −0.01 0.00

労働者の発言権 0.01 0.01 0.00 −0.01

公務員のスト権 0.00 0.01 −0.01 −0.01

女性のための制度 −0.01 0.00 0.00 −0.02

自助努力 0.00 0.03 0.00 −0.01

行政改革 0.01 0.01 0.02 −0.02

金権政治是正 0.03 0.01 0.02 −0.02

親ロシア外交 0.00 0.02 0.00 0.01

対北朝鮮圧力 0.00 0.00 0.01 0.00

保革自己位置付け 0.04 −0.01 0.01 0.01

割合 0.00 0.00 0.00 0.00
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多い（e.g., Grün and Leisch 2008）．しかし，広く知られているように，多項ロジットモデルを適

用する際には，無関係な選択肢からの独立性（independence of irrelevant alternatives, IIA）の仮定

をおく必要がある．この仮定は式(9)の誤差項について独立同一分布を仮定していることに由来

するが，性質の似た潜在的なグループがあると考えられ，それらへの所属を観察可能な変数だ

けで説明できない場合には，IIA を仮定する必要のある多項ロジットモデルを用いることは最

善の選択とは言えない．本稿の分析における IIA の仮定に関する懸念については，分析の際に

改めて論じる．

2) JESIV 調査におけるイデオロギー軸上への自己位置付けの質問で使われている用語に合わせ，

本稿では日本政治における主要な対立軸を保守―革新と表現することにする．

3) 教育程度の変数の欠損によって除外された回答者は，第 3 波または第 6 波に協力した回答者

2,154 人のうち 10 人（0.5%）であり，この除外による影響はごく小さいと考えられる．

表 多項ロジットモデルを同時推定しないモデルによって推定された

グループ所属確率を従属変数とした線形回帰分析の結果

グループ 1 グループ 2 グループ 3 グループ 4

切片 0.066 0.163 0.485 0.287

(0.029) (0.028) (0.037) (0.032)

[0.023] [0.000] [0.000] [0.000]

女性 −0.019 −0.057 0.058 0.018

(0.011) (0.010) (0.014) (0.012)

[0.089] [0.000] [0.000] [0.130]

年齢 0.215 0.043 −0.225 −0.033

(0.036) (0.034) (0.046) (0.040)

[0.000] [0.208] [0.000] [0.403]

高校卒 0.023 0.015 −0.001 −0.038

(0.017) (0.016) (0.022) (0.018)

[0.163] [0.339] [0.958] [0.042]

高専・短大・専修学校卒 0.025 0.064 −0.024 −0.064

(0.020) (0.019) (0.026) (0.022)

[0.217] [0.001] [0.346] [0.004]

大学・大学院卒 0.077 0.051 −0.048 −0.080

(0.020) (0.019) (0.025) (0.022)

[0.000] [0.007] [0.061] [0.000]

観察数 2,144 2,144 2,144 2,144

注：各変数の 1 行目が点推定値，2 行目（括弧内）が標準誤差，3 行目（角括弧内）が p 値である．
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4) 𝐾𝐾 𝐾 𝐾のモデルも推定してみたが，ラベルスイッチングや係数の符号の逆転に事後的に対処

してもなお初期値によって異なる推定結果が得られ，しかも得られた複数の推定結果の対数尤

度にほとんど差がなかったため，少なくとも本稿が用いるデータでは𝐾𝐾 𝐾 𝐾のモデルのパラメ

ータを識別することは困難であると判断して，採用しなかった．

5) 情報量規準によってモデル選択を行う際には，何を予測するかを考えることが重要である

（Gelman et al. 2014: 169; 渡辺 2015）．本稿では，潜在的なグループの割り当てを所与とせず，

同じ個人がもう一度延べ 35 個の質問に答えるときの回答を予測した場合の WAIC をモデル選

択に用いている．

6) 1 つの MCMC 鎖の中でラベルスイッチングが起こらないことは，その鎖がパラメータ空間全

域を探索できていないことを意味するので，厳密に言えばそのような推定には問題がある．そ

こで，補足的な分析として初期値を変えて 10 本の鎖を走らせ，それぞれ 2,000 回をバーンイン

期間とし，その後 2,000 のパラメータサンプルを得たところ，どの鎖でもグループのラベルと

パラメータの符号を除き実質的に同じ推定結果を得られた．したがって，グループ固有のパラ

メータの周辺事後分布を得るという目的のためには，ラベルスイッチングを防ぐような制約を

課すことなくラベルスイッチングが起こっていないような事後分布に基づいて分析しているこ

とに実際上の問題はないと思われる．

7) 分析には R 3.3.1（R core team 2016）を使用した．モデルのパラメータを推定するコードは

C++で作成し，Rcpp パッケージ 0.12.6（Eddelbuettel and Francois 2011）と RcppArmadillo パッケ

ージ 0.7.200.2.0 （Eddelbuettel and Sanderson 2014）を利用して R を介して推定を行った．MCMC

アルゴリズム中の切断正規分布からのサンプリングには truncnorm パッケージ 1.0–7（Trautmann 

et al. 2014）を，MCMC サンプルの事後処理には coda パッケージ 0.18–1（Plummer et al. 2006）

を利用した．

8) 本稿では，事後平均を点推定値，95%最高事後密度区間を 95%信用区間とする．

9) 本稿の分析では潜在特性を 1 次元であることを仮定しているために，特に顕著にサティスフ

ァイサーの影響が出てしまっていると考えられる．同じデータで 16 個の争点項目の一部に対し

て因子数 4 の因子分析を行った平野（2015）では，防衛・安全保障関連争点の因子負荷が高く

保守―革新と解釈できる対立軸が第 1 軸として析出されている．

10) わかりやすさのために，グループのラベルは分析から得られたものを並び替えている．

11) ただし，日米安保体制強化の識別力パラメータは正ではないため，本稿のいう自主独立外

交は脱対米従属を意味するわけではない．

12) 付録に示す記法のようにMCMCの r回目の試行で得られたパラメータを文字の肩に(r)を付

けることで表すとすると，試行ごとに𝑆𝑆𝑖𝑖
(𝑟𝑟𝑟 𝐾 𝑘𝑘の回答者の𝜉𝜉𝑖𝑖𝑖𝑖

(𝑟𝑟𝑟
のみを抽出し，それを 3,000 回の

試行分連結した潜在特性のデータについて密度推定を行った．この手続きによって，グループ

k に所属する事後確率が高い回答者の重みを大きく，所属する事後確率が低い回答者の重みを

小さくしている．
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13) グループの所属確率を考慮した上で密度推定を行っている．具体的な方法は注 12 で説明し

ている．

14) 平野（2015）のいう「保守的権威主義」は RWA，「社会的支配志向」は SDO のことである．

15) 4 つの回帰式の誤差項間に相関があると考えて分析しているため，ここで推定しているモデ

ルは見かけ上無関係な回帰（seemingly unrelated regression, SUR）システムと呼ぶのが適切であ

るが，全ての式の独立変数が同じであれば，各式を別々に最小二乗法で推定することで SUR シ

ステム全体を適切に推定することができる．
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誰がなぜ憲法改正に賛成してきたのか

境家史郎

（首都大学東京）

本研究では戦後日本において「誰がなぜ憲法改正に賛成してきたのか」とい

う点について，実証的視点から検討を加える．新聞等がこれまでに公表してき

た分析結果の収集に加え， をはじめとする公開調査データを直接分析

することで，「改憲派」の社会的属性や心理的傾向について明らかにしていく．

分析対象時期としては，データの入手可能性と時期的重要性の双方を鑑み，「五

五年体制成立期」（ 年代），「高度成長期」（ 年前後），「五五年体制崩

壊期」（ 年代），「小泉改革以後」（ 年前後）に焦点をあてる．

１．はじめに

本研究の目的と方法

憲法改正の是非と可能性を論じるうえで，現憲法をめぐる「世論」について把握するこ

とは欠くべからざる前提的作業である．主権在民を謳う現憲法の性質上，正統性の観点か

ら改正案の内容には国民の意思がふまえられるべきであるし，そもそも実際の改正手続き

には国民投票での賛成多数が必要である以上，世論を無視した改正案が出ても無意味であ

る．憲法改正ほど，直接的に有権者の意思が問題になる立法的行為はない．

それにもかかわらず，従来の現実の改憲論争―近年とくに大きな盛り上がりを見せてい

る―には，世論の性質や動向を把握するという視点がきわめて弱い．巷間における憲法論

議のほとんどは，左右両翼（多くは一般有権者から乖離した集団）による価値観の表明に

終始している．学術的立場からは，法的，思想史的見地による改正内容の検討がなされて

いる一方，肝心の有権者の意思に関する実証的分析やそれに基づく提言は寡聞にして知ら

ない．

こうした状況認識のもと，本研究では戦後日本において「誰がなぜ憲法改正に賛成／反

対してきたのか」という点について，実証的視点から検討を加えてみたい．戦後各時期に

おいてどのような有権者集団が改憲派／護憲派であったのか，その社会的属性や心理的傾

向について明らかにすることは，それ自体興味深いテーマであるとともに，世論全体の長

期的変動について理解を深めるうえでも有意義な作業である．戦後史上，憲法をめぐる世

論には重大な転換点がいくつか存在するが（境家 2017），そうした世論変化の要因やメカ

ニズムについて考える際，各時期について「誰がどのような理由で改憲／護憲志向であっ

たのか」という情報は貴重な示唆を与える．

過去に存在した改憲派／護憲派集団の属性や志向について，手がかりを得る方法は２つ

ある．まず，新聞等の世論調査主体がすでにこの点について分析し，結果を公表している
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場合がある．例えば新聞紙面で世論調査の結果が報じられる場合に，標本全体における質

問回答の分布（改憲に対する賛否の割合など）だけでなく，性別や職業別，支持政党別の

集計結果が掲載されることがある．その他，各調査機関がまとめる報告書や機関誌の類に

もこの種の分析結果が現れることがある．いずれも個々の分析は断片的であることが多い

が，複数のソースからの情報をつなぎ合わせることで，各時期の改憲派／護憲派について

のイメージを得ることは不可能ではない．

もうひとつの方法は，一般に公開されている既存の憲法関連調査データを直接参照し，

自ら分析するというものである．新聞調査報道などは単純な分析結果を，しかも部分的に

掲載しているにとどまることが多いが，既存調査の個票データ（集計結果ではなく，各個

人の回答情報そのもの）を直接分析できるのであれば，改憲派／護憲派の性質についてよ

り深く洞察することが可能になる．

そこで本研究では，国内外の代表的データアーカイブ（社会調査データの保存・公開機

関）から公開されている個票データを可能な限り利用する．とくに主力となるのは政治学

者によって実施されてきた学術用の有権者調査である．学術調査には一般に，有権者の社

会的属性や政治的志向に関する多くの質問項目が含まれている．

ただし現在公開されている調査において，憲法意識に関する質問はこれまであまり充実

しているとはいえない．例えば 1970～80 年代などは，最も広範な質問群を擁する学術調査 1) 

においてすら，憲法に関する質問はまったく含まれていない．他の時期においても，ある

にしても「憲法改正に賛成か」を漠然と聞く質問が含まれる程度で，利用可能な質問内容

はきわめて限定されている．このことは戦後一般的に日本の政治行動研究者のあいだで憲

法問題に関する関心が薄かったことを示すもので，それ自体興味深い現象ではあるが，本

稿の目的に照らすと制約の多い状況である．

そこで本研究では，データの入手可能性と時期的重要性の双方を鑑み，4 つの時期にと

くに焦点をあてて検討を進めたい．すなわち，「五五年体制成立期」（1950 年代），「高度成

長期」（1970 年前後），「五五年体制崩壊期」（1990 年代），「小泉改革以後」（2010 年前後）

の各期である．これらはいずれも，戦後日本人の憲法観の変遷を理解するうえで重要な時

期にあたる（境家 2017）．本稿では以上の各時期について，まず憲法をめぐるエリート間

論争や世論の全体的状況を簡単にまとめたうえで 2)，「誰がなぜ憲法改正を望んできたのか」

を実証的に示していく．

なお議論を単純化するため，以下では主に「改憲派」の属性や意識に焦点をあてる．「護

憲派」は，おおむね「改憲派でない人たち」として理解できると考え，別途詳しく検討す

ることはしない 3)．

用語説明

具体的検討に入る前に，本稿で以下用いる 2 つの概念，「一般改正質問」および「9 条改
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正質問」について説明を加えておきたい．

憲法改正問題について賛否を問う方法はけっして一通りではないが，大別すれば，各調

査主体は，これまで伝統的に以下の 2 種類の聞き方を使い分けてきた．そのひとつは，具

体的な修正点を限定せずに，漠然と憲法改正の是非について問うタイプの質問である．典

型的には，「あなたは，いまの憲法を改正する必要があると思いますか，ないと思いますか」，

「憲法を改正することに賛成ですか，反対ですか」といった聞き方がなされる．本稿では

以下，このタイプの質問を「一般改正質問」と呼ぶ．また単に「護憲派（改憲派）」といっ

た場合，この種の質問において改憲に賛成（反対）した回答者を指すものとする 4)．

もうひとつは各論的な質問であるが，とくに 9 条改正の是非を問うものが重要である．

いうまでもなく，憲法には 9 条，すなわち安全保障体制に関する部分以外の争点も多数存

在する．しかし，これまで歴史的には，少なくともエリート（政治家・政党）レベルにお

ける憲法問題の「天王山」は 9 条であったし，マスメディアなど調査機関の側でも 9 条問

題が主要な関心事でありつづけてきた．結果としてこの問題については他と比べて高い頻

度で調査が積み重ねられている．したがって本研究でも，9 条改正質問に対してとくに詳

しい検討を加えていくのは当然のことである．

9 条改正質問は一般改正質問に比べて，具体的な聞き方に多様性が大きく，調査間の比

較にはより慎重性を要する．他方，一般改正質問は質問内容が漠然としているだけに，同

じ改憲賛成派であっても，具体的に何を（何条のどのような修正を）意図してそのような

意見を表明しているのかという点について解釈の余地が広い．なお世上，一般改正質問に

おける賛成意見を 9 条改正を意図したものとして解釈する向きが強いが，以下の検討から

も明らかなように，こうした単純な理解は妥当ではない．

２．五五年体制成立期

時代状況

まず 1950 年代の状況について検討しよう．この時期エリートレベルでは，主権回復を機

として改憲論が噴出することになった．争点として一般に注目されたのは 9 条問題（再軍

備問題）であったが，改憲派エリートの主眼はむしろ象徴天皇制修正を含む新憲法の全面

的改正にあった．憲法問題は保守・革新勢力間の対立の焦点となっただけでなく，保守陣

営内部の権力争いとも絡んで重要な争点となった．

こうした政情のなか，有権者レベルでも憲法問題が政治的な争点として理解されるよう

になっていく．世論全体の傾向としては，1950 年代初頭には 9 条改正質問であれ一般改正

質問であれ，改憲賛成派が明確に優勢であった．しかし時期が進むにつれて国民の改憲志

向は徐々に弱まり，50 年代も終わりになると賛否拮抗ないし護憲派やや有利という状況に

推移した．
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初期改憲派の社会的属性

1950 年代には社会全体として改憲気運が高まっていたこともあり，改憲派の特徴につい

てふれる分析記事も各新聞でそれなりに充実している．ここではとくに重要な有権者の社

会的属性として性別，年齢，職業という 3 点から初期改憲派の特徴を示したい．

1950 年代の世論を理解するうえでまず重要なのは，性別による憲法意識の差である．改

憲賛成派には明確に男性が多い．9 条改正質問であれ一般改正質問であれ，男性に改憲志

向がより強いことは 50 年代を通して繰り返し報告されている 5)．例えば最初期の一般改正

質問である読売新聞 1952 年 4 月調査の結果によると，女性における改憲派割合が 37％で

あったのに対し，男性では 59％であった．

女性については，賛否の偏りを論じる以前に，無回答（わからない・答えない）の多さ

が特徴的である．聞き方が漠然としている一般改正質問に対してはもちろん，明示的に 9

条改正について聞くような質問に対してであっても，この時期多くの女性は意見を表明し

ていない．例えば朝日新聞 1952 年 2 月調査では，「憲法を改正して軍隊作るべきか」とい

う問いに対し，女性は「半数近く」が「わからない」としている（男性では 13％）6)．

こうした傾向の背景には，女性の政治に対する興味関心や知識の相対的な低さがあった

ろう．また当時濃厚にあっただろう，女性は政治にかかわるものではないとする社会的風

潮も，女性に意見表明を躊躇させていたかもしれない．この時代，国政選挙の投票率でみ

ても男女差はかなり大きく（松田 2009），女性の政治的関与には一般に高いハードルがあ

ったことは明らかである．

ただ 1950 年代も後半になってくると，女性でも無回答率は減ってくる．改憲論争の高揚

にともなって，憲法問題に対する認識が女性のあいだでも深まったものとみられる．こう

した女性による意見表明の増加は，結果的に世論全体における改憲派割合の減少につなが

った点で見逃せない動きである．例えば朝日新聞（1957 年 11 月 27 日付）は 1957 年 11 月

調査をそれ以前の調査の結果を比較し，女性の意見表明率上昇についてふれたうえで，「憲

法第九条改正反対の世論は農村婦人のなかに浸透している」と評している．

つぎに年齢層（世代）に注目すると，これも 1950 年代を通して傾向が一貫しており，は

っきり高齢者ほど改憲志向が強い．一例として，年齢層別の回答分布が詳細に判明してい

る朝日新聞 1955 年 11 月調査の一般改正質問の結果を図１に示している．同図左のグラフ

によると，20 代から 50 代まで年齢層が上がるごとに改憲派が多くなり，護憲派が少なく

なっている．60 代では改憲派の割合が小さいが，これは「意見なし」の回答者が多かった

結果であり，この層の護憲志向が強かったことを意味するわけではない．

図１ではとくに 20 歳代において改憲志向が弱くみられるが，これは一般改正質問だけで

なく，9 条改正質問に対する回答傾向でみても同様である 7）．この世代は，旧軍的組織が

復活した場合に徴兵される懸念が最も強かったことを考えれば，（志願制の自衛隊を保持す
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ることはともかく）改憲による軍隊再建に対して慎重であったのは理解できる．

図１ 朝日新聞 年 月調査における回答傾向（左：年齢層別，右：支持政党別）

川本（2007）をもとに作成．

逆に中高年層における比較的強い改憲志向は，この層の本格的再軍備に対する支持と連

動したものとみなせる．もっとも筆者は，1950 年代における中高年層の改憲志向には，再

軍備問題に対する意見だけでなく，より広く「戦前的価値観」全体との関連性から捉えた

方がよいと考えている．この点については少しあとで改めてふれたい．

職業別では，当時人口の 4 割ほどを占めた農林漁業者，また商工業者において改憲論が

とくに強かったという報告が複数ある 8)．のちにいう「旧中間層」の改憲志向が比較的強

かったということになる．これに対して，産業労働者や「新中間層」たる給料生活者の憲

法意識は相対的に護憲寄りであったようである．朝日新聞 1955 年 11 月調査の分析記事に

は，1952 年時点と比較して商工業者，農林漁業者の改憲志向が強まり，逆に給料生活者，

産業労働者の護憲志向が強まった旨の記述がある 9)．

以上の結果を総合して言えることは，1950 年代の選挙における投票参加者は一般に，棄

権者よりも改憲志向が一層強かったという点である．中高年層の相対的な高投票率はどの

ような選挙でも普遍的にみられる現象である．性別については，日本の戦後初期の選挙で

は，男性の投票率が女性より顕著に高かったことが知られている（松田 2009）．戦後日本

の選挙において農村部の投票率が相対的に高かった（境家 2013）ことも比較的よく知られ

た事実であろう．投票率の高かった男性，中高年層，農村部住人（多くは農林漁業者）は

いずれも上にみたように改憲志向が比較的強かった有権者集団に該当する．この時代の政

治家にとって，改憲派であることが露顕することは（通説的な見方 10）に反して）選挙対

策上大きなマイナスであったとは考えにくい．

0% 20% 40% 60% 80% 100%

60代以上

50代

40代

30代

20代

改憲派 意見なし 護憲派
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社会党支持

自民党支持
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初期改憲派の党派構成

ところで以上に示した改憲派・護憲派の職業構成は，ちょうどこの時期に結党・統一さ

れた自民党と社会党それぞれの支持基盤におおむね合致している（三宅 1989: 88-89）．こ

こからも示唆されることであるが，1950 年代において保守政党（自由党，自民党）支持者

が改憲志向，革新政党（社会党）支持者が護憲志向であったことは，当時の調査報道から

はっきりしている 11)．この傾向は，9 条改正質問の回答でみても一般改正質問の回答でみ

ても同様に認められる．

例として図１右は，朝日新聞 1955 年 11 月調査における一般改正質問への回答傾向を，

支持政党別に示したものである．ここから見て取れるように，自民党支持者においては改

憲志向が，社会党支持者においては護憲志向がはっきり強い．当時の各党の憲法問題にお

ける（少なくとも建前上の）立場に，支持者の意見もおおむね対応している．

なお共産党支持者にきわめて強い改憲
、、

志向がみられる点は，今日の同党のイメージから

して意外の感があるかもしれない．天皇制や私有財産制（資本主義体制）の存続を前提に

した新憲法に対する反発であろうと思われる．じつのところ，新憲法制定当初，共産党指

導部はこうした観点からその内容に批判的な姿勢を示していた（小関 2009: 209）．同党は，

1950 年代に保守勢力が改憲運動の主導権を握るようになると，少なくとも 9 条に関しては

護憲的姿勢を示すようになった．とはいえ支持者レベルでは，なお「ブルジョア憲法」に

対する違和感は根強く残ったということであろう．ただ 1950 年代における共産党支持者は

ごく少数であり，こうした「左方向への改憲論」は世論全体に占める勢力としては取るに

足らない．

戦前的世界への郷愁

1950 年代において，世代による憲法観の差は顕著であった．これには軍隊忌避感の差が

強く反映しているであろうが，より一般にいえば，戦前的な日本の社会的，政治的諸制度

や国際的地位への懐古的感情と憲法意識に関係があったことを示唆するものであろう．“一

等国”であったはずの帝国は戦争に敗れ，惨めな占領状態に置かれることになった．その

ために戦前的秩序はことごとく破壊され，憲法も「押しつけ」られることになった．こう

した事態に対し，戦前的秩序に慣れ親しんだ高齢世代ほど反発を持ったことは想像にかた

くない．

一般公開された個票データを分析し，上記主張について実証的に検討してみよう 12)．利

用するデータは 1958 年に京都大学によって実施された政治意識調査である．今回筆者が入

手できたなかでは最古の（憲法関連質問を含む）個票データであり，東京都区内のみが調

査対象であるという制約はあるものの，分析する価値は高い．

当調査には，本稿でいう一般改正質問に相当する問いが含まれている 13)．これを用いて，

まず回答者の天皇制に関する意見 14)と改憲志向との関係をみてみよう．天皇崇拝はいうま
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でもなく，戦前的価値観の重要な柱である．天皇制自体は護持されたとはいえ，戦前的価

値観の篤い信奉者にとって，国民主権制を含む新憲法は違和感をもって迎えられたであろ

う．図２左は，「天皇は必要か」を問う質問の回答別に改憲派，護憲派の割合を示したもの

である．この図からは，天皇制に対する支持の強さにしたがって改憲志向が強まっている

関係性がはっきり見て取れよう．当時の有権者における伝統志向と改憲志向の連動を鮮や

かに示している 15)．

図２ 戦前的価値観と憲法意識の関係（左：「天皇の必要性」，右：「日本の国際的地位低下

に対する評価」）（ 年京都大学調査）

左図につき，「（天皇は）絶対ない方がよい」とした回答者はきわめて少数であったため，「ない方がよい」

のカテゴリーとまとめた．

同様に図２右は，「世界の国々の中での日本の地位が，戦前に比べて下がったことを残念

と思うか」16)という問いへの回答と憲法意識の関係を示したものである．この図からは戦

前懐古派，つまり日本の地位失墜を残念視している人ほど改憲を望んでいた傾向が明確に

みられる．分析の詳細は省くが，戦前懐古的心情は高齢層ほど強く持っており，世代によ

る憲法意識の差の小さくない部分は，こうした感情の違いによるものとして理解可能であ

る 17)．

1958 年という段階の，しかも東京都心部住人の意識にして以上のようであった．いわん

や，50 年代前半までの（農村部を含む）国民一般においてをやである．独立直後において

少なからぬ有権者が持っていた新憲法に対する違和感は，戦前的世界―その時点から見て

たかだか 10 年ほど前の世界である―に対する郷愁とむすびついていたのである．翻って考

えれば，1950 年代全体を通した改憲派の逓減傾向は，戦後復興の進展あるいは日本社会の

「近代化」にともなう，国民感情の自然な変化の帰結であったといっていい．
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３．高度成長期

時代状況

つづいて高度成長期，1970 年前後の状況について検討したい．この時期，自民党政権は

憲法問題の争点化を回避し，エリートレベルの明文改憲運動は全体として停滞した．保守

改憲派の主流的主張であった「全面改正」論は影を潜め，憲法をめぐる争点は 9 条論，す

なわち自衛隊・日米安全保障条約の合憲性の問題に収斂するようになった．

世論全体の明らかな傾向としては，まず「正式の軍隊を持つための改憲」を望む有権者

がこの時期顕著に減少した．他方で通念に反して，「自衛権・自衛隊明記のための改憲」に

ついては必ずしも否定的に見られていたわけではなく，一般改正質問で聞いた場合の改憲

賛成派に至っては 1960 年代を通してむしろ増加している傾向が認められる．

高度成長期改憲派の特徴

高度成長期には，9 条改正賛成派と一般改正賛成派の属性に乖離がみられる点が重要で

ある．

まず 9 条改正質問についてはこの当時，「正式の軍隊を持つための改憲の是非」を問うと

いう形式でなされるのが標準的であったが（境家 2017），これに対し 1960 年代も後半以降

になると改憲反対論がきわめて濃厚になっていた．朝日新聞調査によると，自民党支持者

においてすら，1962年には 39％が 9条改正・軍隊再建支持であったのが，1968年には 22％，

1978 年には 1 割台にまで減少している 18)．1970 年頃まで「生き残った」少数の 9 条改正・

軍隊保持派には，男性，高齢者，低学歴，自営・商工業者が相対的に多かったことが当時

の新聞記事から確認できる 19)．これらはほぼ 1950 年代における改憲派の特徴と重なるが，

その集団が「煮詰められた」ものと理解すればよいだろう．

これに対して一般改正質問については，年齢層別の回答傾向という点で前時期からの実

質的な変化が認められる．この点はすでに先行研究によって指摘されてきたことでもある

が（NHK 放送世論調査所編 1982: 129），一般公開されている個票データによって直接確認

しておこう．図３は，1970 年頃に実施された 2 つの調査それぞれについて，改憲派割合（一

般改正質問の回答にもとづく改憲賛成派割合）を年齢層別に示したものである．2 つとは，

1967 年に米国ミシガン大学の研究者によって実施された調査（以下，「1967 年ミシガン調

査」），および 1970 年の時事通信社による調査（以下，「1970 年時事調査」）である．
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図３ 年前後における改憲派割合（年齢層別）

両調査には質問形式の相違からであろう，改憲派割合の絶対的な高さにはかなり差があ

るが，年齢層による回答傾向は非常によく似ている．すなわち図３によると，いずれの調

査においても，1950 年代の傾向とは逆にどちらかといえば若年層で相対的に強い改憲志向

がみられる．30 歳代前後における（一般改正質問で測定した場合の）強い改憲志向は基本

的に今日までつづく現象であるが，その起点は 1970 年前後にあったようである．

なお NHK放送世論調査所編（1982: 129）の分析では，終戦時に 10 代以下だった世代（1965

年時点で 30 代以下）で 1970 年前後に改憲派が大きく増加したこと，またこの時期に新た

に有権者に加わった世代では最初から改憲志向が強かったことが明らかにされている．要

するに，世代交代および各世代の加齢に伴う保守化の双方の要因によって，図３のような

年齢層と改憲志向の関係が生じるようになったわけである．

一般改正質問の回答には，支持政党別の分析からも前時代と異なった傾向をみることが

できる．前節でみたように，1950 年代では保守政党支持者に比べて革新政党（社会党）支

持者の改憲志向が弱い傾向ははっきりしていた．ところがこうした党派性による改憲志向

の差は，1960 年代後半以降，かなりの程度縮小していたことが当時の調査報道から示唆さ

れる 20)．

図４は先に用いた 2 つの調査について，支持政党別に一般改正質問の回答傾向を示した

ものである 21)．相対的にケース数の多い自民党支持者と社会党支持者を比べると，どちら

の調査でも改憲派割合にはほとんど差がない．その他を含めても，（1970 年の共産党支持

者に改憲派が突出して多い
、、

点を除けば）支持政党による改憲志向の差は大きくないことが

分かろう．
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図 年前後における改憲派割合（支持政党別）

以上から明らかなように，高度成長期には，改憲派から党派色が失われていくという現

象があった．これは自民党支持者の改憲志向が弱まった結果として生じた事態というわけ

ではなさそうである．この時期，改憲派の割合自体は全体としてむしろ逓増傾向にあった

（境家 2017）．この点を考えると，「改憲派の党派性喪失」現象は，自民党支持者における

改憲派減少というよりも，社会党支持者における改憲派増大
、、

の帰結として理解したほうが

筋が通る．

「革新主義的改憲派」の意図

憲法全面改正論が退潮し，9 条改正による「正式な軍隊」保持にも支持が失われたこの

時代，改憲派の有権者たちは具体的改正点としていったい何を意図していたのだろう．と

くに左翼的あるいは革新主義的イデオロギーを一般に持っていたはずの，社会党支持者に

おける改憲派の意図が問題になる．

まずひとつ直感的に言えるのは，この時期，（「正式な軍隊を持つための改憲」はもはや

論外になったにせよ）有権者間ではほとんどもっぱら防衛政策との関連で憲法改正問題は

捉えられていたであろうということである．1960 年代以降，政治家やメディア言説上にお

ける改憲論議は 9 条問題，具体的には自衛隊や日米安保条約の合憲性の問題に集約されて

いった．有権者の憲法問題の捉え方がこうした論争の大枠―社会心理学でいう「フレーム」

―の外にあったとは考えにくい．

しかし憲法問題が防衛政策のフレームで捉えられていたとして，それがなぜ革新主義者

の改憲志向にむすびつくのか．この点について，1967 年ミシガン調査のデータは示唆的で

ある．図５は防衛政策（自衛隊の規模，日米安保条約のあり方）に関する志向別に，自民・

社会各党支持者の改憲派割合を示したものである．
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図５ 防衛政策への志向と憲法意識の関係（左：自衛隊について，右：日米安保条約に

ついて）（ 年ミシガン調査）

まず同図左のグラフによると，自衛隊の規模を「今のまま」ないし「減らす」べきだと

考えている回答者のなかでは，社会党支持者において自民党支持者よりも改憲志向が「強

く」表れていることがわかる．とくに「減らす」べきとする者のなかで，両党支持者間の

憲法意識の差が大きい 22)．

また右のグラフによると，日米安保条約の存在を肯定する（現状より「強める」べきか

「弱める」べきかの意向に関係なく）回答者において 23)，やはり社会党支持者の改憲志向

がより「強く」表れている．社会党支持者で改憲志向が明確に弱いのは日米安保廃止論者

であるが，こうした意見は同党支持者内ですら 15％程度で主流とはいえない 24)．

要するに，高度成長期の有権者にとって防衛政策に関する志向と憲法意識には密接な関

連があったが，その関連の仕方には自民党支持者と社会党支持者において微妙な違いがあ

った．最小限度の自衛戦力（現状の自衛隊以下の戦力）の保持を肯定し日米安保条約を許

容する人―当時の標準的な有権者である―のなかでは，社会党を支持している場合におい

て改憲志向がより強く存在したのである．

五五年体制の時代，社会党指導部は非武装中立論（自衛隊・日米安保違憲論）を唱えつ

づけたが，この立場は支持者レベルでは少数にとどまり，現実の防衛政策としては現状維

持論が多数を占めていた．しかし現実世界と憲法条文に矛盾があるとする論点自体は支持

者にまで浸透していたのだろう，この層において自衛隊の合憲性の問題は強く意識される

ようになった．結果，社会党支持者たちは現状と憲法の不整合感を解消する方法として，

自衛隊・日米安保の廃棄ではなく，むしろ皮肉にも明文改憲（自衛権・自衛隊の憲法明記）

を期待するようになった．以上が高度成長期に「増えた」改憲派の意図であったろう 25)．

これに比べて，国民のより大きな部分を占める自民党支持者については，むしろ柔軟な

憲法解釈を（政府方針どおりに）是認していた．このことは当然，世論全体としてみた場

合の改憲志向の弱さにつながったわけであり，その意味で戦後憲法体制の安定に寄与した

のである．
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４．五五年体制崩壊期

時代状況

本節では，五五年体制が崩壊に向かう 1990 年代の状況について検討する．1990 年代初

頭，湾岸危機／戦争をきっかけに自衛隊海外派遣問題が争点化し，エリートレベルで改憲

論議が再び活発化することになった．政局の面では 1993 年に自民党が下野し政界再編の時

代に入るが，そこでの主役となった保守系「新党」の多くは，広く既存体制改革を目指す

観点から改憲に積極的な姿勢を示した．1990 年代の改憲論では自衛権・自衛隊の合憲性は

もはや自明のこととされる一方，「新しい人権」規定や統治機構改革といった課題が挙げら

れるようになり，憲法改正をめぐる論点が多様化した．

この時期，憲法をめぐる世論も重大な転換点を迎えた．9 条に関しては，「自衛権・自衛

隊の明記」はもちろん，「自衛隊海外派遣のための改憲」に対する抵抗感も弱まった．一般

改正質問に対する賛否は，1992 年末を境に一挙に改憲派優勢へと転じた．

1990 年代中期以降になると，憲法に関する有権者の関心事は拡散するようになり，9 条

問題の重要性は国民意識のなかで相対的に低下した．社会的，経済的危機があいつぐなか，

首相権限の強化など統治制度改革が注目を集めるようになり，そのための改憲には一般に

高い支持が与えられるようになった．

「新党」支持者における改憲志向

1990 年代初頭の改憲論を牽引したのは，「自衛隊海外派遣のための 9 条改正」論であっ

た．この意味での 9 条改正派の特徴について分析できればよいのだが，残念ながらこの目

的に適した調査はほとんど行われておらず，手がかりとなる分析記事の類も見当たらない．

また 9 条をめぐる伝統的論点であった「正式な軍隊を持つための改憲」の是非についても，

この点を直接聞くような質問は 1990 年代に入り世論調査から姿を消している．そこで以下

では，一般改正質問に焦点を絞って議論を進めていくことにしたい．

政界再編期にあたるこの時期，まず論点となるのは支持政党による憲法意識の差異であ

る．この点については，当時の調査報道の情報を総合するに，一貫した傾向が指摘できる．

それは，1990 年代以降に成立した「新党」の支持者一般における改憲志向の強さである．

1990 年代に政治学者によって実施された学術調査，「変動する日本人の選挙行動：1993～

1996 年」調査（通称 JES II）のデータを用いてこの点を確認しておこう．JES II は 1993 年

から 1996 年まで継続的に行われた，きわめて学術的価値の高い調査である．
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図６ 年代における支持政党別憲法意識（ ）

図６は，1993 年 7 月（左図）と 1995 年 7 月（右図）における，支持政党別の憲法意識

（一般改正質問に対する回答分布）を示したものである 26)．左図からは，日本新党，新生

党という 1993 年政局の主役たる新党の支持者に改憲志向が強く，自民党支持者を上回るほ

どであったことがわかる 27)．右図によると，1994 年末に成立した新進党の支持者について

も，自民党とほぼ同程度に強い改憲志向があったことが明らかである．1990 年代における

改憲派の急増という現象は，かなりの程度，政界再編に伴う新党の勢力拡大―あるいは既

存野党の勢力縮小―の過程として理解できるといってよいだろう．

国際貢献意識と改憲志向

では新党支持者を中心とする 90 年代改憲派は，具体的に憲法のどのような修正を期待し

ていたのか．この点，湾岸危機／戦争を契機に国民の「国際貢献意識」が高まり，自衛隊

海外活動の合憲性を明らかにするための改憲が求められるようになった，とみるのが一般

的である（典型的な議論として，五百旗頭編 2014）．新党勢力が一般に自衛隊派遣による

国際協力，およびそのための改憲に前向きであったことを考えれば，以上の見方によって

新党支持者の強い改憲志向も整合的に理解できる．

1990 年代有権者の国際貢献意識と改憲志向の関係は，ミクロレベルデータを用いた分析

の結果として，すでに政治行動研究者が指摘してきたことでもある．綿貫・三宅（1997: 第

3 章）や蒲島・竹中（1996: 354-357）は，1993 年の調査データ（JES II）を用いて，「軍事

的国際貢献」に積極的な有権者ほど憲法改正に賛成する傾向があったことを明らかにして

いる．以上のように，1990 年代初頭における国際貢献意識の高揚が改憲志向上昇の導火線

となったとする主張には，十分な証拠があると言えよう．

しかし他方で，国際貢献意識のみによって 90 年代改憲派の意図が説明しつくせると考え

るのは短絡的である．湾岸戦争の経験をふまえ，政府は 1992 年以降，現行憲法を維持した

まま PKO 法を成立させ，その後カンボジア等に対し実際に自衛隊を派遣した．自衛隊によ

る国際貢献を可能にすることが 90 年代改憲派の実質的目標であったのだとすれば，この時
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点でそうした期待自体は満たされたわけである．それにもかかわらず，1990 年代後半に至

っても世論全体の改憲志向は強まりこそすれ弱まることはなかった．

自衛隊海外活動の実現は 90 年代改憲派にとって目標のひとつにすぎなかった，と筆者は

みている．このことを示唆するデータを，1993 年の JES II 調査から示そう．図７左は，回

答者の「軍事的国際貢献」に対する積極性による改憲志向の差を，支持政党別に表したも

のである．横軸の「貢献消極」派は「非軍事的な分野だけに限っても，十分な国際貢献が

できると思う」という意見に，「貢献積極」派は「非軍事的な分野だけにこだわったら，十

分な国際貢献はできないと思う」という意見にそれぞれ賛成の回答者を指す．縦軸は各グ

ループにおける改憲派の割合である．

図７ 年 月における支持政党別憲法意識（左：軍事的国際貢献に対する志向別，

右：選挙制度改革に対する志向別）（ ）

分析の結果によると，社会党支持者においてとくにそうであるように，たしかに「軍事

的国際貢献」に積極的である有権者には強い改憲志向があると一般的には言えそうである．

しかしその一方で，新党（新生党・日本新党）支持者については，同じ「貢献消極」派内

で比べてみた場合でも，既成政党（自民党・社会党）支持者より明確に改憲志向が強い．

これは，少なくとも新党支持者にとって，国際貢献志向のみが改憲意識の要因ではなかっ

たことを示唆するものである．とくに新生党支持者における「貢献消極」派の憲法意識は，

「貢献積極」派のそれよりむしろ改憲志向が強かったほどで，その意図が気になるところ

である．

体制改革運動の一環としての改憲論

1990 年代に高まった有権者間の改憲意識には「既成体制・既存政党への不満表明」とい

う側面が強くあった，と筆者はみている．1980 年代末以降の国際情勢の変転と政局の混乱，
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大震災やテロ事件，金融危機といった一連の国家的危機は，旧来の政治経済システム全体

に対する強い不信と不満を有権者に抱かせた．こうして高まった政治不信は政治行政制度

改革への強い期待に姿を変え，その一環として（あるいはこの面では最も抜本的ともいえ

る方策として）憲法改革
、、

に対する支持も高まった．日本新党など新党勢力は，五五年体制

型政治経済システムの刷新を目指す観点から統治制度改革を伴う改憲を提唱したが（境家

2017），当時新党に期待を抱いた有権者たちもこうしたフレーミングのもとに憲法問題を捉

えたのではないか．

図７を再度見ていただきたい．同図右は，1993 年当時政局の焦点となっていた衆院選挙

制度改革問題に関する有権者の立場と憲法意識の関係を示したものである．横軸の「改革

消極」派とは「選挙制度を変えなくても，政治改革を行うことができる」という意見に，

「改革積極」派とは「選挙制度を変えなくては，政治改革を行うことができない」という

意見にそれぞれ賛成の回答者を指している．この図によると，どの政党支持者においても

一般に，「改革積極」派は「改革消極」派よりも改憲志向が強かった傾向がうかがえる．と

くにその関係が明確に表れているのは，選挙制度改革の主導的勢力であった新生党の支持

者においてである．左右のグラフを比較すれば，同党支持者における選挙制度改革問題の

重要性はより明らかである．

当時の選挙制度改革論は，憲法と必然的なむすびつきのある問題ではない（実際，選挙

制度は憲法を維持したまま改変された）．それにもかかわらず，新生党支持者の意識におい

て両者がむすびつけられていたという事実は，彼らが広い意味での（あるいは漠然たる）

政治改革志向を強く持っており，その一環として憲法改革にも賛成したことを示唆するも

のである．

こうした既存体制への不満表明としての改憲志向は，阪神淡路大震災，金融危機といっ

た諸危機を経験する 1990 年代中葉以降にはさらに有権者間に浸透したものと考えられる．

図８は JES II の 1996 年 10 月調査から，「行政改革への賛否」と改憲意識の関係を示したも

のだが，支持政党を問わず，行革賛成派において強い改憲志向があったことが一目瞭然で

ある．1996 年末という段階では，「新党」たる新進党や民主党の支持者はもちろん，自民

党など既成政党支持者のなかでも，体制改革志向と改憲意識に明確な関連がみられるよう

になっている．
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図８ 年 月における支持政党別憲法意識（ ）

以上の分析が示唆するように，1990 年代後半，有権者一般に強い政治不信と体制改革欲

求が生じるなか，憲法問題も政治改革論の文脈（体制改革フレーム）で捉えられる向きが

強くなった．このことは他面で，憲法問題が防衛政策の文脈（防衛政策フレーム）のみか

ら捉えられるわけではなくなったことを含意する．1990 年代全体にわたる（自衛隊海外派

遣問題が一段落した後までつづく）改憲志向の高止まり
、、、

の前提として，こうした憲法問題

の「脱（保革）イデオロギー化」があったというのが筆者の見方である．

革新主義者の二極分化

以上の議論に関連して興味深いのは，1990 年代初頭における，有権者の保守・革新イデ

オロギーと憲法意識の関係である．図９は JES II の 1993 年調査を用いて，支持政党別に，

保革イデオロギーと憲法意識の関係を示したものである．グラフ横軸は回答者のイデオロ

ギーを表しており，「革新」「中道」「保守」の 3 種類に分かれている．この分類は各回答者

の自己評価にもとづいたものである 28)．グラフ縦軸は各回答者グループの改憲派割合を表

す．

図９ 保革イデオロギーと憲法意識の関係（支持政党別）（ ）
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この図にみられる傾向として，まず社会党支持者については革新主義的であるほど改憲

志向がはっきり弱い．革新主義という概念を，五五年体制期における通例の用法，すなわ

ち左翼的イデオロギーとして理解すれば，この結果はまったく自然である．ところが同図

によると，社会党以外の政党支持者については，革新主義的であるほど改憲志向がむしろ

明確に強く
、、

なっている．その関係が最も強く表れている日本新党支持者の場合，保守主義

的と自己規定する人のなかでは約 4 割が改憲派であるのに対し，自身を革新主義的と評価

する人のなかではじつに 7 割が改憲に賛成している．

こうした結果，全体として保守主義者の場合は支持政党によらず改憲派割合は 5 割周辺

に集まっているのに対して，革新主義者の場合には支持政党によって割合が 3 割弱から 7

割と大きなギャップが生じている．革新主義者の憲法意識は二極に向かって分化している

のである．

以上のことは，革新主義という概念の理解自体が，社会党支持者と新党支持者とで異な

っていたことを示唆する．社会党支持者にとって革新主義とは，伝統的な理解のとおり，

いわゆる左翼的イデオロギーのことであったとみていい．「革新主義的社会党支持者」はお

そらく，憲法改正問題を防衛問題フレーム（1993 年の時点ではとくに自衛隊海外派遣問題

の文脈）で捉え，その結果として改憲に強い拒否反応を示したと解釈できる．

これに対し，新党支持者にとっての革新主義とは，旧来的な五五年体制的枠組み全体―

自民党だけでなく社会党のあり方も含む―の否定という意味での改革
、
主義として捉えられ

たのであろう．「革新主義的新党支持者」は，改革派を当時自任していた新党の支持者のな

かでも，最もラディカルな体制変革を求めた人たちである．改革の具体的方向性は明らか

ではないが，少なくとも五五年体制期の革新政党が示した左翼的なそれでなかったことは

疑いない．むしろ彼らにとって護憲とは，革新どころか守旧的立場を意味したのであり，

だからこそこの集団はきわめて強い憲法改革
、、

志向を表したのだと解釈できる．

近年，とくに若年層にとって保守主義・革新主義の捉え方が五五年体制的なそれと異な

っていると指摘されている．遠藤・ジョウ（2014）によると，近年では 40 歳代までの有権

者が（五五年体制的理解では疑いなく保守政党とみなされる）日本維新の会を最も「革新」

的な政党として位置付けるという．こうした有権者のイデオロギー理解の変化は部分的に

は 1990 年代初頭からすでに始まっていたということであろう．1990 年代における五五年

体制の崩壊は，当時の有権者の憲法意識からも見て取れるのである．

５．小泉改革以後

時代状況

最後に 2000 年代，とくに小泉改革期以後の状況について検討しよう．小泉純一郎内閣に

よる一連の行財政改革は一定の評価をもって有権者に受け止められ，1990 年代からつづく

「改革の時代」にはひとつの区切りがつけられた．その一方で，国際テロの頻発化や近隣
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国の軍事的台頭により，防衛問題が政治的な争点として再び比重を高めることになった．

とりわけ集団的自衛権行使の是非が焦点となり，第二次安倍晋三内閣のもとで進められた

安保法制は国会内外で論争を引き起こした．

憲法問題そのものについてはこの時期，自民党をはじめ多くの政党が本格的な改憲構想

を公表し，手続き面でも国民投票法が制定されるという実際上の進展があった．さらに，

安倍首相は在任中の改憲実現の意向を示し，2016 年には衆参両院で改憲容認勢力が 3 分の

2 を超えるなど，改憲派エリートにとっては 1950 年代以来の好機が到来している．

憲法をめぐる世論の全体的傾向として指摘できるのは，第一に，9 条問題に対する関心

の上昇である．とくに第二次安倍政権期になるとその傾向は顕著で，逆に 9 条以外の争点

（統治制度改革論など）に対する関心は相対的に低下した．第二に，第一次安倍政権期以

降，一般改正質問で測定した場合の改憲派の割合が（2009 年，2012 年頃を一時的例外とし

て）減少している．この傾向もやはり第二次安倍政権期に入って顕著になっており，2014

年頃からは改憲問題に対する賛否はほぼ拮抗状態となっている．

現代改憲派の年代的特徴

近年の改憲派の特徴を明らかにするうえで，まず年齢層別の分析を行っておきたい．こ

の点に関する調査報道は数多く存在するが，ここでは同一フォーマットを用いて複数回質

問を行い，かつ改憲派割合の詳細が判明している NHK の調査結果を示そう．図 10 左グラ

フは 2007 年から 2015 年までの 9 条改正質問 29)，右グラフは同時期の一般改正質問の年齢

層別集計結果である．縦軸は改憲派割合を示す．

図 小泉改革期以後の年齢層別憲法意識（ 調査）

荒牧・政木（2015）をもとに作成．

図 10 からはいくつかのことが読み取れる．まず 9 条（左図）について，2013 年までは

年代による改憲志向の差が比較的大きく，40 歳未満層で相対的に改憲志向が弱かったこと

が分かる．2000 年代を通し，これまで若年層とくに 20 代の有権者が 9 条改正に消極的で

あったことは，他の機関の調査からも指摘されている 30)．
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ところが 2014～15 年の調査結果を見ると，年齢層による改憲派割合の差はかなり縮小し

ている．この時期世論全体として 9 条改正論が弱まっていたことが見て取れるが，とくに

40 代以上の中高年層の護憲化が顕著であったようである．40 代未満層の回答はこの点，す

べての調査年を通し，集計的にみれば非常に安定している．

一般改正質問（右図）については，全調査を通じ，70 歳以上の高齢層で相対的に改憲派

割合が低い．一般改正質問において，高齢者の護憲志向が比較的強いこともまた，2000 年

代の調査報道でこれまで頻繁に報告されている 31)．

一般改正質問における改憲派もやはり 2014 年以降減少が見られるが，これは 9 条の場合

と異なり，40 歳未満層でも同様である．40 歳未満層では，2013 年までは 9 条改正賛成率

と一般改正賛成率の乖離が大きかったものが，近年では接近しつつある．40 代でもややそ

うした傾向が認められる．以上のことは，とくに比較的若い有権者層において近年，一般

改正質問を 9 条改正問題として受け取り回答する人が増えた（9 条以外の問題を想起して

改憲賛成を表明する人が減った）という見方と整合的である．

二大政党支持者の憲法意識

一般改正質問を 9 条改正質問として受け取る，つまり「防衛政策フレーム」で憲法問題

を捉える人が増えたということは，逆に言えば 1990 年代のように「体制改革フレーム」か

ら憲法問題を捉える人が減ったということを含意する．こうしたフレーミング転換の契機

は，第一次安倍政権誕生―すなわち，小泉改革の終焉―の時期であったと筆者は考えてい

る．この見方に整合的な現象として，当時期を境とした，「新党」支持者における改憲志向

の低下を指摘したい．

前提としてまず森喜朗～小泉政権期では，1990 年代同様，「新党」たる民主党支持者が

自民支持者と同等かそれ以上に改憲志向が強かったとする調査報告が多くみられる 32)．例

えば毎日新聞は，小泉内閣期に（支持政党別の回答が判明しているものとして）4 回，一

般改正質問を面接調査している．その結果によると，自民党支持者の改憲派割合が 45～

47％であったのに対し民主党支持者の場合は 50～62％と，すべての調査において民主党支

持者の改憲志向がより強く表れている 33)．「新党」支持者における改憲志向の強さという

点で，小泉政権期は依然 1990 年代からの延長として理解できそうである 34)．

ところが小泉内閣が退陣する 2006 年頃を境として，ほとんどどの調査でも，民主党支持

者における改憲派割合は自民党支持者のそれを下回るようになる（2009 年頃を除く．後述）

35)．具体的な数値例として，公開個票データの「変動期における投票行動の全国的・時系

列的調査研究」調査（通称 JES IV）より，一般改正質問の回答結果をみておこう．図 11

は，2007 年 9 月から 2011 年 11 月まで 4 回の調査それぞれにおける，二大政党支持者の改

憲派割合を示したものである．どの時点の調査でも，民主党支持者の改憲志向は自民党支

持者よりも明らかに弱く表れている．
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図 小泉改革期以後の二大政党支持者の憲法意識（ ）

「改憲派」とは「今の憲法は時代に合わなくなっているので，早い時期に改憲した方がよい」という意見

に「（どちらかといえば）近い」と回答した人を指す．

2011 年調査のみ選択肢に「わからない」が存在しない．

一定の成功とみなされた小泉改革が 2006 年に終焉した後，政界から政治経済システムの

改革を目指す気運は失われていくことになる．憲法改正論が体制改革運動の一環として唱

えられることも少なくなった．実際，民主党が改憲論を積極的に訴えることを止めるのも

この時期（とくに 2006 年 4 月の小沢一郎代表就任以降）である．こうしたエリートレベル

の動きに対応する形で，有権者レベルでも「体制改革フレーム」によって憲法問題を捉え

る人は以前に比べ減少したのではないだろうか．そのように解釈すれば，2006 年を境にし

た「新党」民主党支持者における改憲志向の弱まりも理解可能になる．

政権交代気運と改憲志向

民主党（民進党）支持者にみられる弱い改憲志向は，第一次安倍政権期以降，基本的に

は 2016 年現在に至るまでつづく傾向である．しかしじつは例外的な時期があった．それは

2009 年頃のことで，このとき民主党支持者の改憲志向が再び自民党支持者と同等以上にな

ったとする調査報告が現れている．

例えば毎日新聞 2009 年 9 月調査の結果によると，自民支持層の 57％，民主支持層の 64％

が改憲に賛成していた 36)．分析記事が指摘するように「憲法改正を結党以来の党是に掲げ

る自民党に対し，民主党は積極的に改正を主張して[いない]」にもかかわらず，である．

朝日新聞，読売新聞でも，この前後の時期に，両党支持層の改憲志向に差がなかったとす

る調査報道がみられる 37)．図 11 の分析でも，他の年に比べて 2009 年調査では二大政党支

持者の改憲志向の差が小さかったことが見て取れよう．

いうまでもなく 2009 年という時期は，自民党政権に対する不信・不満が頂点に達し，民

主党への政権交代気運が高まった頃にあたる．このとき民主党に期待した（支持した）有

権者のなかで，政権交代と同時に，憲法改正にも賛意を示した者が多く存在したわけであ
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る．結果として世論全体で見てもこの時期，一時的ではあるが改憲派割合の回復がみられ

る（境家 2017）．

2000 年代に政権交代気運がもう一度強力に高まったのは，東日本大震災を経て民主党政

権が完全に行き詰った 2012 年頃である．この時期には自民党のほか，改革政党を自称した

「新党」みんなの党や日本維新の会が存在感を示していた．そしてこの場合でもやはり，

これら新党支持者の改憲志向は明確に強かったのである．例えば 2012 年 8 月の毎日新聞調

査によると，民主党，自民党，みんなの党，日本維新の会各支持層の改憲派割合は 58％，

68％，80％，79％であった 38)．

以上のように，2009 年と 2012 年に共通して言えることとして，政権政党への不信・不

満が極度に高まったとき，その対抗政党の支持者たちは一様に憲法改革
、、

に（賛否を問われ

た場合には）賛意を表していた．こうした有権者たちの多くはおそらく，憲法問題にふだ

んから強い関心を寄せていたわけではなく，まして具体的な改憲構想まで見えていたわけ

ではないだろう．彼らの多くが持っていたのは漠然たる（しかしきわめて強い）「世直し」

気分であり，そうした気分のなかで，「憲法を変えるべきか」とあえて問われた場合に賛成

を表明したにすぎなかったろう．こうして一時的に増加した改憲派集団は―これも両時期

に共通して言えることであるが―政権打倒という「世直し」が実際に達成されてしまえば，

途端に雨散夢消することになる．

「体制改革フレーム」から「防衛政策フレーム」へ

以上のような突発的，短期的な改憲派増大の時期はあったものの，小泉改革期以降の基

本的な世論変化の特徴は，むしろ改憲志向の低下傾向のほうにあったといっていい．繰り

返しになるが，こうした変化の基底的な要因は，この時期，有権者間で憲法問題が「体制

改革フレーム」ではなく，「防衛政策フレーム」によって捉えられる向きが強まったことに

ある，と筆者は考えている．

本節を締める前に，以上の見方を支持するより直接的な証拠を，個票データ分析によっ

ていくつか示しておきたい．まず図 12 は JES IV 調査より，2007 年 9 月における二大政党

支持者の憲法意識を表したグラフである．左図は回答者の「集団的自衛権行使に関する賛

否」39)，右図は「行政改革志向の強さ」40)による改憲派割合の違いを示している．
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図 年 月における支持政党別憲法意識（左：集団的自衛権行使に対する志向別，

右：行政改革に対する志向別）（ ）

左図からは，防衛政策（集団的自衛権行使問題）に関する志向が憲法意識に非常に強く

関連していたことがまず明らかである．集団的自衛権行使に反対の者では，改憲志向が極

端に弱い．とりわけ民主党支持者においてそうした関係はより強く見られる．ところが右

図によると，行政改革問題に関する志向は，どちらの政党支持者についても憲法意識との

関連がはるかに弱い（それどころか 1990 年代の傾向とは逆に，どちらかといえば行革志向

が強い者の方で改憲派割合が低い）．

以上の結果，とくに民主党支持者のグラフと，図７で示した 1990 年代の新生党支持者の

それと比較すれば 41)，いかに両時代における新党支持者の憲法意識が対照的なものであっ

たかが分かるだろう．2007 年時点では，新党支持者にあってさえも，もはや統治制度改革

論と改憲論は結びつかなくなっており，むしろ五五年体制期のように防衛政策との関連で

憲法問題は捉えられるようになっていた．

時期をさらに進め，第二次安倍政権期の状況について検討してみよう．ここでは 2012

年衆院選に際して行われた，東大大学谷口研究室・朝日新聞共同調査を利用する 42)．同調

査では，憲法改正問題を含む数多くの政策争点に関する意見を，有権者と政治家（衆院選

候補者）の双方に聞いている 43)．図 13 は，有権者と政治家それぞれの，一般改正質問に

対する回答と他の 34 種類の政策争点質問に対する回答の間の相関係数（絶対値）を示した

ものである．相関係数絶対値が高いほど，当該政策争点に関する意見と憲法意識に強い結

びつきがあったことを意味する．
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図 憲法意識と他の政策意見の関連性（ 年東京大学谷口研究室・朝日新聞共同調査）

縦軸は相関係数の絶対値

分析の結果によると，政治家間では非常に幅広い政策争点で，憲法意識との強い関連性

が認められる．これに対し，有権者間では「集団的自衛権」や「防衛力強化」（少し落ちて

「他国先制攻撃」）といった防衛政策に関する争点に関する意見と憲法意識に比較的強い関

連が見られる一方，その他の政策争点との結びつきは一般に弱い．かつて小泉政権期に憲

法改正論点の一部として注目を集めた「首相公選制」の是非についても，改憲志向との関

連は強くない．「中選挙区制」や「政治資金規制」といった 1990 年代初頭の政治改革の中

心的争点に対する意見は，もはやほとんどまったく憲法意識と無関係である．

以上の結果は，エリートレベルではともかく，有権者レベルにおいてはこの時期，憲法

問題が主として「防衛政策フレーム」から捉えられていたことを示唆するものである．そ

の結果として，一般改正質問を 9 条改正質問の趣旨として受け取り，回答する有権者が多

くなったであろう．この点を直接的に示すデータを，2013 年参院選時の調査（東京大学谷

口研究室・朝日新聞共同調査）データから最後に示しておこう．表１は，同調査における

一般改正質問と 9 条改正質問 44)の回答分布をクロスしたものである．左表は自民党支持者，

右表は民主党支持者の場合であるが，どちらにしても両質問の回答傾向にはかなり強い関

連が認められる．例えば自民党支持者の場合，9 条改正賛成派のうち約 8 割が一般改正質

問でも賛成を表明しており，逆に反対を表明した者は 3％にすぎない．民主党支持者でも

同様の傾向がみられる 45)．以上の結果は，この時期，多くの有権者にとって一般改正質問

と 9 条改正質問が同趣旨の質問として受け取られていたことを示唆している．
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表１ 一般改正質問と 条改正質問の回答の関連性（ 年東京大学谷口研究室・朝日新

聞共同調査）

歴史は繰り返す？

ここまでの分析が示す通り，小泉改革期以降，有権者間では憲法問題が「防衛政策フレ

ーム」で捉えられる傾向が強まった．別の表現をすれば，憲法問題が「再（保革）イデオ

ロギー化」した，と言ってもいい．

とくに近年（第二次安倍政権誕生以降）は，この傾向が顕著になっている．民主党政権

の挫折により一時的に高まった「世直し」気分，およびこれに付随する改憲賛成論は，実

際に政権交代が達成され，かつ新政権のパフォーマンスが一定以上とみなされたことで，

急速に失われることになる．結果もはや憲法問題が「体制改革フレーム」から捉えられる

ことはほとんどなくなり，とりわけ左翼的有権者の改憲志向が弱まったことが，近年の急

速な改憲派減少の背景である．

第二次安倍政権成立後の憲法と世論をめぐる状況は，ある意味で五五年体制初期の時代

に戻ったかのようである．自民党支配は再び安定の時代に入り，体制改革への気運は退潮

した．代わりに，防衛問題すなわち 9 条問題に再び焦点が集まるようになった．これらの

ことも影響して，世論全体における改憲熱は以前に比べ（1980 年代以前の水準にまで）冷

めている．

他方，五五年体制期と今日とで大きく異なるのは，政権エリートの憲法問題に対する姿

勢である．周知のとおり，六〇年安保以降，五五年体制期の自民党政権は憲法問題を棚上

げし，世論に対し「低姿勢」で接する方針をとってきた．対する今日の安倍内閣は，首相

在任中の改憲実現を公言するほど改憲問題に積極的な姿勢をみせている．「逆風」が吹きつ

つある世論のもとで，改憲への手続きが今後どのように進みうるのか，注視が必要である．

［注］

1) この時期に政治学者が実施した大型の調査としては，「日本人の政治意識と行動（JABISS）

調査」（1976 年）や「日本人の選挙行動（JES I）調査」（1983 年）が著名である．

2) 紙幅の都合上，この点のより詳しい内容は別稿（境家 2017）に譲らざるをえない．

3) ただし厳密にいえば，「改憲派でない人たち」は，意識調査に対し無回答ないし中庸的（ど

ちらともいえない）な回答をしている場合を含むわけで，護憲派と完全に同値であるわけ

ではない点は一応留意しておきたい．

自民支持 民主支持
賛成 中間 反対 賛成 中間 反対

一般改正 賛成 一般改正 賛成
中間 中間
反対 反対
計 計

9条改正 9条改正
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4) とくに断りがない限り，本稿にいう「改憲派割合」は，「DK（わからない）・NA（無回答）

等を含めた回答者全体に占める，憲法改正賛成派の割合」を指すものとする．

5) 朝日新聞 1952 年 3 月 3 日付，同 1955 年 12 月 13 日付，同 1957 年 11 月 27 日付，毎日新聞

1955 年 2 月 13 日付，読売新聞 1952 年 2 月 8 日付，同 1952 年 4 月 16 日付，同 1953 年 4

月 6 日付．

6) 朝日新聞 1952 年 3 月 3 日付．

7) 朝日新聞 1955 年 12 月 13 日付．

8) 朝日新聞 1955 年 12 月 13 日付，毎日新聞 1955 年 2 月 13 日付，読売新聞 1952 年 2 月 8 日

付，同 1953 年 4 月 6 日付，同 1957 年 9 月 2 日付．

9) 朝日新聞 1955 年 12 月 13 日付．

10) 例えば渡辺（1987, 280）による以下の主張．「（1955 年総選挙に際して日本民主党，自由

党ともに）選挙戦では改憲を主張することはできなかった．こうした状況は，支配層の上

部の改憲についての楽観的見通しと熱意にもかかわらず，改憲が“意外”にも国民に不評で

あり続けており，それを直接肌で感じた候補が軒並み改憲消極に回ったことを示してい

た．」（傍点原文）

11) 朝日新聞 1952 年 3 月 3 日付，同 1955 年 12 月 13 日付，毎日新聞 1952 年 4 月 14 日付，読

売新聞 1952 年 2 月 8 日付，同 1952 年 4 月 16 日付．

12) 残念ながら 1950 年代の新聞記事からはこの点，手がかりを得ることができない．1950 年

代を少し外れると，朝日新聞 1962 年 8 月 17 日付の分析記事に，「（改憲を希望する理由に）

家族制度の復活や自由主義の行過ぎをあげた人たちは 50 歳代や 60 歳以上の高年齢層に多

かった」との記述がある．

13) 質問文は「『いまの憲法は，現在の事情に合わないから，はやく改正しよう』という主張

がありますが，あなたはこれに賛成ですか，反対ですか」というもので，回答の選択肢に

は「非常に賛成」「賛成」「どちらともいえない」「反対」「非常に反対」の 5 段階がある．

以下の分析で「改憲派」とは前二者の選択肢を選んだ者，「護憲派」とは後二者の選択肢

を選んだ者を指す．

14) 質問文は「あなたは，いまの日本には天皇が必要であると思いますか，必要ないと思いま

すか」というもの．

15) 図２左からもうひとつ読み取れるのは，少なくとも 1950 年代末の有権者にとって，天皇

制の存続そのものはほとんどまったく憲法上の争点ではなかったという点である．これが

争点であったならば，「天皇がない方がよい」とする有権者はむしろ改憲派であらねばな

らないからである．

16) 標本のうち，「地位が下がったと認識している」回答者に限定してなされた質問．

17) もっとも図２のような関係性自体は，年齢層別に分けて分析を行った場合でもなお確認す

ることができる．

179



180 

18) 朝日新聞 1962 年 8 月 17 日付，同 1969 年 1 月 5 日付，同 1978 年 11 月 1 日付．

19) 朝日新聞 1969 年 1 月 5 日付，同 1970 年 6 月 23 日付，読売新聞 1970 年 5 月 31 日付．

20) NHK1967 年 1 月調査（『文研月報』1967 年 4 月号参照）．

21) 1967年ミシガン調査には有権者ではない 19歳以下のケースも少数含まれるが，1970年「前

後」の有権者についての議論を行っているという観点から，分析からあえて除外していな

い．図５の分析についても同様．

22) 自民党支持者における自衛隊廃止論者の多くは，本格的な軍隊組織の復活を期待していた

のではないかと推察される．それゆえ戦力不保持を規定する現憲法の改正に比較的前向き

だったのだろう．

23) 質問文は「日本とアメリカの防衛のとりきめはどうですか，もっと強めるべきだと思いま

すか，それとももっと弱めるべきですか，或いは廃止すべきだと思いますか．」というも

の．

24) なお日米安保廃止論者において，改憲問題に関する保革対立が最も鮮明に表れている点は

興味深い．自民党支持者中の安保否定派はいわゆる「自主防衛」論者であろうと思われる．

この集団（数的には少数であるが）の改憲志向は，高度成長期においてなおきわめて強か

った．

25) 世論全体で見た場合，高度成長期においても（「正式な軍隊を持つための改憲」ではなく）

「自衛権・自衛隊を明記するための改憲」に対しては一定の支持があったことは，当時の

調査報道から分かっている（境家 2017）．

26) 左図（1993 年調査）における「改憲派」とは「今の憲法は国情に合わなくなっているの

でできるだけ早い時期に改憲した方が良い」という意見に賛成，「護憲派」とは「今の憲

法は大筋として立派な憲法であるから現在は改憲すべきではない」という意見に賛成の回

答者を指す．右図（1995 年調査）における「改憲派」とは「時代が変わってきたのだから，

今の憲法を改正すべきである」という意見に賛成，「護憲派」とは「今の憲法に書かれた

理想は変わらないのだから，憲法を擁護すべきである」という意見に賛成の回答者を指す．

27) 新党さきがけ支持者はごく少数であったため図６の対象に含んでいない．

28) 回答者自身に，自己のイデオロギー的立場を 1（最も革新的）から 10（最も保守的）まで

の位置で答えさせる質問．図９の「革新」はこの位置が 4 以下，「中道」は 5 または 6，「保

守」は 7 以上の回答者を指す．

29) 「あなたは，憲法 9 条を改正する必要があると思いますか．それとも改正する必要はない

と思いますか．」という問い．

30) 朝日新聞 2001 年 5 月 2 日付，同 2006 年 5 月 3 日付，同 2007 年 5 月 2 日付，同 2008 年 5

月 3 日付，同 2013 年 5 月 2 日付，同 2014 年 4 月 7 日付．

31) 朝日新聞 2005 年 5 月 3 日付，同 2006 年 5 月 3 日付，同 2007 年 5 月 2 日付，同 2008 年 5

月 3 日付，毎日新聞 2000 年 4 月 26 日付，同 2000 年 9 月 29 日付，同 2001 年 9 月 23 日付，
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同 2004 年 4 月 20 日付，同 2004 年 9 月 8 日付，同 2005 年 4 月 20 日付，同 2005 年 10 月 5

日付，読売新聞 2000 年 4 月 15 日付，同 2001 年 4 月 5 日付，同 2002 年 4 月 5 日付，同 2003

年 4 月 2 日付，同 2004 年 4 月 2 日付，同 2005 年 4 月 8 日付，同 2006 年 4 月 4 日付，同

2007 年 4 月 6 日付，同 2008 年 4 月 8 日付．

32) 朝日新聞 2001 年 5 月 2 日付，同 2004 年 5 月 1 日付，毎日新聞 2000 年 9 月 29 日付，同

2001 年 9 月 23 日付，同 2003 年 9 月 29 日付，同 2004 年 9 月 8 日付，読売新聞 2000 年 4

月 15 日付，同 2005 年 4 月 8 日付，NHK2002 年 3 月調査（『放送研究と調査』2002 年 6 月

号．

33) 毎日新聞 2001 年 9 月 23 日付，2003 年 9 月 29 日付（2002 年調査のデータもこれを参照），

2004 年 9 月 8 日付．以上はすべて面接法による調査の結果である．毎日新聞は 2000 年代

に入って電話法による調査も行っているが，同じ時期の面接法調査の結果と異なり，とく

に自民党支持者の一般改正賛成率が 6～8 割とかなり高く出る傾向がある（2000 年 4 月，

2004 年 4 月，2005 年 4 月，2006 年 2 月調査）．もっともこれらの調査においても民主党支

持者の改憲志向が絶対的なレベルで高かった（常に 5 割以上が改憲派）ことに変わりはな

い．

34) なお自由党支持者の改憲志向は民主党支持者よりさらに高い傾向があった．

35) 読売新聞 2013 年 3 月調査の結果は「自民支持層で 55％，民主支持層で 6 割弱」（読売新

聞 2013 年 4 月 20 日付）で，民主支持層の改憲志向が相対的強く出ている．2009 年頃を除

けば，これが唯一の例外事例と思われる．

36) 毎日新聞 2009 年 11 月 1 日付．

37) 朝日新聞 2010 年 5 月 3 日付，読売新聞 2009 年 4 月 3 日付，同 2010 年 4 月 9 日付．

38) 毎日新聞 2012 年 9 月 15 日付．この調査では，日本維新の会支持者は「その他の政党」支

持者として，他の小政党支持者と同じグループにまとめられてしまっている．日本維新の

会支持者単独で測定されていれば，より高い改憲派割合が見られたかもしれない．

39) 「国際紛争に巻き込まれることになるので，集団的自衛権の行使を認めるべきではない」

とした人を「集団的自衛権反対」，「日米安保体制を強化するためには，集団的自衛権の行

使を認めるべきである」という意見に「（どちらかといえば）近い」とした人を「集団的

自衛権賛成」と定義した．

40) 「安倍内閣の行政改革の実績」を「（かなり／やや）良い」と評価した人を「行革志向弱」，

「（かなり／やや）悪い」と評価した人を「行革志向強」と定義した．ややトリッキーな

定義であるが，本調査には回答者の行政改革志向の強さを直接的に尋ねるような質問が見

当たらないため，このような処理を行ったものである．

41) 奇しくもどちらの政党も小沢一郎が党首を務めていた．

42) 東京大学谷口将紀研究室のホームページ

（http://www.masaki.j.u-tokyo.ac.jp/utas/utasindex.html）において個票データが公開されてい
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る．サンプリングなど調査の詳細については同サイトを参照されたい．

43) 有権者調査は衆院選直後，政治家調査は衆院選直前に行われている．

44) 9 条改正質問は「憲法第 9 条を改正して，自衛権を明記し，国防軍の保持を規定する」と

いう意見について，あなたは賛成ですか，それとも反対ですか．」という質問文．

45) 自民党支持者では 9 条改正反対派のうち 47％が一般改正質問でも反対しているのに対し

て，民主党支持者の場合は 79％がそのような回答をしている．この点からすると，自民党

支持者よりも民主党支持者において，両質問間の回答の関連性はより強かったと評価でき

る．
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無党派層に対する選挙動員と投票参加

──政党支持層と無党派層の比較を通じて──

田原 歩

（株式会社サーベイリサーチセンター）

本稿の目的は，選挙動員の投票参加に与える効果が，政党支持層と無党派層

でどのように異なるのかを明らかにすることである．本稿では，選挙動員とし

て行われる「対人による動員」，「新聞・ビラによる動員」，「ハガキによる動員」，

「電話による動員」，「インターネットによる動員」が，政党支持層と無党派層

でどのように効果が異なるのかについて実証的な分析を行った．

その結果，（ ）「新聞・ビラによる動員」は政党支持層，無党派層両方の投

票参加を促進すること，（ ）「ハガキによる動員」は無党派層の投票参加を促

進するという知見を得た．これまで効果があるとされてきた対人的な動員の効

果がみられないということも示された．

１．はじめに

本稿の目的は，選挙動員の投票参加に与える効果が，政党支持層と無党派層でどのよう

に異なるのかを明らかにすることにある．選挙動員は個人の投票参加や投票意図に影響を

与えることが先行研究では指摘されている 1)．選挙動員といっても多様な形態があるが，

戦後日本の選挙政治において，候補者の主な選挙動員手段として中心的な役割を果たして

きたのは後援会である．中選挙区制度下において，後援会は選挙マシーンとして役割を果

たしてきたが，新選挙制度の下でも後援会は選挙マシーンの役割を担っており，候補者は

後援会の構築に注力している（谷口,2004，Krauss & Pekkanen,2011）．日本では，より個人

単位の交流や圧力を通じた動員が多い（平野，2002）とされているように，後援会等の人

的ネットワークを用いた組織的な選挙動員が多いといえる．しかし，後援会等を用いた人

的ネットワークだけが選挙動員ではない．ハガキやビラなどの人的ネットワークよりも広

範囲に行う，また不特定多数を対象にした動員も選挙動員として考えられる．近年，選挙

結果を左右するアクターであり，組織的な動員を受ける可能性が政党支持層と比べて低い

と想定される無党派層が増加していることを考えると 2)，候補者は当選のために人的ネッ

トワーク以外の動員も行っているといえよう．実際に，表 1 は 2009 年衆議院選挙時の政党

支持有無別に選挙動員を受けたかどうかを示したものである 3)．インターネットに関して

動員を受けている割合は低いといえるが，対人，新聞・ビラ，ハガキ，電話を通じた動員

は，政党支持層だけではなく，無党派層も受けていることがわかる．

185



186 

表１ 政党支持有無別の動員の有無

しかし，政党支持層も無党派層も同様の投票参加に対する動員効果を受けているといえ

るのだろうか．無党派層を一括りにして議論することには問題はあると考えられるが 4)，

三宅（1985）では無党派層は政党支持層に比べて，政党離れ度が高く，政治関与が低い層

とされている．また，相対的に政治的有効性感覚，政治家への信頼度，政治的な満足感，

イデオロギー強度などが低く，自分の身の周りにも無党派層が多く，組織への加入度も低

い，といった特徴がみられる（川人，吉野，平野，加藤，2001）．このように政党支持層と

無党派層では政治に対する関与や距離，政治的有効性感覚などが異なるため，選挙動員の

効果も異なることが予測される．

以上のような問題意識から，本稿の問は「政党支持層と無党派層では選挙動員が投票参

加に与える影響はどのように異なるのか」というものである．政党支持層と無党派層の投

票参加における選挙動員効果の違いを示すことで，この問を明らかにしていく．

本稿は以下によって構成される．2 では，選挙動員に関する研究を概観し，問題点や課

題を示すことで，本稿の研究的な位置づけを示す．3 では，本稿で扱う選挙動員について

定義し，仮説を示す．4 では東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研

究センターSSJ データアーカイブの「変動期における投票行動の全国的・時系列的調査研

究（JESⅣ SSJDA 版），2007-2011」（JESⅣ研究会：平野浩・小林良彰・池田謙一・山田真

裕）の個票データを用いて計量分析を行い，分析結果についての検討を行う．5 では，こ

れまでの分析等を踏まえて，結論と含意，課題を述べる．

２．先行研究の整理と検討

選挙動員と投票参加に関する研究

選挙動員と投票参加に関する代表的研究としてはローゼンストンとハンセンの研究があ

る（Rosenstone & Hansen，1993）．彼らはライカーとオードシュックの投票参加モデルに基

づき，個人的属性と動員という 2 組の要因によって政治参加が説明されるとし，所得・教

育程度等の個人的属性だけではなく，候補者や政党による選挙運動等の動員も政治参加の

コストを軽減する役割を果たすとしている．また，ガーバーとグリーンは選挙運動の手段

ごとの投票参加に与える影響をフィールド実験を用いて分析している（Gerber & Green，

2000）．ここでは戸別訪問とダイレクトメールには投票参加を高める効果があり，電話は効

動員の有無 あり なし あり なし あり なし あり なし あり なし

上段：％，下段：実数
インターネット

政党支持あり

政党支持なし

対人 新聞・ビラ ハガキ 電話
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果が無いことを示している．

日本における投票参加と選挙動員に関する研究としては 4 年周期の統一地方選挙と 3 年

周期の参議院選挙が 12 年に 1 度同じ年に行われる亥年現象に関する研究がある．石川は

12 年に一度参議院選挙の投票率が低下する要因として，自らの選挙が終わった直後の地方

議員が参議院選挙における選挙運動を怠ることを指摘している（石川，1984）．この亥年現

象に関して，実証的に分析したものとして浅野（1993），今井（2009）等がある．浅野（1993）

では，地方議員及び国政議員の選挙運動と投票率には統計的に有意な関係があることを示

し，今井（2009）では直前の統一地方選挙で道府県議会議員選挙のみが行われた選挙区よ

り，市町村議会議員選挙も行われた選挙区の方が参議院選挙時に選挙動員を受ける可能性

が低く，選挙動員は自民党への投票に有意な関係があることを示している．

遠藤（2012）では後援会の動員圧力と投票決定への影響を分析している．ここでは，自

民党候補者の後援会は，被動員層に強い動員圧力をかけているが，被動員層の投票行動に

影響を与えることには失敗しており，動員圧力は被動員層が「裏切った」ことを隠す行動

規範の形成に役立っているとしている．

三宅（1989）では選挙動員が投票参加の決定に与える影響を分析している．ここでは，

棄権確率の極めて高い人を投票へと動員する動員効果を持つのは，連呼，電話など受け手

の側で積極性を要求しないメディア及びインフォーマルな対面集団での説得，会話である

としている．一方で投票の確率の高い人を投票させる補強効果を持つものは，政党機関紙

をはじめとして，個人・政党演説会，政見放送・経歴放送，団体の推薦など，受け手の側

にある程度の知識と積極性を必要とするものだとしている．遠藤（2007）では選挙期間内

に行われている選挙運動が有権者の投票参加に与える影響を分析している．ここでは，選

挙運動資金のうち印刷費が多く使われた選挙区では投票率が高く，通信費が多く使われた

選挙区では票が地域的に偏っていることが示され，ポスター，葉書，ビラといった不特定

多数の有権者を対象とした選挙運動は投票率を高めることを指摘している．

先行研究の課題

以上の先行研究にはいくつかの課題が存在する．第一は，選挙動員と投票参加の関係を

分析していても，政党支持者と無党派層を一括りにしている点である．無党派層は相対的

に政治への信頼や満足感，組織への加入度も低い傾向があるため，政治に対する心理的な

距離感が政党支持層とは異なることが考えられる．そのため，選挙動員の効果も政党支持

者とは異なることが想定される．

第二は，選挙動員の様々な形態に対する視点である．石川（1984），浅野（1993），今井

（2009）らの亥年現象に関する研究では，対象が政治家の選挙動員であり，また遠藤（2012）

では後援会の動員圧力と投票行動の関係を分析しているが，選挙期間中に行われる対人接

触やビラ等の影響についての分析は行われていない．遠藤（2007）はビラやハガキ，ポス
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ターといった選挙期間中に行われる不特定多数を対象にした選挙動員について分析してい

るが，選挙期間中の対人接触などの分析まではなされていない．

以上の問題点に対して，本稿では無党派層と政党支持層の選挙動員の違い，選挙期間中

に行われる様々な選挙動員の効果という 2 つの視点から，選挙動員と投票参加の関係につ

いて分析を行う．具体的には，ビラやハガキといった不特定多数を対象にした選挙動員に

加え，人的なネットワークによる対人接触が政党支持層と無党派層に与える投票参加への

影響を分析していく．

３．選挙動員の形態と仮説

選挙動員のパターンと理論的背景

選挙動員のパターンは多種多様である．平野（2015）では，「知り合いや家族・親戚など

から働きかけを受けた」，「選挙運動の新聞・ビラを受け取った」，「選挙運動のハガキを受

け取った」，「選挙運動の電話を受けた」，「インターネットを通じて働きかけを受けた」の

5 項目を政党からの働きかけのパターンとして分析している．本稿でも，同様に「対人に

よる動員」，「新聞・ビラによる動員」，「ハガキによる動員」，「電話による動員」，「インタ

ーネットによる動員」の 5 パターンを選挙動員として扱う 5)．

仮説の導出にあたっては，三宅（1985）で示されている政党支持の類型論を用いる．三

宅（1985）では，無党派層は政党支持層に比べて，政治関与度が低く，政党離れ度が高い

有権者であると指摘している．無党派層は政党支持層に比べて政治との距離，政党との距

離が離れている有権者であると考えられるため，無党派層は政党支持層に比べて政治的有

効性感覚や政治関心が相対的に低いことが想定される．

政党支持の類型論と 5 パターンの選挙動員の形態の違いに着目することにより，仮説を

導出する．

選挙動員の形態

この 5 パターンの選挙動員の形態は動員を行う人と直接的に接触するか間接的に接触す

るか，対象を特定した動員であるか不特定多数を対象にした動員であるかという点で分類

が可能である．

直接的な接触か間接的な接触かという点に着目すると，「対人による動員」は後援会等に

属する人などが直接的な訪問等により行う動員のため，直接的に接触する動員として分類

できる．電話による動員は，対面ではないが動員を行う人と接するため直接的な動員とし

て分類することができよう．「新聞・ビラによる動員」と「ハガキによる動員」の 2 つは，

印刷物を用いた選挙動員である．公職選挙法によると，「衆議院（小選挙区選出）議員の選

挙にあつては，候補者一人について，通常葉書 三万五千枚，当該選挙に関する事務を管

理する選挙管理委員会に届け出た二種類以内のビラ 七万枚」6)とされている．ハガキは
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新聞・ビラに比べて，配布枚数は少ないとはいえ，どちらも広範囲に展開される間接的な

選挙動員であるといえる．インターネットを用いた動員はメールや SNS を用いたものが考

えられる 7)．メールや SNS は新聞・ビラやハガキと同様に直接的に動員する人と接するこ

とが無いため，間接的な動員として分類できる．

以上より，直接的か間接的かという点に着目すると，「対人による動員」，「電話による動

員」は直接的な動員，「新聞・ビラによる動員」，「ハガキによる動員」，「インターネットに

よる動員」は間接的な動員として分類できる．  

対象を特定しているか不特定多数かという点に着目すると，「対人による動員」は特定の

有権者に直接的に働きかけるため 8)，対象を特定した動員であるといえる．電話による動

員は，朴（2000）で後援会や団体の名簿に基づいて動員が行われていることが示されてい

ることから，対象を特定した動員であるといえる．「ハガキによる動員」は，対象者の住所

や名前を記載する必要があるため，対象を特定した動員に分類できる．インターネットに

よる動員については，対象先のメールアドレスや SNS アカウントなしには動員できないた

め，対象を特定した動員であるといえる．新聞・ビラは街頭で配布したり，ポスティング

等を通して配布されるため，不特定多数を対象とした動員であるといえよう．

以上より，「対人による動員」，「ハガキによる動員」，「電話による動員」，「インターネッ

トによる動員」は対象を特定した動員，「新聞・ビラによる動員」は不特定多数を対象にし

た動員であると分類できる．表 2 は動員のパターンをまとめたものである．

表２ 動員のパターン

この直接的か間接的か，特定か不特定多数かという点から選挙動員のパターンは「直接

×特定」，「間接×不特定多数」，「間接×特定」の 3 パターンであることがわかる．

本稿の仮説

直接×特定

直接かつ対象を特定した動員は「対人による動員」と「電話による動員」である．無党

派層は政党支持層に比べて，政治や政党との距離が離れているため，動員を行う人との直

接的な接触に対して，拒否感が生まれやすいと考えられる．後援会等からの対人的な動員

が投票参加を促進することは先行研究から明らかにされているが 9)，これは無党派層より

も政党支持層に効果があると想定される．Gerber & Green（2000）でも，遠藤（2007）でも

動員のパターン 直接／間接 特定／不特定多数
対人による動員 直接 特定
新聞・ビラによる動員 間接 不特定多数
ハガキによる動員 間接 特定
電話による動員 直接 特定
インターネットによる動員 間接 特定
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電話による動員が投票参加を促進するという結果は示されていないが，電話も直接的かつ

対象を特定した動員であるため，政党支持層の投票参加を促進すると考えられる．ここか

ら，直接的な動員かつ対象を特定した動員は無党派層よりも政党支持層の投票参加を促進

することが予想される．

間接×不特定多数

間接かつ不特定多数を対象にした動員は「新聞・ビラによる動員」である．新聞・ビラ

は街頭で配布したり，ポスティング等を通して配布されるため，入手が容易な一方で，政

治的な関心が無ければ手に取ったとしても読まれない可能性が高いといえる．これは政治

や政党との距離が無党派層よりも近く，政治関心が高い政党支持層に影響を与えると考え

られ，新聞・ビラには，三宅（1989）で指摘されている選挙期間中に新しい意思決定をさ

せるのではなくて，既存の意思決定を維持し強化してゆく作用がある「補強効果」がある

と考えられる．

間接×特定

間接かつ対象を特定した動員は「ハガキによる動員」と「インターネットによる動員」

である．ハガキやインターネットによる動員は，対象者を特定して行われる動員であるた

め，新聞・ビラに比べて読まれる可能性は高くなると考えられる．また，間接的な動員と

なるため直接的な動員よりも拒否感は低いと想定される．境家（2006）では選挙情報に対

する接触は投票参加を促進し，この効果は政治関心の低い層ほど強いことを指摘している．

無党派層は政党支持層よりも概して政治関心が低いことを考えると，ハガキやインターネ

ットといった間接的かつ特定を対象とした動員は政党支持層よりも無党派層に効果がある

ことが予想される．

仮説のまとめ

以上より，検証可能な以下の仮説を導出することができる．

仮説 1「対人動員は政党支持層の投票参加を促進する」

仮説 2「新聞・ビラによる動員は政党支持層の投票参加を促進する」

仮説 3「ハガキによる動員は無党派層の投票参加を促進する」

仮説 4「電話による動員は政党支持層の投票参加を促進する」

仮説 5「インターネットによる動員は無党派層の投票参加を促進する」
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４．実証分析

本稿で用いるデータ

本稿では，仮説の検証を行うために，「変動期における投票行動の全国的・時系列的調査

研究（JESⅣ SSJDA 版），2007-2011」のうち，「第 2 波 2009 年衆議院選挙前調査」と「第

3 波 2009 年衆議院選挙後調査」を用いる．これらのデータは全国 217 市区町村の満 20 歳

以上の男女を対象とし，3,000 サンプルを標本数とした調査である．本稿においてはこの第

2 波と第 3 波の両方に回答した 1,580 サンプルを対象として分析を行う．

従属変数の定義と分析方法

本稿における従属変数は投票参加の有無である．そこで本稿では従属変数に「第 3波 2009

年衆議院選挙後調査」の Q1「さっそくですが，あなたは 8 月 30 日（日曜日）の衆議院選

挙の投票に行きましたか．」という質問を利用し，「投票した」を 1，「棄権した」を 0 とす

る．従属変数が 0 と 1 の値を取るダミー変数であるため，分析には 2 項ロジスティック回

帰分析を用いた．なお，分析にあたっては STATA.ver14.12 を用いている．

独立変数の定義

動員に関する変数についてであるが，まず対人動員については Q7「それでは，反対に，

どなたか知り合いや家族・親せきなどから，ある候補者や政党に投票して欲しい，という

ような働きかけをうけましたか．」，新聞・ビラ，ハガキ，電話，インターネット動員につ

いては，Q8「今月の 8 月以降，あなたは，選挙運動に関することに参加したり，働きかけ

を受けたりしましたか．それはどの政党のものでしたか．」における「選挙運動のハガキを

受け取った」，「選挙運動の新聞・ビラを受け取った」，「選挙運動の電話を受け取った」，「イ

ンターネットを通じて働きかけを受けた」の 4 つを用いる．本稿の主眼である政党支持層

と無党派層の違いをみる変数としては，「第 2 波 2009 年衆議院選挙前調査」における Q10

「話は変わりますが，今回何党に投票するかは別にして，ふだんあなたは何党を支持して

いますか」という質問を用いる．

独立変数の効果を推定するにあたり，投票参加に影響を与える変数を統制する必要があ

る．本分析では，統制変数として，まずデモグラフィックな要因である性別，年齢，教育

程度，都市規模に加え，団体加入数を投入した．なお各変数の操作化については，補遺を

参照されたい 10)．

分析結果

表 3 は，動員のみを投入したモデル 1 と動員と無党派ダミーの交互作用項を投入したモ

デル 2 の推定結果である．動員のみのモデル 1 では無党派ダミーが負の方向に 5％水準，

新聞・ビラが正の方向に 5％水準，年齢が正の方向に 1％水準，団体加入数が正の方向に 1％
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水準で統計的に有意な結果となった．動員と無党派ダミーの交互作用項を投入したモデル

2 では，新聞・ビラが正の方向に 5％水準，無党派ダミーとハガキの交互作用項が正の方向

に 10％水準，年齢が正の方向に 1％水準，団体加入数が正の方向に 5％水準で統計的に有

意な結果となった．

無党派ダミーでコントロールした上でも，新聞・ビラは正の方向に 5％水準で統計的に

有意であることから，新聞・ビラは政党支持層と無党派層の両方で投票参加に正の影響を

与えるといえる．また，無党派ダミーとハガキの交互作用項が正の方向に 10％水準で統計

的に有意であることから，ハガキは無党派層の投票参加に正の影響を与えることがわかる．

ここから，仮説 2「新聞・ビラによる動員は政党支持層の投票参加を促進する」は全面的

に支持されたとはいえないが，政党支持層と無党派層両方の投票参加を促進することがわ

かる．また，仮説 3「ハガキによる動員は無党派層の投票参加を促進する」は支持された．

図 1 はモデル 2 の主効果及び交互作用の中で，統計的に有意であることが確認された新

聞・ビラ及びハガキについて，その他の変数を平均値に固定した上で投票参加確率をシミ

ュレーションした結果である 11)．ここから「新聞・ビラによる動員」を受けると，投票参

加確率が 0.94 から 0.97 に上がること，「ハガキによる動員」を受ければ，無党派層で投票

参加確率が 0.91 から 0.96 に上がることが確認できる．

表３ 分析結果

係数 標準誤差 係数 標準誤差
主効果
　　対人
　　新聞・ビラ
　　ハガキ
　　電話
　　インターネット
　　無党派ダミー
交互作用
　　無党派ダミー×対人
　　無党派ダミー×新聞・ビラ
　　無党派ダミー×ハガキ
　　無党派ダミー×電話
　　無党派ダミー×インターネット
統制変数
　　性別
　　年齢
　　教育程度
　　都市規模
　　団体加入数
　　定数項
Ｎ
疑似決定係数

は ％、 は５％、 は１％水準で統計的有意を示す

モデル１ モデル２
動員のみ 動員×無党派ダミー
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図１ シミュレーション結果（予測値と信頼区間）

５．結論と含意

本稿の目的は，選挙動員の投票参加に与える効果が，政党支持層と無党派層でどのよう

に異なるのかを明らかにすることであった．そこで，「対人による動員」，「新聞・ビラによ

る動員」，「ハガキによる動員」，「電話による動員」，「インターネットによる動員」の 5 つ

の選挙動員の形態に着目し，政党支持層と無党派層でどのように効果が異なるのかの実証

的な分析を行った．その結果は「新聞・ビラによる動員」は政党支持層と無党派層の両者

の投票参加を促進する，「ハガキによる動員」は無党派層の投票参加を促進するというもの

であり，政党支持層と無党派層で投票参加に与える選挙動員の形態が異なることが明らか

になった．また，本稿における分析ではこれまで動員の効果があるとされていた対人的な

動員の効果を確認することはできなかった．これは，無党派層が増加しているという背景

も考えられるが，これまでの人的なつながりを基にした組織的な集票機能が低下している

ことを示唆していると考えられる．

最後に本稿の課題を述べることで結びとしたい．本稿では，動員の形態ごとに，動員を

受けたかどうかを分析の対象としており，どの政党からの動員かという点については考慮

していない．与党と野党両方からの動員といった動員圧力（クロスプレッシャー）のケー

スと与野党どちらかからの単独の動員とでは効果が異なることが予測されるからである．

また，動員の回数についても課題である．様々な政党や同一政党から複数回動員を受けれ

ば，それだけ政治的情報量が高まり，投票参加が促進されることが予測される．どの政党

からの動員かという点，どれくらいの頻度で動員を受けたのかという点を検討していくこ

とは今後の課題である．

［補遺］

・投票参加

「さっそくですが，あなたは8月30日（日曜日）の衆議院選挙の投票に行きましたか．」

新聞・ビラ

なし

新聞・ビラ

あり

投
票
参
加

ハガキなし ハガキあり

投
票
参
加

政党支持層 無党派層
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について「投票日に投票した」，「期日前投票ないし不在者投票をした」を1とし，「棄権し

た」を0とするダミー変数とした．

・対人

「それでは，反対に，どなたか知り合いや家族・親せきなどから，ある候補者や政党

に投票して欲しい，というような働きかけをうけましたか．」について「かなり働きかけ

を受けた」，「何回か働きかけを受けた」，「1〜2回，働きかけを受けた」を1，「まったく

働きかけを受けなかった」を0とするダミー変数とした．

・新聞・ビラ

「今月の8月以降，あなたは，選挙運動に関することに参加したり，働きかけを受けた

りしましたか．それはどの政党のものでしたか．」における「選挙運動の新聞・ビラを受け

取った」について，各政党からの「働きかけを受けた」を1，「そのようなことはない」を0

とするダミー変数とした．

・ハガキ

「今月の8月以降，あなたは，選挙運動に関することに参加したり，働きかけを受けた

りしましたか．それはどの政党のものでしたか．」における「選挙運動のハガキを受け取っ

た」について，各政党からの「働きかけを受けた」を1，「そのようなことはない」を0とす

るダミー変数とした．

・電話

「今月の8月以降，あなたは，選挙運動に関することに参加したり，働きかけを受けた

りしましたか．それはどの政党のものでしたか．」における「選挙運動の電話を受け取った」

について，各政党からの「働きかけを受けた」を1，「そのようなことはない」を0とするダ

ミー変数とした．

・インターネット

「今月の8月以降，あなたは，選挙運動に関することに参加したり，働きかけを受けた

りしましたか．それはどの政党のものでしたか．」における「インターネットを通じて働き

かけを受けた」について，各政党からの「働きかけを受けた」を1，「そのようなことはな

い」を0とするダミー変数とした．

・無党派ダミー

「話は変わりますが，今回何党に投票するかは別にして，ふだんあなたは何党を支持

していますか」における「9．支持政党なし」を1，「なんらかの政党を支持している」を0

とするダミー変数とした．

・性別

男性を1，女性を0とするダミー変数とした．

・年齢

実年齢を連続変数とした．
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・教育程度

「新中学・旧小・旧高小」を1，「新高校・旧中学」を2，「高専＿短大・専修学校」を3，

「大学・大学院」を4とした．

・都市規模

「政令指定都市」を5，「人口20万以上の市」を4，「人口10万以上20万未満の市」を3，

「人口10万未満の市」を2，「町村」を1とした．

・団体加入数

「あなたは，この中にある組織や団体，グループのメンバーになっていますか（参加

していますか）．」における14団体の参加数を足しあげた．「メンバーとして積極的に参加し

ている」「メンバーになっている程度」を1，「メンバーではない」を0とし，その合計を団

体加入数とした．団体としては自治会・町内会，PTA，農協や同業者の団体，労働組合，

生協・消費者団体，NPO・NGO，ボランティア団体，住民運動団体・市民運動団体，宗教

団体，学校の同窓会，政治家の講演会，仕事を離れたつき合いのある職場仲間のグループ，

習い事や趣味のグループ，趣味や遊び仲間のグループの14団体としている．

［注］

） 選挙動員が投票参加や投票意図に影響を与えることを指摘した研究として

（ ），平野（ ）等がある．

） 無党派層が選挙結果に影響を及ぼすことを指摘した研究として品田（ ），田中（ ）

等がある．

） 「第 波 年衆議院選挙後調査」における 「それでは，反対に，どなたか知り合い

や家族・親せきなどから，ある候補者や政党に投票して欲しい，というような働きかけを

うけましたか．」及び 「今月の 月以降，あなたは，選挙運動に関することに参加した

り，働きかけを受けたりしましたか．それはどの政党のものでしたか．」を基に作成．

） 無党派層を一括りではなく，類型化した研究として田中（ ），三宅（ ，堤（ ）

等がある．

） インターネットによる動員については，本稿で分析するデータは平成 年のものであり，

インターネット選挙運動が解禁された平成 年よりも前となるため，インターネットを

通じた動員は行われていないはずである．しかし，平野（ ）では，質問文が働きかけ

を受けた期間外についても聞いている，インターネット選挙解禁前の実態を明らかにする

ものとして価値があるという つの点から分析に投入しており，本稿でも同様の視点から

分析対象とした．

） 公職選挙法（昭和二十五年四月十五日法律第百号）「第百四十二条」

） 平野（ ）では，インターネットによる働きかけについて，実際に何らかの「働きかけ」

を反映したものであるか，あるいは有権者自身によるインターネット上の情報検索を反映
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するものであるのかは解釈が難しいとしているが，本稿では，インターネットを通じて何

らかの働きかけを受けたかどうかとして分析を行う．

） 斉藤（ ）では，公職選挙法で禁じられている戸別訪問を後援会活動という名目で行っ

ているとしている．

） 対人的な動員が投票参加を促進することを示す研究としては，三宅・西澤（ ），

（ ）等がある．

） 無党派ダミー，性別，年齢，教育程度 都市規模については「第 波 年衆議院選挙

前調査」の質問を用い，投票参加，対人，新聞・ビラ，ハガキ，電話，インターネット，

団体加入数については「第 波 年衆議院選挙後調査」の質問を用いている．

） 図 の新聞・ビラについてのシミュレーションは，全回答者に対して行ったものである．
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